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＜博士論文要旨＞ 
1. 研究の背景と目的 
 2015年の国勢調査の速報は、同調査開始以来、初めて日本の人口が減少したことを伝え
た。それ以前から、日本の人口が縮小していることは指摘されていたが、今回の国勢調査の
速報は、日本が本格的に自然減を主要因とする人口減少の時代へと突入したことを改めて
我々に再確認させることになった。 
 人口減少は、いわゆる「先進国」とよばれている都市・地域においては世界的にみられて
いる現象である。特に旧東ドイツは、1990年以降ヨーロッパにおいてもっともこの問題が
顕在化し、また、その対策のために多くの研究、そして政策的対応がなされてきた。その中
でも、2002年から開始された「シュタットウンバウ・オスト」は、旧東ドイツ地域で顕在
化したさまざまな人口減少に伴う構造的問題に緊急かつ総合的に対応することを目的とし
た連邦政府のプログラムで、その後の旧東ドイツの縮小政策の根幹をなす。同プログラムは、
当初は2009年までの8年間の時限補助プログラムとして制定されたが、その後、2016年
まで継続された。このシュタットウムバウ・オスト・プログラムは、策定当初は「更新」、
「撤去」の２つの内容から構成された。 
 本論文は、この「撤去」事業に注目したものである。「撤去事業」とは、文字通り、空き
家率の高い集合住宅を取り壊してしまう施策である。この撤去事業を進めていくうえでの都
市計画的判断、そして、それがどのように具体化されていくのか。そのプロセスを明らかに
することを本論文では目的とした。具体的には、旧東ドイツのアイゼンヒュッテンシュタッ
ト市、ライプツィヒ市のグリューノウ団地、ホイヤスヴェルダ市、デッサウ・ロシュラウ市
のツォーバーベルグ団地、コットブス市のザクセンドルフ・マドロー団地、ノイ・シュメル
ヴィッツ団地を事例としてとりあげ、これらがどのように撤去事業を遂行したのか。特に次
の点に注目をして調査を行った。 
１）撤去をする地区、撤去をしない地区をどのように判断しているのか。何が重要な指標（ク
ライテリア）となっているのか。 
２）撤去をする建物はどのように判断されているのか。何が重要な指標（クライテリア）と
なっているのか。 
３）上記の判断は、実際の撤去事業として遂行されているのか。もし、遂行されていないの
であれば、その背景には何か理由があるのか。その理由は普遍的なものなのか。 
４）撤去事業を計画、また遂行するうえでの課題は何か。また、それらが遂行された場合、
どのような成果が現時点で得られているのか。  
 上記の５つの事例に対して、以上の問題提起に回答する形で調査を遂行することで、旧東
ドイツという地域の縮小政策の特徴を包括的に分析した。その結果のエッセンスは次の通り
である。 
１）撤去をする地区、撤去をしない地区は、事例によって多少、その濃淡は異なるが、ほぼ
次のような指標（クライテリア）が、その判断をするうえでの重要なファクターとなってい
ることが判明した。 
・住宅への需要（空き家率） 
・アイデンティティの維持 
・都市集積（アーバニティの維持） 
・住宅会社の数 
・都市構造のコンパクト化 
・都心地区の再生 
・長期的に安定した住空間の維持 
・社会基盤の維持管理費の削減 
・住宅の投資状況（改修状況等） 
２）ミクロな地区単位で、撤去する建物の判断材料としては、一般論としては、その建物の
「改修率」、「空き家率」が挙げられた。特に「改修率」は重要なクライテリアであることが
明らかとなった。都市デザイン的な観点からは、撤去することによってランドスケープ・デ
ザインが改善されることが撤去の是非を判断するうえで重要だと「都市計画発展コンセプト」
で記述される場合が多かった。そして、実際、一部においてはそのような意識をもって撤去
された例もみられた。ただし、そのような場合は、都市計画的な干渉が存在した場合に限定
された。 
３）マクロ面での都市規模での縮小（撤去）地区と維持地区というゾーニング指定に関して
は、都市計画的実効性が比較的高いが、ミクロ面での撤去する建物の選考という点に関して
は、都市計画的実効性が低いことが明らかとなった。これは、ミクロ面では、行政ではなく
住宅会社が最終的に撤去事業の是非を判断するためである。ミクロ面での都市計画的実効性
に影響を及ぼす因子としては、住宅会社の数（少ないほど実効性は高くなる）、住宅会社の
特徴（性格）が挙げられる。 
４）本研究を通じて得られた撤去事業を計画、遂行するうえでの主要な課題としては次のも
のが挙げられる。 
・「都市計画発展コンセプト」という都市計画的手段の限界 
・撤去した後の跡地利用・管理 
・住宅会社との合意形成 
・住民参加の欠如と住民の反対運動の発生 
・移転に係る問題（費用、タイミング） 
 また、成果としては次のものが挙げられる。 
・住宅市場の適正化（空き家率の低減） 
・人口減少の反転もしくは鈍化 
・都市空間のアメニティの改善 
・将来への安心感の提供 
・望ましい都市構造の形成 
 本研究から明らかになったことは、旧東ドイツの縮小政策とは、将来にわたって維持した
い場所・コミュニティ・アイデンティティを選択するということだ。そして、それらを維持
するために、優先順位の低いものを潔く撤去する。この縮小政策の選択は、空間規模によっ
て複数回、行われる。マクロな単位では、都市全体においてどこを積極的に維持して、どこ
を積極的に維持しない（縮退させる）のかを選択する。そして、次に積極的に維持しない地
区において、その地区のどこを残すのか、どこを残さないのかを選択することになる。ここ
で「残さない」と選択された場所はほぼ全面撤去が遂行されることが計画的に判断される（た
だし、実際に遂行されるかどうかは別問題である）。さらに、「残す」と判断された場所にお
いても、その空間的質を高めるために、一部の建物が撤去されることが選択される。 
 縮小政策における縮小計画とは、突き詰めれば、このように選択するものを計画すること
であり、その遂行とはその判断の積み重ねである。都市として必要な集積、そしてアイデン
ティティを保つために、都市のどこを維持し、どこから退却するか。そして、本研究の事例
研究を通じて、撤去政策は「何を撤去せずに残すか」ということが、「何を撤去するか」を
考えることより、はるかに重要であることが判明した。すなわち、撤去政策の基本は「都市
を守る」ということである。将来もここだけは「守る」ということを選択することが撤去計
画の基本であり、そのための処方箋としての撤去政策がある。 
 これが、旧東ドイツの撤去政策の真髄であることが、本研究の事例を調査することで理解
することができた。 
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第 1章：はじめに 
 
1－1 研究の背景および目的 
 日本の人口は2004年に1億2778万人（10月1日時点）を記録した後、翌年の同日
に戦後、初めて減少する。その後、多少の増減を繰り返すが、2011年には前年に比
べて26万人と大幅に減少。さらに2012年には28万人が減少するなど、日本は自然減
を主要因とする人口減少の時代へと突入した。国勢調査を実施するたびに人口が減
少する自治体数は増えており、かつ人口の減少率も高くなっている。2005年から
2010年にかけて人口が減少した自治体は全体の76%を占める。4分の3以上の自治体
が人口を減少させており、その数は今後、さらに増加していくと考えられる。 
 このような人口減少は、いわゆる「先進国」とよばれている都市・地域において
は世界的にみられている現象だ。最近の研究では、人口20万人以上のヨーロッパの
都市の42％が人口を縮小させているi。これは、日本における20万人以上の都市で
2005年から2010年で人口が減少した割合（37％）よりも多い。人口縮小は決して
日本だけの問題ではない。 
 特に旧東ドイツは、1990年以降ヨーロッパにおいてもっともこの問題が顕在化し、
また、その対策のために多くの研究、そして政治的対応がなされてきた。旧東ドイ
ツの都市は、ドイツが再統一された1990年以降、大幅な人口減少に見舞われ、1989
年における1527万人が2013年には1251万人まで減少した。これらを促したのは多
分に体制転換に伴う社会減であった。特に、石油産業のホイヤスヴェルデ、鉄鋼業
のアイゼンヒュッテンシュタットなど産業が特化していた都市ほど、その人口減少
が大きい。再統一後のこれらの産業は、社会主義時代の非効率な工場経営などが要
因で競争力を有しておらず、再統一後まもなく、その8割近くが市場からの撤退を
余儀なくされてしまったii。 
 これらの人口縮減が激しい都市は、活力の低下といったマクロ的な問題に加え、
社会基盤整備の維持管理、公共サービスのコスト増の課題を抱えている。さらに、
多くの都市が社会主義時代にパネル工法による中高層のプレハブ集合住宅（以下、
プラッテンバウ住宅）を計画的に大量に建設したのだが、人口縮減とともに、これ
らプラッテンバウ住宅から人が流出し始め、その空き家率が建物によっては7割以
上にも達した。その結果、一戸当たりの下水道管の維持管理費、地域冷暖房費など
が高騰し、財政を圧迫している。 
 このような問題に対応するために、旧東ドイツの幾つかの都市は計画的なアプロ
ーチからの対策を遂行している。その一つが集合住宅の「撤去（Abriss）」である。
これは、文字通り、空き家率の高い集合住宅を取り壊してしまう施策である。特に
2002年に始まった連邦政府の人口縮小都市対策プログラムである「東の都市改造」
（Stadtumbau Ost）プログラムは、「撤去（減築を含む）」をすることで生じる費用
を一部負担する補助事業で、多くの都市がそれを遂行する契機となった。 
 本研究では、旧東ドイツにおいて、団地撤去を進めていくうえでの都市計画的判
断、そして、それが実際はどのように遂行されていくのか。そのプロセスを明らか
にすることを目的とする。具体的には、旧東ドイツのアイゼンヒュッテンシュタッ
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ト市、ライプツィヒ市のグリューノウ団地、ホイヤスヴェルダ市、デッサウ・ロシ
ュラウ市のツォーバーベルグ団地、コットブス市のザクセンドルフ・マドロー団地、
ノイ・シュメルヴィッツ団地を事例としてとりあげ、これらがどのように撤去事業
を遂行したのか。特に次の点に注目をして調査を行った。 
1	 撤去をする地区、撤去をしない地区をどのように都市計画的に判断しているの
か。何が重要な指標（クライテリア）となっているのか。 
2	 撤去をする建物はどのように判断されているのか。何が重要な指標（クライテ
リア）となっているのか。 
3	 上記の都市計画的判断は、実際の撤去事業として遂行されているのか。もし、
遂行されていないのであれば、その背景には何か理由があるのか。その理由は
普遍的なものなのか。 
4	 撤去事業を計画、また遂行するうえでの課題は何か。また、それらが遂行され
た場合、どのような成果が現時点で得られているのか。  
 
 本研究では 5つの事例に対して、以上の問題提起に回答する形で調査を遂行する
ことで、旧東ドイツという地域の縮小政策の特徴を包括的に分析できることを心が
けた。 
 
1－2 既往研究の整理 
 
 本研究に関連するテーマとして、「（旧東ドイツを中心とした）人口縮小に関する
研究」、「シュタットウンバウ・オスト・プログラム」、そして 5つの事例に着目し、
既往研究を概観した。 
 
（1）（旧東ドイツを中心とした）人口縮小に関する研究  
 旧東ドイツを中心とした人口縮小に関する研究は、後述する連邦政府の「シュタ
ットウンバウ・オスト・プログラム」が発効する 2002年前後から随分と活発化す
る。多くの研究があるため、ここでは本研究の参考とした主要な既往研究を中心に
整理する。 
 旧東ドイツの都市の縮小実態については、ドイツの学者が多くの研究を行ってい
る。特に、Philipp Oswaltは、その先陣を切り、縮小現象が旧社会主義国を中心に展
開していることを早い時点で指摘をし、率先して縮小都市研究を進めた。その結果
は『Shrinking Cities. Volume 1: Intenational Research』（Oswalt et al., 2005iii）、
『Shrinking Cities. Volume 2: Interventions』(Oswalt et al., 2006iv)、『Shrinking Atlas 
(Atlas Der Schrumpfendenstadte)』(Oswalt et al., 2006v)にてまとめられ、縮小現象
がおもに先進国において進んでいることをドイツだけでなく、世界中に広く知らし
めた。 
『Shrinking Cities. Volume 1: Intenational Research』（2005）でOswalt等は、人口
縮小が先進国で広く進展している現象であることを紹介している。そして、事例と
しては函館、デトロイト、マンチェスター・リヴァプール、イヴァノボ、ハレ・ラ
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イプツィヒを取り上げている。本書は、多くの縮小現象を取り上げた後、そこにポ
テンシャルがあると述べている。縮小のマイナス面だけでなく、プラス面を評価し
て、積極的にその変化をプラスに捉えるべきであると述べている。 
 その翌年に出されたのが『Shrinking Cities. Volume 2: Interventions』(2006)であ
る。これは、特に旧東ドイツの縮小現象にどのように「干渉」するべきか。その手
法について様々な試みを紹介している。プロジェクト自体はドイツの建築雑誌
「archplus」との協働事業であり、基本的にはアイデア・コンテストであった。そ
して、バウハウス・デッサウ基金とともに、このアイデアを実践することにした。
本書はそれらの過程を紹介したものである。プロジェクトはほとんどがハレ・ライ
プツィヒ広域圏を対象としたものであるが、一部、マンチェスター・リヴァプール、
デトロイト地域のものも紹介されている。 
 これら事例に挙げられている縮小都市が、縮小問題をどのように捉え、またどの
ように解決しようと考えているのか。本書には縮小都市という問題を理解するうえ
で有益な情報が多く含まれている。縮小都市が抱えるテーマとして、「撤去」、「再
評価」、「再編成」、「想像」の4つが掲げられている。これらのテーマごとに、
その問題の整理がされており、また、そのテーマの背景を理解するために縮小都市
にて生活する人々のルポルタージュが付け加えられている。さらに、例えば「撤去」
は、「撤去される都市」、「変革する都市」、「野生の都市」、「収縮する都市」、
「消耗する都市」、「両極化する地域」といった6つのサブテーマから構成される。
論文と事例紹介という二つのアプローチによる解説、分析は「縮小」という現象を
理解するには極めて有効である。特に、アートで縮小というプロセスを表現しよう
とする試みなど、日本ではあまり見られない視座から、縮小に対処しようとする取
り組みは興味深いと考えられる。 
 そして、『Shrinking Cities. Volume 2: Interventions』の同年に出されたのが
『Shrinking Atlas (Atlas Der Schrumpfendenstadte)』(2006)である。本書において、
ドイツの縮小都市問題研究所のフィリップ・オスワルト所長は次のように記してい
る。「20世紀の始まりにおいて、10億人の人口の2％だけが都市で生活していた。そ
して、20世紀が幕を閉じる頃には65億人の人口のうち50％が都市で生活している。
そして2050年には85億人の人口のうち75％が都市で生活するだろうと予測されて
いる。しかし、すべての都市が成長している訳ではない。1950年から2000年にかけ
て350の大都市が大幅に人口を縮小させている。1990年代には世界の大都市の4分の
1以上が人口を縮減させたのである。そして、縮小する都市の数は増えている。も
ちろん、拡大している都市に比べればその数は少ない。とはいえ、このようなトレ
ンドの終焉はそう遠くはない。おそらく、世界の人口は2070年から2100年の間に頂
点に達し、そして都市化もそこで終わると推測される。そして、成長する都市と縮
小する都市は均衡状態に達し、産業革命以前にはよく起きていたことだが、都市の
縮小は普通のことになるだろう」vi。 
 人口が減少する要因として、同氏は次の 4点を指摘する。郊外化、脱工業化、ポ
スト社会主義化、そして高齢化である。郊外化とは都心から人々が郊外へとシフト
することによって、都心が空洞化し、縮小していくというパターンであり、旧東ド
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イツの都市に顕著にみられる現象で、ライプツィヒなどが典型である。アメリカで
もセントルイスやピッツバーグを始めとして、多くの都市においてこの現象がみら
れる。脱工業化とは、その都市の主要産業であった工業が海外へ移出したり、海外
との競争に敗れて衰退したり、また産業の高度化からサービス産業などへのシフト
が起きたりした結果、産業とともに都市も縮小していくというパターンで、その代
表的な事例は、イギリスのマンチェスターやアメリカのデトロイトである。ポスト
社会主義化による縮小としては旧ソ連のイヴァノボや、旧東ドイツのアイゼンハッ
トシュタットなどが典型的な事例である。社会主義国家の計画経済の下でつくられ
た都市は、資本主義への移行で、競争力を失い、産業が衰退し、縮小している。 
 日本は非欧米国では、最初のシュリンキング・シティ現象を単純な人口減少とい
う要因で経験することになる。日本の人口減少が特異的なものではなく、世界的に
広く見られる現象であること、その要因は大きく 4つあることなど、グローバルな
観点で人口減少をとらえる視座を与えてくれる。 
 Oswalt以外でも数多くの人口縮小に関しての既往研究が存在するが、特にヨーロ
ッパの縮小都市の状況を分析し、その縮小プロセスが多様であることをAnnegret 
Haase等が論じている（Haase et al., 2013vii）。この文献は、その事例として本研究
でも挙げているライプツィヒなども分析対象にしているために、有益な知見を与え
てくれる。また、Katrin Großmann等はアメリカとヨーロッパの都市の縮小状況と
それに対応する政策を比較し、その相違点を明らかにしている（Großmann, K. et al., 
2012viii）。同様にThorsten Wiechmannもアメリカとドイツの縮小政策について、特
に自治体レベルでの対応について比較分析をし、その相違点を整理している
（Wiechmann, et al., 2012ix）。 
 
（2）「シュタットウンバウ・オスト・プログラム」に関する既往研究 
 ドイツ連邦政府の「シュタットウンバウ・オスト（東の都市改造）」プログラムの
既往研究としては大村（2004x, 2013xi）が整理をしている。これらの論文では、連
邦政府の助成制度を中心にまとめられており、その目標、そして具体的な助成プロ
グラムに関して記述されている。現在、連邦政府が力を入れている都市計画助成制
度の目標は次の 3点であると大村氏は言及する。 
l 歴史的環境の保全＝記念物保全を視野に入れた都市計画的機能面における中
心市街地、地区中心の強化という目標である。 
l 都市計画機能面での欠陥・問題を抱えている地域での持続可能な都市計画的構
造の創出という目標である。ここでいう欠陥・問題は、人口減少、都市縮小下
での建設施設、都市インフラの過剰供給状況、中心部での空き地、空き家の発
生などである。 
l 社会的問題状況解決のための都市計画的目標設定である。 
 そして、これら 3つの目標設定のもと、現在、連邦政府が進めている都市計画補
助プログラムとして次の 8つが挙げられる。 
 社会都市 Sozial Stadt 
 活力ある都市・地区中心 
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 東の都市改造 Stadtumbau Ost 
 西の都市改造 
 都市計画的記念物保全：歴史的都心地区の保全・再生 
 小規模市町村の連携による中心機能強化 
 都市再開発・新開発施策 
 社会インフラのエネルギー施設改善 
 本研究と関係があるシュタットウンバウ・オスト・プログラムについても丁寧に
整理されている。それらの詳細は第 3章でまとめているが、そのポイントとしては、
「ドイツ再統一後、旧東ドイツ地域で顕在化したさまざまな構造的問題に緊急かつ
総合的に対応しようとして連邦政府が旧東ドイツ地域の諸州と連携しながら開始し
たプログラム」としている。そして、その政策目標として、次の 4つを挙げている。 
 中心市街地の強化 
 既存建築ストックの修復・保全 
 空き家状況の解消 
 縮小プロセスにある都市の価値向上 
 この論文は「シュタットウンバウ・オスト」のプログラムについて、その背景を
整理しているので、その点は本研究でも大いに参考になる。ただし、法律的な細か
い背景、例えば補助対象、州別の予算額といった情報等についての記述はない。 
 「シュタットウンバウ・オスト」のプログラムについては、ドイツ連邦政府は多
くの研究報告書とともに節目ごとに、実績報告書を刊行している（2008xii, 2012xiii）。
これは、シュタットウンバウ・オストのプログラムがどの地域に、どのような内容
（助成対象は 4つのテーマで分類されている）で、どの程度活用されたかなど、主
に事業評価的観点から整理されている。これらの文献は、既往研究と捉えるよりか
は、統計書といった位置づけであるが、幾つかのルポルタージュ的な事例研究など
も紹介されており、本研究の起動時においては参考になる点も多かった。 
 ドイツ連邦政府以外にも、シュタットウンバウ・オスト・プログラムの事業評価
の論文がある。Matthias Berntは、初期のシュタットウンバウ・オスト・プログラ
ムの 6年間の実績とその効果を、前述したドイツ連邦政府の報告書より辛口の事業
評価をしている（Bernt, 2007xiv）。Manfred Kühnは、Berntよりもさらに批判的に
シュタットウンバウ・オスト・プログラムを批判している（Kühn, 2006xv）。 
 これら以外にも Claus Michelsenはザクセン州の事例を検証しつつ、シュタット
ウンバウ・オスト・プログラムの評価をしている（Michelsen, 2007xvi）。また、Kabisch
等は、同プログラムが住民にどのように評価されているのかをアンケート調査を実
施することで分析をしている（Kabisch et al., 2007xvii）。 
 
（3）アイゼンヒュッテンシュタット 
 アイゼンヒュッテンシュタットに関しては、ドイツの社会主義的計画都市の最初
の事例として幾つかの論文が発表されている。Marco Schmidt（2011xviii）やAndreas 
Seidel (1995xix)は、都市がつくられはじめてから現在に至るまで、その都市形成の
歴史を整理している。Schmidtは比較的、最近の人口減少によって生じた問題など
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も論じている。Seidel は、社会主義時代においてアイゼンヒュッテンシュタットに
おいて、どのような都市活動が行われ、どのような生活を人々が送っていたのかな
どを解説している。本研究の背景となる都市の成立、また都市の特徴などに関して
は多くの参考となる点が多いが、撤去政策という観点からは内容が乏しい。 
 より直接的な都市縮小という現象に関しての既往研究としては、Frank Howestの
論文（2006xx）がある。この論文の著者はアイゼンヒュッテンシュタット市役所の
都市計画局に勤務している公務員である。本稿は大きく3つの章から構成されてい
る。まずは、東西ドイツが再統一される1990年以前の同市の歴史。どのようにして、
ここにドイツで初めての社会主義的計画都市がつくられることになったのか、それ
らについて文献調査によって丁寧に整理されている。二つ目は1990年から本稿が書
かれたちょっと前、シュタットウンバウ・オストのプログラムが実施される2002年
前後まで、同市がどのようにドイツ再統一によって影響を受けたのかについて論じ
ている。特に人口減少によって、同市内に多くつくられたプラッテンバウの空き家
率が増加していることなどを整理している。また、市場が開放されたことによって、
どのような店舗が立地することになったのか、市場経済の導入で都市がどのように
変化したかなどの情報もまとめられている。そして、最後の章でこれからの都市の
展望、執筆時点での都市の将来構想などについてまとめられている。アイゼンヒュ
ッテンシュタット市というドイツにおいてもユニークな都市のことを知るうえでは
多くの知見・情報が得られる。 
 ただし、全般的に考察が定性的である。特に、地区ごとの政策は定性的にはその
特徴などが整理されているが、定量的な数字（空き家数、目標とする減築数）など
が整理されていないのは、本研究において具体的な成果を検証するうえではあまり
参考にならない。さらに、この論文が執筆されたのは2006年であり、シュタットウ
ンバウ・オストのプログラムの1期もまだ遂行途上であった。そういった点では、
現在のアイゼンヒュッテンシュタットの状況とは異なる点もあり、本研究において
もその点は補完しなくてはならない。 
 他にも、Howestとの共著という形でLienhard Lötscher (2004xxi、2005xxii) がアイ
ゼンヒュッテンシュタット市の縮小現象、そしてそれに伴う課題などを整理してい
る。特に2005年に出版された論文はコットブスとライプツィヒという、本研究でも
取り上げている事例の比較分析を行っているので参考となる点は多い。ただし、
2005年という極めて早い段階でのデータ、考察であること、さらには定量的な統計
分析ではなく、定性的な意見によって論文が構築されているという問題がある。ま
た、Gabriel Hauboldが、アイゼンヒュッテンシュタットのシュタットウンバウ・オ
スト・プログラムの内容を丁寧に整理している（Haubold, 2004xxiii）。アイゼンヒュ
ッテンシュタットは、その人口縮小が激しかったこと、その都市のユニークな性格
などもあり、シュタットウンバウ・オスト・プログラムの起動時には多くの関心が
寄せられたことが、これらの既往研究の充実さから推察できる。ただし、それらの
多くは2005年前後に集中しており、それ以降の研究が少ないことも指摘される。 
 
（4）グリューノウ団地（ライプツィヒ市）  
 7 
① ライプツィヒ市全体の縮小に関する既往研究 
 グリューノウ団地のあるライプツィヒ市の縮小問題、縮小政策に関しては多くの
既往研究がある。英文での文献も充実しており、Garcia-Zamor はライプツィヒ市
の縮小問題へのボトムアップのアプローチを丁寧に分析している（Zamor, 2014xxiv）。
Zamor はドイツ再統一直後からの、ライプツィヒ市の縮小政策に焦点をあて、ステ
ーキホルダーが時代の推移とともに変化していることを分析し、ライプツィヒの都
市開発とサステイナビリティの問題、社会的公平性の確保の問題、グローバリゼー
ションの問題などを整理している。さらに、人口が増加し始めてから、問題が顕在
化しているジェントリフィケーションについても論述している。そして、これらの
問題に対処するうえでは、同市が取り組んでいる「家守の家：ヴェヒターハウス
（Wächterhaus）」xxvなどのボトムアップのアプローチの有効性を論じている。 
 Alan Mace等はマンチェスターとの比較分析をしつつ、どのようにしてライプツ
ィヒが人口縮小を反転させたかを、特に都市計画という側面から分析し、整理をし
ている（Mace et al, 2004xxvi）。ライプツィヒとマンチェスターという違う国の二都
市について整理しているため、これらの相違点なども浮き彫りになり、よりお互い
の事例の普遍的側面、特異点などが明らかになっている。以下、同書のエッセンス
を整理する。 
 ライプツィヒは、第二次世界大戦以前は、ハンブルクとドイツ第二の都市を競っ
ていた。1871年から1941年の「Gründerzeit」時代においては、ライプツィヒは印
刷そして出版、さらに機械産業においてドイツの中心的役割を担うことになる。そ
の結果、1849年に62000人であった人口は、1931年には71万9000人にまで増加す
る（これが最大人口）。ライプツィヒの最初の沈滞は、GDRが設立されたことを契
機とする。GDRは工業集積をシュテンダール、アイゼンヒュッテンシュタット、ノ
イブランデンブルグ、ヴォルフェン、ハレといった新開発都市そしてベルリンに集
中したために、ライプツィヒは投資対象としては無視された。これが人口減少をも
たらし、1991年には54万人にまで減ることになる。しかし、さらにドイツ統合によ
って人口減少は本格化する。再統合後はライプツィヒ市の80％の雇用が喪失される。
その結果、ライプツィヒは1991年～1996年の間で2割近くの人口を減らし、縮小都
市として知られることになる。また、2000年時点では31万戸中、ほぼ2割に該当す
る6万戸が空き家になり、空き家の多さが大きな問題として顕在化する。しかし、
その後、都市の人口縮小を冷静に捉え、長期的に都市の安定化を図る施策を展開し
ていくことによって、人口減少は底を打ち、現在では増加の兆しもみられつつある。 
 ライプツィヒの都市的問題は、プラッテンバウだけでなく、第二次世界大戦以前
につくられたグリュンダーツァイトの集合住宅も放置されていたことである。ライ
プツィヒはまた、周辺の郊外へと多くの住民を喪失してしまった。これらに対応す
るためには、一つはこれら周辺の自治体をライプツィヒ市が合併してしまうこと、
さらには空き家率の高く、しっかりと維持されていないプラッテンバウや集合住宅
を積極的に撤去するなどして住宅市場の需給環境の調整などとした。加えて、最近
では、イメージ戦略も展開しており、一部、成功しつつある。特に、2000年以降は、
若者の受け入れに成功している。また、住民の都市への愛着なども高まるような施
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策（例えばオリンピックに立候補すること）も展開しており、それらは同書によれ
ばそれなりの成果が出ている。また、都市マーケティングが功を奏し、ＢＭＷやポ
ルシェの工場がライプツィヒに立地するようになった。著者等によれば、これらの
動きは、単に創出した雇用の数よりも大きなインパクトがあるそうだ。 
 これらライプツィヒの分析、さらにはマンチェスターの分析を踏まえたうえで、
著者等は縮小都市の対応策として次が有効であるとして提案している。 
① 若者を惹きつけられるようにする：大学を活用する。空間をアメニティの高い
ものとする。公共交通や自転車、徒歩の自由度を高くする。 
② 家族を惹きつける：中間層の家族が住みたくなる住宅地を整備する。教育に投
資をする。公共交通、自転車、徒歩の移動環境を充実させる。治安を向上させる。 
 そして、縮小都市のトレンドを転換させることができるのは「人」だけであると
言及している。人にとって魅力ある都市は生き残るし、そうでないところは衰退し
ていく。ライプツィヒの置かれた概況、そして具体的な政策の中身、さらにはその
結果、どういう効果がみられたのかについて、同書はしっかりと整理されている。
ただし、具体的な団地レベルでの撤去政策については、状況はみえてこない。これ
は、そもそもそういう点が趣旨ではなかったこともあるかもしれないが、本研究と
はスタンスが違う点である。 
 これ以外にも、Cortese等はチェコのOstrava、イタリアのGenoaとの比較分析を
通じてライプツィヒが人口縮小をしていく中、いかに行政が社会的紐帯を強化して
いったかについて論じている（Cortese, 2013xxvii）。さらにDaniel Florentineは、ラ
イプツィヒが人口縮小を都市計画的に管理していった手法の考え方、そして、その
成果と課題について論じている（Florentine, 2010xxviii）。 
 
② グリューノウ団地 
 グリューノウ団地に関しては、Thorsten Weichmann等が縮小政策にて多くの成果
を上げたことを紹介している（Weichmann et al.,2014xxix）。Grünau地区において
は、以下の縮小政策の目標が策定された。 
① ライプツィヒの中でグリューナウが重要な拠点として位置づけられるようにす
る 
② 市民参加を通じてボトムアップのデザインを図る 
③ 需要に応じた住宅供給となるように（減築などで：筆者注）調整する 
④ 緑地のネットワークを整備する 
⑤ 機会の公平性を図り、社会的な統合を目指す 
⑥ 経済的な活力を維持する 
⑦ 社会開発に合わせた社会基盤整備をする 
⑧ コンパクトシティの質を維持する。 
 ライプツィヒ市においては、シュタットウンバウ・オストのプログラムとの関連
で9200戸の建物が2001年以降、減築された。そのうち3分の2はプラッテンバウの
集合住宅地区であり、その多くはグリューナウ地区においてであった。それ以外は、
前述した中央駅東地区に広がるグリュンダーツァイト（Gründerzeit）地区において
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であった。これらの撤去（減築）でかかった費用は1500万ユーロであり、そのほと
んとがシュタットウンバウ・オストのプログラムの予算で賄われた。本研究は、ラ
イプツィヒ市の都市政策の概要をしっかりと整理をしているが、その成果、また定
量的にどの程度の事業をどの地区でやっていたのかは整理されていない。具体的な
事業単位でどういうことをやって、どのような効果が得られたのかが分かりにくい
点が問題であると考えられる。 
 また、Sigrun Kabischが旧東ドイツ時代からグリューノウの住民への意識調査を
継続的に行っている(1979、1981、1983、1987、1992、1995、2002、2004、2009
年)。その調査結果は、調査ごとに発表されているが、本研究では特に最近のものに
注目をした（Kabisch, 2010, 2013xxx）。Kabischの調査研究はグリューノウの住民意
識がどのようなものであり、またどのように変容してきたかを探るうえでは極めて
貴重である。特に、人口減少がすすんでいた2000年代に、住民の満足度が高水準で
あったことは、ライプツィヒ市のグリューノウの将来計画にも影響を及ぼした。
Kabischによれば、この満足度の高さは愛着(長期居住者)、インフラやオープンスペ
ースの充実、低家賃によるものである。また、2009年において住宅に満足する項目
では、買い物環境やサービス、オープンスペースへの近接が高く上がっている。大
規模な集合住宅であっても、オープンスペース等の整備により住民の愛着を涵養し、
満足度を高めることは可能なことをKabischの調査結果は示唆している。 
 Dieter Link等はグリューノウ団地における縮小政策において、時代の変遷によっ
て、どのようなステーキホルダーがその政策に影響を及ぼすかについて分析してい
る（Link et al., 2012xxxi）。この論文は、初期においては州政府、市役所といった行
政と住宅会社が団地の撤去政策の大きな枠組みをつくれていたが、徐々に銀行や民
間資本の不動産会社、さらには住民がステーキホルダーとして台頭し始め、撤去政
策の合意形成が複雑化していることを指摘している。この知見は、本研究において
グリューノウ団地の撤去政策において、計画と具体的な事業との乖離の背景を考察
するうえで得るものが多かった。 
 ただし、これら上記の研究はおもに社会学的視点から分析されており、本研究が
目指す、団地の撤去政策を都市計画的にどのように策定したのか、といったミクロ
な視点ではなく、よりマクロに政策を決定する背景を包括的に捉えている。 
 
（5）ホイヤスヴェルダ 
 ホイヤスヴェルダの既往研究としては、Gribat (2010xxxii)の大作がある。本研究で
社会学者の著者は「縮小は果たして問題なのか」、「何が問題として人々に捉えてい
るのか」という問いに対して、ホイヤスヴェルダを事例として検証している。 
 この論文の 1章から 3章にかけては、行政が縮小をコントロールしようと干渉す
ることの是非、などについて検証している。4章は、事例研究の有効性などを含め
て、研究手法に関してページが割かれている。5章はホイヤスヴェルダの概要、特
に歴史について整理されている。6章は縮小問題が顕在化した後、ホイヤスヴェル
ダがどのように縮小に対応したか、その実践内容について整理している。ホイヤス
ヴェルダも縮小対策の初動時においては、とりあえず縮小を止めるというものであ
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った。なぜなら、縮小が止まらないと、最終的にはその都市が消滅させてしまうか
らである。ホイヤスヴェルダはノイシュタットのプラッテンバウを積極的に撤去（減
築）していくのだが、そこで、そのプロセスによる住民へのダメージを緩和させな
くてはいけない状況に直面する。7章はホイヤスヴェルダが人口を再び増加させる
ために取り組んだ多様なアプローチについて整理している。著者は旧東ドイツにお
いて、縮小を必ずしもネガティブなものとして捉えるのではなく、それに対しては
多様なアプローチで対応するという姿勢がみられると指摘している。人口減少は経
済的にはマイナス面が多いが、逆に経済的な成長圧力を期待されないがゆえに、い
ろいろな機会を提供することが可能であるという肯定的な考え方もみられると言う。
8章は、ホイヤスヴェルダの縮小統治（governing shrinkage）がもたらした衝突に
関しての分析をしている。特にノイシュタットとアルトシュタットの住民の政治的
対立について、検証を行っている。9章は、これまでの内容を統合させたものとな
っている。 
 縮小政策は痛みを伴う。これが従来の成長を前提とした都市政策との大きな違い
である。ホイヤスヴェルダの縮小政策も、それを支持するものと反対するものとに
住民は二分される。その政策をしっかりと遂行させていくためには、多様な立場の
人の考えを理解し、また情報の積極的な開示等が必要である。また、都市の将来像
も柔軟でオープンなものにするべきであると言及している。 
 この論文は、ホイヤスヴェルダについての縮小政策がよく整理されている。ただ、
縮小政策における対立構造に多くの分析が割かれている。この観点自体は重要なも
のであるし、著者が社会学者であることから、この点に注目をするのは自然ではあ
るのだが、空間政策の団地レベルでの情報が欠けている。すなわち、撤去事業に関
しては、その政策自体は丁寧に整理をしているが、具体的な事業内容の情報に関し
ては乏しい。 
 Gribatは、そのエッセンスを短い論文にても発表している（2015xxxiii）。それは、
縮小する都市ホイヤスヴェルダの住民と行政側の対立問題を分析したものであり、
ホイヤスヴェルダの縮小政策の背景には貴重な知見を提供してくれる。 
 ホイヤスヴェルダはアイゼンヒュッテンシュタットに次ぐ、ドイツの社会主義的
計画都市であるが、アイゼンヒュッテンシュタットとは異なり、その都市計画史を
まとめた論文等は少ない。 
 
（6）デッサウ 
 デッサウの縮小政策に関しては、デッサウを拠点におくバウハウスが編集をした
ザクセン・アンハルト州の資料が既往研究としては大変、参考になる（Ministry of 
Regional Development and Transport of the State of Saxony-Anhalt, 2010xxxiv）。こ
れは、デッサウを含むIBAザクセン・アンハルトの19のプロジェクトを詳細に整理
している辞典のような文献である。この著者の編者であるPhilip Oswaltは、同書編
集時において、このIBAのプログラムを管轄していたバウハウス基金の責任者であ
った。 本文献は850頁にも及び、非常に豊富で興味深いデータ、情報に溢れている。
デッサウ市の縮小政策に関してのアドホックな試みも多く、整理されている。 
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 また、デッサウの市全体の縮小政策や個別の縮小プログラムに関しては、Brükner
（Brückner, 2005xxxv）などの論文が発表されている。これは、IBAの事業で進めた先
駆的なデッサウの縮小計画について説明したもので、縮小という現象を肯定的なも
のとして人々に認識してもらうような数々の事例の紹介がされている。これ以外に
はWiechmannがデッサウ市全体の縮小政策の紹介と、その課題と成果を定性的では
あるが分析、整理をしている（Wiechmann, 2013xxxvi）。 
 ただし、本研究で事例にあげるツォーバーベルグに関しては既往研究は皆無であ
る。これは、ツォーバーベルグがシュタットウンバウ・オスト・プログラムで撤去
事業を開始したのが2013年とごく最近であるからだと考えられる。 
 
（7）コットブス 
 コットブスのシュタットウンバウ・オストのプログラムに関しては、その実績、
および成果と課題をAnnett Gebel等が整理している（Gebel et al. 2008xxxvii）。そこ
では、「社会都市プログラム」などを中心に縮小する都市でハード面ではなく、ソフ
ト面に着目して、政策を展開してきたコットブスの取り組みを高く評価している。
Lienhard Lotscherは、シュタットウンバウ・オスト・プログラムの開始前から、率
先して縮小政策を実行に移してきたザクセンドルフ・マドローの取り組みを紹介し、
またアイゼンヒュッテンシュタット市とライプツィヒ市の取り組みと比較をして、
その特徴を分析している（Lotscher, 2005xxxviii）。この論文で、Lotscher はIBAフル
スト・プックラーラントでのザクセンドルフ・マドローで展開したシュトローム・
シュトラッセの事業などを紹介し、それを高く評価している。ただし、その評価は
定性的であり、また、現在から振り返ると、事業評価を楽観的にしすぎている嫌い
がみられる。 
 ザクセンドルフ・マドローに関しては、既往研究というよりかは報告書の類のも
のであるが、コットブス市が2007年にその歴史を整理した文献を発表している
（Stadt Cottbus, 2007xxxix）。これは、ザクセンドルフ・マドローがどのように開発
されてきたのか、その開発史を紹介すると同時に、ドイツ再統一後にザクセンドル
フ・マドローが直面した課題などを多くの統計資料をもとに整理している。そして、
最後に将来の展望を美しい写真とともに紹介している。市役所が出しているものと
いうこともあり、政策的な意図が込められている内容であるが、これまでの開発経
緯、政策内容を整理するうえでは参考になる点が多い。また、IBAフルスト・プッ
クラーラントにおける「ザクセンドルフ・マドロー」事業については、IBAがその
内容を紹介している（Internationale Bauausstellung Fürst Puckler Land, 2010xl）。そ
こには、シュタットウンバウ・オストのプログラムが起動する前に、ザクセンドル
フ・マドローが実験的な縮小対策を実施した内容が記されている。縮小対策に関し
ては、Tobias Hundtが旧東ドイツの縮小政策を中心にまとめた論文の中でザクセン
ドルフ・マドローの縮小対策を事例として丁寧に紹介している（Hundt, 2005xli）。 
 ノイ・シュメルヴィッツに関しては、第二期のシュタットウンバウ・オスト・プ
ログラムから撤去事業が開始されたということもあり、既往研究は少ないが、
Christina Götz等はマーケティング関係の研究ノートとして「Urban regeneration in 
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Cottbus Neu-Schmellwitz - The transformation process of a city quarter. European 
Union 2013」というものを著して発表している。これはノイ・シュメルヴィッツの
撤去政策に関係した5人の専門家への取材をもとに、課題と成果を論じたものであ
る。 
 コットブスにおいては、アイゼンヒュッテンシュタットにおけるLotscher, 
Howest、またはHoyerswerda におけるGribat、グリューノウ団地におけるKabisch、
Grossmannといったその都市の縮小状況に関するスペシャリストのような研究者
が見当たらない。その規模、そして撤去政策の実施初期において世間の注目を集め
たことを考えると不思議ではあるが、ルポルタージュ的な事例紹介はあっても上記
の3都市のような包括的、もしくは継続的な既往研究が、市役所等の公的機関が出
しているもの以外に見つけられていない。 
 
1－3 本研究の位置づけ 
（1）本研究の特徴 
 以上のように、既に多くの事例研究等が先行的に行われており、それらの論文は、
政策をしっかりと整理しており、また課題に関しても定性的ではあるがまとめられ
ている。本研究で取り上げる事例はすべてシュタットウンバウ・オスト・プログラ
ムのもとで縮小政策を行っており、それらに対しての事業評価も連邦政府、自治体
レベルでは行われている（ただし、ツォーバーベルグのように始めたばかりの事例
はなされていない）。ただし、シュタットウンバウ・オスト・プログラムの中心的な
事業であった集合住宅の「撤去」が、マクロ面（都市規模）ではともかく、ミクロ
面（団地規模）で、どのような背景で決定されたのかは、これらの既往研究からは
明らかになっていない。特に、計画と実際の撤去事業との乖離があった場合の説明
を上記の既往研究ではしていない。 
 加えて、既往研究は一部（Gribatのホイヤスヴェルダの研究やKabisch等のグリュ
ーノウの住民意識調査等）を除くと、情報が古くなってしまっている。既往研究の
多くが、2000年代中頃に集中しているのは、自治体レベルで捉えれば、シュタット
ウンバウ・オストのプログラムに申請する条件である縮小状況の調査を実施する必
要性が高まったことがあるし、また、2002年に発効したシュタットウンバウ・オス
ト・プログラムがどのように各都市において適応されたかへの関心が高まったため
と考えられる。 
 しかし、シュタットウンバウ・オストのプログラムは現在（2016年3月時点）で
も進行中であり、一部、撤去事業が終了した都市もあるが（ライネフェルデ、グリ
ューノウ団地等）、今でも撤去事業が進行しているところも少なくない（デッサウ、
ホイヤスヴェルダ等）。その現状を把握し、その事業を評価することは、的確な縮小
政策を今後、推進するうえでも必要なのではないかと考えられる。 
 そのような状況を踏まえつつ、本研究では上記の既往研究に立脚しつつ、縮小政
策の都市計画的なアプローチである集合住宅の「撤去（Abriss）」に注目をし、その
政策の都市計画的判断、そして、それが実際はどのように遂行されていくのか。そ
のプロセスを検証することを目的としている。 
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 本研究では5つの事例を取り上げている。それらの事例の社会経済的指標（人口
の推移、空き家率等）は横断的に比較できるようにしているが、それぞれの事例の
研究を通じて明らかにしようとしていることは、多少、異なる。これは、事例対象
とした都市（自治体）が同じレベルでの情報を有していない（公表してくれない）
ことなども理由であるが、事例対象のマクロな社会経済環境の違い、政策的アプロ
ーチの違いなどに因る。この事実は、政策面を同一なフレームワークで比較分析す
るという点からは整合性の問題が生じるが、一方で、5つの事例から多面的に旧東
ドイツの集合団地の撤去事業を捉えることができ、その特徴をより包括的に把握す
ることができたのではないか、とも考えられる。以下、それぞれの事例で、本研究
が明らかにしようとしたことを記す。 
① 事例 1：アイゼンヒュッテンシュタット 
 アイゼンヒュッテンシュタットは、ドイツ最初の社会主義計画都市と形容される、
戦後ほとんど更地から開発された都市である。そのため、極めて計画的に都市はつ
くられた。そして、ドイツ再統一後、大きな人口減少に直面し、計画的に縮小する
ことを政策的に判断した。その縮小政策の考え方は、都市として守るべきところを
維持することであり、そのための手段として、それ以外からは撤去するということ
である。本研究で注目したのは、この「守るべきところ」をどのように「選択」し
たのか。その都市計画的判断の背景にある考え方であり、また、その結果、どのよ
うな成果が得られたのか、ということである。さらには、この「選択」によって生
じた課題も明らかにしたいと考えた。 
② 事例 2：グリューノウ団地（ライプツィヒ市） 
 ライプツィヒ市の西部に位置するグリューノウ団地は、旧東ドイツで 3 番目の規
模を擁する集合住宅団地である。グリューノウ団地は、シュタットウンバウ・オス
トのプログラムで撤去事業を遂行するのだが、その際、シュタットウンバウ・オス
トの起動時（2002）と 2007年に縮小計画を策定する。したがって、1）2002年の
撤去計画、2）2007年までの撤去計画の具体化状況、3）2007年の撤去計画、4）
2007年の撤去計画の現時点（2015年）における具体化状況を整理、把握すること
ができる。さらに、これら撤去された建物に関しては、空き家率・改修率・階数（2007
年前のものは一部不明）といったデータが入手できたので、どのような属性の建物
が撤去される傾向があるのか、また、「計画されて撤去した建物」と「計画されずに
撤去した建物」との属性に違いがあるのか、などが検証できる。 
 このように豊富なデータが入手できたグリューノウ団地においては下記を明らか
にしたいと考えた。 
1）どのようなプロセスから「撤去する地区」、「守る（維持する）地区」を決定し
たのか。 
2）「撤去する建物」、「維持する建物」の計画を策定するうえでの都市計画的な考え
はどのようなものであったか。また、その策定をするうえで配慮した事項などはど
のようなものであったか。 
3）これらの計画はどの程度、具体化されたのか。また、計画と現実の撤去事業と
に違いがみられる場合は、その背景となる要因はどのようなものなのか。 
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4）計画されて撤去した建物と、計画されずに撤去した建物には属性による違いが
みられるのか。 
③ 事例 3：ホイヤスヴェルダ 
 ホイヤスヴェルダは、アイゼンヒュッテンシュタットに次ぐ社会主義計画都市で
あるが、ある程度の大きさの村を母体としているため、コミュニティとしてのアイ
デンティティを有している。そのため、マクロな縮小政策においては、この村と隣
接するプラッテンバウ団地からなるノイシュタット（新都市）のセンターとを「守
る（維持する）」核として位置づけている。 
 ホイヤスヴェルダはシュタットウンバウ・オスト・プログラムが発効される以前
の 1999年、2003年、2008年に縮小計画を含む都市計画発展コンセプトを策定し
ている。グリューノウ団地と同様に、ホイヤスヴェルダにおいても、地区レベルで、
どの建物が撤去されたのかを 2005年、2012年、2015年（現地踏査）で検証した。
これによって、マクロ面そしてミクロ面での縮小計画がどの程度、具体化されたの
かが明らかとなる。それと同時に、特にミクロ面での縮小計画に関しては、どの建
物を「維持」し、どの建物を「撤去」したのかを決定するうえで、都市計画・都市
デザイン的に、どのような配慮があったのか、もしくはなかったのかを実際の現場
を観察することを通じて、考察した。さらには、行政担当者への取材等から、縮小
対策を実践していくうえでの課題等を把握した。 
④ 事例 4：ツォーバーベルグ（デッサウ市） 
 ツォーバーベルグは、デッサウ市の西に位置する、2010年時点での全戸数 2435
戸のすべてがプラッテンバウ住宅でつくられた団地である。このツォーバーベルグ
では、他の事例では入手できなかった個々の棟のブロックごとの改修率、空き家率、
地主である住宅会社、地域暖房ネットワークとの接続状況といった貴重なデータが
入手できたため、簡易ではあるが統計的な分析を行うことができた。 
 また、2013年という極めて最近にシュタットウンバウ・オストの対象プログラム
に指定され、その時点での都市計画発展コンセプトによって、その縮小政策が提示
されているのだが、既に 2016年で計画と実際の撤去計画との乖離がみられる。し
たがって、この撤去計画を策定するうえでの同市の考え方、また、実際の遂行状況
とのギャップはどのように生じたのかを、上記の統計的分析等と市役所の担当者へ
の取材を踏まえて考察を行うことができた。 
⑤ 事例 5：ザクセンドルフ・マドロー、ノイ・シュメルヴィッツ（コットブス市） 
 コットブス市には大規模なプラッテンバウ住宅団地が3つある。ザクセンドル
フ・マドロー、ノイ・シュメルヴィッツ、そしてザンドーである。市域全体を対象
としたマクロ面での縮小戦略では、そのうちのザクセンドルフ・マドローとノイ・
シュメルヴィッツを撤去地区、そしてザンドーを維持地区として選定した。 
 本研究では撤去地区として指定されたザクセンドルフ・マドローとノイ・シュメ
ルヴィッツを事例研究の対象としたが、コットブス市では撤去した建物の目録を入
手することができた。この目録には、撤去した建物の撤去年数、住所、そして住宅
会社のデータが含まれている。そのために、詳細な撤去建物の地図を作成すること
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ができたのに加えて、時系列で地区別の撤去数、会社別の撤去数などの情報整理が
可能となったために、より撤去事業を多角的に捉えることができた。 
 また、シュタットウンバウ・オスト・プログラムのほとんど初動時に撤去事業を
展開したザクセンドルフ・マドローと、2006年以降から撤去事業を開始したノイ・
シュメルヴィッツだと同じ市であっても、その計画の具体化という点で大きな違い
がみられる。この違いをみることで、撤去計画を遂行するうえでの課題が浮き彫り
になることが期待できる。 
 
（2）研究方法 
 研究方法は、1）関連文献調査、2）現地のデータを入手し、それを適宜統計分析、
3）現地の関係者への取材調査、4）現地踏査、とから構成される。これらについて、
以下、説明を補足する。 
 
① 関連文献調査 
 本研究では、上記の既往研究に加えて、多くの連邦政府、そして自治体の報告書、
インターネットを通じて情報を収集した。特に、「シュタットウンバウ・オスト」プ
ログラムへ申請するうえでの必要条件である「都市計画発展コンセプト」は、すべ
ての事例対象に関して、それを参照した。 
 
② 現地のデータ 
 本研究では、基本的には自治体が有している撤去事例等の情報を入手し、それを
整理・分析することで、撤去政策の考え方、計画と具体化の乖離などを検証した。
これらの情報の多くはインターネット等で公開されていない場合が多く、多くの情
報は市役所の担当者の懇意によって入手をしている。そのため、自治体によって、
そのデータの内容、精度には温度差がある。また、撤去をした建物に関してはデー
タが比較的入手しやすいが、現在、そこに居住者のいる撤去をしていない建物に関
しては、なかなかデータが入手しにくい、などの難しさがある。 
 そのため、5つの事例を1つの指標で横断的に分析するといったことが本研究では、
空き家率、人口減少数などを除くと、必ずしも実施できていない。しかし、逆に捉
えると、5つの事例を総合することによって、旧東ドイツの撤去政策を多面的に俯
瞰するだけの情報を入手することができた。これは、5つの事例を対象に研究を行
ったことの長所であると考えられる。 
 
③ 現地の関係者への取材調査 
 本調査の対象とする撤去政策の課題、そして成果等は関係者のヒアリング調査に
よって情報を収集することが不可欠である。そのため、数多くの取材調査を遂行し
た。そのなかでも特に重要なヒアリング対象者とヒアリング日を表 1-1に整理する。 
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表 1-1 重要なヒアリング対象者とヒアリング日 
ヒアリング先 ヒアリング対象者 ヒアリング日 
アイゼンヒュッテンシュタット市役所 Frank Howest 2006.04.06 
アイゼンヒュッテンシュタット市役所 Christina Novak 2006.09.23 
ルール大学 Uta Hohn 2006.03.20 
ドルトムント工科大学 Frank Roost 2008.10.12 
アイゼンヒュッテンシュタット市役所 Frank Howest 2010.03.04 
ノルドラインヴェストファーレン州都市
研究所 Frank Roost 2013.09.23 
ノルドラインヴェストファーレン州都市
研究所 Frank Roost 2014.08.29 
ヘルムホルツ環境社会研究所 Dieter Link 2014.09.03 
ヘルムホルツ環境社会研究所 Katrin Grossmann 2015.07.15 
ライプツィヒ市役所 Sebastian Pfeiffer 2015.07.17 
カッセル大学 Frank Roost 2015.08.22 
ヘルムホルツ環境社会研究所 Annegret Haase 2015.09.13 
デッサウ市役所 Volker Stahl 2015.09.15 
コットブス市役所 Doreen Mohaupt 2015.09.16 
ホイヤスヴェルダ市役所 Annette Krzok 2015.09.17 
エアフルト大学 Katrin Grossmann 2016.03.10 
ヘルムホルツ環境社会研究所 Annegret Haase 2016.03.10 
コットブス市役所 Doreen Mohaupt 2016.03.14 
 
④ 現地踏査  
 計画がどの程度、具体化されているのか。それを検証するには現地踏査をするこ
とが重要である。本研究では、撤去計画がどの程度、実行されたのかを把握するた
め現地踏査を行った。この現地踏査の状況を表 1-2に整理する。 
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表 1-2 現地踏査先とその実施日 
現地踏査先 現地踏査日 
アイゼンヒュッテンシュタット 2005.10.02 
コットブス、ザクセンドルフ・マドロー 2006.03.30 
アイゼンヒュッテンシュタット 2006.04.06 
ホイヤスヴェルダ 2007.04.07 
アイゼンヒュッテンシュタット 2010.03.04 
グリューノウ団地 2014.09.06 
グリューノウ団地 2014.09.07 
グリューノウ団地 2015.07.16 
グリューノウ団地 2015.09.13 
コットブス、ノイ・シュメルヴィッツ 2015.09.16 
ホイヤスヴェルダ 2015.09.17 
グリューノウ団地 2016.03.10 
ホイヤスヴェルダ 2016.03.12 
デッサウ、ツォーバーベルグ 2016.03.13 
コットブス、ノイ・シュメルヴィッツ 2016.03.14 
コットブス、ザクセンドルフ・マドロー 2016.03.15 
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第２章：ドイツの都市・地域の縮小の実態と特徴 
 
 本章ではドイツの都市・地域の縮小の実態と特徴に関してまとめる。特に甚だし
い人口減少を経験した旧東ドイツの状況について整理する。その人口減少は社会体
制の変革を契機としたが、その後、日本などと同様に小さい自治体から大きな自治
体への人口流出などが見られ始めている。ただし、最近では人口減少のスピードも
緩やかになり、都市によっては人口が増加し始めているところもある。 
 
２－1 旧東ドイツにおける人口減少の実態 
（1）世界の人口動向 
 主要国において 10 年単位の人口増減率を表 2-1 に示した。これより、これらの
国において人口が最も早く減少し始めたのはロシアで、1990年代には既に人口が減
少し始めている。次いで、人口減少が起きるのは日本である。2010年代に人口が減
少に転じると推測されている国はイタリア、ドイツであり、2050 年までには韓国、
中国、フランスなども人口が減少に転じると推測されている。 
 
表 2-1 主要先進国における 10 年単位での人口変化率および予測値  
  イタリア 韓国 ドイツ 日本 アメリカ イギリス フランス 中国 ロシア 
1950-1960 107% 133% 106% 112% 118% 104% 109% 119% 117% 
1960-1970 107% 128% 107% 111% 113% 106% 111% 126% 109% 
1970-1980 105% 119% 100% 112% 110% 101% 106% 120% 106% 
1980-1990 101% 112% 101% 106% 111% 102% 105% 116% 107% 
1990-2000 102% 109% 104% 103% 111% 103% 104% 110% 99% 
2000-2010 101% 104% 100% 100% 110% 103% 104% 106% 96% 
2010-2020 98% 102% 99% 97% 108% 103% 102% 105% 95% 
2020-2030 97% 100% 99% 95% 107% 104% 101% 102% 94% 
2030-2040 96% 96% 98% 93% 105% 102% 100% 99% 94% 
2040-2050 95% 94% 98% 92% 104% 102% 99% 97% 94% 
（出所：国連統計局） 
 
 このように多くの先進国は、人口が減少するという大転換を、この 50 年スパン
で経験することになる。ゆえに、人口縮小という現象は多くの先進国が早急に対応
をすべき共通の課題となる。 
 さらに、国単位ではなく、その地域別にみると既に人口が過激に減少している地
域がある。最近の研究では、人口 20万人以上のヨーロッパの都市の 42％が人口を
縮小させているが、旧東ドイツでは 4分の 3の都市が人口を縮小させているi。日本
における 20万人以上の都市で 2005年から 2010年で人口が減少した都市は 37％だ
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けであることと比較すると、いかに旧東ドイツの人口減がすさまじいものであるか
が分かるであろう。  
 
（２）旧東ドイツの人口減 
 旧東ドイツの都市は、ドイツが再統一された 1990 年以降、大幅な人口減少に見
舞われ、1989 年における 1860 万人が 2013 年には 1592 万人まで減少した。これ
は、24年間で 14％以上も人口が減少したということだ。 
 
図 2－1 自治体別の人口増減（1990 年から 2013 年） 
 
（出所：ドイツ連邦政府） 
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 1990年から 2013年にかけてのドイツ全土の自治体の人口の変化率をみると、人
口が大幅に減少している地域、すなわちこの 23年間で人口が 10％以上減少してい
る地域は、ほとんどが旧東ドイツに集中している（図 2-1参照）。特にメクレンブル
ク・フォアポンメルン州の東部、ブランデンブルク州の周縁部、そしてザクセン州
のケムニッツ周辺からチェコとの国境沿い、ザクセン＝アンハルト州のマクデブル
クとハレ以外の地域、さらにチューリンゲン州のエアフルト周辺を除いた地域など
において、人口の減少が著しい。旧西ドイツの地域のほとんどiiがこの期間において
人口を増加させていることとは極めて対照的である。 
 
図 2-2 旧東ドイツの州別人口の推移 
 
（出所：ドイツ連邦政府） 
 
図 2-3 旧東ドイツの州別人口の推移（2） 
 
（出所：ドイツ連邦政府） 
 
 図 2-2は 1995年から 2013年までの旧東ドイツの人口の推移を州別に示したもの
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である。ベルリンを除けば、旧東ドイツの州はベルリンの壁が崩壊してから 1993
年の間にすべての州において人口は減少した。旧東ドイツにおいては、統合以前か
ら、すでに人口減少の兆しはみえていたが、統合によって、それはさらに加速化し
たiii。 そして、その勢いは 2011年まで続いたが、2011年頃から反転するトレンド
が見え始めている。しかし、それはベルリン州における人口が増えたことが要因で
あり（図 2-3参照）、依然として残り５州は、スピードこそ緩やかにはなっているが
人口は減少する傾向にある。どちらにしろ、1990年の再統一からの 20年間の人口
減少が都市・地域に与えたインパクトは相当のものがあったと推察される。 
 
２－２ 旧東ドイツの人口減少の要因 
（1）政治的な要因 
 旧東ドイツにおいてドラスティックな人口減少をもたらしたのは、ドイツの再統
一である。再統一直後の人口減少は経済的な理由ではなく、政治的な理由に基づい
たものであった。1989年の 7月と 8月には、数千の東ドイツの人々が、ブダペス
ト、プラハ、そしてワルシャワにある西ドイツ大使館に押し寄せ、保護を求めたの
を契機として、11月の第一週だけで五万人以上が東ドイツから出国し、1990年の
数ヶ月間は、一日平均して 2000人が東ドイツを去ったiv。東ドイツの政治に失望し
た人の多くはドイツ再統一前後で東ドイツを去ったのである。 
 
（2）経済的な要因 
 しかし、旧東ドイツに留まった人達もその後、その土地から離れることになる。
それは政治的な理由ではなく、経済的な理由に基づく。計画経済から市場経済へ移
行することで、旧東ドイツの地域経済は崩壊する。工業は衰退し、農業組合が廃止
され、行政そして軍は解散したv。 
 1992年から 2002年まで GDPの変化率と幾つかの社会経済統計の変化率とを回
帰分析したところ、1989年の工業に占める従業者の割合が高い地区ほど、GDPは
減少傾向にあることが判明された。逆に自営業者の割合、そして大学卒業者の割合
とＧＤＰの増加率とは弱い正の相関がみられる（それぞれ standard coefficient 
0.393, standard coefficient 0.335）vi。工業都市であるほど、統一による経済的ダメ
ージを大きく被ったのである。 
 表 2-2は、1987 年から 2012年までのドイツの主要都市の人口変化をみたもので
あるが、ホイヤスヴェルダ、アイゼンヒュッテンシュタット、フランクフルト（オ
ーダー）、コットブスなど旧東ドイツにおいて計画的に工業機能を担わせられた都市
は 20％以上も人口が減少している。特に、エネルギー産業のホイヤスヴェルダ、鉄
鋼業のアイゼンヒュッテンシュタットなど産業が工業へ特化していた都市ほど、そ
の人口減少が大きいことが特徴である。再統一前の旧東ドイツは計画経済のもと、
産業は工業に特化していたが、再統一後は、その非効率性などから競争力が欠如し
ていたため、その 8割近くが市場からの撤退を余儀なくされ、現在ではヨーロッパ
でも工業従業者が最も少ない地域となってしまっているvii。 
 旧東ドイツの社会減の経済的な指標として重要なものは失業率である。図 2-4は
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旧西ドイツと旧東ドイツとの失業率の推移をみたものであるが、旧西ドイツの失業
率は統一直後の 1991 年には旧東ドイツより高かった。しかし、この数字はすぐに
逆転し、旧東ドイツでは 1997 年頃には 20％近くまで急上昇し、その後、2005 年
頃まではほぼ 20%近くで推移した。この雇用のキャパシティの差が旧東ドイツから
旧西ドイツへと人々を移動させている最大の要因であった。2005年以降は、失業率
は旧東西ドイツとも低下しているが、それでもまだその差は解消されていない。 
 
表 2-2 旧東ドイツの幾つかの都市における人口増加率（1987-2012） 
都市名 
人口 増加率(%) 
1987/5/25 2012/12/31 1987～2012 
ホイヤスヴェルダ 72,893 35019 -51.96  
バウツェン 408,410 310,898 -23.88  
アイゼンヒュッテンシュタット 53048（1988） 27,410 -48.33  
フランクフルト・アム・オーデル 86,441 58,537 -32.28  
コットブス 128,136 99,913 -22.03  
ロストック 249,349 202,887 -18.63  
シュヴェリーン 128,328 91,264 -28.88  
シュベーツ 55,082 (1989) 31,042 -43.64 
ドレスデン 542,252 525,105 -3.16  
ライプツィヒ 600,543 520,838 -13.27  
ベルリン 3,260,000 3,375,222 3.53  
(出所：ドイツ連邦政府) 
 
図 2-4 旧西ドイツと旧東ドイツとの失業率の推移 
 
（出典: Statistik der Bundesagentur fu r Arbeit (2015): Arbeitslosigkeit im 
Zeitverlauf, Nu rnberg） 
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（3）出生率の低下 
 さらに旧東ドイツの状況を悪化させたのは出生率の低下である。1988 年から
1994年という 6年間で年間の新生児数は 6割も減少した。 
 ドイツ再統一後の 15年間で、旧東ドイツから旧西ドイツへ移動したもののうち、
3分の 2以上が若い女性であったviii。この間、地域によっては、20歳代の女性の人
口は 30％も減少した。しかも、これら旧西ドイツに移動した女性の多くは高学歴者
であった。 
 
図 2-5 ドイツの合計特殊出生率の推移 
 
（出所：ドイツ連邦政府） 
 
 そもそもドイツは出生率が低い国である。図 2-5に旧東ドイツと旧西ドイツの合
計特殊出生率の推移を示している。東西ドイツは壁によって隔てられ、全く異なる
社会システムであったにも関わらず、人口構造は比較的類似していた。どちらも
1950年代後半から 1960年代にベビーブームを経験する。旧西ドイツは 1965年に
最も多くの出生数を経験する。その後、東西ドイツともほぼ人口成長がゼロという
ゼロ成長時代を迎え、旧西ドイツでは合計特殊出生率が 1985 年には 1.3 にまで低
下する。旧東ドイツでは出産奨励策によって 1970年代までは人口を増加しており、
その後、停滞するが 1980 年代は旧西ドイツよりも合計特殊出生率は高かった。し
かし 1989年のベルリンの壁の崩落からは、旧東ドイツから多くの人が外へ流出し、
さらに出生率が減少したことで大幅な人口減を経験することになる。1991年におけ
る旧東ドイツの合計特殊出生率は 0.98 という非常に低いものであった。これは
1989 年に比べると 38%も低下した数字である。その後、これは回復傾向を示し、
現在ではようやく旧東ドイツは旧西ドイツとほぼ同じ水準にまで回復している。 
 出生率が旧東ドイツで激減している理由として小林浩二は次の点を挙げているix。 
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l 失業率 19％（2004年）という数字に象徴されるように、旧東ドイツが経済、
社会的に安定していないこと 
l 市民が、まず自らの生活を充実させることを優先させたこと。これは、旧東ド
イツ時代、人々がとりわけ物質的な満足を得られなかったためである。 
l 旧東ドイツ時代には、子供のある世帯の方が良好な住宅を容易に手に入れるこ
とができたために、多くの旧東ドイツ市民は若くして子供をもうけた。しかし、
現状ではそのようなメリットがなくなり子供を積極的につくらなくなった。 
l 旧東ドイツの人口は旧西ドイツの 20％にも満たないものであったが、1986年
までの未婚での出産数は旧西ドイツのそれを大きく上回るものであった。1992
年時点でも旧東ドイツにおける 42%の出産は未婚の母によるものであった（旧
西ドイツは 12%）。 
 このように妊娠にまつわる社会状況の変化、そして失業率の高まり、市場経済へ
の急激な対応を強いられたこと、などにより旧東ドイツの女性は子供を産まなくな
ったと分析されている。 
 
（4）郊外化 
 このような都市の疲弊に、さらにダメージを与えたのが郊外化である。旧東ドイ
ツではみられなかった郊外化が、ドイツ再統一後に進み、多くの都市は人口流出に
悩まされることになるx。 
 旧東ドイツ政府は都心にある古い住宅を手入れしなかったこともあり、郊外にて
プラッテンバウ団地を造成していたにも関わらず慢性的に住宅不足であった。ドイ
ツ再統一後は、政府は住宅を供給する必要はなくなったが、新たに顕在化した多様
な住宅需要に対応するために、民間の住宅建設を援助し、住宅購入を促す制度をつ
くった。その結果、1990年代だけで69万3000戸の新築がつくられる。これらはほと
んど戸建て住宅であり、都心部から離れた郊外において建設されたxi。都心部の土地
は旧東ドイツ時代には国が所有していたのだが、再統一後、旧東ドイツ以前の地主
に返還されることになった。しかし、その地主を特定することは混迷し、その結果、
都心部への投資は敬遠され、これも郊外化に拍車を掛ける理由になった。 
 郊外化は、通常はゆっくりと段階的に進んでいく。旧西ドイツでも 1970 年代か
ら始まって 30 年近くをかけて緩やかに展開してきた。そして、郊外の大型ショッ
ピングセンターは活力ある都心部の既存商店街と競合しなくてはならなかった。そ
して、それら既存商店街は時間をかけて大型郊外ショッピングセンターに対抗する
戦略を策定することができた。 
 それに比して、旧東ドイツは壁が崩壊してすぐに郊外化が進んだ。1993 年から
1998年の間だけで、旧東ドイツの都市はその人口の 10％を郊外化によって失ったxii。
これは、他の先進国でもみられたことがないほど極端にスピーディなものであった。
また、旧東ドイツの都心部の商店街は、そもそも市場経済下で商売をしてこなかっ
たので、郊外に立地したショッピングセンターに競合するような力も有していなか
った。さらに、旧東ドイツ時代には高嶺の花であった自動車を、旧西ドイツと旧東
ドイツのマルク交換レートを一対一とした政策によって、瞬間的に裕福になった旧
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東ドイツ住民が、こぞって購入した。そして、ショッピングセンターへ自動車で買
い物に行くことが習慣になった郊外住民は、もはや都心に買い物に行くこともしな
くなったのであるxiii。 
 ドイツ都市・国土計画アカデミー会長のハンス・アドリアン（Hans Adrian）は、
旧東ドイツにおいて顕在化した問題として、市民レベルの都市に対する意識が欠け
ていることを指摘した。そして、それによって開発者と投資家がはびこり、その結
果、都市が単なる経済的な投資対象になっていることが、大規模なショッピングセ
ンターを林立させることに繋がり、歴史的な中心市街地の衰弱を加速させていると
説明するxiv。これは、土地利用規制がしっかりしている旧西ドイツではほとんど見
られなかったことであり、旧東ドイツ特有の問題であると考えられる。 
 ドイツはその土地利用計画制度がしっかりしていることで知られる。F プラン
（Flaechennutzungsplan）と呼ばれる市町村全域を対象とした法定都市計画があり、
この Fプランが策定されることで郊外開発はいたずらに展開できない。これが、旧
西ドイツにおいて、日本やアメリカのような郊外開発が進展しなかった理由の一つ
である。それでは、なぜ旧東ドイツにおいては、F プランが郊外開発の抑制に機能
しなかったのか。それは、旧東ドイツの都市が、最初の F プランを策定したとき
（1992 年ごろ）、ほとんどの都市は将来を楽観的に捉えていたので、今後、都市は
成長をしていくという予測を前提とした計画を策定しまったからだ、とカッセル大
学のフランク・ルースト教授（取材当時はノルドラインヴェストファーレン州都市研究
所研究員）は解説するxv。結果的に、成長をすることがなかったにもかかわらず、郊
外化だけが進んだのである。ライプツィヒでは 1990年から 2000年にかけて５万人
も人口が減少した。それにも関わらず、F プランは都市の拡大を前提にした計画を
策定したため、人口が減少したにもかかわらず、郊外化が進展してしまった。 
 ドイツ再統一直後に、旧東ドイツの役所の都市計画担当者が Fプランを策定する
ことは困難であった。したがって、旧西ドイツのコンサルタントや不動産業者がや
ってきて、彼らの都合のよいように Fプランが策定された。その結果、旧西ドイツ
ではなかなか難しかった郊外開発が展開してしまったのである。この点は、同じよ
うに社会主義から資本主義へと経済体制を移行させたポーランドやチェコなどの国
とは違う点であった。これらの国は、自ら都市計画制度を検討することができたが、
旧東ドイツは旧西ドイツの制度をそのまま使用しなくてはならなかったのである。 
 
（5）大都市への移住 
 また、郊外だけではなく小さな自治体から大都市への移住という動きも最近はみ
られるようになっている。図 2-6は 1995年を 1として、1995年時点の自治体の人
口規模によって人口の増減をみたものである。これより、人口規模の人口の増減の
関係性は、2001年以前と以後では違いがみられることが分かる。2001年以前にお
いては人口規模が小さい自治体ではむしろ人口が増加していた。それに比して人口
が 1 万人以上の自治体においては、ライプツィヒとドレスデンという人口 30 万人
以上の都市を除けば、むしろ人口が大きいほど人口減少が激しいという現象がみて
とれた。 
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図 2-6 人口規模別の人口推移（1995 年を 1 とする） 
 
（出所：連邦政府資料をもとに筆者作成） 
  
 しかし、2001 年以降はほぼ日本と同様に人口規模が大きい自治体は人口が増加、
もしくは減少していてもその度合いは少なく、人口規模が小さい自治体の方が、人
口減少が激しい傾向がみてとれるようになる。旧東ドイツにおいても小さい村・町
からより大きな都市へと人口が流出するようになっていることが読み取れる。 
 
(６) まとめ 
 以上、見てきたように旧東ドイツにおいては、ハンス・ピーター・ガッツヴァイ
ラー博士が指摘するように「社会流出による人口減少、雇用喪失による高失業率は、
購買力を減少させ、そして政府予算をも減少させる。その結果、投資額が減少し、
経済投資や公共投資が減少し、これらがさらに人口そして雇用の喪失を促している」
という負のスパイラルが転回したのであるxvi。 
 失業率の高さ、収入の差、住宅を中心とした社会インフラの差によって、人材の
旧東ドイツから旧西ドイツ、そしてドイツ国内だけでなく、オランダ、オーストリ
ア、スイスへの流出がみられたのである。しかも、優秀な人材が多く流出したこと
が問題をさらに深刻にしていった。 
  
２－３ 旧東ドイツの縮小が及ぼした問題 
 
 旧東ドイツが急激な人口縮小を体現する中、さまざまな問題が顕在化し始めた。
ここでは、人口の急激な減少がどのような問題を及ぼしたかについて、おもに都市
政策的な観点から下記の 4点を整理する。 
1）空き家の増大 
2）社会インフラの維持管理費の増大 
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3）商店等の市場環境の悪化 
4）マイナス・イメージの流布 
 
（1）空き家の増大 
 人口減少は空き家を増大させる。この問題は旧東ドイツのほとんどの地域でみら
れた。連邦政府は「旧東ドイツにおける住宅セクターの構造的変化」という専門家
による委員会を2000年12月から2001年10月まで招集した。この委員会は旧東ドイ
ツに100万の空き家があり（全体の13％）、多くの住宅会社は破産寸前であることを
報告したxvii。 
 空き家が増大した地区は大きく２つある。一つは第一次世界大戦以前につくられ
た古い集合住宅である。特に 19 世紀末から 20 世紀（グリュンダーツァイト
（Gründerzeit）と呼ばれる時期）にかけて都心部もしくは都心近郊部にて建てられ
た集合住宅。これらの住宅は風呂が設置されておらず、また便所なども共同である
ものが多かった。旧東ドイツ時代では、都心部のこれらの住宅の価値は顧みられる
ことがなく、ほとんど投資がなされず、その住環境は劣悪であった。ライプツィヒ
の中央駅東地区、同市の西部にあるリンデナウ地区、コットブスのアルトマルクト
周辺、シュヴェリーンの中央駅西地区等がこれらに該当する。ドイツ再統一後は、
この建物が集積している地区は大きな都市政策的な課題となる。 
 
写真 2-2 シュヴェリーン市のプラッテンバウ団地（ノイ・ジッペンドルフ） 
 
 
 もう一つは、旧東ドイツ時代につくられたプラッテンバウといわれるパネル工法
でつくられた集合住宅が林立する、都市の周縁部において極めて計画的につくられ
た団地における空き家の増大である。これらの団地は、地域暖房やお風呂場が各戸
に設置されるなど旧東ドイツ時代は多くの人の憧れの住宅であったがxviii、ドイツ再
統一後は社会主義の象徴としても捉えられ、その単調さ、画一さが敬遠されること
になる。プラッテンバウの住民も郊外の戸建て住宅地、他都市での雇用など、他の
選択肢が広がると若者から移動を始め、建物によっては高い空き家率を示すことに
 29 
なった。 
 
（2）社会インフラの維持管理費の増大 
 人口が減少すると、地域暖房、上下水道などの社会インフラの維持管理が高騰す
る。特に、下水はしっかりと使わないでおくと 10 年間でコンクリート管は腐食す
る。これは、硫酸塩が付着するからである。それを阻止するためには、常にコンク
リート管に水を流していくことが必要なのだが、住民が少なくなると流れる水も少
なくなってしまう。ルール大学のリーンハード・レッチャー教授は、「3000 人の住
民を想定した住宅団地においては、30%以上の空き家率を越えると、大幅に下水道
システムの維持管理費が向上する」と述べているxix。  
 また、ドレスデン市役所の都市計画職員であるラース・マルシュケ氏は、ドレス
デン郊外にあるヨーハンゲオルゲンシュタット市を事例にシミュレーションを行い、
同市の人口が縮小することで、社会インフラを供給するために必要な一人当たりの
管の長さがどのように変化をするかを研究し、発表しているxx。表 2-3は 2001年の
実測値と 2016 年の予測値を示したものであるが、これは人口が縮小することで必
要となる一人当たりの社会インフラの負担が多くなることを示唆している。 
 また、これらに加えて、人口減少は学校や図書館等の公共施設の利用率、そして
公共交通や道路などの利用率を低下させ、それらの供給コストを高くする。1989
年から 2010年までに、児童数の減少により旧東ドイツでは約 2000の小学校が閉鎖
されることになった。 
 
表 2-3 ヨーハンゲオルゲンシュタット市における一人当たりの管の長さ(m) 
  2001年 2016年 
上水道 9 14.3 
下水道 6 7.4 
ガス 4.4 6.9 
地域暖房 0.7 1.1 
電気 20.3 32.1 
合計 40.4 61.8 
（出所：Lars Marschke, “Stadttechnische Infrastruktur in schrumpfenden Städten” 
2006） 
 
（3）商店等の市場環境の悪化 
 人口が減少するということは、消費者も減るということである。また、旧東ドイ
ツの商店等は市場経済に晒され、そうでなくても新しい市場環境に慣れていない状
況下で、多くの商店が閉店を余儀なくされている。具体的な調査研究事例としては、
アイゼンヒュッテンシュタット市（第４章で後述）の伝統的集落においてはドイツ
再統一後の 14年間には商店が 70軒中、13軒閉店したという報告があるxxi。 
 商店の減少は都市の商業地としての魅力を大きく減じ、それがまた人口減少を促
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すというマイナスのスパイラルを転回させていく。商店の閉店は、人口減少だけで
なく、郊外の大規模商業施設の開発や、旧西ドイツのチェーン・ストア展開なども
要因となっている。ドイツ再統一後、旧東ドイツでは旧西ドイツと比べてショッピ
ングセンターが郊外に多く立地し、旧西ドイツよりもさらに都心の商店街がダメー
ジを受けることになる。表 2-4に、1991年から 1997年までの旧西ドイツ、旧東ド
イツの年別ショッピングセンター立地数を示しているが、90年代において、旧東ド
イツは旧西ドイツの 4分の 1程度の人口しかないにも関わらず、多くのショッピン
グセンターが立地していったことが分かる。 
 
表 2-4 1991 年から 1997 年までの旧西ドイツ、旧東ドイツの年別ショッピングセ
ンター立地数 
  旧西ドイツ 旧東ドイツ 
1990年まで 96 1 
1991 7 3 
1992 5 6 
1993 2 25 
1994 2 25 
1995 13 20 
1996 7 13 
1997 9 6 
1998年 1月 1
日時点の総数 
141 99 
（出所：EHI Retail Institute） 
 
（4）マイナス・イメージの流布 
 人口が縮小していくという現実は、そもそもマイナス・イメージを伴う。このマ
イナス・イメージが伝染病のように流布していくことで、地域のイメージがさらに
悪化していく。日本でも人口縮小はスキャンダルのようにマスコミにおいて否定的
に取り上げられることが少なくないが、ドイツでも同じ傾向がみられる。 
 旧東ドイツの縮小都市も、このマイナス・イメージによって、さらに縮小を加速
化するような現象が見られることになる。沈む船から一早く脱出しようと人々は動
いたのである。この縮小に伴う都市・地域のマイナス・イメージをいかに払拭する
か、ということも後述する縮小都市の政策において重要な目的となる。 
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第 3章：旧東ドイツの縮小政策プログラム 
 
3ー1 シュタットウンバウ・オスト・プログラム 
（1）背景 
 1990 年代の終わりになると、旧東ドイツは大きな都市問題を抱えていることが
明らかとなった。連邦政府の「旧東ドイツにおける住宅セクターの構造的変化」の
委員会の報告書は、旧東ドイツにおいて人口減少に伴う空き家の増加が深刻な問題
を生じさせていることを指摘した。特に、社会主義時代において多く建造されたパ
ネル工法の集合住宅（以下、プラッテンバウ団地）において、多くの空き家が生じ、
建物自体が管理されず廃墟化していき、また、下水道管理をはじめとした社会基盤
施設の維持管理が非効率になっている問題が顕在化してきた。 
 そして、その報告書の結果を踏まえてドイツ連邦政府は、都市計画的に縮小の問
題をコントロールし、ダメージを最小化させ、より持続可能なコミュニティに転化
させるために、縮小問題に直面する自治体を支援する連邦プログラムを策定するこ
とにした。このプログラムは「シュタットウンバウ・オスト（Stadtumbau Ost）」
と名付けられた。同プログラムは実質的には都市縮小プログラムであるが、シュタ
ットウンバウは都市再生という意味である。カッセル大学教授のフランク・ルース
ト氏は、「人々の抵抗を和らげるために実質的には都市縮小政策ではあるが、その
ようなイメージを喚起させないシュタットウンバウという言葉をプログラムの名
称として使っている」と指摘するi。 
 このシュタットウンバウに「東」の意味のオストをつけた「シュタットウンバウ・
オスト・プログラム」iiは、ドイツ再統一後、旧東ドイツ地域で顕在化したさまざま
な構造的問題に緊急かつ総合的に対応しようとしたプログラムである。同プログラ
ムは2002年から、連邦・州政府の共同プログラムとして開始し、当初は2009年ま
での8年間の時限プログラムとして制定された。2009年、連邦議会はこのプログラ
ムの2010年から2016年までの継続を決定したiii。連邦政府はこの間、21億ユーロの
予算を計上し、開始以来、410以上の市町村の900地区で同事業が実施されている。 
 
（2）目的 
 その大きな目的は1）住宅供給を減らし（撤去し）、住宅会社を破産から守る、2）
傷んでいる住宅ストックを保全する、3）都市の規模を調整させ、人口縮小に対応
させる、ことであるiv。 
 シュタットウンバウ・オストの連邦政府補助金を取得するためには、「都市計画
発展コンセプト」（INSEKもしくはISEK、SEKOなど。その名称は自治体によって異
なる。マスタープランと英訳される場合もある）を策定することが必要であったv。
「都市計画発展コンセプト」とは、法的拘束力をもたない、インフォーマルな自治
体が策定する都市計画である。それは、自治体の都市計画の指針（コンセプト）を
示すものであるが、その後、変更も可能である。Fプランを策定するうえでは、都
市計画発展コンセプトを策定していることが前提条件となっている。それと同じ文
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脈で、シュタットウンバウ・オスト・プログラムの補助金を得るためにも、この都
市計画発展コンセプトがつくられていることが必要となったのである。そこでは、
都市全体においてどこを、そして、どのように縮小させるかのビジョンを検討して
いることが求められ、そのコンセプトを具体化させるための10年以上の長期にわた
る実行プログラムを考えている必要があった。そして、その実行プログラムがうま
く機能するためには、役所、議会、住宅会社、住民などの関係者を積極的に関与さ
せることが求められた。なぜなら、都市縮小政策を実践するうえでは、人々が都市
を縮小していくという現実を受け入れることが前提となるからである。 
 そして、シュタットウンバウ・オストとして連邦政府に認められるための、企画
コンペが実施された。コンペ案が承認されるためには、以下の条件がしっかりと満
たされることが望まれた。 
・政治的に議論を重ねること 
・経験的な知見に基づくこと 
・エコロジカルに対処すること 
・社会的にやさしいこと 
・文化的に協調していること 
 
（3）内容 
 シュタットウムバウ・オスト・プログラムは、次の 4つの内容から構成されるvi。 
更新（2002年から） 
撤去（2002年から） 
都市のインフラストラクチャーの改修（2006年から） 
古い建物の改修および保全（2006年から） 
 これらの内容について概説する。 
 「更新（Aufwertung：Upgrading）」は、歴史のある都心部など、その都市のア
イデンティティに関わる地区に存在する重要な建物を改修・保全することや、利用
されなくなった工場や軍用地跡地を再利用したり、公共空間のリデザインや、社会
インフラの改善などに適用されたりする。実際の事業費としても、また計画を策定
するための費用などにも使用することができるが、この事業は自治体が主体的に行
うと考えられるために、費用の1／3を連邦政府が、1／3を州政府が、そして残りの
1／3を自治体が負担することになるvii。 
 もう一つの事業は「撤去（Rückbau: Demolition）」とよばれ、その内容は建物を
壊すことである。撤去は、その自治体の持続可能性を高めることを目的として実施
する。撤去は他に状況を改善させる選択肢がない時の最終手段として捉えられるべ
きであるが、空き家の多い団地を撤去することで、供給過多の住宅市場を改善し、
その都市全体の持続可能性が高まる場合は、その実施を検討すべき事業である。歴
史的な建物がこの事業で撤去させられないように、撤去対象の建物は1919年以降に
建設されたものに限られている。 
 撤去は基本的には、住宅だけでなく地域暖房や上下水道のネットワークなどの社
会インフラも利用しないで済むように、それらのネットワークを含めた区画単位で
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することが望ましいが、実際は、そう簡単には実施できない。これは住宅の撤去に
は、社会的な問題やまた技術的な問題が関わってくるからである。したがって、区
画の中の一つもしくは少数の建物だけを撤去するという手法が広く行われたり、ま
た、建物の骨格を残し、階数だけを低くする減築なども行われたりしている。この
事業は基本的には住宅会社が実施することになるので、全費用の1／2を連邦政府が、
1／2を州政府が負担する。市は一切、費用の負担をしなくてもよいviii。 
l 都市のインフラストラクチャーの改修（2006年から） 
 2002 年から上記の 2 つのプログラムを実施し始めたが、都市インフラも建物の
撤去、地区の更新に合わせて再構築させることが必要であることが明らかとなった。
そこで、これら都市インフラ（地域暖房、上下水道等）の撤去、もしくは改修、さ
らには幼稚園や学校などの改修や転用などに関しての費用もシュタットウンバ
ウ・オスト・プログラムの中から捻出できるようにした。これは、自治体もしくは、
公共事業会社が実施するので、場合によっては上限 3割で自治体が費用負担をする。 
l 古い建物の改修および保全（2006年から） 
 このプログラムは基本的には「更新」でのメニューを古い建物に特化させること
を目的として、つくられたものである。自治体に積極的に取り組ませることを意図
しているので、この事業の自治体負担はゼロである。 
  
（4）補助対象 
 シュタットウムバウ・オスト・プログラムの補助対象は、人口減少によって都市
機能が脆弱化している自治体である。その概要に関しては、ドイツ連邦政府のビル
ディング・コード（§171b BauGB）に記されている。 
 
（1）シュタットウムバウ・オスト・プログラムの対象地区は、自治体がそれを定
義する。自治体は、本補助事業が適切に遂行できる地理的範囲を指定する。 
（2）（1）で記した対象地区の選定をする判断は、自治体のシュタットウムバウの
コンセプト、目的と方法論に基づき、しっかりと明記されることが必要である。 
（3）§137ixと 139xが、その準備と遂行においては適用される。 
（4）§164a と§164b がシュタットウムバウ・オスト・プログラム対象地区に適
用される。 
 
§164a は、シュタットウムバウ・オストがカバーできる事業内容について次のよ
うに解説している。 
（1）都市再生を素早く遂行するうえで、かつ十二分な内容を網羅するためにも、
それを実践するための費用を補填することを目的にシュタットウムバウ・オスト・
プログラムの予算は使用される。また、これに関する他の補助金プログラムに関し
ては、それぞれの法律に則って供される。 
（2）シュタットウムバウ・オスト・プログラムは、下記の項目について使用する
ことができる。 
1．都市更新のための準備（§ 140） 
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2．§ 147に基づいた都市更新を遂行するため。これには、弁償費用なども含まれ
る。ただし、原則として個人もしくは自治体の資産の弁償は含まれない。 
3．§ 148xiで記された建設手段を遂行するため。 
4．この法律に則って第三者が仕事を遂行するための適切な報酬。 
5．§ 180で記されている社会計画を実行するための費用および、§ 180で記され
ている事項を遂行するための費用。 
（3）この補助金は、§ 177で記されている範囲で、建物の近代化・改修のために
も用いることが可能である。また、歴史的・芸術的・建築的な価値をその建物を改
修することで保全することができるという条件下では、建物の所有者がそのために
何かしらの手段を講じるためにも用いることが可能である。 
 
 2001 年の連邦議会で「シュタットウムバウ・オスト」のプログラムの法案が提
出された。その目的は、持続可能な都市開発であったが、より具体的には既に社会
基盤が整備されている中心市街地を活性化し、郊外化を抑制することであった。そ
して、そのためには空き家が多い集合住宅を撤去することも方法論として考えられ
た。 
 
（5）事業の実施状況 
 シュタットウンバウ・オスト・プログラムの事業別の予算推移をみたものが図 3-1
である。 
 
図 3-1 シュタットウンバウ・オスト・プログラムの事業別の予算推移 
 
（出所：Bund-Länder-Bericht zum Programm Stadtumbau Ost, ドイツ連邦交通・
建築・都市開発省、2012） 
 
 2002 年から 2005 年までは「撤去」に多くの予算が配分されていたが、2008 年
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以降は「更新」の方が多くなっている。特に 2010 年以降は「撤去」の占める割合
が大幅に減っている。さらに、2010年に新設された「古い建物の改修および保全」
も 2010 年以降は比較的、多く事業費をつけるようになっている。このような推移
から、建物の「撤去」は初期のシュタットウンバウ・オスト・プログラムにおいて
展開された事業であり、2010 年以降は都心の強化へと政策の重点がシフトしたと
考察できる。 
 
表 3-1 シュタットウンバウ・オスト・プログラムに参加した州別の自治体数 
  
シュタットウンバウ・オスト・プログラム参加
自治体数 
ベルリン 1（15 地区） 
ブランデンブルク 38 
メクレンブルク・フォアポメ
ルン 131 
ザクセン 132 
ザクセン・アンハルト 66 
チューリンゲン 74 
合計 442 
(出所：Bund-Länder-Bericht zum Programm Stadtumbau Ost, ドイツ連邦交通・建
築・都市開発省、2012) 
 
図 3-2 州別の減築数 
 
（ 出 所 ： Angaben der Länder an das BMUB 、 Dritter Statusbericht der 
Bundestransferstelle Stadtumbau Ost, 2008などから筆者作成） 
 
 また 2011 年までにシュタットウンバウ・オスト・プログラムに参加した自治体
数を州別にみたものが表 3-1である。これより、ザクセン州とメクレンブルク・フ
ォアポメルン州が多く、ブランデンブルク州が少ないことが分かる。ただし、州別
に減築数をみると、最も多いザクセン州に続くのはザクセン・アンハルト州で、そ
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シュタットウンバウ・オス
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シュタットウンバウ・オス
ト・プログラムによる減築
(2008-2013) 
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の次はブランデンブルク州となり、最も少ないのはメクレンブルク・フォアポメル
ン州となる。ザクセン州は 2008 年以降も減築を多く手がけており、シュタットウ
ンバウ・オスト・プログラム以外でも減築を遂行している。 
 
（6）成果と課題 
 シュタットウムバウ・オスト・プログラムは、「旧東ドイツの住宅市場を安定化
させ、住宅地および商業地としての都市機能を強化することに貢献した」xiiと連邦
政府は事後評価している。 
  2007年までに旧東ドイツにおいてシュタットウンバウ・オスト・プログラムによ
って撤去した戸数は19万7735戸。さらに、2013年までに10万6572戸を撤去したの
で、シュタットウンバウ・オスト・プログラムで30万4307戸が撤去された。これに
よって、旧東ドイツにおいても空き家率が大幅に減少することになる。 
 表3-2に2001年から2010年における州別のシュタットウンバウ・オスト・プログ
ラム対象地区における空き家率の推移をみた。どの州においても、同プログラムの
対象地区においては空き家率が減少している。特にチューリンゲン州は16.8％から
9.5％と大きく減じている。この期間、人口も減少していたことを考えると、この空
き家率が大きく減少したことは、シュタットウンバウ・オスト・プログラムの功績
によるところが大きかったのではないかと推察される。この空き家率の減少は、住
宅会社の破産を回避することに大きく寄与したxiii。 
 
表3-2 シュタットウンバウ・オスト・プログラム対象地区の空き家率の州別推移
（単位：％） 
  2001 2010 
ブランデンブルク 14.2 9.3 
メクレンブルク・フォアポメ
ルン 12.1 10.9 
ザクセン 13.4 12.7 
ザクセン・アンハルト 16.5 14.8 
チューリンゲン 16.8 9.5 
旧東ドイツ全体 14 12 
(出所：Bund-Länder-Bericht zum Programm Stadtumbau Ost, ドイツ連邦交通・建
築・都市開発省、2012) 
 
 また、「更新」事業であるが、これに関しても連邦政府は多くの成果を挙げるこ
とができたと評価しているxiv。これらの評価は「撤去」事業と違って定量的な分析
に基づいていないので、多少、自画自賛的な印象を受けるかもしれない。ただし、
筆者はこの10年以上、旧東ドイツの都市を断続的に訪問しているが、その都心部の
大きな変貌には驚くばかりである。したがって、費用対効果に基づくわけではなく
印象論になってしまうが、随分と都心部は改善されたという感想を抱いている。特
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にコットブス、ゲーリッツ、シュヴェリーン、ロストックなどのそれは驚くほどよ
くなっている。 
 シュタットウムバウ・オスト・プログラムの改善点としては、連邦政府の事後評
価報告書において次のことが挙げられているxv。 
1）撤去するかどうかを指定する際には柔軟に状況に応じて、自治体が判断できる
ようにする。 
2）これら撤去事業に関しては、連邦政府が潤沢な予算措置をとり、側方支援する
ことが望ましい。 
3）住宅の撤去のための予算は自治体負担がない状況を今後も維持させる。 
4）1918年以前の建物は、撤去対象から外すことを今後も継続させる 
5）古い建物等を近代化させるための投資を促す方法の検討 
6）撤去プログラムのモニタリングの充実 など 
 このプログラムの特徴をマティアス・ベルント（Matthias Bernt）は次の3点にあ
ると解説しているxvi。 
A) ドイツ再統一後の旧西と旧東とのギャップを埋めることを目的とするのでは
なく、再統一後の連邦政府の政策の誤りに対処したプログラムであること 
B) ドイツの住宅開発の歴史において、初めてその後の開発計画なく、単に住宅を
撤去するプログラムであること 
C) このプログラムを持続可能な都市開発の一環として位置づけようとしている
こと 
 また、マンフレッド・キューン（Manhred Kühn）はより批判的にその特徴を次
の 3点にまとめているxvii。 
A) まず、この政策は基本的には縮小都市における空き家が増えた住宅を撤去する
ものであり、その撤去する住宅が立地する地区の価値を高めたり、そこの地区
住民の雇用を創出したりする目的はまったくないとういこと。 
B) 行政指導のトップダウンであり、住宅会社は関与するが、金融業者を含む民間
業者や住民がその判断等に関与することはほとんどなかったということ。 
C) そして、撤去の後のビジョンを展望できるような施策がほとんど提示されなか
ったこと 
 この二人の評価は、当事者である連邦政府に比べると、随分と厳しいものとなっ
ている。総じて、「住宅撤去」を優先したプログラムであり、住民より住宅会社の
経営改善や社会インフラの維持管理費削減に早急に対応することが念頭に置かれ
たことは確かであろう。 
 ただし、細かい点に関しては事例によって若干、異なるのではないかとも思われ
る。第 4章で個々の事例は見ていくが、トップダウンで遂行されたことは確かであ
るが、住民がその判断等に関与した程度は事例によって異なる。さらに、撤去後の
ビジョンを提示した事例も、ライネフェルデやデッサウなど幾つか存在するxviii。ま
た、同プログラムの第一期と第二期とでもアプローチは異なっている。例えば、第
二期においては、金融業者はステークホルダーとして相当、発言力が高まっている。
これらのことを考えると、上記の批判もシュタットウンバウ・オスト・プログラム
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の一面だけを捉えて批判している側面もあると言える。 
 その位置づけからして、決して満点が与えられるようなプログラムではなかった
かもしれないが、縮小都市という難しい問題を扱ったプログラムとしては、それな
りの成果、そして意義が確認されたと考えられている。特に、そのポイントは人口
減少という望ましくない状況に陥っても、それを無理矢理是正させるのではなく、
人口減少を前提とした将来像を自治体に描かせたところにある。それは、都合の悪
い将来をもしっかりと見据える能力に長けたドイツらしい都市政策であるとも考
えられる。 
 
3ー2 それ以外のプログラム 
 
 シュタットウンバウ・オスト・プログラム以外に縮小政策に関係する 2つのプロ
グラムを簡単に紹介する。「シュタットウンバウ・ヴェスト・プログラム」と「社
会都市プログラム」である。 
 
（1）シュタットウンバウ・ヴェスト・プログラム 
 シュタットウンバウ・オスト・プログラムが対象とする縮小問題は旧東ドイツだ
けではなく、旧西ドイツの都市にも存在するという指摘から、同プログラムを参考
にして 2004 年から開始された旧西ドイツを対象にしたプログラムである。その背
景には、連邦政府の都市計画助成が旧東ドイツに傾斜していることへの旧西ドイツ
の自治体の不満があった。これは 2004 年から 2011 年にかけて約 5 億ユーロを助
成する事業であり、旧西ドイツの約 400の市町村が対象となったxix。 
 その目標は、都市計画的発展コンセプトをベースにして、持続可能な都市計画的
構造を創り出すことにあり、空き家の減少、ブラウン・フィールドの利用促進、都
市のアイデンティティの強化、といった成果が得られていると連邦政府は事業評価
をしているxx。 
 
（2）連邦政府の「社会都市」プログラム 
 ドイツ連邦政府は 1999 年に、自治体支援のプログラムとして「社会都市」プロ
グラムという支援事業を設立した。これは、「開発や更新需要のある地区への総合
的な都市再生支援プログラム」xxiである。特に問題を抱える都市において、生活環
境を改善するための支援プログラムであり、これは「既成市街地の再生が物的環境
の整備に重点が置かれていたのに対して、社会的にバランスのとれた都市・地区を
再生するために、参加や協働を支援し、総合的なプログラムを提供しようというも
のである」xxii。 
 2012年にはさらにプログラムの内容が更新され、社会的な連携、すべての住民の
結びつきを強化するなどして、地域のコミュニティを強くする方針が提示されてい
る。これは、そのようなコミュニティ力がないと、生活環境を改善することが難し
いとの考えによる。「社会都市」プログラムを調査した室田は、コミュニティのネ
ットワーク強化が、「衰退市街地のハード的、ソフト的な問題の解決に力を発揮し、
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さらに経済再生につながると期待されているとこに（ドイツの）特徴がある」と言
及しているxxiii。そのために、多様なるプレイヤーの協働を図ることも重視しており、
市役所の部署の横断的な連携はもちろん、企業、住民団体、そして住民自身の積極
的な関与を促すように努めるという方向性を打ち出している。2011年までに375自
治体で603地区が、この「社会都市」プログラムを実践している。 
 シュタットウンバウ・オスト・プログラムやシュタットウンバウ・ヴェスト・プ
ログラムは、ハード面での施策が中心となっているので、ソフト面での縮小問題に
対処するうえでは、「社会都市」プログラムの方がずっと使い勝手がよいと自治体
は捉えられている。後述する事例でも、例えばホイヤスヴェルダはこれまで、シュ
タットウンバウ・オスト・プログラムで建物の撤去を行っていたが、ある程度の建
物の撤去が遂行され、今後は、むしろコミュニティ問題といったソフト面での課題
に対処することが必要となっている。そこで、2015年時点での話だと、初めて「社
会都市」プログラムに申請しようと準備をしているそうだxxiv。このように、今後は
「シュタットウンバウ・オスト・プログラム」が退行して、「社会都市」プログラ
ムの重要性がより強まっていくのではないかと推察される。 
 
                                                            
i  フランク・ルースト教授との取材結果（2013.9） 
ii 「シュタットウンバウ・オスト」は「東の都市改造」と一般的には訳されているが、本論文では、
日本語に訳すことで、その言葉のイメージが実態を誤解することを避けるために、敢えて原語のまま
にしている 
iii 大場茂明 (2004):「ドイツにおける都市再生の新たなる戦略ーStadtumbau Ost プログラムを中心と
して」『人文研究』55-3, pp.141-164 
iv Mattias Bernt et al (2013): “How does Urban Shrinkage get onto the Agenda? Experiences from 
Leipzig, Liverpool, Genoa and Bytom”, International Journal of Urban and Regional Research. John 
Wiley & Sons Ltd. 
v Anja Nelle (2013): “Adapting to Shrinkage: The dual approach of upgrading and demolition in east 
German cities”  
vi Bund-Länder-Bericht zum Programm Stadtumbau Ost, Bericht der Bundesregierung an den 
Deutschen Bundestag, erstmals erschienen als Bundesdrucksache 17/10942 
vii Robert Schnell（2011）: “Urban Restructuring in the New Federal State” 
viii 連邦政府のシュタットウムバウ・プログラムの担当 Anja Nelleへの取材（2015.07.14）にもとづく。 
ix 改修においてはオーナー、テナント、賃貸者などのステーキホルダーはできるだけ早く話合いをす
ること。それによって影響を受けるものは、お互い協力して出来る限り、早く改修工事が進められる
ようにすること。 
x ( 1 ) この補助事業を受けるもの、州政府、自治体、各種団体等は、法律のもと、この事業の準備、
遂行のために連邦政府を支援することは義務である。 
（2）この準備と遂行を行ううえでは、§ 4 para . 2 と § 4a para . 1 の 4 と 6（筆者注：これら§ 
4は、行政体の事業関与に関しての項目が記されている）が適用される。公共事業体は計画が変更さ
れた場合は、自治体に報告しなくてはならない。 
( 3 ) もし、公共事業体が目的や方法論などを変更したい場合は、関係主体とすぐに相談しなくては
ならない。 
xi 建設手段の責任（その適切性、建設期間）はその土地所有者が負うが、自治体も幾つかの点で責任
を負う。 
xii Bundesinstitut für Bau-, Stadt- und Raumforschung (BBSR)：
http://www.bbsr.bund.de/BBSR/DE/Stadtentwicklung/Staedtebaufoerderung/Forschungsprojekte/St
adtumbauOst/Archiv/Evaluierung/01_start.html?nn=441738&notFirst=true&docId=440916#doc4409
16bodyText4 
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xiii ドイツ連邦交通・建築・都市開発省 (2012):  Bund-Länder-Bericht zum Programm Stadtumbau Ost  
xiv ibid 
xv Bundesinstitut für Bau-, Stadt- und Raumforschung (BBSR)：
http://www.bbsr.bund.de/BBSR/DE/Stadtentwicklung/Staedtebaufoerderung/Forschungsprojekte/St
adtumbauOst/Archiv/Evaluierung/01_start.html?nn=441738&notFirst=true&docId=440916#doc4409
16bodyText4 
xvi Matthias Bernt, (2007): “Six Years of Stadtumbau Ost Programme: Difficulties of Dealing With 
Shrinking Cities” in “Shrinking Cities: Effects on Urban Ecology and Challenges for Urban 
Development” p.95 
xvii Manfred Kühn (2006): “Strategic Planning” in “Shrinking Cities Vol.2”, 
xviii  服部 圭郎（2016）:「ドイツ・縮小時代の都市デザイン」学芸出版社 
xix 大村謙二郎（2013）:「ドイツにおける縮小対応型都市計画」、土地総合研究 2013年冬号 
xx 連邦交通・建設・都市開発省（2012）、”Stadtumbau West Evaluierung des Bund-Länder-Programms”  
xxi 室田昌子（2010）:『ドイツの地域再生戦略 コミュニティ・マネージメント』, 学芸出版社、p.42 
xxii ibid、p.42 
xxiii  ibid、p.13 
xxiv ホイヤスヴェルダ市役所職員の Annette Krzok氏への取材結果（2015.09.17） 
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第 4章：アイゼンヒュッテンシュタットの事例研究 
 
4－1 都市の概要 
(1) 地理・歴史的概要 
 アイゼンヒュッテンシュタットはブランデンブルク州オーダー・スプリー県に属
し、ドイツ北東部、ポーランドとの国境を流れるオーダー川に沿って位置する。1950 
年にソビエト連邦の第三会議にて、製鉄所と近隣の村からなる新都市をつくること
が決定され、1951 年から製鉄コンビナートを中核とした工業都市として、重要な
産業拠点として位置づけられ、開発された。 
 旧東ドイツは1950年代以降、社会主義の理念に基づいた都市づくりを展開した。
具体的には「都市の中心部に大きな広場をつくり、その周辺に共産党の建物などの
重要な政治的機能を有する建物を配置」、「この広場から周辺に向かって延びる広
幅員の目抜き通り（マギストラーレ）を整備」、「この目抜き通りに沿って、行政
機能を有している大きな建物を配地」することなどが規範とされた。アイゼンヒュ
ッテンシュタットは、これらを含めた「都市の16の原則」に忠実にもとづいて建設
された「戦後復興のための製鉄所」、「ドイツ最初の社会主義の都市」と形容され
た都市であるi。 
 
写真 4-1 マギストラーレの先には製鉄所の煙突がそびえ立つ計画的工業都市 
 
 
 1953年にこの新都市はスターリンシュタットと命名されるが、1961年に隣接し
ていたオーダー川の舟渡し場として形成された集落ヒューステンベルクを合併し
てアイゼンヒュッテンシュタットに改名する。ドイツ語でアイゼンは「鉄」、ヒュ
ッテンは「工場」、シュタットは「都市」であるから、「鉄工場の都市」という、
名は体を表すの例え通りの名前の都市である。 
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 1965 年に製鉄所がつくられ、1968 年には稼働し始める。それは都市の中心に
位置づけられ、マギストラーレのリンデン・12 ptアレーからは、この製鉄所の巨大
な煙突が象徴的に展望できるように計画された。「労働者こそが主人である」とい
う強いイデオロギーが表現された都市である。社会主義時代にこのように産業発展
を意図して極めて計画的につくられた工業都市は、他にも石油産業のホイヤスヴェ
ルダ（6章参照）、製紙産業のシュヴェートなどがある。 
 東西ドイツが合併された後では、そこに製鉄所を立地させる地理的優位性はほ
とんど消失したが、社会主義時代はロシアの鉄鉱石とポーランドの石炭を使って、
ドイツの土地で製鉄をつくるという観点からは望ましい場所であると考えられた。
そして、旧東ドイツでは最大の製鉄所である「EKOスティール」が都市の中心に
つくられた。市域面積は 63.3平方キロメートルである。 
 
（2）地区の概要 
 アイゼンヒュッタンシュタットは開発された時期によって、第1地区から第7地区
と分類される。それぞれの地区の位置を示したものが図4-1である。また、それら
の開発時期、特徴等を表4-1に整理した。これら7つの地区のうち、第1地区から第4
地区までは1951 年から1964 年の間に、マギストラーレであるリンデン・アレー
を挟んで両翼に広がるようにつくられた。 
 
図4-1 第1地区から第7地区の位置 
 
(出所：Leinhard Lötscher et al. (2004): "Eisenhüttenstadt: Monitoring a Shrinking 
German City"から筆者作成) 
 
 
 44 
表4-1 各地区の概要 
地
区
名 建設年 
1998
人口 
2006
人口 
人口増減率
（1998-20
06） 
戸数（減
築前） 特徴 
第
１
地
区 1951-1952 2624 2106 80% 1,512 
最初に開発された第 1 地区は、
労働者のための住宅の性格を
強く有していた。 
第
２
地
区 1952-1953 3391 3130 92% 1,964 
この地区と第 3 地区の建物は
旧東ドイツ時代に建設された
国家的歴史建築物として認識
されており、すべて保全されて
いる。建物群が、中庭を取り囲
み、豊かな住環境を具体化でき
ている。 
第
３
地
区 1955-1957 2165 1364 63% 1,003 第 2 地区と同様。 
第
４
地
区 1959-1965 3867 3061 79% 2,057 
都心部に位置する。建物のクオ
リティは、これ以前に開発され
たものに比べると劣る。 
第
５
地
区 1959-1965 3117 2401 77% 1,699 
都心部に隣接して立地してい
る。第 4 地区と同時期に開発。 
第
６
地
区 1965-1977 9677 7661 79% 3,888 
この地区の建物は、プラッテン
バウ形式ですべてがつくられ
た。 
第
７
地
区 1978-1987 6672 1321 20% 3,143 
経済的不況のためプラッテン
バウ形式でも、安普請でつくら
れた。北東部では、歴史的村落
であるヒューステンベルクに
隣接している。 
（出所：アイゼンヒュッテンシュタット市） 
 
 1960 年頃には第1-4地区の住宅は合計すると6100 戸、さらには4つの学校、6つ
の保育所、3つのホステル、商店、スーパーマーケット、ガソリンスタンド、オフ
ィス、そして市役所、劇場、病院、レストラン、組合集会所などが整備された。リ
ンデン・アレーに沿って、二つのデパートメント・ストア、ホテル、カフェやレス
トラン、事務所などが立地したii。第1地区1～第4地区は、旧東ドイツの1950年代か
ら1960年代にかけての建築、都市計画の考え方を今に伝えている。その集合住宅は
製鉄所とともに、F．エールリッヒ（Ehrlich）等によって提案された。そこの敷地
調査、基礎計画は1950年から開始された。エールリッヒの計画コンセプトは、旧東
ドイツの再開発省が発表した前述した「都市の16の原則」に則ったものであった。
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プロジェクト・エンジニアの責任者としては、K.W.レウヒト（Leucht）が指名され
た 
 1961 年頃から第4地区の南に第5地区の住宅群が開発される。1966 年頃からは、
運河を越えて第6地区が開発される。これは、すべてプラッテンバウ住宅となったiii。
そして、旧東ドイツの不況からまだ抜け出せていない1983 年からは、さらに都心
から離れて、この都市の開発以前から存在する村落ヒューステンベルクの南側に隣
接するように第7地区が開発されはじめ、東西ドイツが併合する直前の1987年まで
建設は続いた。 
 
図4-2 EKOの従業員数の推移 
 
（出所：Marco Schmidt, “Eisenhüttenstadt- die erste sozialistische Planstadt der 
DDR”, Grin, 2011）   
 
 アイゼンヒュッテンシュタットの状況が大きく変わったのは、1990年のドイツ再
統一後である。社会主義経済圏では優位性を持っていた同市の立地条件は、むしろ
統一後は不利になり、またその経営の非効率性もあり、1991年には3つの溶鉱炉の
営業が中止された。ただし、1997年にはフランスの製鉄会社ウシノールが同市の製
鉄所を買収し、また製鉄会社同士の合併が進んだこともあり、アイゼンヒュッテン
シュタットの製鉄所は現在でもまだ営業中である iv。ただし、製鉄所の効率化は雇
用者数の大幅な減少をもたらし、統一後には3060の雇用が失われた（図4-2参照）。
同市全体でも1990 年にはわずか4.5%であった失業率が1997年には20.1%まで急
速に増加する。 
 
（3）人口減少の実態 
 アイゼンヒュッテンシュタットは東西ドイツが統合した後、急激な人口減少に見
舞われた。アイゼンヒュッテンシュタットの人口がピークに達したのは再統一前の
1988年の5万3千人である。それ以来、前述したほとんどの市民が関係していた製鉄
所の効率化などに伴う雇用喪失などに伴い、人口は減少していき、2012年には1988
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年に比べると48％減の2万7千人強になった。24年間でほぼ半分の人口が減少したこ
とになる。人口の減少率は90年代前半こそ前年比1.1％程度であったが、90年代後
半は2.5％、さらに2000年以降は2.8%と縮小の速度はむしろ加速しているような状
況にある。 
 
図4-3 アイゼンヒュッテンシュタットの人口推移 
 
（出所：アイゼンヒュッテンシュタット市） 
 
（4）人口減少によって生じた課題 
 上述した急激な人口減少によって、アイゼンヒュッテンシュタットではどのよう
な課題が生じたのか。Lötscher 等は 1）プラッテンバウ住宅の空き家率の増加とそ
れに起因する社会インフラの維持管理費の高騰、2）（市場縮小による） 小売業の
衰退、を挙げているv。さらに、筆者による市役所等の取材調査から、3）幼稚園や
小学校といった公共サービスの人口当たりコストの増加、4）税収減による市役所
をはじめとした公務員や学校等の教職員の削減をする必要性の増大、5）人口密度
の低下に伴う行政サービスを提供するシステムの再構築の必要性の増大、特に公共
交通サービス等の効率悪化、なども問題であることが判明したvi。 
 ここでは、撤去政策と最も関係のある1）に特に着目して、その状況を整理する。 
① 空き家率の実態 
 アイゼンヒュッテンシュタットにおける人口減少は同市内の集合住宅における
空き家の増大を促した。表4-2は、「シュタットウンバウ・オスト」プログラムが
実践される前の2001年5月におけるアイゼンヒュッテンシュタットの地区別の集合
住宅の戸数と空き家数を示したものである（参考までに2008年12月31日のデータ
も記している）。アイゼンヒュッテンシュタット市内にある集合住宅の戸数は18741
戸、そのうちプラッテンバウ住宅は全体の85%を占める15960戸である。 
 空き家率は地区によって大きく異なり、第6地区、第7地区などプラッテンバウ住
宅が多い地区、そして都心部に位置しているが建設されてから50年近く経ち、設備
が悪い第1～第３地区において空き家率が市平均を上回っている。特に、社会主義
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経済が大きく停滞した旧東ドイツ時代の後半期において建設された第7地区（南）
においては34.1％という高い空き家率を示している。これはプラッテンバウ住宅の
単調さやその生活空間の質の悪さなどが要因である。都心、工場から離れていたこ
ともあるが、この新しいにも関わらず低いクオリティが、第7地区の低い空き家率
の原因となっているvii。 
 
表 4-2 地区別の集合住宅の戸数および空き家数（2001 年時点） 
地区 
集合住宅の
戸数 
空き家数（2001 年 5
月 31 日時点） 空き家率 
第 1 地区（WK I） 1512 348 23.0% 
第 2 地区 （WK II) 1964 466 23.7% 
第 3 地区（WK III） 1003 237 23.6% 
第 4 地区（WK IV） 2047 248 12.1% 
第 5 地区（WK V） 1699 130 7.7% 
第 6 地区（南）WK VI (南） 3888 551 14.2% 
第 6 地区（北）WK VI (北) 704 158 22.4% 
第 7 地区（北）WK VII (北） 2000 499 25.0% 
第 7 地区（南）WK VII  (南） 1143 390 34.1% 
その他※ 2781 331 11.9% 
合計 18741 3358 17.9% 
 (出所：Becker, Svenja et al, “Eisenhüttenstadt ein Gutachten”, Stadtplanung 
und Städtebau mit erhöhtem Risiko, Istuitu für Städtebau, May 2002)（注※）そ
の他はヒューステンベルクなど計画都市以外の地区 
 
② 幼稚園や小学校といった公共サービスの人口当たりのコスト増加 
 人口が縮小していくと、行政サービスや教育サービスといった公的サービスの一
人当たり供給コストが高くなるために、その効率化を図ることが求められる。アイ
ゼンヒュッテンシュタットにおいて、人口縮小によって供給コストが高くなり、そ
れへの対応が強く求められたものは幼稚園であった。ドイツ再統一時には12あった
幼稚園のうち、4つの幼稚園を閉鎖することにした。閉鎖された幼稚園のうち３つ
は、高齢者向けの施設に転用した。 
 どの幼稚園を閉鎖するかについての判断は下記のプロセスに従ったviii。 
1) 基本的には、計画エリアには二つの幼稚園があるようにした。一つは普通の幼稚
園に住民の交流施設が併設されたもので、もう一つはハンディキャップをもってい
る児童のための幼稚園である。 
2) 上記の条件を満たしつつ、園児の数が少ないところを閉鎖するようにした。 
 幼稚園を閉鎖することはプラッテンバウ団地を閉鎖するより難しい問題を抱え
ている。まず、何人かの児童は必ず以前より不便になる。また、幼稚園を閉鎖する
ことは、そこの従業員を解雇するということでもある。ルールに基づいて取り壊し
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ても、納得できない人が出てくる。アイゼンヒュッテンシュタット市では、幼稚園
以外にも小学校、中学校などの閉鎖を実施した。 
 小学校は 1991年には 15校あったのだが，2009年までに７校が閉校になった。
2009年では、1学年 15人しかいないような状況にある。閉校した小学校は、そ
のまま撤去されたり、空き家のまま放置されたり、博物館として使われたりして
いるix。 
③ 社会インフラの維持管理費の高騰 
 集合住宅における住民数が少なくなると、建物の維持管理費用、建物の周辺のイ
ンフラ関連の維持管理費用が割高になっていく。特に下水道は、利用者が減ると詰
まりやすくなり、一人当たりはもちろんだが総額でも維持管理費用はむしろ高くな
っていくx。上水道、地域暖房等でも一人当たり費用は高くなると指摘されるxi。 
 
4－2 アイゼンヒュッテンシュタットの撤去政策の概要 
（1）マクロ政策としての縮小政策 
 アイゼンヒュッテンシュタット市が縮小政策を遂行する直接のきっかけは「シュ
タットウンバウ・オスト」プログラムである。同市は、旧東ドイツでも1990年から
2000年にかけて最も人口が減少した都市であった。そのようなこともあり、同プロ
グラムの適用が最優先に考えられたのであるxii。 
 アイゼンヒュッテンシュタット市は、このシュタットウンバウ・オストのプログ
ラムとブランデンブルク州の補助事業である「Zukunft im Stadtteil」（ZiS 2000）、
さらに市の自主事業をもとに撤去政策を遂行した。 
（2）撤去政策の考え方 
 アイゼンヒュッテンシュタット市は、上記の包括的な考え方を踏まえつつ、次の
計画目標を2003年に策定したxiii。 
A) 都心部の強化。特にI ‒ III地区と目抜き通りであるリンデン・アレーの維持。 
B) 持続可能な都市システムの創造 
C) 4500 戸の集合住宅を2010年までに撤去 
D) 3500-4000戸の集合住宅を2015年までに改修 
 A）、B）は理念であり、C）、D）は具体的な目標である。ここではA）、B）の
内容についてアイゼンヒュッテンシュタット市役所への取材、文献調査をもとに整
理する。 
A）の意図は、アイゼンヒュッテンシュタットの都市のアイデンティティの保全で
ある。同市のアイデンティティの維持という観点から極めて重要であると捉えられ
ている第1地区～第3地区において空き家が増え、都市機能が劣化していく恐れが膨
らむ中、これらの地区の長期的な維持を優先させるために、郊外部の地区、特に第
7地区をほぼ全面撤去するという政策的判断が為された。それは都市全体の空き家
を減らすということと、それらの地区に住んでいる人達を第1地区～第3地区に移転
させ、これらの地区における空き家を減らすことを意図したのであるxiv。 
B）は、社会インフラの維持管理費を低減させることを意図している。前述したよ
うに、空き家率が高いと社会インフラの維持管理費が高騰する。また、空き家率が
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高いと住宅会社の経営も厳しくなる。そのため都市システムを持続可能にするため
には空き家率を減らすことが求められる。一方、アイゼンヒュッテンシュタット市
では、建物を全面撤去せず階層を低くするなどの改修型減築（部分撤去）は一部を
除くとほとんどされていない。これも、社会インフラの維持管理費を低く抑えたい
という考えがあったためであるxv。 
 また、2009年以降もシュタットウンバウ・オストのプログラムが延長されること
が決定した2008年に策定されたアイゼンヒュッテンシュタットの都市計画発展コ
ンセプト（Integriertes Stadtentwicklungskonzept: INSEK）においては、同市は将
来的には3つの主要なセンター（第1地区～第4地区から成る都心地区、第6地区、ヒ
ューステンベルク地区）がそれぞれ自立した生活圏を構成しつつも、お互いが補完
し合い、協働できるように開発することが目標として掲げられた。この考えは、第
二期のシュタットウンバウ・オストのプログラム以降において、第6地区の保全を
第4地区、第5地区よりも優先させる根拠となったxvi。 
（3）撤去のプロセス 
 上記のような考えのもとに撤去は遂行された。表4-3に地区別の撤去戸数を年別
に整理した。また、年ごとに撤去された建物を示したものが図4-3である。これら
より、撤去のプロセスの特徴を地区ごとに下記、整理する。 
① 第 1地区～第 3地区 
 都心部である同地区（特に第2地区）の特徴を保全することを優先しており、基
本的にはこれらの地区の住宅は撤去ではなく、改修で対応するようにしている。特
に第2地区の建物はアイゼンヒュッテンシュタットという都市にとって重要なアイ
デンティティである「（旧東ドイツの）国家的歴史建築物」群として認識されてお
り、記念物保護（Denkmalshutz）として指定されていることもあり、撤去数はゼロ
である。第1地区、第3地区は全体の1割前後が減築されているが、それらはブロッ
クの内側の建物で、大通りのファサードを変更しないものが選定されている。人口
減少の影響が人々に認識されないように意識されていることが理解できる。 
② 第 4地区 
 この地区も第一期の「シュタットウンバウ・オスト」プログラムでは撤去数はゼ
ロであったが、第一期が開始された2003年に実施された2015年時の空き家予測は、
2007年には過小であると分析され、都心部の4地区では相対的に重要性が低い当該
地区において撤去が行われるようになっている。ただし、撤去対象となる建物は大
通りに面したものではなく、ブロックの内側のものが中心となっている。アイゼン
ヒュッテンシュタット市では、さらにこの地区を撤去させる計画を検討中であるxvii。 
③ 第 5地区 
 この地区は都心4地区に隣接しているが、第6地区の保全を優先するという政策的
判断から、第7地区に次いで撤去の対象地区となった。市全体の住戸を減らすとい
う政策的判断をするうえで、後述する改修をして間もない建物が多い第6地区を保
全するために、第5地区が撤去の対象となった。また、第6地区には二つの住宅会社
以外の所有者が存在するようになり、第5地区に比べて合意形成が図りにくくなっ
た。そのようなこともあり、第一期の「シュタットウンバウ・オスト」プログラム
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の最終年に多数の建物が全面撤去され、加えて空き家率も2005年の14.6%から2008 
年の34.3%へと急増したこともあり、第二期においても段階的に撤去を進ませるこ
とになった。 
 
表 4-3 地区別、年別の減築戸数 
  第 1地
区 
第 2
地区 
第 3
地区 
第 4
地区 
第 5
地区 
第 6
地区 
第 7
地区 合計 
2002 年時点の現存
戸数 
1512 1964 1003 2047 1699 4592 3143 1596
0 減 築 戸
数 
2003 0 0 0 0 0 0 152 152
2004 0 0 0 0 0 0 411 411 
2005 38 0 0 0 76 0 733 847 
2006 0 0 0 0 0 343 343 686 
2007 0 0 0 0 0 307 199 704 
2008 0 0 0 0 96 83 692 871 
2009 0 0 0 0 532 0 107 639 
2010 0 0 0 247 47 207 139 740 
2011 0 0 106 0 52 207 22 387 
2012 80 0 0 0 119 0 0 199 
合計減築戸数 118 0 106 247 922 1147 2798 5636 
残戸数 1394 1964 897 1800 777 3445 100 1032
4 減築率 7.80% 0.00% 10.57
% 
12.07
% 
54.27
% 
24.98
% 
96.82
% 
35.3
1% （ 出 所 ： ア イ ゼ ン ヒ ュ ッ テ ン シ ュ タ ッ ト 市 、 Frank Howest (2004): 
“ Eisenhüttenstadt Auf und Umbau Einer Geplanten Stadt ”  Univ. Bochum, 
Fakultät für Geowissenschaftenなどから筆者作成） 
 
④ 第 6地区 
 第5地区に比べると都心地区へのアクセスもよくなく、またほとんどの建物がプ
ラッテンバウであるが、「シュタットウンバウ・オスト」プログラムが開始される
前の2000年時点で既に70%の住宅の改修が完了していた。さらに、同地区にある学
校や社会基盤などにも改修等で随分と投資がなされていた。したがって、ヒューマ
ン・スケールを逸脱した巨大なプラッテンバウ団地地区であるにも関わらず、第5
地区ではなく、こちらを保全する判断がなされた。そして、前述したように2008 年
の都市計画発展コンセプトにおいては、同地区は市の3つのセンターとして位置づ
けられ、新たにスポーツ施設などが整備されるなど、生活環境の向上が図られてい
るxviii。ただし、第6地区を南北に分断し、都心地区と鉄道駅とを結ぶ大通りレプブ
リック通りの北にあるプラッテンバウは全て撤去対象となり、更地になった。 
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⑤ 第 7地区 
 ほとんどが撤去対象となる。南地区は全面撤去、北地区もオーダー川沿いの345
戸の住宅が100戸のテラスハウスに減築されたもの以外は全て撤去される。同地区
のほとんどが撤去の対象となったのは、次の理由からである。 
 
図 4-4 2003 年から 2012 年までに減築された建物 
 
（出所：Frank Howest (2004): “Eisenhüttenstadt Auf und Umbau Einer Geplanten 
Stadt” Univ. Bochum, Fakultät für Geowissenschaften、そして現地調査等をもと
に筆者作成） 
 
A）同地区の集合住宅は、建築年こそ新しいが、旧東ドイツの経済状況が極めて悪
い時期に建設されたこともあり、施設の水準は他の集合住宅と比べても劣悪であっ
た。 
B) その結果、空き家率はどの地区よりも高く（表4-2参照）、建物によっては撤去
をする以前でも70%の空き家率のものもあった 。 
C）同地区は広幅員のレプブリック道路（図4-1参照）によって南北に分断されてい
るが、南地区は全面撤去することにした。これは、全面撤去にした方が、上下水道、
地域暖房など都市基盤施設を維持管理しなくて済むことになり、経費がかからなく
なるからである。 
D）同地区に建つ集合住宅は周辺とうまく関係性を維持していなかったxix。ほとん
どが6階建てのP2RSxxとよばれるタイプの建物であり、住居以外の施設は設置されず、
必ずしも生活しやすい環境ではなかった。 
 図4-5にシュタットウンバウ・オストのプログラムが実践された直後である2005
年から2014年までの地区別の戸数の推移を示している。各地区における上記の対応
が、このグラフの戸数の推移によく表れている。第7地区が激しく減少させている
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こと、さらにはセンターとして位置づけられた第6地区も戸数をこの10年間で相当
数、減少させていることが分かる。また2008年以降、第7地区に次いで第5地区が大
幅に戸数を減らしている。ただし、2011年以降は第6地区を除けばほぼ安定して戸
数が推移していることが読み取れる。 
 
図4-5 地区別の戸数の推移 
 
（出所：アイゼンヒュッテンシュタット市） 
 
4－３ 撤去政策の課題と成果 
（1）撤去政策に伴う課題 
 アイゼンヒュッテンシュタット市の撤去政策に伴う課題を取材や文献調査等か
ら整理すると、次の3点になると考えられる。 
① 社会的ネットワークの切断 
② 撤去後の跡地利用 
③ 合意形成 
 以下、これらについて概説する。 
① 社会的ネットワークの切断 
 撤去対象となった建物に住んでいた人は、住宅会社によって都心1～3地区のリノ
ベーションされた住居に引っ越しする場合が多かった。この移転によって、それま
での社会的ネットワークが分断されることが課題となっている。特に高齢者は、長
年生活してきたコミュニティから移動することで、それまで築き上げた人的ネット
ワークを失ってしまう。この点からも、高齢者が多く居住している集合住宅の撤去
には困難が伴う。第7地区が撤去対象に優先的に考えられた理由の1つとして、そこ
の住民が総じて若く、引っ越しへの抵抗がそれほど強くなかったことが挙げられる
xxi。 
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② 撤去後の跡地利用 
 撤去後の跡地利用は、あまり深刻な議論がされていないが問題ではある。中抜き
のように建物に取り囲まれている集合住宅が撤去された場合は、オープン・スペー
スのように活用されることが期待されるが、第7地区のように広範囲で全面撤去し
た場所は、そのまま放って置かれており、また都市計画発展コンセプト（INSEK）
などでも将来像が描かれていない。2014年12月時点でアイゼンヒュッテンシュタッ
ト市役所のホームページを閲覧すると、第6地区の発展計画xxii、第1地区～第4地区
の保全計画xxiiiなどは掲示されているが、ほとんど全面撤去した第7地区だけでなく、
第5地区の将来計画も掲示されていない。住宅需要がないため、撤去という政策が
採られているから致し方ない側面もあるが、将来ビジョンがないことは縮小都市で
あるという現実を住民に突きつけ、不安を与えることが危惧される（写真4-2参照）。  
 
写真4-2 第7地区の茫漠とした撤去跡の様子 
 
 
③ 合意形成 
 撤去を進めていくうえでの合意形成は難しい。合意が必要となる主要なステーキ
ホルダーは住宅会社、そして住民である。他の自治体に比べて、アイゼンヒュッテ
ンシュタットにおいて撤去が進めやすかった理由の1つとして、住宅会社がGEWI
（Gebädewirtshaft）とEWG（Eisenhütenstäter Wohnungsbangenossenshaft）の二
社しかなかったこと、さらには2008年時点でも、この2つが市内の住宅の82％を所
有していたことが挙げられる。これは、例えば後述するグリューノウ団地などとは
大きな違いである。一般的に、このグリューノウ団地やロストック市などは、管理
会社の数が多いために包括的な撤去・減築計画が策定できないと指摘されている。
ただし、この比率は地区によって異なり、2009年時点で第5地区は100％であるの
に対して、第6地区は94%であった。これら、ステーキホルダーの数の差が、第6地
区ではなく第5地区の建物をより撤去させることになる一つの理由となった。 
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 ①で記述した社会ネットワークの分断など、減築によって移転を強いられる住民
の負担は大きいにも関わらず、住民の合意形成はあまり配慮されることがなかった。
ただし、地域コミュニティを消滅させることになる第7地区の全面撤去を遂行する
うえでは、市は住宅会社とワーキング・グループをつくり、2030 年における同市
の将来像を構想し、そのためにもどのように縮小していくべきかを連邦政府の援助
を受け、2002 年12 月から2004 年1月まで検討した。このワーキング・グループ
では、エネルギー公社、水道公社や住民が参加し、将来像を実現させるうえで、何
が障害となるのかをしっかりと議論していった。さらに、第7地区における撤去を
進めていくうえでは、通常の市の広報等での情報提供に加え、住民の意見をヒアリ
ングするイベントが複数回開催された。『変化するアイゼンヒュッテンシュタット
（Eisenhüttenstadt im Wandel）』という撤去の現状を伝える広報誌が2003年から
配布されるようになった。撤去は進めるが、住民は市役所が何をしようとしている
のかを理解できるようにし、さらに意見を汲み上げられるようなシステムを構築し
たのである。ただし、Lötscher等が指摘するように、撤去する建物を選定するうえ
では、住民の考えのプライオリティは他の項目に比べると低かったxxiv。 
 
(2) 撤去政策の成果 
 アイゼンヒュッテンシュタットの縮小政策の成果を①住宅市場の適正化（空き
家率の低減）、②都心部の維持、③都市構造の強化、④住宅の質の改善、⑤人口
の推移、から以下、整理する。 
① 住宅市場の適正化（空き家率の低減） 
 撤去事業は、しっかりとした撤去計画を策定したこともあり、同市の住宅市場を
適正に機能させるうえで大きな貢献をしているxxv。実際、都市全体の空き家率は時
系列でみると、「シュタットウンバウ・オスト」プログラムを開始した直後の2004
年をピークに以下、減少傾向にある。特に、近年では10％前後にまで空き家率は低
下している（図4-6参照）。 
 
図 4-6 アイゼンヒュッテンシュタット市の空き家率の時系列推移 
 
（出所：アイゼンヒュッテンシュタット市資料） 
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 空き家率が減少したのは、大きく2つの要因がある。1つは空き家が多かった第7
地区のプラッテンバウ住宅を撤去するなどして、空き家率の分母の住戸数を減らす
と同時に、分子の空き家数も減らしたことである。もう1つの理由は、それら撤去
した集合住宅の住民を都心の4地区の集合住宅の空き家に移転させたことである。 
 
図 4-7 地区別の空き家率の推移 
 
（出所：アイゼンヒュッテンシュタット市） 
 
 図 4-7 に地区別の空き家率の推移をみているが、表 4-3 と比較することで、建
物を撤去すると空き家率が大幅に下がっていることが分かる。空き家が多く生じ
ると住宅会社の経営状況は悪化し、住民当たりの建物の維持管理費も高くなるし、
そこに住む人々にとっても決して好ましいものではない。2014年時点では、第 1
地区と第 4地区を除けば空き家率が 20％を切っている。これは、思い切った減築
政策の大きな成果であると考えられる。 
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図4-8 第5地区の空き家戸数と居住者戸数、また改修済の戸数の推移 
 
（出所：アイゼンヒュッテンシュタット市の資料にもとづいて筆者作成） 
 
図4-9 第6地区の空き家戸数と居住者戸数、また改修済の戸数の推移 
 
（出所：アイゼンヒュッテンシュタット市の資料にもとづいて筆者作成） 
 
0 
200 
400 
600 
800 
1000 
1200 
1400 
1600 
1800 
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
空家 
居住 
改修済 
0 
1000 
2000 
3000 
4000 
5000 
6000 
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
空家 
居住 
改修済 
 57 
 第5地区と第6地区の空き家戸数と居住者戸数、また改修済の戸数の推移を示す。
これより、改修済みの住宅には人は居住することが分かる。また、居住者数が減っ
て空き家数が増えても、それを減築することで、空き家数は減少されていく。第二
期のシュタットウンバウ・オスト・プログラムで積極的に撤去を進めた第5地区で
も、長期的に維持をすると指定された第6地区でも、人口減少の勢いは異なるが、
改修済みのちょっと上辺りで居住者数が安定しているというのは、縮小政策がある
程度、人口減少をコントロールできていることを考察させる。これから、さらに人
口が減少していった場合は、状況はまた変化するであろうが、第5地区であれば2011
年以降は人口を安定させることに成功したと指摘できるし、また、積極的な撤去政
策がない第6地区では空き家数が第5地区より多い点は気になるが、それでも人口が
安定していることは縮小政策の成果であると考えられる。 
② 都心部の維持 
 アイゼンヒュッテンシュタット市では 2003年から 2012年の 10年間で全体の
3 割近い 5636 戸数が減築されたが、同市のアイデンティティであると認識され
ている第 1～3地区は 5％弱しか減築されず、また大通り沿いの建物はすべて守ら
れ、都市景観も維持されている。これは減築政策以前の同地区の空き家率が 24％
であったことを考えると、同政策が都心を維持させるという目標を達成できてい
ることである。アイゼンヒュッテンシュタット市の都心部は、都市の中心である
というだけでなく、その都市の歴史を物語る貴重な建築物が立地している場所で
もあり、その都市のアイデンティティを発露している場所だ。その街並みをしっ
かりと維持できていることは大きな成果であろう。 
③ 都市構造の強化 
 シュタットウンバウ・オストのプログラムが開始される前のプラッテンバウの
建物の立地状況（2002年時点）と、減築政策がほぼ一段落した 2012年度の同建
物の立地状況をみると（図 4-10 と図 4-11）減築政策によって都心地区、第 6 地
区という都市計画発展コンセプトにおいて設定された 2つの都市核といったセン
ターに集約するという都市構造へと移行していることが分かる。人口減少は進ん
でいるが、都市構造のコンパクト化はしっかりと維持できており、人口減少に伴
う人口密度の低下による都市の集積効果の劣化といった副作用を回避することに
成功している。 
④ 住宅の質の改善 
 減築政策のポイントは「選択と集中」である。それは「大切なものを守るために
贅肉を削ぐ」といったアプローチであり、貴重な人口、限りある資産をどこに集中
させるか、といったことを検討することである。アイゼンヒュッテンシュタット市
でも、撤去されずに「残された」建物はしっかりと改修をして、その住宅の質を改
善させている。都心地区（第1地区～第4地区）の建物も縮小対策を遂行する前は空
き家が多かった（表4-2参照）。これらが、空き家である理由は暖房設備が地域暖
房ではなくストーブであること、台所や風呂場などの設備が劣っていること、バル
コニーが設置されていないこと、など住環境が悪かったことがあるxxvi。これらは改
修によって改善できる。 
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図 4-10 2002 年時点の集合住宅の建物の立地状況 
 
 
図 4-11 2012 年時点の集合住宅の建物の立地状況 
 
（出所：アイゼンヒュッテンシュタット市、Leinhard Lötscher et al. (2004)、
Google Map、現地調査により筆者作成） 
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 図4-12は地区別に建物の改修率を示したものであるが、最も保全が優先されてい
る第2地区は100%、第6地区でも9割以上となっている。第7地区は依然として低い
が、第4地区でも改善傾向にあることがうかがえる。減築を実施することで、限ら
れた改修予算を残された建物に投入することができ、都市全体のプラッテンバウ団
地の住宅環境は確実に改善されている。 
 
図4-12 地区別の改修率の推移 
 
（出所：アイゼンヒュッテンシュタット市） 
 
⑤ 人口の推移 
 
図4-13 2005年から2014年までの人口の地区別推移 
 
（出所：アイゼンヒュッテンシュタット市） 
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 撤去政策で各地区の人口推移をみた。図4-13は、2005年から2014年までの人口
の推移を地区別にみたものである。全面撤去をした第７地区などは人口減少が激し
いが、地区を保全した第2地区などは人口がこの10年間で増加している。第３地区
も増加傾向にあるし、第1地区なども若干、減少はしているが、ほぼ安定している。 
 
4－4 まとめ 
 本章では、ドイツのブランデンブルク州の社会主義時代に極めて計画的につくら
れた工業都市アイゼンヒュッテンシュタットの縮小政策、その中でも特にシュタッ
トウンバウ・オストに基づく10年間の撤去政策について、その施行プロセスを整理
し、また、それに伴う課題および成果をまとめた。 
 その大きな特徴は、極めて計画的に、戦略的に撤去プロセスを策定したことであ
る。そして、減築政策の政策的意図を明確にしたことである。その意図は、1）同
市のアイデンティティを強く発露している都心部を将来においても維持、2）社会
インフラの維持管理費を抑える持続可能な都市システムの構築、3）自立的なセン
ターを持つ3つの生活圏からなる都市構造の創造、である。それは、将来において
残すものを選択するという都市計画的判断であり、短期的には痛みを伴っても、長
期的に都市を「消滅」させないための英断でもある。 
 そして、2003年から2012年までの10年間で全体の35.3％に相当する5636戸数を
撤去した。撤去をする地区は、上記の政策的意図を実現させることを念頭に、最も
開発時期は新しいが、問題が多い第7地区から撤去していった。さらには、上下水
道、地域暖房等の社会基盤の維持管理費を節約するために、住戸数の多い集合住宅
地区は全面撤去することにした。一方、都心部の撤去においては、豊かなオープン・
スペースを創出しつつ、大通りからの景観が維持できるような意図をもって、撤去
する建物を選択した。 
 その実践では、多くの課題が生じた。それらは、Ａ）社会的ネットワークの切断、
Ｂ）撤去後の跡地利用、Ｃ）合意形成などである。しかし、これらの課題を伴いつ
つも、撤去政策は、A）住宅市場の適正化（空き家率の低減）、B）都心部の維持、
C）都市構造の強化、などの成果を挙げることに成功した。アイゼンヒュッテンシ
ュタット市の人口は未だに減少しているが、そのダメージを緩和させる成果が得ら
れていることが、本研究から確認された。 
 アイゼンヒュッテンシュタットが幾つかの課題を抱えつつもうまく撤去政策を
遂行できた背景には、1）住宅所有者が極めて少なかった、2）社会主義時代におい
てトップダウン的な政策を強いられていたため、そのようなアプローチに対してそ
れほど抵抗がなかった、など日本とは異なる多くの事情がある。しかし、その撤去
を進めるうえでの考え方、特に、どのように撤去する地区を選択するか、といった
政策判断のプロセスは、日本の都市において撤去を考えるうえでの参考になると思
われる。 
 
 61 
                                                
i 服部圭郎 (2015), 「旧東ドイツの縮小都市における、集合住宅の撤去政策の都市計画的プロセス
の整理、および課題・成果の考察」 日本都市計画学会学術研究論文 2015 
ii Frank Howest (2004): "Eisenhüttenstadt Auf und Umbau Einer Geplanten Stadt", Univ. Bochum, 
Fakultät für Geowissenschaften, p.45 
iii 同上 pp.66-67 
iv アイゼンヒュッテンシュタット市役所の都市計画職員 Frank Howest氏との取材結果（2009.7.20） 
v Leinhard Lötscher et al. (2004): "Eisenhüttenstadt: Monitoring a Shrinkin German City", Dela21, 
vi アイゼンヒュッテンシュタット市役所の都市計画職員 Frank Howest氏との取材結果（2009.7.20） 
vii アイゼンヒュッテンシュタット市役所の都市計画職員 Frank Howest氏との取材結果（2009.7.20） 
viii アイゼンヒュッテンシュタット市役所職員、F. Howset への取材結果に基づく(2006.9) 
ix アイゼンヒュッテンシュタット市役所都市計画部長 Novack氏の取材に基づく（2006.9） 
x Lienhard Lötscher氏等は論文「Eisenhüttenstadt: Monitoring a Shrinking German City」(2004)に
おいて、「3000人の住民を想定した住宅団地においては、30%以上の空き家率を越えると、大幅
に下水道システムの維持管理費が向上する」と記述している。 
xi アイゼンヒュッテンシュタット市役所の都市計画部長 Christiane Novak氏との取材結果
（2009.7.21） 
xii Schader Stiftung (2005): "Praxis des Stadtumbaus, Stadtumbau in Eisenhüttenstadt"  
（http://archiv.schader-stiftung.de/wohn_wandel/854.php）閲覧日 2015.2.25 
xiii Gabriel Haubold(2004): "Stadtumbau in Eisenhütten-stadt", Insitut für Stadt - und 
Regionalplanung, Technische Universität Berlin 
xiv ドイツ連邦政府(2015): "Stadtumbau Ost", 
（http://www.bmub.bund.de/themen/stadt-wohnen/staedtebaufoerderung/stadtumbau-ost-und-
west/stadtumbau-ost/） 閲覧日 2015.2.25 
xv アイゼンヒュッテンシュタット市役所の都市計画部長 Christiane Novak氏との取材結果
（2009.7.21） 
xvi Stadt Eisenhüttnstad Homepage :"Gesamtstädtisches Stadtumbaukonzept" 
(http://www.eisenhuettenstadt.de/app/Print_cont.php?mnr=4&su1=6&&Id=282) 閲覧日
2015.1.13 
xvii Märkische Oberzeitung (2014.8.27), "Abriss weiterer Blöcke geplant"（アイゼンヒュッテンシュ
タットの新聞記事） 
xviii  Stadt Eisenhüttnstadt Homepage, "Entwicklung Wohnkomplex VI" 
(http://www.eisenhuettenstadt.de/index.php?mnr=4&su1=13&su2=&Id=1324&lang=$lang) 閲覧
日 2015.1.12 
xix Schader Stiftung (2005): "Praxis des Stadtumbaus, Stadtumbau in Eisenhüttenstadt"  
（http://archiv.schader-stiftung.de/wohn_wandel/854.php）閲覧日 2015.2.25 
xx P2は旧東ドイツにおいてプラッテンバウ住宅のタイプを示す略称。Ｐはパラレルで壁面に平行して
張られる耐荷重性の壁のことを指している。2は建物に階段が2つあることを示している。一般的にこ
のプラッテンバウは5階～6階建てであり、一階部分は通常、ピロティとなっている。 
xxi アイゼンヒュッテンシュタット市役所の都市計画職員 Frank Howest氏との取材結果（2009.7.20） 
xxii Stadt Eisenhüttnstadt Homepage, "Entwicklung Wohnkomplex VI" 
(http://www.eisenhuettenstadt.de/index.php?mnr=4&su1=13&su2=&Id=1324&lang=$lang) 閲覧
日 2015.1.12 
xxiii  Stadt Eisenhüttnstad Homepage :"Gesamtstädtisches Stadtumbaukonzept" 
(http://www.eisenhuettenstadt.de/app/Print_cont.php?mnr=4&su1=6&&Id=282) 閲覧日
2015.1.13 
xxiv Leinhard Lötscher et al. (2004): "Eisenhüttenstadt: Monitoring a Shrinkin German City", Dela21. 
p.367 
xxv Stadt Eisenhüttnstadt Homepage : "Entwicklung und Nachnutzung des WK VII"
（http://www.eisenhuettenstadt.de/index.php?mnr=4&Id=1232）閲覧日2015.1.12 
xxvi Hans-Wolfgang Haubold, "Die Plandstadt: Eisenhu tenstadt Die Wohnkomplexe I-IV", 2002 
 62 
第 5章：ライプツィヒ・グリューノウ団地の事例研究 
 
5－1 グリューノウ団地の概要 
(1) ライプツィヒ市の概要 
① 地理・歴史的概要 
 ライプツィヒはザクセン州に位置する旧東ドイツ三番目の都市である。第二次
世界大戦以前は、ライプツィヒは印刷・出版業のドイツの中心であり、また商業
都市でもあった。ヨハン・セバスティアン・バッハが音楽監督をしたトーマス教
会があることや、メンデルスゾーン、ワーグナーなどともゆかりがある。また、
18世紀頃からはヨーロッパの書籍取引の中心となり、現在でも毎年 3月に開催さ
れる書籍見本市は同市の大きなイベントなっているなどの文化都市だ。さらにド
イツで 2番目に古く、ゲーテやニーチェ、そしてメルケル首相を輩出したライプ
ツィヒ大学を始め、音楽学校、美術学校を擁する大学都市でもある。 
 ドイツ再統一後、多くの人々がライプツィヒに多くの期待を寄せた。その文化
的伝統と商業的名声は、市場経済においてこそ、そのポテンシャルが最大限に発
揮できると思われたのである。1990年代半ばには、どのドイツの都市よりも建設
用クレーンが立っていたと指摘するものさえいるi。ライプツィヒはドイツ再統一
後からの 10 年間で新しい高速道路がつくられ、新しい鉄道路線も整備され、新
たに増床されたオフィス床面積は 30000㎡にまで達した。 
 しかし、ライプツィヒへの期待はすぐに失望へと変わる。1989年から 1996年
の間に、社会主義時代の工業の雇用が 10 万 1095 人から 11047 人と 8 割も消失
したことで、市内にはみすぼらしい工場跡地や空きオフィスが目立つようになる。
そして、人々もライプツィヒから流出し始める。 
 
図 5-1 ライプツィヒ市の製造業の雇用の推移 
 
（出所：ライプツィヒ市） 
 
 ライプツィヒの人口は 1930 年には 72 万人を数えるが、それがピークであり、
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それ以降、緩やかなる減少の道を辿る。しかし、その減少スピードが急激に加速
するのは、ドイツ再統一後以降であり、1988 年に 55 万であった人口は 1998 年
には 43万人になる。この減少人口数は旧東ドイツの都市では最大であった。 
 前述した雇用の喪失により、人々が旧西ドイツに転出したことが大きいが、将
来への不安による出生率の低下（合計特殊出生率は 0.77 まで低下）、そして郊外
部への転出が人口流出に拍車を掛けたii。ドイツ再統一後の 10 年間で、ライプツ
ィヒの郊外へ流出した人は 5万人を越えたiii。 
 この人口減少に伴って、ライプツィヒ市においては様々な課題が噴出する。顕
著なものは、住宅そしてオフィスの空き家が増えたことである。1990年における
ライプツィヒの建物の 60％以上が、1939 年につくられたものであった。これら
の建物は、旧東ドイツ時代に投資がされずに劣悪な住環境のまま放置されたため
に、旧東ドイツ時代には慢性的な住宅不足であったにも関わらず、1989年にも既
に 25000 戸の空き家（空き家率 10%）が存在したiv。このような状況に社会変革
による人口減少が起きたために、2000 年には 69000 戸の住宅の空き家、オフィ
スでは 80 万平方キロメートルの空きスペースが生じるまで増加した。空き家の
増加は、さらに下水道などのインフラ維持費の効率性の悪化、住宅会社の経営状
況の悪化、地域イメージの悪化などの問題を生じさせる。加えて、財政の悪化が
顕在化することが予測された。シナリオにもよるが、将来的には 2000 年に比べ
て 10％から 30％ほど歳入は減ると予測された。これによって、近い将来、公共
投資の削減、公務員の数の減少を強いられることになると推測されたv。 
 
② 人口推移 
 図 5-2 にライプツィヒ市の 1990 年からの人口推移を示している。前述したよ
うに、減少を続けていたライプツィヒ市の人口は、21世紀を迎えた頃から増加し
始める。 
 
図 5-2 ドイツ再統一後のライプツィヒ市の人口変化 
 
（出典：ライプツィヒ市役所） 
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 都心部から郊外へ人口が流出することを政策的にコントロールするために、
1999年にライプツィヒ市は周辺の自治体を合併する。これによって、同市の人口
は 5 万人ほど統計的には増えるが、それ以降も人口は増加し続ける。2011 年に
人口は一時期減少するが、それ以降は再び増加し、2013年の人口は 1990年のド
イツ再統一時を上回っている。この人口増加は、おもに社会減を上回る社会増に
よる。特に 18 歳～30 歳のサブカルチャーなどに関心のある若いクリエイティ
ブ・クラスがライプツィヒに移住するようになっているvi。 
 
表 5-1 東西ドイツ再統一後のライプツィヒの都市開発プロジェクト 
年 プロジェクト 影響 
1996 年 Leipzig Messe の新会場の建設 メッセ都市として復活 
1997 年 中央駅改装、プロムナーデン新設 街の玄関口の再整備 
1999 年 ポルシェ工場操業開始 2500 人程度の雇用創出 
2001 年 8 月 BMW 操業開始 
3500 人の雇用創出。将来的には
5500 人を予定 
2003 年 5 月 Bio City Leipzig 
60 以上の企業、36 の研究機関、10
の製薬関係の企業 
2003 年 Stelzenhaus の修復 
 
2004 年 
Museum der bildenden Künste
（ファインアート美術館）新築 
 
2005 年夏～ 
Leipzig University のリノベーショ
ン 
 
2005 年 DHL Hub 
3500 人の雇用創出。将来的には
7000 人を予定 
2006 年 amazon 配送センター 300 人の雇用創出。 
2012 年 
オリンピック開催地として立候補
（敗退）  
2013 年 12 月 
Leipzig city tunnel （鉄道トンネ
ル）完成 
・都市間鉄道の移動時間短縮 
・アルトマルクトへのアクセス改善 
（出所：Stefan Heinig (2008) “Integrated Urban Development in Leipzig”vii と
Jörg Plöger(2007) “Leipzig City Report” で言及されていたプロジェクトを筆者
が抽出） 
 
 旧東ドイツ時代には投資をされず、ドイツ再統一後に急速に崩壊が進んだリン
デナウ地区、さらにはライプツィヒ東地区には「家守の家」viiiなどのプログラム
によって、人々が移り住み始めている。 
 図 5-3に 2000年から 2013年のライプツィヒの地区別の人口増加数を示してい
る。本章で取り上げるグリューノウのプラッテンバウ団地があるウェスト地区以
外のすべての地区が人口を増しているが、その中でも都心部の増加数が顕著であ
る。90年代に多くの人口を喪失した地区が 21世紀になって、多くの人口を呼び
寄せている。都心を再生する試み(表 5-1)が大きく実を結んだことが推察される。 
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図 5-3 ライプツィヒの地区別の人口増加数（2000～2013） 
 
（出所：ライプツィヒ市） 
 
③ ライプツィヒ市のニュータウン 
 ドイツにおける団地戸数は 160 万戸で、これはドイツ全体の住宅の 7.3％を占
めている。これらの団地のうち最大のものはベルリンのマッツァン団地で 6万戸
を擁する。本章の事例として挙げるライプツィヒのグリューノウ団地は、ハレの
ノイシュタット団地に次いで三番目の規模を誇る。旧東ドイツでは、このような
団地で生活する人が 4 分の 1 を占めるのに対して、旧西ドイツでは 60 分の 1 を
占めるに過ぎないix。 
 これらの団地はドイツ再統一の 1990 年までは、人々に高く評価された。これ
らの団地には若者が優先して入居できるような政策判断が為された。 
 団地に対しての人々の評価は、1990年を境に大きく変わった。旧東ドイツには
多くの新しい住宅が、民間と公共によって供給されることになった。団地群も改
修が進んだが、人々はそもそも仕事を探して旧西ドイツに移転をしたり、また、
新しい郊外の戸建て住宅へと引っ越しをするなどしたりして、団地を去っていっ
たのである。 
 ライプツィヒ市にはニュータウン団地（Großsiedlung Bereich）が 14箇所ある。
ライプツィヒ市全体では 66140戸のニュータウン団地があり、本章の研究対象で
あるグリューノウはそのうちのほぼ半分に相当する 33180戸を擁しているx。 
 ライプツィヒ市では、この 14のニュータウン団地をさらに細分化して 21地区
に分けて、その地区が抱えている問題を 3 段階（「問題が極めて深刻」、「部分的
に深刻」、「それほど深刻ではない」）に評価しているxi。 
 ここで「問題が極めて深刻」と評価されたのは、21 地区中 2 地区だけであり、
それらはグリューノウ団地の地区 7 と地区 8 のみであった。「部分的に深刻」と
して評価されたのは 9地区あり、グリューノウ団地は地区 4と地区 5.1と地区 5.2
の 3地区が該当した。グリューノウ団地の地区 1～地区 3は「それほど深刻では
ない」と評価された（図 5-5参照）。 
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表 5-2 ライプツィヒ市の住宅団地の住宅総数とその評価 
住宅団地名 住宅総数 問題（1＝深刻、2＝一部深刻、3＝少しの問題） 
Straße des 18 Oktober  2560 2 
Möckern West 950 2 
Möckern Ost 1950 2 
Sellerhausen 1720 3 
Schönefeld 1150 2 
Schönefeld Ost 4310 2 
Großzschocher 2080 3 
Marienbrunn 860 3 
Lößnig 3070 2 
Mockau Ost 2340 2 
Mockau West 2040 3 
Thekla 1600 3 
Dölitz 910 3 
Gohlis Nord 890 2 
Paunsdorf 6290 3 
Grünau WK1 1760 3 
Grünau WK2 2860 3 
Grünau WK3 1290 3 
Grünau WK4 7990 2 
Grünau WK5 3220 2 
Grünau WK6 2370 2 
Grünau WK7 7600 1 
Grünau WK8 9200 1 
（出所：Stadt Leipzig, “Beiträge zur Stadtentwicklung 34”） 
 
 ライプツィヒ市のこの評価判断に基づけば、ライプツィヒ市内に存在するプラ
ッテンバウ団地でもグリューノウ団地はもっとも深刻な問題を抱えた「問題児」
的な位置づけをされていたことが理解できる。 
 
（2）グリューノウ団地の概要 
① 地理的概要 
 グリューノウはライプツィヒの西部にある大規模なニュータウンであり、1976
年～88年にかけて開発された。グリューノウの計画人口は 10万人（住戸は 3万
戸）であり、ザクセン州のニュータウンでは最大であった。ただし、人口は 85500
人（1990年）がピークであり、以後減少傾向にある。 
 グリューノウはライプツィヒ市の都心部から郊外鉄道駅で 6～8 駅ほど、距離
 67 
にしておよそ 7kmのところに位置している。その開発面積は 8.7キロ平米。ライ
プツィヒ市の西端にあたる場所にあり、「西区（Stadtziberk West）」に属してい
る。「西区」はまた、７つの「地区」（グリューノウ・オスト地区、グリューノウ・
ノルド地区、ショーナウ地区、ラウセン・グリューノウ地区、グリューノウ・ミ
ッテ地区、グリューノウ・ジードルング地区、ミルティッツ地区）に細分類され
る（図 5-6参照）。 
 
図 5-4 グリューノウの位置（地図） 
 
（出所：筆者作成） 
 
 グリューノウという名前は、このニュータウンの南部にあった Garden 
Siedlungから取った。日本で言うところの「緑園都市」といったイメージである
と推察される（Grünはドイツ語で緑）。 
 
② グリューノウ団地の開発の歴史 
 ライプツィヒの西に大きな住宅団地を整備するという計画は 1970年代前半頃、
始まった。計画当時は、ドイツ語圏最大の住宅団地を計画したが、その後、開発
されたベルリンのマッツァン団地やハレのニュータウンに越されることになる。
グリューノウの計画は、ホースト・ジーゲル（Horst Siegel）の指導のもと、地元
のライプツィヒの建築家、技術者によって策定される。 
 グリューノウの街開きは 1976年 6月 1日。1976年から 1982年までにつくら
中心部
西地区
グリューノウ団地
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れた建物はほとんどが 5階建てのプラッテンバウで、町の名前の通り、緑地が多
く配置された。そして、緑地を結ぶように歩道そして自転車道のネットワークが
しっかりと整備された。 
 
表 5-3 グリューノウの開発年表 
  開発年表 
1976 グリューノウの工事開始 
1977 S バーンの建設が開始 
1983 ミルティッツァー・アリーの拡張 
1984 ライプツィヒの駅からグリューノウに電車が開通する 
1987 
36000 戸の団地が完成する。当時は、ハレのノイシュタット
に次いで、旧東ドイツでは最大の住宅団地であった。 
1990 住民は 85000 人。 
1996 
シネマ・コンプレックスが具えられたショッピング・センタ
ーが完成する 
1999 新しいプールが開業する 
2001 クライミング用の施設がつくられる 
2001 住民は 61000 人まで減少する。空き家率は 26.7％。 
2002 
シュタットウンバウ・オスト・プログラムの開始（2008 年
まで）。同プログラムで 7000 戸の住戸が撤去される。 
2005 
団地内のランドスケープ改善事業をＥＵの補助事業として実
施する。 
2009 スケート・ホールの開業 
2010 WK2 地区において劇場が開業する 
（出所：http://www.l-iz.de/Politik/Brennpunk...ung-45165.html） 
 
 しかし、それ以降は短期間で多くの住戸をつくることが優先され、安上がりで
つくられるようになり、6階から 11階建てのプラッテンバウが建設されるように
なる。PH16という名前の 16階建ての高層団地もつくられる。緑地もそれ以前の
開発に比べると少なくなった。グリューノウのニュータウンが完成したのは、東
西ドイツが統一される直前の 1987年である。 
 
③ 地区別の概要 
 グリューノウは 8つの地区から構成されている。これらの地区は開発時期にお
いて 1～8 までに分類されているが、6 地区はなく、代わりに地区 5-1、地区 5.2
と地区 5が二つに分かれている。 
 グリューノウはその開発が早い時点で行われた地区 1から地区 4までは、オー
プンスペースにもゆとりをもたせ、その密度も高くはなかった。しかし、その後、
開発される地区 5.2 と地区 7、そして地区 8 は、オープンスペースも貧弱で、そ
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の密度も高く東西ドイツ統一後は高い空き家率（25％前後）が問題となった。 
 統計的にグリューノウを分析するうえでは、「ショーナウ」、「グリューノウ・オ
スト」、「グリューノウ・ミッテ」、「ラウセン・グリューノウ」、「グリューノウ・
ノルド」、「グリューノウ・ジードルング」の統計を合計したものを用い、「ミルテ
ィッツ」は外すこととするxii。これらのうち、「グリューノウ・ジードルング」は
旧東ドイツ時代から存在する戸建て住宅と、最近、南部に建設された戸建て住宅
が中心であり、また、「ショーナウ」にも戸建て住宅があり、これらを合計するこ
とには若干の問題はあるが、統計上、それらを分けた数字を入手することが困難
であるために、本調査においては、これら戸建て住宅のデータも含めさせてもら
い、グリューノウのデータとさせてもらう。 
 
表 5-4 グリューノウの地区別概要 
地区 建設開始時 戸数 面積（ha） 人口（2004 年） 統計上の地区 
WK 1 1976 1760 24.8 3117 グリューノウ・オスト地区 
WK 2 1978 2860 37 4248 グリューノウ・オスト地区 
WK 3 1979 1290 14.55 1870 グリューノウ・オスト地区 
WK 4 1980 7990 86.7 12142 グリューノウ・ミッテ地区 
WK 5.2 1981 3220 37.2 3924 グリューノウ・ミッテ地区 
WK 5.1 1984 2370 23.4 2730 ショーナウ地区 
WK 7 1981 7600 90.3 9727 グリューノウ・ノルド地区 
WK 8 1983 9200 86.75 11678 ラウセン・グリューノウ地区 
（出所：ライプツィヒ市） 
 
図 5-5 グリューノウの地区別問題の深刻度の評価地図 
 
（出所：Stadt Leipzig, ”Stadtplanungsamt, Stadtentwixklunsplanung”） 
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図 5-6 グリューノウの行政区域図 
 
（出所：Ortsteilkatalog, Stadt Leipzig） 
 
図 5-7 グリューノウの地図（建物は 2000 年時のもの） 
 
（出所：ライプツィヒ市のデータ等をもとに筆者作成） 
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④ 人口動向 
 ライプツィヒ全体の人口は図 5-2 でみたように 1990 年代後半から回復傾向に
あるが、グリューノウを含む西地区は 2010 年頃まで減少を続けた。グリューノ
ウの人口は東西ドイツが統一されてから、激しく減少している。1993 年には
77733人の人口を擁していたが、2006年には 52291人まで減少し、さらに 2010
年には 48655人まで減少している。 
 
図 5-8 グリューノウ（西地区）の人口推移 
 
（出所：Stadt Leipzig, Amt für Statistik und Wahlen : Ortsteilkatalog） 
 
 2007 年までには 60％以上の住宅がリノベーション工事をし、またオープンス
ペースや緑地の改善が随分と図られたが、人口減少が留まることはなかった。し
かし、2010年以降は人口減少のスピードは緩み始め、2013年は 394人の自然減
に対し、582人の社会増、合計では 188人の増加となった。ドイツ再統一後、初
めて人口減少が反転し、増加したのである。 
 図 5-9に 2000年以降の地区ごとの人口推移をみた。ライプツィヒ市は 2000年
以降、徐々に人口を増加させているが、グリューノウはライプツィヒ市全体の増
加を横目に減少傾向にあった。ただし、「西地区」（Stadtbezirk West）全体は、
2000 年以降、人口を減少させる傾向にあったのだが、2011 年を底として、徐々
に増加へと反転しつつあることが、この図から読み取れる。地区別にみるとショ
ーナウ地区、ジードルン地区といった、団地以外の戸建て住宅が多い地区におい
て「西地区」全体とは異なる動きがみられるが、他のグリューノウのプラッテン
バウが多く存在する地区は、「西地区」全体と似たような動き、すなわち 2011年
頃を底に人口が増加に転じるような動きがみられる。 
 ライプツィヒ市からは 10 年ほど遅れたが、グリューノウにおいても人口減少
にようやく歯止めがみられつつあることが、この図からも見て取れる。 
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図 5-9 2000 年以降の住区ごとの人口推移（2000=1） 
 
（出所：Stadt Leipzig, Amt für Statistik und Wahlen : Ortsteilkatalog 2000-2014） 
 
⑤ 高齢比率 
 グリューノウの人口構成であるが、子供は少ない。これはグリューノウがつく
られた当時に、若い世代のファミリー層を優先させて住まわせたために、彼らが
高齢化したことで、ニュータウンの町もそのまま高齢化してしまっていることに
加え、住民の中でも若い世代の方が、高齢の世代よりグリューノウから出て行く
傾向が強いためである。 
 図 5-10 は、グリューノウの地区別の高齢者の比率（65 歳以上人口比率）の推
移をみている。2013年における高齢者の比率はライプツィヒ全体の 21.3%に対し
て「西地区全体」では 28.6%と高い水準にある。さらに、地区別にみると、この
「西地区」全体より高い高齢指数を有する地区が 3つほどある。特に第一地区～
第三地区を含む「グリューノウ・オスト地区」は、開発時期が早かったというこ
とが関係してか 39.7%と極めて高い。他の２つは「グリューノウ・ジードルング」、
「グリューノウ・ミッテ」（地区 4、地区 5.2）である。逆に開発時期が遅いラー
セン・グリューノウ（地区 8）、グリューノウ・ノルド（地区 7）はそれぞれ 25.2%、
22.8%とライプツィヒの平均よりはそれでも高いが、「西地区」よりは低くなって
いる。 
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図 5-10 2001 年以降の地区ごとの高齢比率（65 歳以上人口の割合） 
 
（出所：Stadt Leipzig, Amt für Statistik und Wahlen : Ortsteilkatalog 2000-2014） 
 
⑥ 失業率 
 図 5-11にグリューノウの地区別の失業率の推移をみる。グリューノウの失業率
（2013）はライプツィヒ全体の 7.9%に対し 11.3%と高い水準にある。ただし、
全般的に失業率はライプツィヒ市全体と同様に低下傾向にある。「西地区」はライ
プツィヒ市全体よりは若干高いが、第 1～地区 3 のグリューノウ・オストは市全
体よりも低くなっている。「西地区」の中では、第 4 と第 5 地区のあるグリュー
ノウ・ミッテが最も高い。 
 
図 5-11 地区ごとの失業率（就業可能人数当たりの失業者数）の推移 
 
（出所：Stadt Leipzig, Amt für Statistik und Wahlen : Ortsteilkatalog 2000-2014） 
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⑦ 社会基盤 
 グリューノウは「都市の中の都市」とも形容される。これは、ライプツィヒの
衛星都市という位置づけではあるが、自立的な都市機能を多く有しているからで
ある。グリューノウ内には 21の学校、17のスポーツ施設、18のデイケア・セン
ター、6の nursing homes、81の医院、32の歯医者、14の薬局が存在する。 
 1990 年以降にはショッピング・センターなどもつくられるようになる。1995
年には PEPショッピング・モールができ、1998年にはアリー・センターができ、
それに隣接して 8つのスクリーンをもつシニプレックス・ライプニッツというシ
ネマ・コンプレックスがつくられる。 
 グリューノウの交通環境は極めて優れている。ライプツィヒの都心とは郊外鉄
道と結ばれているが、この郊外鉄道に平行して南北に 2本のトラムが走っている。
ほとんどのグリューノウの住宅は 300メートル圏内にトラムもしくは郊外鉄道の
駅が存在している。 
 郊外に立地している西地区であるが、自動車等の保有台数に大きな差はない。
人口 1000 人あたり自動車保有台数はライプツィヒ全体の 352 台に対し、西地区
では 362台、一世帯あたり自転車保有台数は 1.3台に対し 1.1台でありやや低水
準である。 
 
（2）グリューノウ団地の住宅の概要 
① 建設時期 
 集合住宅の建設時期についてみると、殆ど(31572 戸中の 27058 戸)が旧東ドイ
ツ時代（1949 年から 1990 年）に建設されている。統一以後（1991 年～）に建
設された住宅の割合もライプツィヒ全体と比べて低水準である。 
 
図 5-12 住宅の建設時期の比較（市と西地区） 
 
（出所：Stadt Leipzig, Amt für Statistik und Wahlen : Ortsteilkatalog 2000-2014） 
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② 持ち家比率等 
 図 5-13 に持ち家の比率を示す。一ヶ月･一平米あたりの家賃(2013)はライプツ
ィヒ全体の 5.08 ユーロに対し、4.59 ユーロとやや安く、一住戸あたりの面積
(2013)も 68.7 平米に対し、63.9 平米と狭い。だが、家計に占める割合は 35%に
対し 34％と同程度である。 
 旧東ドイツの都市においては持ち家という概念が基本的になかったため、そも
そも持ち家比率は少なく、ライプツィヒ市（13％）も同様である。「西地区」全
体の持ち家率は 13％であり、ライプツィヒ市と同じであるが、地区によっては異
なる。ほとんどの住宅がプラッテンバウであるグリューノウ・オスト、グリュー
ノウ・ミッテ、グリューノウ・ノルドにおいては、持ち家率は殆どゼロである。
旧東ドイツ時代からの旧来の所有形態が依然として存続していることがわかる。
一方で、郊外型の戸建て住宅が多くあるショーナウ、グリューノウ・ジードルン
グにおいては市平均を大きく上回る持ち家率を有していることが分かる。 
 
図 5-13 グリューノウの地区別の持ち家比率（2013） 
 
（出所：Stadt Leipzig, Amt für Statistik und Wahlen : Ortsteilkatalog 2000-2014） 
 
 住民の移転意向についてみると、ライプツィヒ全体の 40％に対し 32％となっ
ており、激しい流出を経験したものの、残っている住民は残留の意向がやや高い
ことがわかる。 
 
③ 住宅会社 
 グリューノウ団地は複数の住宅会社によって管理されている。それらのうち代
表的なものを整理したものが表 5-5 である。グリューノウと本研究での他の研究
対象都市との違いは、この住宅会社の数の多さである。 
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表 5-5 グリューノウ団地の建物を所有する住宅会社 
住宅会社名   形態  特徴  
B+K (Krulich)  民間 
ツヴィッカウに本社がある住宅会社。ツヴィッカウ以外にラ
イプツィヒを始めとしてベルリン、ドルトムント、ミュンヘ
ン等に物件を持つ 
BGL  組合 昔からある組合の住宅会社。グリューノウ以外にも多くの住宅を保有している。 
Kontakt  組合 ライプツィヒを拠点とする労働者組合の住宅会社。1954年に
6つの組合の住宅会社が合併して設立される。 
Lipsia  組合 1954年に設立されたライプツィヒ最大で、かつ最も政治力のあるライプツィヒの組合の住宅会社。  
LWB  市 
ライプツィヒ市の住宅会社。住宅を供給するだけでなく、社
会的ニーズに対応することが組織の目的となっている。エネ
ルギーや交通の供給も行う。 
Neutecta  民間 
ライプツィヒに本拠を置く中規模な住宅会社。おもに低所得
者向けのプラッテンバウ団地の物件を取り扱う。旧東ドイツ
州全域で業務を行う。 
Pro Leipzig  組合 1990年代に設立された組合の住宅会社。撤去から住宅を守るためにつくられた。 
Thesaurus 
(WSHG)  民間 
小規模な住宅会社。 
Unitas  組合 大学関係の従業員に住宅を供給することを主な目的としている組合の住宅会社。 
VLWG  組合 1922年に設立された組合の住宅会社。ライプツィヒ市では有力な住宅会社の 1つ。 
Wogetra  組合 当初は鉄道関係の労働者のために住宅を供給することを目的とした組合の住宅会社 
（出所：Stadt Leipzig, “Einwohnerbefragung im Rahmen der Intervallstudie „
Wohnen und Leben in Leipzig-Grünau”。特徴に関しては各社のホームページの情
報等に基づき筆者が作成）  
 
 図 5-14は、各地区の住宅団地を所有する住宅会社を示したものである。この時
点になると、ライプツィヒ市の住宅会社である LWBは多くの建物を撤去したこ
ともあり、その所有数が減っている事が分かる。また、地区 4、地区 7、地区 8
において新しく参入してきた住宅会社が所有する建物が増えていることが推察さ
れる。 
 そのほとんどは賃貸であるが、1つの建物だけが分譲である。これは、アリー・
センターの北部、リュッツナー・アリー沿いにある建物（写真 5-2）で 90年代前
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半に建設された。幾つかの部屋はオーナーが賃貸として貸し出している。一階に
は高齢者向けのサービス施設をテナントに入れることで、その市場価値を高めさ
せている。 
 
図 5-14 各地区の住宅団地を所有する住宅会社 
 
（出所：ドイツ連邦政府、”Strategies of stabilization for large housing areas”, 2006） 
 
写真 5-2 数少ないグリューノウの分譲物件（地区 5.2） 
 
 
④ 空き家率と修繕率 
 図 5-15にシュタットウンバウ・オスト・プログラムが実践される前の 2000年
時点での地区別の空き家率と修繕率、それと 1994年から 2000年までの人口減少
率を示した。空き家率が最も高いのは地区 7 と地区 3 で次いで地区 5.1、地区 8
と続く。逆に低いのは地区 1と地区 2である。修繕率に関しては地区 1と地区 2
が高く、地区 5.1はゼロであり、また地区 5.2も 17％と極めて低い。 
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図 5-15 地区別の空き家率と修繕率（2000 年） 
 
（出所：ライプツィヒ市のデータをもとに筆者作成） 
 
 地区ごとの空き家率と修繕率のデータの相関係数を求めると-0.43 となり、修
繕率が高いと空き家率が低くなるという傾向がみられる。人口減少率と修繕率の
データの相関係数は 0.71と高く、修繕をすると人口は減少しない（修繕をすると
撤去をしないので強制移転されないことも要因ではある）傾向があることが伺え
る。また、人口減少率と空き家率との相関係数はマイナス 0.63とこれも高い傾向
にある。 
 図 5-16に地区別の空き家率による団地の棟数の割合を示している。これより、
空き家率が低いのは地区 1で、ほとんどの建物の空き家率が 20％未満であること
が分かる。同じように空き家率が低いのは地区 1，地区 3，地区 2 という後述す
るマクロの「維持地区」であることが理解できる。逆に空き家率が高いのは地区
7で空き家率が 30％以上の建物が 2割近くある。 
 
図 5-16 地区別の空き家率の割合（2000 年） 
 
（出所：ライプツィヒ市のデータをもとに筆者作成） 
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⑤ タイプ 
 表 5-6 にグリューノウに立地するプラッテンバウ建物のタイプとその戸数を示
した。ライプツィヒ市には 66140戸のプラッテンバウ団地が建設されたが、グリ
ューノウにはそのうちの 50％以上が立地している。 
 
表 5-6 グリューノウに立地するプラッテンバウ建物 
建物タイプ 戸数 
PH16「エアフルト」タイプ 2550 
PH 9 1190 
PH 6  550 
5階建てタイプ WBS 6020 
6階建てタイプ WBS 18820 
11階建てタイプ WBS 4350 
合計 33480 
（出所：”Eine Wohnung für alle” Geschichte des kommunalen Wohnungsbaus in 
Leipzig 1900-2000, herausgegeben von Pro Leipzig e.V. and Leipzigher 
Wohnungs – und Baugessellschaft mbH, Leipzig 2001） 
 
写真 5-1 地区 4 に建つ PH16 
  
 
 また、2006年のデータであるが地区別に建物の高さ別にその棟数を示したもの
が、図 5-17である。これより、地区 1と地区 4に 16階建ての建物が立地してい
ることが分かる。この PH16エアフルトタイプは地区 5.1や地区 2にも立地して
いたが、それらは 2006 年時点では撤去されている（5-2 参照）。11 階建て以上
が多い地区は地区 4 と地区 5.1、地区 7 と地区 8 であり、新しく開発された地区
に多い。 
 ただ、全般的には 6階建て以下の建物がどの地区においても主流であることが
分かる。 
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図 5-17 地区別の建物の高さ別棟数 
 
（出所：ライプツィヒ市のデータをもとに筆者作成） 
 
5－2 グリューノウ団地の縮小政策 
(1) マクロの縮小政策 
① ライプツィヒ市の縮小政策 
 ライプツィヒ市には社会主義時代につくられた団地群が 14 地区ほどある。こ
れらの団地群の撤去・改修の指針を同市は策定し、それを報告書『Beiträge Zur 
Stadtentwicklung 34』(Stadt Leipzig, 2002)にまとめている。 
 ここでは、撤去・改修をするために 16のチェック項目を挙げているxiii。 
 最初のチェック項目は「空き家率」と「改修の必要度」である。この 2つの指
標によって、縮小対策を検討するかどうかを判断する。その判断結果によって、
「空き家率が 20％以上で改修が不十分」な地区は「重要度が高く、短期間で対応」、
「空き家率が 10％以上、20％以下」の地区は「重要度は中くらいで、中期間で対
応」、「空き家率は 10％以下であり、改修がされている」の地区は「重要度は少な
く長期間が対応」とその対応方法が 3つに分類された。 
 そして、これらの地区は次の 7 つの項目を検討した結果、「現状維持地区」
（Konsolidierte Bereiche）、「修繕地区」（Sanierungsbereiche）、「リストラ地区」
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（Umstrukturierungsbereiche）の 3つに分類された。 
A) オープンスペースの供給状況 
B) 地元の小売店舗・サービス状況 
C) 社会基盤（小学校や幼稚園なども含む） 
D) 公共交通へのアクセス 
E) 建物密度 
F) 環境の質 
G) 開発ポテンシャル 
 ここで「現状維持地区」とは、空き家率が低く、ほとんどの建物の改修が済ん
でいる地区であり、将来も建物の撤去を基本的にはしないで、現状を維持させて
いくことを意図した。また、「リストラ地区」において今後、住宅の撤去・減築を
遂行する場合、それは供給過多の住宅市場を改善させるために、「現状維持地区」
の住宅へのニーズを高めることに繋がると推察される。 
 そして、「現状維持地区」において建物を維持することによって、住民のネット
ワークは強化され、コミュニティの安定化が図れることが期待できる。ただし、
住宅需要の変化をも考慮に入れて、2005年に再び、その位置づけを再検討するべ
きであると同書では明記された。 
「修繕地区」とは、建物の修繕は十分にされてはいないが、平均以下の空き家率
の地区であり、都市計画的観点からは撤去の必要性がない地区であるxiv。ただし、
これらの地区の住宅需要を確保するためには、修繕が不可欠である。さらに一部、
建物の減築・撤去をして、住宅の需給のインバランスに対応することも検討しな
くてはならない可能性がある。 
「リストラ地区」は、その高い空き家率と修繕がほとんどされていない状況から、
素早い短期的な対応が求められている地区である。これらの地区では、2 つの手
段が考えられる。撤去をするか、もしくは改修や修繕によって改善を図るかであ
る。同地区には、住宅として立地に極めて優れている場所もある。このような場
所においては、生活の質を改善させ、定住化を促進することが必要である。それ
は、改修事業と部分撤去を同時遂行させることで可能となる。 
 一方で立地がよくない場所もある。それらの地区においては撤去をし、その跡
地をオープンスペースとして整備することで、住宅地区としての質を向上させる
ことが可能である。 
 上記のクライテリアによって、地区ごとのゾーニングが為された後は、「リスト
ラ地区」においては、個々の建物ごとに下記の 7 つの項目によって、「撤去：優
先順位 1」、「減築：優先順位 1」、「修繕：最優先」、「撤去：優先順位 2」、「減築：
優先順位 2」の 5つに分類された。これらの内容を表 5-7に示す。 
a) 建物の構造 
b) スモールスケールの空間的な質 
c) 住宅供給状況 
d) 住民の高齢者比率 
e) 建物の設備状況 
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f) 住宅所有者の特性 
g) ビジネス・経済のサステイナビリティ 
 
表 5-7  5 つの縮小対応策 
分類 検討すべき条件 
撤去：優先順位 1 
撤去を優先する建物は、空き家率が高く、短期的な改善を目的とし
た改修事業が行われて無く、経済的にも撤去が望ましいと判断され
るものに限られる。 
減築：優先順位 1 
減築は短期的に空き家率が高く、それが経営的に成立する場合に遂
行を検討すべきである。また、減築は 11 階の建物であり、かつ都
市計画的に優れた場所に位置している建物に限定される。必要条件
は「優れた場所」そして「都市環境にプラスの効果を発現できるポ
テンシャル」である。その目的は、住宅の需給バランスの改善や、
その場所のアイデンティティづくりに寄与することである。 
修繕：最優先 
修繕は、未修繕の建物が、その都市計画的な位置の優位性や住宅地
としての環境の向上に寄与しているような場合において遂行され
る。修繕が検討されるのは、既に周辺部の建物の空き家率が高く、
また、通常「道路に面したもの」で、修繕によって景観が向上され
ることが期待されるものである。 
撤去：優先順位 2 
高い空き家率か、高い修復の必要性、もしくは撤去によって肯定的
な影響が期待できる場合に検討するものである 
減築：優先順位 2 
部分的な撤去は、それを遂行することで周辺の安定にプラスである
場合、しかしながら、空き家率がそれほど高くない場合において検
討すべきである 
（出所：ライプツィヒ市、“Beiträge Zur Stadtentwicklung 34”） 
 
 これらのうち特に重要なのは建物の状況であり、「建物の構造」だけでなく、
建物と外部空間との関係、建物の高さ、が検討された。同様に、住民の年齢構造、
そして居住年数なども検討項目に入れられた。さらに、経営面と技術面が検討さ
れた。特に、住宅会社がどの程度、その住宅への改善もしくは撤去する意志があ
るのか、そのためのリスクをどのように捉えるかが重要なクライテリアとして位
置づけられた。図 5-18にライプツィヒ市のプラッテンバウ団地の縮小政策の大ま
かな流れを整理する。 
 上記のような建物の撤去・減築は、必ずしも杓子定規的に対応する必要は決し
て無く、状況に応じて柔軟に対応すべきものである、と報告書には記されている。 
 また、既に改修が終了した建物とまだ改修が終了していない建物についても、
その撤去・減築の判断には重要な影響を及ぼす。改修が終了していない建物の方
が、撤去候補としての優先順位は高くなる。 
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図 5-18 ライプツィヒ市のプラッテンバウ団地の縮小政策の大まかな流れ 
 
（出所：ライプツィヒ市の資料をもとに筆者作成） 
 
② 建物の建設時期による大まかな団地の縮小指針 
 ライプツィヒ市では上記の考えを踏まえて、建物の建設時期ごとに団地の縮小
指針を提示しているxv。 
■ 1960年代につくられた建物 
 1960年代につくられた住宅地は、横長で、棟間隔が広く取られている。これら
は基本、保全することが決定された。これらの地区では、空き家率は極めて低く、
また修繕された割合も高い。そして、この地区は人口密度も低く、オープンスペ
ースも充実していることもあり、静穏であり、高い生活の質を確保している。た
だし、住宅のタイプやサイズは画一的であり、バライエティには富んでいない。 
 この地区の住民は、長い年月ここで生活している人が多い。その結果、人々は
その地区に対する愛着も強いものとなっているが、年齢層は高齢者に偏っている。 
■ 1970年代につくられた建物 
 この時代につくられた建物は 5階建てで中庭があるものとなっている。これら
の地区は、修繕が完了している建物の空き家率は低いものとなっているが、修繕
がされていない建物の空き家率は高いものとなっている。この中庭は準公共空間
であり、子供を育てるには大変優れた環境である。その結果、60年代に建設され
た住宅地区に比べると住民の年齢層はよりバランスのとれたものとなっている。
さらに、住民の減少もそれほど高くなく、ある程度、人口的には安定した住宅地
であると考えられる。 
■ 70年代と 80年代の建物が共存している地区 
 この時代につくられた建物は多くのタイプがあるが、16 階建ての高層住宅や
11 階建ての住宅などがあることが特徴である。11 階建ての住宅は、エレベータ
ーが設置されているので、高齢者には魅力的である。11階建ての住宅はライプツ
ィヒ市ではグリューノウ地区以外では比較的、空き家率が低い。一方で 16 階建
重要度が高く、短期間で対応 重要度が中、中期間で対応 重要度が低く、長期間で対応
「空き家率」「改修の
必要度」で分類
現状維持地区 修繕地区 リストラ地区
1) オープンスペースの供給状況
2) 地元の小売店舗・サービス状況
3) 社会基盤
4) 公共交通へのアクセス
5) 建物密度
6) 環境の質
7) 開発ポテンシャル
撤去（優先順位１） 減築（優先順位１） 修繕（最優先）
撤去（優先順位２） 減築（優先順位２）
1) 建物の構造
2) スモールスケールの空間的な質
3) 住宅供給状況
4) 住民の高齢者比率
5) 建物の設備状況
6) 住宅所有者の特性（高齢比率等）
7) ビジネス・経済面でのサステイナビリティ
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ての高層住宅（PH16）は多くの問題を抱えており、空き家率は 50％以上のとこ
ろが多い。人気のない理由は、建物のタイプ、施設、そして立地の悪さが挙げら
れる。これらの住宅は、完全に修繕されたり、部分的に修繕されたりしているが、
たいてい、交通量の多い道路沿いに立地している場合が多く、撤去候補となる。 
 
③ その他の留意点 
 撤去・減築調査の結果はライプツィヒの住宅会社と議論されることになった。
その結果、空き家率が必ずしも高くない建物の撤去がビジネス的な観点から提案
された。 
 それを踏まえて、空き家率と建物の修繕状況、さらには立地場所、構造的な状
況が地区ごとに分析された。さらに、市役所職員による現場での検証が追加され
た。また、そこにいる住民の属性、特に年齢構成、居住年数なども検討項目に付
け加えられた。 
 
（2）ライプツィヒ・グリューノウ団地の撤去方針 
① マクロの撤去方針 
 前述した(1) のクライテリアに則って、グリューノウ団地においてもゾーニン
グが為され、また、撤去する建物等の方針が提示された。グリューノウはその面
積が広いこともあり、その建設時期も長く、いろいろなタイプの住宅が立地して
いる。人口密度も異なれば、環境の質も異なり、さらには住宅会社も異なる。マ
クロ的な撤去・減築方針を策定するうえでのライプツィヒ市の考えは「Beiträge 
Zur Stadtentwicklung 34」にて、次のように記されているxvi。 
 
l 基本的には保持：開発初期に建設され、現在ではほとんどの改修が終了した
地区 1，地区 2、地区 3 の建物。唯一、地区 2 の PH16 タイプの高層住宅と
地区 3の中心回廊に面した建物が高い空き家率を示していた。 
l 一部を選択的に撤去：地区 4 と地区 5.1、地区 5.2 は PH16 タイプの建物の
高い空き家率という問題だけでなく、11 階建ての細長い建物の空き家率も
高い。これらの撤去が検討されるべきである。 
l 問題があるところは積極的に撤去：西端にある地区 7と地区 8は、人口密度
が全般的に高く設計された。クルヴィッツ湖に近接していることや、教育環
境にも優れていることなどの長所があるが、これらは短所の大きさに打ち消
されてしまっている。この地区は住宅棟の間隔も短く、中庭の形状も混乱を
招くようなもので空間アメニティが優れているともいえず、改良する必要性
がある。修繕を終了しても、17％から 19％の空き家率が存在すると予測さ
れる。 
 そして、実際の施策としては次の 2パターンが提案された。 
1）地区 4、地区 5.1、地区 5.2：一部の建物では撤去・減築することが望ましい
ものが存在する。 
2）地区 7、地区 8：基本的に問題がある場合、撤去・減築を優先的に遂行すべき
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である。 
 
② ミクロの撤去方針 
 ミクロの撤去方針において、重要なのは空き家率である。空き家率の高い建物
から基本的には優先的に撤去が検討される。30％以上の空き家率だと、修繕費用
を回収することは難しく、修繕をするよりも撤去の方が安上がりとなるxvii。また、
既に改修をどの程度したかも重要な検討事項となる。当然、改修されていないも
のほど優先的に撤去されることが考えられる。空き家率以外であると次が重要な
検討項目となる。 
l 撤去をするうえでの技術的費用 
l 住民を引っ越させるための移転費用 
l 跡地となった土地の再利用の費用 
 
（3）ライプツィヒ・グリューノウ団地の地区ごとの撤去計画 
 地区ごとの撤去計画に関しては「Beiträge Zur Stadtentwicklung 34, Stadt 
Leipzig」に詳しく、整理されている。以下、それらを地区ごとの特徴の記述とと
もにまとめる。 
 
① 地区 1（空き家率 5％(2000年)） 
 
図 5-19 地区 1 の撤去計画 
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 地区 1 は最も早い 70 年代に開発された。南の地区は 5 階建ての中庭付きの団
地から構成されており、北の郊外鉄道（S バーン）に沿ったところには 3 つの 9
階建ての団地と大型商業施設が立地している。 
 現在の住環境を維持して、強化させることが重要である。適宜、住民の要望に
応じて住宅の修繕を進めていくことは必要である。 
 地区 1 では特に急ぎの対策は必要としていないと考えられており、「リストラ
地区」は一切指定されていない。修繕地区が 1区画だけ指定されており、そこに
は 5棟の団地がある。ほとんどの建物が「現状維持」として指定されている。 
 
② 地区 2（空き家率 9％(2000年)） 
 地区 2は 70年代の終わりに開発された。4つの PH16（16階建ての団地）が建
っているが、基本は 5階建ての団地群である。その問題は、修繕がされていない
4つの高層団地である。これらのうち 2つは空き家率が 30％を越えている。ほぼ
半分ぐらいの地区が「リストラ地区」として指定されており、残り半分は「現状
維持」となっている。「リストラ地区」に含まれる 2 つの高層団地は、撤去候補
に指定されている。 
 
図 5-20 地区 2 
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③ 地区 3（空き家率 19％(2000年)）  
 地区 3 は 80 年代初めに開発され、グリューノウの 8 つの地区で最も面積が小
さい。南の境界には S バーンが走っている。建物は主に 5 階建てのものが多く、
他には 11階建て、16階建て、9階建ての建物がある。5階建ての建物と 11階建
ての建物は完全に修繕が終了している。この地区を特徴づけているのは、住宅街
の大きな中庭（コートヤード）と緑地を統合させている緑道（Parkallee）である。 
 ほとんどの地区が「現状維持地区」に指定されているが、緑道沿いの住宅エリ
アが「リストラ地区」に指定されており、そのうちの南にある高層団地の建物は
撤去（優先 1）に指定されている。 
 
図 5-21 地区 3 
 
 
④ 地区 4（空き家率 13％(2000年)） 
 地区 4 は 80 年代に開発された地区であり、グリューノウの中でも地区 7 と地
区 8 とともに最大規模の面積を有する。S バーンの駅や大規模ショッピング・セ
ンター（アリー・センター）があるグリューノウのセンターの南に位置し、建物
の密度が高いという特徴がある。この地区における重要な都市軸は、アリー・セ
ンターから南へと向かうシュツットガルター・アリーになる。北側のアリー・セ
ンター周辺には 11 階建ての建物が建っている。シュツットガルター・アリーに
沿っては 16 階建ての PH16 が 4 棟、そして 11 階建ての建物が 2 棟建っている。
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スポーツ広場のあるマンハイマー・シュトラッセ沿いには 2棟の 9階建ての建物
がある。ここには小学校が 2校、中学校が 1校、そして 1つのジムナジウムが存
在する。 
 この地区の課題であるが、空き家率が修繕のされていない建物以外でも高いこ
とが挙げられる。また、中庭の空間構造が分かりにくい点も課題である。空間デ
ザイン、そして使い勝手で問題のある地区が存在する。 
 その対策としては、シュツットガルター・アリーの軸線を最優先の改善地区と
位置づけ、それを強化することを挙げている。また、高層のタワービルも長期的
には撤去をする可能性があると述べている。さらに北側にある 11 階建ての建物
は減築することで、その住宅価値は高まるであろうと提案されている。そして、
リングシュトラッセ周辺の 6 階建ての建物も、長期的には人口密度を低下させ、
中庭の面積を増やすためにも撤去をすることを検討すべきであると記されている。 
 このような考えを踏まえ、北部の 2つの団地の列が「リストラ地区」に指定さ
れており、そのうちの 4 棟は撤去（優先 1）に指定されている。また西側の団地
群の真ん中の地区が「リストラ地区」に指定されている他、周縁部にある建物が
撤去（優先 1）に指定されている。 
 
図 5-22 地区 4 
 
 
⑤ 地区 5．1（空き家率 17％(2000年)） 
 この地区は 80年代にリュッツナー通りの北において開発された。3つの高齢者
住宅が立地している。シュタットウンバウ・オスト・プログラムが開始される以
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前の 2001年に 4棟あった 16階建ての PH16の一棟（もっとも南に建っていたも
の）が既に撤去された。残りの 3棟の空き家率も高く、これらのうちの 2棟は撤
去として指定、残りの 1棟の建つ地区も「リストラ地区」に指定されている。 
 
図 5-23 地区 5.1 
 
 
 この地区では、シュツットガルター・アリーの延長線上の軸を強化し、都市空
間構造を強化させることを開発の目的としている。課題としては、改修が非常に
進んでいないことが挙げられる（2000 年時点で 2 割以下）。その対策としては、
PH16 の高層ビルを撤去することに加え、シュツットガルター・アリーからの延
長線上の都市軸の周辺環境を改善することが提案されている。また、東部に隣接
するシェーナウアー公園へのアクセスを強化することを、建物の撤去と併せて検
討することも提案されている。 
 PH16の高層ビルが建っている地区はすべて「リストラ地区」。さらに、北西端
の住宅団地とシュツットガルター・アリーの延長線上の西側にある地区は「リス
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トラ地区」に指定されている。 
 
⑥ 地区 5.2（空き家率 12％(2000年)） 
 5.2地区はグリューノウのタウン・センターの北側に 80年代に建設された地区
である。地区 5.2と地区 4はシュツットガルター・アリーによって接続されてい
る。この地区におけるこの通りは商店街としての役割を担っており、また 1997
年に開業したアリー・センターと、そのちょっと前にリュッツナー通りとシュツ
ットガルター・アリーの交差点に開発された民間開発による複合施設 PEPとを結
んでいる。 
 地区 5.2の建物は 2000年時点では、まったく改修されておらず、2000年の人
口減少はグリューノウで最も激しい地区であった。特に、高層タワーと 11 階建
てのビルは、周辺のオープンスペースも貧弱であるなど課題が多かった。そのた
め、都市的性格を強化することが重要であると捉えられた。 
 
図 5-24 地区 5.2 
 
 
 91 
 現状維持地区として指定されたのは、リュッツナー通り沿いの地区（東端は除
く）やシュツットガルター・アリー沿いの地区である。駅周辺にある高層タワー
の 3棟は撤去することが指定された。 
 
⑦ 地区 7（空き家率 19％(2000年)） 
 地区 7 は 80 年代の初めに開発されたグリューノウで最も新しく、かつ大きな
住宅団地の 1 つである。また、建物の密度も大変高いということが特徴である。
この地区のセンターはジュピター・ゼントラムとよばれ、商店や住民サービスの
施設が集積している。そこには 16階建ての高層住宅なども立地していた。 
 地区 7は 2000年時点で、その約 3分の 1の住宅しか改修されていない。また、
空き家率も 20％近くあった。ポテンシャルはジュピタ ・ーゼントラム（写真 5-3）
で、90年代後半から投資が進み、魅力的なテナントも入るようになっている。さ
らに学校がコミュニティの中心としてしっかりと機能している。 
 縮小対策の目的としては、住宅地としての安定さを確保することである。縮小
対策によって、規模そして密度は減少するが、質は従来よりも大きく向上させる
ことを目的としているxviii。そのためにも必要に応じて周縁部の建物、さらには密
度を適切に減少させることを考慮しつつ建物を撤去し、住宅市場を安定化させる。
維持される建物の立地環境は改善され、住宅地内の公共空間やオープンスペース
のアメニティをより享受できるようにする。縮小対策を遂行するうえで、大きな
課題としては、既に改修済みであるにも関わらず、空き家率が高く、また住宅の
質が悪い建物があることである。これを撤去するかどうかは難しい判断が求めら
れる。 
 
写真 5-3 ジュピター・ゼントラム 
 
 
 そのような考えにもとづいて、地区 7 では、トラムが走る Plovdiver 通りの西
側にある周縁部の地区は多くが「リストラ地区」として指定された。ただし、一
部の地区は「現状維持地区」として指定し、コットブスやアイゼンヒュッテンシ
ュタット、ホイヤスヴェルダのように社会基盤の維持管理費の削減を考えた全面
撤去という判断はしていない。また、ジュピター・ゼントラムの周辺地区も「リ
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ストラ地区」として指定された。これは、建物を撤去するという考え方もあるが、
それを含めて、この地区を再開発するという考えがこの時点では指摘されていた
（結果的には撤去する）。 
 
図 5-25 地区 7 
 
 
⑧ 地区 8（空き家率 14％(2000年)） 
 地区 8 は 80 年代に開発された建物密度が高い地区で、グリューノウ団地の最
も西に位置する。南部そして東部は戸建て住宅地が連なる。S バーンの駅から南
にミルティッツァ ・ーアリーが通っているが、これが中心軸として機能している。 
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図 5-26 地区 8 
 
 地区 8の問題としては 2000年時点での改修率が約 3分の 1と低いことが挙げ
られる。そして、7 戸に 1 戸が空き家であった。さらに問題なのは、改修した建
物と改修していない建物の空き家率がほとんど違わないということである。 
 その縮小対策の目的としては、人口密度（建物密度）を減らすことによって、
その場所の利用ポテンシャルを発現させ、その地区を「強化」（Stärkung）するこ
とであるxix。 
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 特に空間面では、東西に通るアルト・ザルツシュトラッセ（塩の道）に沿って
広大な緑地の公共空間をつくり、その北側と南側の住民達のコモン・スペースを
提供することを計画している。そして、その拡大と質の向上こそが、撤去戦略の
焦点であると述べているxx。 
 具体的な計画においては、アルト・ザルツシュトラッセの沿道はすべて「リス
トラ地区」に指定されている。また、それと交叉するミルティッツァー・アリー
の沿道もアルト・ザルツシュトラッセと Sバーンの駅とを結ぶ区間は「リストラ
地区」に指定されている。 
 また地区 7の南と接する北部にある建物に関しては、リュッツナー通りの騒音
が住宅の快適性を損なうということもあって、減築する建物として指定されてい
る。トラムが走るラッツェル通りの南の地区は、中心部から離れた周縁部ではあ
るが、新しく整備された緑道へのアクセスもよく、その生活環境は高く評価され
ており、その半分ぐらいが「リストラ地区」に指定されているが、残りは「現状
維持地区」もしくは「修繕地区」に指定されている。 
 
⑨ 第一期の撤去計画のまとめ 
 第一期の撤去計画における地区ごとに、その団地棟がどのゾーニングに含まれ
るのか。その棟数によって、その割合を示したものが図 5-27である。これより、
明瞭に地区 1～地区 4を保全し、地区 5.1、地区 5.2、地区 7、地区 8をリストラ
しようとする傾向が強く伺える。ただ、その理念が明文化されるのは、2006年に
策定される『グリューノウ開発戦略 2020』においてである。 
 
図 5-27 地区・ゾーニングごとに団地棟が含まれる割合 
 
（出所：ライプツィヒ市の資料をもとに筆者作成） 
 
 この時点では、後述するが、とりあえず過剰に供給される住宅を市場から撤去
をすることで撤退させ、住宅市場の健全化を図るという目的が優先され、PH16
などをターゲットとして撤去事業は計画された。そのようなことから、「現状維持
地区」の位置づけもそれほど重要ではなく、『グリューノウ開発戦略 2020』が策
定される 2007 年までの 5 年間では、その後、同開発戦略で「維持する地区」と
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指定される地区 2や地区 4の「リストラ地区」だけでなく、地区 1の「現状維持
地区」においても建物は撤去されたりした（5－3参照）。 
 また、第一期の撤去計画を策定した時点では、地区 5.1 の「現状維持地区」の
占める割合が他地区に比べてもずっと少ない傾向がみられる。グリューノウの南
北の都市軸であるシュツットガルタ ・ーアリーの延長線上にあるが、南部以外は、
周辺は郊外住宅地に囲まれており、グリューノウ団地の中での位置づけが難しい
地区であると捉えられていることが推察される。 
 
（4）ライプツィヒ・グリューノウ団地の地区ごとの撤去計画改訂版 
① 『グリューノウ開発戦略 2020』での撤去方針 
 2007 年にライプツィヒ市は『グリューノウ開発戦略 2020』（Entwicklungs- 
strategie Grünau 2020）という報告書を策定する。2005 年時点で、既に約 31000
戸あったグリューノウの建物は 4400戸ほど撤去されていたが、この報告書では、
さらに 2020年に向けて、楽観的なシナリオで 7700戸、悲観的なシナリオで 11200
戸を撤去しなくてはならないと警鐘を鳴らした。 
 また、そこでは幾つかの開発の提案が為されているが、撤去に関しては次のよ
うに述べられているxxi。 
「建物の撤去は、空間的に集中して行うことが幾つかの理由から望ましい」。そし
て、それらの理由として以下のものを挙げている。 
・ハード面での社会基盤の維持管理費を低く抑えるため。 
・ソフト面での社会基盤である保育所、学校、幼稚園、行政施設などへの良好
なアクセスを確保するため。 
・生活の質そして治安を確保するためにも、公共空間を管理しやすくするため。 
『グリューノウ開発戦略 2020』では、グリューノウの中心部は長期的には強化す
ることが目的とされ、グリューノウ全体を「維持する地区（Kernbereich）」と「撤
去候補のベルト地帯（Stadtumbaugürtel）」の 2 つのゾーンに大きく分けること
にしたxxii。「維持する地区（Kernbereich）」は地区 1、地区 2、地区 3、地区 4、地
区 5.2で「撤去候補のベルト地帯（Stadtumbaugürtel）」は地区 5.1、地区 7，地
区 8が指定された。その計画図を図 5-28に示す。 
 撤去は的確な場所を選定することで、都市構造をむしろ強化するという創造的
な試みが為された。具体的には、グリューノウの中軸ともいえるシュツットガル
ター・アリー沿い、そして歴史的な「塩の道」（Alte Salzstraße）沿いの緑の軸を
強化することが考えられた。 
『グリューノウ開発戦略2020』は、単なる都市計画的戦略というよりかは、グリュ
ーノウに投じられる予算をどのように使うか、といった財政計画の側面が強く、住
宅会社そしてライプツィヒ市が今後、どの地区に重点的な投資（撤去・減築を含む）
を行うかどうかの戦略を明らかにした。それは基本的な路線は、以前のものを踏襲
している。ただ、以前は「状況に応じて」撤去を判断する区画を指定していたが、
今回の開発計画は明確に広域的な保全地区（建物の撤去をしない地区）を指定して
いることが特徴として挙げられる。 
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図 5-28 「維持する地区（ Kernbereich ）」と「撤去候補のベルト地帯
（Stadtumbaugürtel）」 
 
（出所：ライプツィヒ市『グリューノウ開発戦略 2020』をもとに筆者作成） 
 
 減築計画を進めていくうえでの大きな課題の一つは、自分が住んでいる団地がい
つか撤去候補になるかもしれないと住民が不安を覚えることである。この不安は、
その団地からの移転を促すことになる。また、グリューノウは他のプラッテンバウ
の団地とは異なり、多くのオーナーが存在した。これらのオーナーはお互いがライ
バルであり、協調関係にあるような状況ではなかった。そのため、減築計画を策定
するうえでの大きな障壁となった。このオーナー達に共通した将来ビジョンを描か
せようとする意図を、『グリューノウ開発戦略2020』の策定者は有していたと考え
られる。 
 このような修正をした背景は、第一期においてはとりあえず住宅市場における
供給過多を解消することが優先的に捉えられたために、撤去する場所については、
それほど考慮しなくても、絶対的な住宅の供給過剰を緩和させるためにも撤去を
遂行することで市場における供給数を減らすことが優先されたからである。建物
が撤去されたことによって、つくりだされる空地（オープン・スペース）も、む
しろ高密度を緩和するということで肯定的にさえ捉えられていた。穿孔
（Perforation）が問題だとは、この時点では捉えられていなかったのであるxxiii。 
維持する地区（Kernbereich）
撤去候補のベルト地帯（Stadtumbaugürtel）
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 しかし、第一期の減築は、人口減少を緩和するどころか、むしろ加速してしま
った。そのため、第二期においては、都市構造についての配慮が必要であると考
えられた。これ以上、都市空間に穿孔が進むと、居住環境の改善ではなく、むし
ろ悪化に繋がると考えられるようになった。そこで第二期では、どこを残すか、
どこを撤去しないで守るか、という観点がより重要視されることになった。 
 そして、グリューノウを大きく「維持する地区（Kernbereich）」と「撤去候補
のベルト地帯（Stadtumbaugürtel）」とに分類したのである。「維持する地区
（Kernbereich）」に指定された地区 1、地区 2、地区 3、地区 4、地区 5.2までの
建物は基本的に 2009 年までの撤去を認めないとされている。その基本的な位置
づけは「強化（Aufwertungs）」である。一部、地区 4の建物が 2006年以降も撤
去されたが、それは以前に撤去されるよう決定されたものが遂行されなかったの
で遂行しただけである。この地区の方針は、リハビリ（更新）である。これらの
地区に立地する建物は、既に多くが改修されている。これらの改修費は銀行が住
宅会社にお金を貸して、実施されたものである。住宅会社は撤去をすることでバ
ランス・シートを改善させたいという要望もあったのだが、銀行がそれを許可し
なかったxxiv。第二期においては、第一期に比べると、ステークホルダーとしての
銀行の存在感が増してきている。実際、『グリューノウ開発計画 2020』は、ライ
プツィヒ政府、住宅会社に加え、住民や銀行などのステーキホルダー達と協働し
て作成された。それが市議会を通ったのは 2007年 7月 18日であったxxv。 
 一方で「撤去候補のベルト地帯」の中にもミクロでクラスター化された小地区
が指定されており、これらは「撤去候補のベルト地帯」の中の「安定ゾーン」と
して位置づけられている。これは、以前までのように集積といった観点を考えず
に、とりあえず間引くように建物を撤去していくと、都市的な集積性のメリット
を損ない始めるといった危惧があるからだ。また、このアプローチは、本研究の
事例で取り上げたアイゼンヒュッテンシュタットやホイヤスヴェルダ、コットブ
スなどともまったく異なるアプローチであることが分かる。これらの三都市はマ
クロでの撤去地区と指定をしたら、おもに社会基盤の維持管理コストを削減する
ことなどから、「全面撤去」を遂行する（アイゼンヒュッテンシュタットの地区 7、
ホイヤスヴェルダの第 10 地区、コットブスのザクセンドルフ・マドローのロー
マ字の地区、同シュメルヴィッツの東側など）。この「全面撤去」をしないという
グリューノウの判断の背景には住宅会社の数の多さ、充実した公共交通、また母
都市の圧倒的な人口規模の多さなどが理由として考えられる。 
 
② 新たに撤去された場所（維持する地区） 
 第一回目の撤去計画と第二回目の撤去計画とで異なったところを地区別に以下、
取り上げる（幾つかの建物は第二回目の撤去計画が策定される前に、撤去予定で
はなかったものが撤去されているが、それは 5－3 で取り上げる）。地区 1、地区
2、地区 3はそのような建物はない。地区 4では、南端の 9階建ての建物（2004
年の空き家率は 30-40%、部分改修、住宅会社 LWB）が第 1回目では「現状維持
地区」として指定されていたが撤去された（図 5.28 参照）。これは、この建物の
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北に位置する、より都心に近い建物が撤去されたこともあり、次点の撤去候補と
して適切であったためと推察される。 
 『グリューノウ開発戦略 2020』においては、Breisgaustraße 21-29を減築して、
350 戸ほど減らすことが記されているが 2015 年 9 月時点でそのような減築はさ
れていない。また Karlsruhe Straße 8の PH9の建物を撤去することが記されてい
るが、それは遂行される。115戸が減築されている。 
 
図 5-29 地区 4（第二期で新たに撤去計画された建物） 
 
 
 地区 5.2では 2棟が第二回目で撤去計画された。これらの建物は、シュツット
ガルター・アリーの大通りから離れた場所に直線上に立地していた 2つの 6階建
ての、改修をしていない「現状維持地区」の建物（2004年の空き家率はそれぞれ
20－30％と 30－40％、住宅会社は WG Transport）である。『グリューノウ開発
戦略 2020』においても、この Ulmerstraße 14-18 の建物と Heilbronner Straße 
10-14の建物が撤去候補として記されている。これらによって合計 103戸が撤去
された。加えて、南部にあった一画が第一回目で「リストラ地区」として指定さ
れたこともあり、2つの建物が撤去された。 
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写真 5-4 第二期で撤去計画された建物の撤去跡地（西から東を望む） 
 
 
図 5-30 地区 5.2（第二期で新たに撤去計画された建物） 
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③ 新たに撤去された場所（撤去候補のベルト地帯） 
 「撤去候補のベルト地帯」においては、第二期において撤去計画される建物は
「維持する地区」に比べて増える。ただし地区 5.1は皆無である。地区 7におい
ては、11 棟が指定される。それらを図 5-31 で示すと同時に、その特徴を表 5-8
に整理する。 
 
図 5-31 地区 7（第二期で新たに撤去計画された建物） 
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表 5-8 新たに撤去された場所（地区 7） 
地図の番
号 
階数 空き家率
（％） 
改修状況 住宅会社 トラムの電停か
らの距離（ｍ） 
7－1 6  40-50 一部改修 LWB 300 
7－2 6  20-30 完全改修 WG Lipsia 300 
7－3 5  >50 改修無し VLWG 200 
7－4 9  20-30 一部改修 LWB 200 
7－5 11  20-30 一部改修 LWB 200 
7－6 11  20-30 一部改修 LWB 200 
7－7 11  30-40 一部改修 LWB 100 
7－8 11  30-40 一部改修 LWB 100 
7－9 11  20-30 一部改修 LWB 200 
7－10 11  20-30 一部改修 LWB 200 
7－11 11  20-30 一部改修 LWB 200 
（出所：ライプツィヒ市） 
 
 これより、総じて 11 階という高い建物が多く撤去対象とされていることと、
市の住宅会社である LWB が所有しているものが多いことが理解できる。それ以
外だと、7-2は完全改修しており空き家率も 30％以下であるのに撤去計画を策定
している（これは第一期でも撤去することが指定されていた）。これは LWBが所
有していない建物なので、市の計画とは必ずしも同じ方向性を向いていない考え
や判断があることが推察できる。また、7-4 を除くとすべて「リストラ地区」に
含まれているので、地区的には第一回の計画においても、撤去候補としての位置
づけは、ある程度なされていたと考えられる。 
 
写真 5-5 第二期において大きく撤去された 7－5～7－11 の撤去前の写真 
 
（出所：街中の説明板の写真を撮影） 
 
 地区 8 においては 15 棟が第二期計画において初めて撤去と指定されている。
最南端にある 2 棟と中間部にあるクラスターをつくっている 10 棟、そして郊外
鉄道（Ｓバーン）の駅そばの 3 棟である。それらを図 5-32 で示すと同時に、そ
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の特徴を表 5-9に整理する。 
 
図 5-32 地区 8（第二期で新たに撤去計画された建物） 
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表 5-9 新たに撤去された場所（地区 8） 
地図の番
号 
階数 空き家率
（％） 
改修状況 住宅会社 トラムの電停からの距
離（ｍ） 
8－1 11  10-20 unsaniert WG Lipsia 100 
8－2 11  10-20 unsaniert WG Lipsia 100 
8－3 11  10-20 unsaniert WG Lipsia 200 
8－4 6  10-20 unsaniert BGL 300 
8－5 6  10-20 unsaniert BGL 300 
8－6 6  10-20 unsaniert BGL 300 
8－7 6  20-30 unsaniert BGL 400 
8－8 6  20-30 unsaniert BGL 400 
8－9 6  10-20 unsaniert BGL 300 
8－10 6  10-20 unsaniert BGL 300 
8－11 6  20-30 unsaniert BGL 400 
8－12 6  20-30 unsaniert BGL 400 
8－13 6  20-30 unsaniert BGL 400 
8－14 6  30-40 unsaniert WG Unitas 300 
8－15 6  30-40 unsaniert WG Unitas 300 
 
 表 5-9から分かることは、対象となった建物がすべて「改修無し」であること、
そして、すべてが「リストラ地区」に含まれていることである。BGLは所有して
いる建物を、空き家率が必ずしも高くない建物も含めて、区画ごと全面撤去する
ことになった。『グリューノウ開発戦略 2020』においては、Miltitzerallee 2a-2g
が撤去候補とされている。これは、ラッツェル通り南部にあるリストラ地区の団
地群であるが、これは結局、一棟を除いて撤去されずに今日にまで至っている。 
 
写真 5-6 計画されたにも関わらず撤去されなかった Miltitzerallee 2a-2g の建物 
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5－3 グリューノウ団地の撤去事業の実施 
（1）撤去事業の遂行状況 
 2 つの撤去計画を経て、実際の撤去事業の遂行状況を現場踏査（2015 年 7 月、
2015 年 9 月）することで確認した。その調査結果を踏まえたうえで、グリュー
ノウ団地において 2015 年 7 月時点で撤去された建物と現存する建物を示したも
のが図 5-33である。  
 
図 5-33 撤去された建物と現存する建物（団地のみ） 
 
（出所：筆者の現地踏査により作成） 
 
 これら撤去された建物を、その計画時の位置づけごとに以下、整理する。 
（2）第一期の撤去計画と第二期の撤去計画策定の間に撤去された建物 
 第一期の撤去計画と第二期の撤去計画の間に撤去された建物を図 5-34に示す。 
 
2015年７月において撤去された建物
2015年7月に現存する建物
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図 5-34 第一期の撤去計画と第二期の撤去計画の間に撤去された建物 
 
（出所：ライプツィヒ市の資料をもとに筆者作成） 
 
 これらの状況に関して、以下、地区ごとに整理する。 
① 地区 1 
 地区 1では、1棟だけ撤去された。リュッツナー通り沿いにある 3棟平行して
林立する団地の真ん中に建つ建物である（写真 5-7参照）。この建物は「現状維持
地区」に指定されたゾーンに建っていた。 
 
写真 5-7 リュッツナー通り沿いにある建物の撤去跡地（地区 1） 
 
第一期で計画・撤去された建物
第二期計画策定時点では存在した建物
第一期で計画されなかったが、撤去された建物
A-9
A-8
A-7
A-6
A-5
A-10
A-13
A-11
A-12
A-3
A-14
A-4
A-2
A-1
A-15
A-16 A-18
A-17
A-25
A-26 A-27A-24
A-28
A-32
A-33
A-29
A-30
A-31
A-19A-20
A-21 A-22
A-23
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② 地区 2 
 地区 2では、4つの PH16（16階建ての団地）が建っており、そのうちの 2つ
が第一期計画では撤去候補になっていたが、結局、4つともすべて撤去された。 
 
③ 地区 3 
 地区 3では、リュッツナー通り沿いにある「リストラ地区」の高層の建物が撤
去された。 
 
④ 地区 4 
 地区 4では、東部にある団地で住宅地を南北に分断するように建っていた建物
が一列、6 棟ほど撤去された。これらのうち 4 棟は「リストラ地区」に含まれた
が、北にあった 2棟は「現状維持地区」に指定されていた。また、都心部に近い
ところに建っていた建物 1棟も撤去された。地区 4は、計画では撤去数は 1棟の
みであったが、結果、相当数が撤去されたことになる。 
 
⑤ 地区 5.1 
 地区 5.1 では、4 つあった高層建物のうち、唯一撤去計画がされずに残った 1
棟が撤去された。この建物は「リストラ地区」に指定されたゾーンに立地する建
物であった。 
 
⑥ 地区 5.2 
 地区 5.2では、アリー・センターに隣接していた建物が 2棟、撤去された。こ
の建物は「リストラ地区」に指定されたゾーンに立地する建物であった。 
 
⑦ 地区 7 
 地区 7では、撤去計画がされないで撤去された建物はなかった。しかし、撤去
計画がされたにも関わらず、撤去されなかった建物が 7棟ほど存在した。そのう
ちの 2棟は二期計画において撤去計画が策定され、撤去されるが、残りの 5棟は
2015年 9月時点でも存在する。 
 
⑧ 地区 8 
 地区 8では、アルト・ザルツシュトラッセ沿いの建物が撤去計画通りに撤去さ
れた。加えてコミュニティ・センターのように商業施設・サービス施設が立地し
ていた地区にあった 3 棟に連なる長大な建物群が撤去された。また、南部の
Zschampertau地区の建物が二棟、撤去された。 
 
⑨ まとめ 
 上記から、第一期の撤去計画において、撤去することが計画されていないにも
関わらず、4 年後の第二期が策定する段階に撤去された建物が多く存在すること
が分かる。第一期から第二期にかけて撤去された建物（棟）の概要を表 5-10にて
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整理する。 
 
表 5-10 第一期から第二期にかけて撤去された建物（棟）の概要 
建物番
号 地区 
第一期で計画
（Yes=1, No=0) 棟数 ゾーニング 
空き家率
(%) 修繕状況 
A-1 W7 1 1 リストラ地区 20-30 unsaniert 
A-2 W7 1 1 リストラ地区 <20 unsaniert 
A-3 W7 1 1 リストラ地区 >30 unsaniert 
A-4 W7 1 1 リストラ地区 <20 unsaniert 
A-5 W7 1 1 リストラ地区 <20 unsaniert 
A-6 W7 1 1 リストラ地区 <20 unsaniert 
A-7 W8 0 3 リストラ地区 >30 unsaniert 
A-8 W8 1 1 リストラ地区 <20 unsaniert 
A-9 W8 1 1 リストラ地区 >30 unsaniert 
A-10 W8 1 3 リストラ地区 <20 unsaniert 
A-11 W8 0 1 リストラ地区 <20 unsaniert 
A-12 W8 1 1 リストラ地区 <20 unsaniert 
A-13 W8 0 1 現状維持地区 <20 teilsaniert 
A-14 W5-1 0 1 リストラ地区 20-30 unsaniert 
A-15 W5-1 1 1 リストラ地区 >30 unsaniert 
A-16 W5-1 1 1 リストラ地区 >30 unsaniert 
A-17 W3 1 1 リストラ地区 >30 unsaniert 
A-18 W3 0 1 リストラ地区 <20 unsaniert 
A-19 W5.2 1 1 リストラ地区 <20 unsaniert 
A-20 W5.2 0 1 リストラ地区 <20 unsaniert 
A-21 W5.2 0 1 リストラ地区 <20 unsaniert 
A-22 W5.2 1 1 リストラ地区 <20 unsaniert 
A-23 W5-1 1 1 リストラ地区 >30 unsaniert 
A-24 W2 1 1 リストラ地区 >30 unsaniert 
A-25 W2 1 1 リストラ地区 20-30 unsaniert 
A-26 W2 0 1 リストラ地区 20-30 unsaniert 
A-27 W2 0 1 リストラ地区 >30 unsaniert 
A-28 W1 0 2 現状維持 <20 unsaniert 
A-29 W4 1 2 現状維持 >30 teilsaniert 
A-30 W4 1 1 リストラ地区 20-30 teilsaniert 
A-31 W4 1 3 リストラ地区 <20 unsaniert 
A-32 W4 1 1 現状維持 >30 teilsaniert 
A-33 W4 0 1 リストラ地区 <20 unsaniert 
（出所：ライプツィヒの資料をもとに筆者作成） 
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 これより、第一期から第二期までにグリューノウ団地にて撤去された建物の棟
数は 41。そのうち、計画されたものは 65.9％に相当する 27棟であり、計画され
ずに撤去されたものも全体の 34.1％もあることが理解できる。この事実は、ミク
ロな建物（棟）レベルでの縮小政策では、市が策定する計画通りに遂行できてい
ないことを示唆している。 
 この計画されて撤去された建物と計画されずに撤去された建物の特徴を、以下、
比較する。 
 表 5-11はゾーニングを比較したものである。これより、第一期で計画されて撤
去されたものと、計画されずに撤去されたものも「リストラ地区」が多く、一部
「現状維持地区」もあるが、違いはほとんどない。 
 
表 5-11 撤去された建物の計画の有無とゾーニングとの関係（棟数） 
  第一期では計画されず 第一期で計画 
リストラ地区 11 24 
現状維持地区 3 3 
修繕地区 0 0 
 
 表 5-12は空き家率を比較したものであるが、第一期で計画されて撤去されたも
のの方が若干、空き家率が高いものが多いが、それほどの差ではない。 
 
表 5-12 撤去された建物の計画の有無と空き家率との関係（棟数） 
空き家率 第一期では計画されず 第一期で計画 
20%以下 8 14 
20%-30% 2 3 
30%以上 4 10 
 
 表 5-13は修繕状況を比較したものであるが、第一期で計画されて撤去されたも
のは、部分改修のものが若干、多いが、これもそれほどの違いはみられない。 
 
表 5-13 撤去された建物の計画の有無と修繕率との関係（棟数） 
修繕状況 第一期では計画されず 第一期で計画 
改修無し 13 23 
部分改修 1 4 
 
 これらの比較結果からも、計画されて撤去されたものと、計画されずに撤去さ
れたものとに大きな違いはみられなかった。これから考察されることは、第一期
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の撤去計画を策定した後、量的に撤去戸数を増やす必要性が生じたため、類似し
た条件を有していた、撤去が計画されていなかった建物を撤去したということで
ある。実際、ライプツィヒの市役所での担当職員への取材調査でも、「第一期はと
りあえず数を減らすために建物を撤去した」と回答していたxxvi。第一期の撤去政
策では、空き家率が高く、修繕状況が「改修無し」で、またマクロ的な側面から
は「リストラ地区」と指定されていた建物を優先的に撤去することにしたが、そ
れでは量的に不十分であったために、類似した条件の建物を撤去することが行わ
れたと考えられる。 
 
（3）第二期以降の撤去の実際 
 実際の現地での踏査結果を踏まえて、第二期に計画されて撤去されたもの、第
二期に計画されなかったにも関わらず撤去されたものを図 5-35に示した。 
 
図 5-35 第二期以降に撤去された建物 
 
（出所：ライプツィヒ市の資料に加え、著者による現地調査にもとづく） 
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① 第二期に計画されて撤去されたもの 
 第二期に計画されて撤去された建物の目録を表 5-14に示す。これらの建物は全
部で 21団地（30棟）ほどある。ほとんどが「撤去候補のベルト地帯」に含まれ
るが、一棟だけが地区 4に含まれる。 
 
表 5-14 第二期に計画されて撤去された建物 
建物番号 地区 棟数 階数 空き家率(%) 修繕状況 会社 
B-1 W7 2 5  >50 unsaniert VLWG 
B-2 W7 1 9  20-30 teilsaniert LWB 
B-3 W7 2 11  20-30 teilsaniert LWB 
B-4 W7 2 11  30-40 teilsaniert LWB 
B-5 W7 2 11  20-30 teilsaniert LWB 
B-6 W7 1 11  20-30 teilsaniert LWB 
B-7 W8 2 11  10-20 unsaniert WG Lipsia 
B-8 W8 1 11  10-20 unsaniert WG Lipsia 
B-9 W8 3 6  10-20 unsaniert BGL 
B-10 W8 2 6  20-30 unsaniert BGL 
B-11 W8 1 6  10-20 unsaniert BGL 
B-12 W8 1 6  10-20 unsaniert BGL 
B-13 W8 2 6  20-30 unsaniert BGL 
B-14 W8 1 6  20-30 unsaniert BGL 
B-15 W8 1 6  30-40 unsaniert WG Unitas 
B-16 W8 1 6  30-40 unsaniert WG Unitas 
B-17 W5-1 1 6  30-40 unsaniert WG Transport 
B-18 W5-1 1 6  20-30 unsaniert WG Transport 
B-19 W4 1 9  30-40 teilsaniert LWB 
B-20 W7 1 9 >50 unsaniert WG Transport 
B-21 W7 1 9 >50 unsaniert WG Transport 
（出所：ライプツィヒ市資料） 
 
 これより、棟ベースでみると 70%が改修無しではあるが、30％は部分改修のも
のが含まれている。ただし、部分改修のものはすべて LWBである。表 5-14の中
には空き家率が 20％以下の建物がある。これらは WG Lipsiaと BGLが所有して
いる。階数も 11 階と 9 階だけでなく、6 階建てや 5 階建てのものも撤去されて
いる。 
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② 第二期に計画されず、結果として撤去されたもの 
 第二期に計画されず、しかし撤去された建物の目録を表 5-15に示す。 
 
表 5-15 第二期に計画されず、しかし撤去された建物 
建物
番号 地区 棟数 階数 
空き家率
(%) 修繕状況 会社 
C-1 W4 1 9  30-40 teilsaniert LWB 
C-2 W4 1 9  30-40 teilsaniert LWB 
C-3 W4 1 9  30-40 teilsaniert LWB 
C-4 W5.1 1 6  40-50 teilsaniert LWB 
C-5 W5.1 1 6  40-50 teilsaniert LWB 
C-6 W5.1 1 6  20-30 teilsaniert LWB 
C-7 W5.2 1 6  20-30 teilsaniert LWB 
C-8 W5.2 1 6  20-30 teilsaniert LWB 
C-9 W5.2 1 6  20-30 teilsaniert LWB 
C-10 W5.2 2 6  30-40 teilsaniert LWB 
C-11 W5.2 2 6  20-30 teilsaniert Pro Leipzig 
C-12 W7 1 5  20-30 unsaniert VLWG 
C-13 W7 2 5  20-30 unsaniert VLWG 
C-14 W7 2 5  30-40 unsaniert VLWG 
C-15 W7 1 ./-* 30-40 teilsaniert LWB 
C-16 W8 1 6  40-50 teilsaniert LWB 
C-17 W8 1 6  20-30 vollsaniert BGL 
C-18 W8 1 6  40-50 unsaniert Sonstige Eigentümer 
C-19 W8 1 6  40-50 unsaniert Sonstige Eigentümer 
C-20 W8 2 6  40-50 unsaniert Sonstige Eigentümer 
C-21 W8 1 6 30-40 unsaniert WG Unitas 
（出所：ライプツィヒ市資料） 
 
 これより、市の住宅会社（LWB）を除くと、一棟を除いて部分改修のものはな
く、「改修無し」のものが 11と 17を除いて占めている。一方で LWBの所有する
住宅でこの期間に撤去されたものはすべて「部分改修」をしている。2004年の時
点で、既に LWB が所有する住宅で「改修無し」のものは、撤去されるなどして
皆無である。撤去の優先順位としては、「改修無し」が「部分改修」を上回るのが
妥当である。ただし、住宅会社は市の都市計画発展コンセプトの縮小政策に必ず
しも従う必要はない。そのような状況下、市の住宅会社である LWBがある程度、
建物の撤去に協力して、住宅市場の調整に動いたという背景が推察される。LWB
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が所有する建物 6，7，8，9などは空き家率も 30％以下なので、相対的にそれほ
ど悪くはないが、結果的に撤去されている。地区 8のトラムの南側には、空き家
率が 40％～50%で、「改修無し」の VLWGが所有している建物がある。この建物
は現在でも撤去されていない。そして、後述するが撤去による住宅市場の適正化、
そして人口の回復に伴い、現在、住宅が供給過多の状況は大きく改善されたこと
もあり、ライプツィヒ市は 2015 年にグリューノウの建物のこれ以上の撤去を禁
止することにした。撤去すべき条件を有していた建物を撤去せずに、より維持す
べき建物を撤去したことで市場が適正化されたとすれば、これは、旧東ドイツの
撤去事業の 1つの問題点であると考えられる。 
 これらに加えて興味深いのは建物 17であり、これは「完全改修」をしており、
空き家率も 30％以下で特に問題が見当たらない。ただ、周辺の建物も WG Lipsia
が所有しており、この建物を穿孔するかのように撤去をすると展望が広がり（写
真 5－8 参照）、残った建物の生活環境が向上する。「肉を切らせて骨を切る」的
な考えがあったことが推察される。 
 
写真 5-8 建物 17 が撤去された跡地 
 
 
 
5－4 グリューノウ団地の撤去事業の成果と課題 
(1) 撤去事業のまとめ 
 これまで、グリューノウ団地の撤去事業を「第一期で計画されて撤去」「第一期
で計画されなかったが、第二期までに撤去」（表 5-10参照）「第二期で計画されて
撤去」（表 5-14参照）「第二期で計画されなかったが撤去」（表 5-15参照）との 4
つに分類した。これらの特徴をまとめたものが表 5-16である。 
 グリューノウ団地では、これまで 96 棟の建物が撤去された。第一期計画で撤
去されたのが 41棟、第二期で撤去されたのが 55棟である。また、計画されて撤
去されたものが 57棟、特に公表された計画がなく撤去されたものが 39棟ある。 
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表 5-16 撤去計画との関係性による撤去建物の分類 
 撤去計画との 
位置づけ 
合計
棟数 
改修状況 空き家率 
改修
無し 
部分
改修 
完全
改修 
20%以
下 
20％～
30％ 
30% 
以上 
第一期で計画されて撤去 27 23 4 0 14 3 10 
第一期で計画されなかっ
たが、第二期までに撤去 14 13 1 0 8 2 4 
第二期で計画されて撤去 30 21 9 0 7 12 11 
第二期で計画されなかっ
たが撤去 25 9 15 1 1 9 15 
（出所：ライプツィヒ市の資料をもとに筆者作成） 
 
 以下、これまで得られたデータによって、撤去計画との関連性による撤去建物
の属性に違いがあるかを分析する。 
 
① 改修状況 
 改修状況と撤去された建物の「撤去計画との位置づけ」による違いがあるかの
有意差検定（カイ二乗検定）を行った。「第一期」と「第二期」（表 5-17）そして
「計画されて撤去」と「計画されていなくて撤去」（表 5-18）を独立変数として、
改修状況を従属変数とした。 
 その結果、第一期と第二期とでは改修状況に有意差（p<0.005）がみられた。
第二期は第一期に比べてはるかに多くの「部分改修」の建物の撤去を行っている。 
 また、「計画されて撤去」と「計画されていなくて撤去」とでは、改修状況に有
意差（p<0.05）をみることはできなかった。計画ありきの撤去と計画なしの撤去
においては、後者の方が「部分改修」が多いという傾向はあるが、カイ二乗検定
で有意差がみられるほどの違いではない。 
 
表 5-17 第一期と第二期における撤去した建物の改修率 
  改修無し 部分改修 完全改修 
第一期 36 5 0 
第二期 30 24 1 
 
表 5-18 撤去計画の有無と撤去した建物の改修率 
  改修無し 部分改修 完全改修 
計画あり 44 13 0 
計画なし 22 16 1 
 
② 空き家率 
 改修状況と同様に、空き家率についても「撤去計画との位置づけ」による違い
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があるかの有意差検定（カイ二乗検定）を行った。「第一期」と「第二期」(表 5-19)
そして「計画されて撤去」と「計画されていなくて撤去」（表 5.20）を独立変数
として、空き家率を 3段階に分けたものを従属変数とした。 
 その結果、第一期と第二期とでは空き家率に有意差（p<0.005）がみられた。
第一期は第二期に比べてはるかに「20％以下」の空き家の建物の撤去を行ってい
る。ただ、これは第一期と第二期とを比べると、全般的に第二期の空き家率が向
上しているので、一概に撤去する建物の選別の考え方に違いがあるとは断定しに
くい。 
 また、「計画されて撤去」と「計画されていなくて撤去」とでは、空き家率の高
低によって有意差（p<0.05）をみることはできなかった。計画ありきの撤去と計
画なしの撤去においては、後者の方が「空き家率」が多いという傾向はあるが、
カイ二乗検定で有意差がみられるほどの違いではない。 
 
表 5-19 第一期・第二期と撤去した建物の空き家率 
  20%以下 20％ー30％ 30% 以上 
第一期 22 5 14 
第二期 8 21 26 
 
表 5-20 撤去計画の有無と撤去した建物の空き家率 
  20%以下 20％ー30％ 30% 以上 
計画あり 21 15 21 
計画なし 9 11 19 
 
③ 階数 
 第一期に撤去した建物のすべての階数のデータが入手できなかったため、二期
においてのみ、「計画あり」と「計画無し」で撤去した建物の階数による違いがあ
るかの有意差分析を行った。その結果、階数による違いによる有意差（p<0.05）
がみられた。11階などの高い建物は「計画あり」で撤去する傾向があるのに対し
て、「計画なし」では 5階建て、6階建てといった比較的低い建物でも撤去する傾
向にあることがうかがえる。「計画あり」の場合は、高い建物を撤去したがる傾向
があることが推察される。 
 
表 5-21 第二期における撤去計画の有無と撤去建物の階数 
        
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
（出所：ライプツィヒ市のデータを筆者が集計） 
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④ 住宅会社 
 第一期に撤去した建物すべてのそれを所有していた住宅会社のデータが入手で
きなかったため、二期においてのみ、「計画あり」と「計画無し」で住宅会社別の
建物の撤去棟数を比較したものが表 5-22である。 
 これより、「その他（Sonstige Eigentümer）」のような小さな住宅会社は、計画
と関係なしに撤去を判断している傾向がうかがえる。また、老舗の組合系の住宅
会社（WG Lipsia, WG Unitas, WG Trasport）は計画と整合性を持たせた撤去を行
っていることも、この表からは読み取れる。一方で、市の住宅会社である LWB
は、二期の計画なしでも住宅の撤去を相当数、行っていることも分かる。 
 
表 5-22 住宅会社ごとの第二期における撤去計画の有無と撤去棟数との関係 
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（出所：ライプツィヒ市のデータを筆者が集計） 
 
（2）撤去事業の成果 
① ゾーニングの徹底がもたらした安心感 
 東西ドイツ統一直後、グリューノウから出て行った人たちは、プラグヴィッツ、
リンデナウといった近接した工場地区で働いていた人たちであったxxvii。その後、
ライプツィヒ市全体が人口縮小をみるに至って、多くの人たちが将来を悲観した。
その結果、「本当にここに住みたい人だけが、ここに残ることになった」xxviii。 
 現在はグリューノウにおいて、どこが「（撤去から）守られている地区」か「そ
うでない地区」かが明確に示されているので、安心してグリューノウに住み続ける
ことが判断できるし、また引っ越してくる人にも将来の安定性をある程度約束する
ことができるようになっている。 
 これは第二期の『グリューノウ開発戦略 2020』で初めて明らかにされたことで、
第一期の計画では明示されていなかったことである。その背景には 2005 年頃か
ら、住民が市役所に、どこに住めて、どこに住めないかをはっきりして欲しいと
言ってきたことが挙げられるxxix。オーナーは自分達で撤去の是非を判断したいと
主張した。住民はしっかりと 2020 年にどの建物が撤去するかどうかを知りたい
と尋ねてきた。住民とオーナーの対立構造の中、市役所はその仲介役を果たし、
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住民のしっかりとした縮小計画を策定して欲しいとの要望に応える形で、『グリュ
ーノウ開発戦略 2020』はつくられた。 
 ミクロの面では撤去をするかしないかを判断する権利は住宅会社が有している
が、マクロの面では、この地区は「維持」と市役所主導で指定することは可能であ
った。ある地区を「撤去」と指定することは、「撤去」と指定された土地の所有者
の反対を受ける可能性はあったが、その地区の長期的な将来像を提示するうえでは
非常に意味があったと思われる。 
 このようにグリューノウでのマクロ面での縮小政策、特に第二期において「維持
する地区（Kernbereich）」と「撤去候補のベルト地帯（Stadtumbaugürtel）」とに
二分する土地利用方針を提示したことの効果は、そこに住む人々に肯定的な効果を
もたらした。それは、どちらかというと、撤去計画というよりかは、撤去しない建
物の計画であり、人々にグリューノウ団地の少なくとも、ある一部は長期的に安定
するであろうという期待を与えたのであり、心理的にはプラスの効果が生じたと考
えられる。 
 
② 高層住宅の撤去 
 グリューノウにおいては高層住宅が積極的に撤去された。これは住宅会社の都
合が大きな要因であった。シュタットウンバウ・オスト・プログラムでは、撤去
費用のための補助金は床面積に応じて与えられる。そして、撤去した建物の跡地
管理は住宅会社が責任を負う。そのために、高層住宅であれば、管理責任を負う
跡地面積が少ない割に、多くの撤去用の補助金を得ることができる。これが、住
宅会社が低層住宅に比べて、高層住宅を優先的に撤去したがった大きな理由の 1
つである。 
 2007年までには 5600戸の住宅がグリューノウの住宅市場から撤退したが、特
にグリューノウのランドマークでもあった PH16 も多く撤去された。PH16 はリ
ノベーションされなかったこともあり、多くの住民がそこから引っ越し、撤去さ
れる数ヶ月前には空き家率は 70%～80％まで上昇した。これはリノベーション費
用が高層ビルの方がはるかに高額になったため、改修されなかったことも理由で
ある。加えて、16 階建てのビルは全て、LWF の所有であった。ライプツィヒ市
の住宅会社である LWFは最も建物の撤去に積極的であった。第二期が開始される
時点で、16の高層ビルのうち 11が撤去された。 
 この高層住宅が撤去されたことで、グリューノウ団地にヒューマン・スケール
が戻り、空間の質も改善されたと捉えられている。 
 
③ 住民満足度の向上 
 カビッシュ、グロッスマン等が社会主義時代からグリューノウの住民に継続的に
意識調査を実施しているが、最近では住民の満足度が向上する傾向にある（図5-36）。
また、2000年から2009年において「お金を持っていたらグリューノウから引っ越
しますか」との問で「はい」と答えた回答者は、2000年には30％近くいたが、2009
年では17% へと減少している。これは地区ごとにもクロス集計されているのだが、
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すべての地区で「はい」の2009年の回答率は2000年に比べて減少している。ちな
みに、この問で最も「はい」の回答率が低かったのは地区3であり、高かったのは
地区5.2である。これは、満足していない住民は既に出て行ってしまったからとも捉
えられるが、少なくとも実際住んでいる人達が、自分達の生活環境を肯定的に捉え
るようになっていることは今後のグリューノウの展望を明るいものにしていると
考えられる。撤去事業との因果関係を指摘することは難しいが、少なくとも、撤去
事業によって住民の満足度が減っているということはない。 
 
図 5-36 「グリューノウに住んでいて幸せですか？」 
 
（出所：Kabisch et al. “Einwohnerbefragung im Ramen der Intervallstudie 
“Wohnen und Leben in Leipzig Grünau” “ Helmoholtz zentrum für 
Umweltforschung, 2010, p.33） 
 
④ 緑地、オープンスペースの価値の向上 
 グリューノウ団地は、撤去計画を策定する時点で、緑地、オープンスペースの価
値をいかに向上させるかを強く意識している。そして、これらの価値を向上させる
ことを目的として、建物の撤去をしている点も特徴的である。特に地区7の西端に
ある住宅地において「都市の森」を整備した事例や、地区8において「塩の道」（Alte 
Salzstraße）沿いの沿道をすべて「リストラ地区」として指定し、その多くを撤去
したこと（写真5-9）などが代表的な事例であるが、その他にも例えば地区5.2のシ
ェーナウ公園との連続性を確保させるために高層住宅を撤去した事例（表5-10の
A15）や、WK7でジュピター・ゼントラムのオープンスペースの快適性を向上させ
るために周辺の建物を撤去した事例（表5-14のB3等）が挙げられる。 
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 特にグリューノウの緑の質を大きく向上させると期待されるのが、地区7の「都
市の森」である（写真5-10, 写真5-11）。ここは、ノイエ・ライプツィッガー通りの
高層住宅を撤去した5.5ヘクタールの跡地を、徐々に自然の森へと変容させようとす
るプロジェクトである。これは森ではあるが、周辺の住宅地やまた隣接するジュピ
ター・ゼントラムの商業地へのアクセスを提供する歩道も多く整備するように考え
られている。 
 
写真5-9 地区8における「塩の道」（Alte Salzstraße）の沿道の建物の撤去跡地 
 
 
写真5-10, 5-11 「都市の森」の計画地 
 
 
 そのコンセプトは、団地の撤去などによって生じた「無駄な土地」を新しいタイ
プの都市における公共空間である「都市の森」へと変容させることである。そして、
それは都市内の生物多様性を確保し、地球温暖化ガスである二酸化炭素を固定化さ
せるなど、環境に対して肯定的な効果をもたらすことが期待できる。 
 このプロジェクトは広く住民に受けいれられるように、ドレスデン工科大学の協
力を得て、住民への意識調査なども実施されている。基礎調査は2007年に始まり、
そのプロジェクトは2009年から開始された。 
 このような試みの結果、グリューノウ団地は撤去政策によって、より豊かな緑
地・オープンスペースを獲得することが期待される。撤去政策によって住宅地の質
の向上が具体化されつつあるのだ。 
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⑤ 撤去事業の終焉 
 2015年、ライプツィヒ市役所はグリューノウでの建物の撤去政策を中止するこ
とにした。これは、ある事件に起因している。ミルティッツァー・アリー駅のそ
ばにある地区 8の建物（写真 5-12）が、難民用の住宅として指定された。このこ
とで、難民用の住宅に隣接していた建物の価値が下がることを懸念した住宅会社
（リプシア）は、これを撤去しようと考えた。市役所は 1）既にグリューノウの
人口減少は止まり、増加に転じつつあること、2）難民を受け入れる住宅が今後、
必要となること、3）地区 8 でも新築の建物が 3 棟、建設されていること、など
を配慮し、グリューノウ地区のそれ以降の撤去を中止することに決定したのであ
る。 
 
写真 5-12 難民用の住宅として指定された地区 8 の建物 
 
 
 直接的なきっかけは、この事件ではあるが、その背景にはライプツィヒの人口
が急激に増加していることが上げられる。現在、ライプツィヒ市における空き家
は 6000戸である。しかし、この 3年間で人口は 1万 2千人から 1万 3千人ほど
増えている。このペースが続けば、空き家もなくなることが予見される。ライプ
ツィヒには建物を撤去する余裕はもはやなくなっている。グリューノウの団地も
撤去する余地はもはやない状況だ。 
 5-2 で示したように『グリューノウ開発戦略 2020』においては、5000 戸数が
減築のターゲットとなった。既にこれの策定時点ではライプツィヒ市全体の人口
は減少から増加に転じていたが、そのポジティブな効果はグリューノウに及ぶこ
とはないと同時の都市計画担当者であったマルティン・ネッデン氏は考えたから
であるxxx。しかし、2015年、グリューノウの人口は前年度に比べて増加した。こ
の 1年だけで人口減少のトレンドが転換点を迎えたと考えるのは早計かもしれな
いが、これまで一貫して減少し続けてきた人口が増加に転じたことは、グリュー
ノウの縮小する都市というイメージをも払拭させる効果がある。 
 この人口減少が止まったこと、そして市役所がグリューノウの団地撤去を中止
させたことが、撤去政策の最大の成果ではないかと考えられる。 
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（3）ライプツィヒ・グリューノウ団地の課題 
① 都市計画発展コンセプトの限界 
 3 章で述べたように、シュタットウンバウ・オストの連邦政府補助金を取得す
るためには、「都市計画発展コンセプト」（SEKO）を策定することが必要であっ
た。それは、その自治体の社会経済問題、環境問題、空間開発の方針を策定した
膨大な報告書である。「都市計画発展コンセプト」は、法的拘束力をもたない（イ
ンフォーマルな）都市計画である。したがって、それに住宅会社は従う必要はな
い。 
 第一期の計画策定時には、SEKO で示された縮小計画の内容自体も曖昧なもの
であった。それは、5－2で述べたように、大きくグリューノウ団地を 3つのゾー
ニングに分類した。「現状維持地区」、「修繕地区」、「リストラ地区」である。ここ
で、建物の撤去事業の展開を検討するのは「リストラ地区」であったが、これは、
グリューノウ団地の需要がどのような増減状況になるかが市役所は不明だったの
で、減築もしくは更新のどちらかでも柔軟に対応できるように位置づけた。逆に
捉えれば、維持をする地区だけを明確化させた計画でもあったのだ。しかも、撤
去する建物は住宅会社が判断をする。市役所は建築許可を出す（出さない）権利
を有しているが、基本的に市役所のスタンスは撤去を促進するものであったので、
撤去を反対する立場にはなかった。しかし、このような状態が、「修繕地区」のみ
ではなく「現状維持地区」の建物の撤去（図 5-34の A-13や A-28、A-32 等）を
も促してしまい、計画と現実との乖離をさらに推し進めることになる。 
 撤去事業において、民間企業は市役所の意向とは異なった意向で、撤去事業を
捉えている。この背景には、彼らは SEKOの計画に参画していなかったので、SEKO
の内容とは違う結果を求めてしまうからだxxxi。SEKO を策定するうえでは地区マ
ネージャ （ーdistrict manager）などとは議論をしたが、民間企業とはしなかった。
これは、円滑に計画を策定したいという意図があったためであるが、結果として
具体化されない計画を策定しまったとも捉えられる。 
 
② 社会サービスの減少 
 グリューノウにおいては人口減少に伴い、シュパルカッセ銀行が閉店し、中央
駅にあった郵便局も 2009 年に閉鎖された。団地内にあった商店やサービス店も
閉店し、社会サービスの減少は著しかった。 
 人口が減少すると、それをマーケットとしていた商店やサービス店は経営が厳
しくなり、閉店する。すると、その周辺に住んでいた人達の生活が不便になり、
さらに人口減少を促すことになる。マイナスのスパイラルが転回していく。人口
減少を抑止させるためには、このような事態に陥ることを防ぐことが必要である。 
 グリューノウにおいては、幸いにも 1995 年に地区 4 と地区 5.1 の中間にアリ
ー・センターというショッピング・センターが完成した。これによって、場所に
よっては距離があるかもしれないが、グリューノウ団地内であれば、自動車を使
わずに買い物に行くことは可能となった。 
 また、グリューノウにおいては、縮小が進展していた時でも積極的に投資をし
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ようとした人が存在した。例えば、地区 8にある薬局のオーナーは、旧西ドイツ
の出身であったが、地区 8において撤去政策が遂行されている最中、この地区の
有するポテンシャルに気づき、ここに薬局とさらにその後、クリニックを新設す
る。これは、彼がこのような医療サービスの需要が地区 8にあるということに気
づいたためであり、この事業は現在までも問題なく営業が続けられている。クリ
ニックのある建物には、幾つかの住宅も設置したのだが、それらは建物が完成す
る以前にすべて借り手が決まったほど人気があったxxxii。この事例は撤退する店が
ある一方で、開店する店もあり、しかも的確に市場動向を見通せれば事業が成功
することをも示している。 
 撤去事業は、社会サービスの減少を促すが、それによるさらなる人口減少のマ
イナスのスパイラルを抑えるためにも、アリー・センターのように計画的に商業
機能を付加させることや、地区 8の薬局オーナーのような企業家を積極的に支持
するといった政策を遂行することが求められる。 
  
③ 撤去後の土地の管理 
 グリューノウにおいては、撤去された建物の跡地は、基本的に 1）野ざらし、2）
簡単なランドスケーピング、のどちらかの利用に留まっていることが判明した。
その中には地区 7の「都市の森」のように、しっかりとした戦略的な跡地利用を
考えている事例もあるが、それは補助金による事業である。市役所ベースでは、
上記の 1）野ざらし、2）簡単なランドスケーピング、程度でしか利用されておら
ず、都市計画的にも課題であると考えられる。 
 後述するコットブス市も、全面撤去の跡地は「野ざらし」が基本であるが、住
宅団地を間引くように撤去した場所においては、アメニティに富む、しっかりと
したアーバン・デザインが施された空間を創出している（ただし、これも補助金
による事業ではある）。同様の試みは本研究では取り上げていないが、シュヴェリ
ーンやライネフェルデでも見られる。グリューノウのように跡地が野ざらしで放
置されているのは、ライネフェルデではほとんどみられない。そういう点から考
えると、自治体によって、その跡地の都市計画的な考え方も異なるのではないか、
と考えられる。 
 ただし、これは自治体にとっては難しい課題である。というのも、建物を撤去
した跡の土地は、住宅会社が管理することになっている（ただし、建物以外の周
辺部の土地は市役所が管理することになる）。そして、住宅会社は一部の例外を除
いて、跡地の管理をなるべく安くしようとする。その結果、周辺の空間的環境に
もマイナスの影響を及ぼしてしまう。 
 このような事態を回避するためには、これらの土地を自治体が購入し、管理す
るなどの措置を検討することが必要であると考えられる。 
 
④ 移転費用 
 撤去事業に伴うのが、そこに住んでいる人達の移転費用である。これは住宅会
社が負担しなくてはならない。ライプツィヒ市の住宅会社である LWBは地区 5.1
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の Schönauer Ring 25-29の棟等を 2012年に撤去した。これらは合計すると 291
戸数に相当する。これらに住んでいた 126戸の人は、そのままグリューノウ地区
に引っ越した。撤去した場合、1㎡当たり 70ユーロほどが移転費用として補償さ
れるxxxiii。これは住宅会社が負担する。 
 Unitasの場合は、地区5.1のFrankenheimer Weg 22-32の6階建てのビルを4階へと
減築した（2012年）（写真5-13）。102戸数をほぼ半分の55戸数までに減築したの
である。ただし、大幅に修繕を施し、省エネルギー化が図られ、おしゃれなバルコ
ニーが設置され、ファサードは断熱処理がなされるなど住戸の質は大幅に改善する。
ここから引っ越す人たちには移転費用が補填されるが、修繕された建物に住み続け
る人は、修繕費用をある程度負担しなくてはならないxxxiv。 
 これらの移転に関わる費用は、撤去事業を進めるうえでの課題となる。 
 
写真 5-13 地区 5.1 の減築が施された建物 
 
 
⑤ 撤去に対する反対運動 
 2013年にはWohnungsgesellschaft組合の持つ地区5.1のFrankenheimer Weg 1-7, 
9-13の6階建ての120戸数の建物を撤去しようという提案が、住民によって拒絶され
た。これまでは比較的、撤去事業に対して住民は好意的であった。しかし、撤去事
業が進むにつれ、人々の撤去に対しての反対意識は強まりつつある。これは、撤去
事業の初期においては、最もニーズのなく、問題のある建物から撤去されていくの
で反対は少ないが、時間が経つにつれて、撤去をする必然性がそれほどない建物が
撤去候補にあがっていくことと、グリューノウ団地に対して親しみを持っていない
人から先に同団地から移転していったので、残っている人はグリューノウ団地に対
して愛着を有している場合が多いxxxvことから説明できる。これは、後述するホイヤ
スヴェルダでもみられ始めた現象である。 
 このような事態に対応するためには、第 8章で後述するコットブスのザクセン
ドルフ・マドローのように社会的ネットワークを強化させる試みなどを実践する
ことが必要であると考えられる。 
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⑥ 住宅会社の協働の難しさ 
 グリューノウの団地のオーナーはドイツの再統一直後は、組合そして政府直轄の
住宅会社を引き継いだ自治体レベルの住宅会社の二つだけであった。これらオーナ
ーは、旧東ドイツ時代に建設した団地の建設費を旧東ドイツの中央銀行から借りて
いたのだが、これらをまだ完済していなく、借金を有していた。この借金を返済さ
せるために最初に考えられたことは、これら住宅を販売することである。しかし、
ドイツは旧東ドイツだけではなく、旧西ドイツにおいても持ち家率は高くない。さ
らに、集合住宅を購入するという習慣はほとんどなかった。持ち家を購入するので
あれば、戸建てという考え方が強かった。現時点でもグリューノウの持ち家割合は
ゼロではないが、相当低い（図5-13参照）。 
 そのような状況下で、グリューノウの空き家率は向上していった。一般的に、住
宅会社が、改修なしの住宅団地の棟単位での維持管理費を捻出するためには、3世
帯の家賃が必要と言われている。これが改修された団地だと、空き家率は3割以下
に抑えなくてはならなくなるxxxvi。 
 このような状況下で、撤去、改修等の対策を考えなくてはならない住宅会社は厳
しい立場に置かれている。しかも、現在ではオーナーの数は20にまで増えている。
そのため、これらのオーナーの合意形成を図ることが極めて難しくなっている。そ
れぞれの構想は異なるし、また経営の考え方も違う。また、将来の構想をお互い共
有したがらない。これは、手の内を晒すと、自分の都合の悪いことを相手にされる
可能性があるからだ。例えば、自分の建物を撤去することを隣の建物のオーナーが
知ったら、隣の建物を撤去せずに残すという判断をすることなどである。 
 このような疑心暗鬼的な状況が、市役所がミクロ計画で撤去する建物をなかなか
指定できなかった1つの理由である。この点が、グリューノウ団地と前述したアイ
ゼンヒュッテンシュタットや、後述するホイヤスヴェルダとの大きな違いである。 
 
5－5 まとめ 
 グリューノウはライプツィヒ市の都心部から地理的にも離れていることや、人口
が継続して減少していたこともあり、同市におけるシュタットウンバウ・オスト・
プログラムの重要な事業として位置づけられた。 
 中期的には、その縮退計画は「都市計画発展コンセプト」であるSEKOによって
提示されたが、実際の縮退事業は、住宅需要の状況によって決定されることが判明
した。実際、SEKOの計画と現地での撤退・縮小状況を筆者によるフィールドワー
クとで比較すると、幾つかの齟齬が生じた。 
 「計画あり」と「計画なし」で撤去された建物の属性ごとに、このような齟齬が
生じている要因は2つあると考えられる。1つは「都市計画発展コンセプト」には強
制力がなく、建物の撤去を最終的に判断するのは住宅会社ということである。もう
1つは、成長の果実を分け与える成長下での計画ではなく、縮小の痛みを分かち合
う縮小下での計画は、なるべくその痛みを小さくさせたいという動機付けが働く。
したがって、撤去をする建物は、計画的な観点というよりかは、経済的・経営的な
要因によって判断をしたいインセンティブが働く。しかも、そのような判断は、長
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期的に見通せるものではない。空き家率が急激に高まった建物が撤去したい建物で
あり、都市計画的に撤去が望ましい建物では必ずしもない。そして、どの建物の空
き家率が向上するかの正確な見通しは難しい。これが、計画自体も曖昧になってし
まう要因であるし、また、計画通りに撤去が遂行されない理由でもある。 
 撤去計画と撤去建物の幾つかの属性（改修状況、空き家率、階数）について、
有意差検定を行った。それを整理したものが表 5-23である。これより、撤去計画
の時期（第一期か第二期か）によって、撤去した建物の改修状況、空き家率には
有意な差があることが判明した。これは、第二期では既に改修が部分的に行われ
た建物も撤去せざるを得ないことや、第二期では空き家率が向上したためと考え
られる。また、撤去計画の有無と改修状況、空き家率には有意な差はなく、計画
がなく撤去される建物の方が、計画されて撤去しているそれより階数が低いとい
う、階数に関しては有意な差がみられた。この結果は、撤去計画自体が「階数」
という項目以外は、あまり都市計画的（空き家率や改修状況）な配慮をされなか
ったことを示唆している。そして、実際の撤去に関しては前述したように経済的・
経営的な要因、特に住宅会社の意向が強く反映されていたことが推察される。 
 
表5-23 撤去計画と撤去建物の幾つかの属性との有意差検定結果 
  改修状況 空き家率 階数 
撤去計画（第一期と第二期） ◎ ◎ （データなし） 
撤去計画の有無 × × △ 
（◎：p<0.005で有意、△：p<0.05で有意、×：p<0.05で有意でない） 
 
 一方でマクロの観点では、「撤去候補地区」と「維持地区」とで分かりやすく計
画的に分類されている。これは、現段階でも守られ、また将来の都市像を明確に共
有化することができたなど、大きな効用があったと考えられる。 
 グリューノウ団地での縮小政策の経験は、大きくマクロの単位でのゾーニングの
重要性を確認させると同時に、ミクロ単位での縮小計画の策定は、柔軟性に富んだ、
あまり詳細なものではない方が望ましいということを示唆する。 
 ライプツィヒの西地区における長年にわたる人口減少は止まったと 2014年 2
月 20日のライプツィヒの地元新聞は報じたxxxvii。ライプツィヒ市の人口は毎年
10000人以上増えているが、そのマクロ環境の変化が遂にグリューノウにまでも
及んできたのである。 
 ドイツ再統一後、グリューノウ団地は長期に続く人口減少に見舞われ、供給過
多の住宅を撤去し、また撤去を免れた建物は積極的に改修。さらには、特に若年
層をターゲットとする公共施設の充実を図ることで、旧東ドイツ時代の負のイメ
ージの払拭に努力してきた。これらの継続した施策の成果が、マクロ環境の追い
風をうまく受け取ることに成功させることに繋がったのではないかと推察される。
人口の増加を受けて、ライプツィヒ市はグリューノウ団地の撤去を原則、許可し
ないこととした。 
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 撤去をするだけでは、人口減少が反転することはない。しかし、グリューノウ
の場合は、しっかりとした撤去政策を展開したことで、都市機能を維持すること
に成功した。また、撤去したところは豊かな住環境の中のオープンスペースとし
て再生されている。これらのしっかりとした撤去政策を抜きに、人口の増加は期
待できなかったのではないだろうか。 
 前述したようにカビッシュ、グロッスマンによるグリューノウ居住者への継続
的なアンケート調査結果では、グリューノウにおける満足度は増え、近い将来に
おける移転意向は大幅に減少しつつあるxxxviii。グリューノウは 2015年現在、新た
な都市計画を策定中である。人口の反転を受け、これまでとは違い、撤去ではな
く、新たに価値を高め、より人々を受け入れられるハード・ソフトの都市インフ
ラの改善、特に教育、医療、経済開発そして環境保全をいかに向上させていくか
をまとめたものになると考えられているxxxix。グリューノウの人口が反転したとい
う事実は、縮小都市における撤去政策は、人口減少を止める十分条件ではないが
必要条件ではあることを示唆している。人口縮小を経験している日本の自治体に
とっても、有益な知見を多く与えてくれる事例であると考えられる。 
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第 6章：ホイヤスヴェルダの事例研究 
 
6－1 都市の概要 
（1）地理的概要 
 ホイヤスヴェルダはザクセン州の北東にある都市である。オーバーラウジッツ地
域における最大の都市であり、コットブスの南35キロメートル、ドレスデンの北東
55キロメートルに位置する。 
 ホイヤスヴェルダは、もともとはシュヴァルツ・エルスター河畔に発達した人口
4430人（1861年）の小さな村であったが、1955年以降東ドイツの工業化政策によ
って、褐炭の産出に基づいたエネルギー産業の中心地として開発が進められた。東
ドイツ時代には市民のほとんどはエネルギー産業かそれに関連した産業に従事し
ており、ドイツ再統一後、これらの産業が失われると急激に衰退、そして人口縮小
が進んだ。 
 
（2）ノイシュタット（社会団地）の概要 
 1955年にホイヤスヴェルダの数キロメートル先に、褐炭の精製所がつくられ、そ
こで働く人たちのための住宅をつくる必要が生じた。その需要に対応するために、
シュヴァルツェン・エルスター川の東岸に1957年からプラッテンバウの住宅が計画
的に建設され始めた。ホイヤスヴェルダのノイシュタット（ニュータウン）はアイ
ゼンヒュッテンシュタットに次ぐ第2の社会主義の計画都市として位置づけられた。 
 ホイヤスヴェルダのプラッテンバウテンは、その開発時期によって大きく4つに
分類される。最初は1955年から1959年でホイヤスヴェルダの既存市街地の周辺に
2000戸ほどつくられた。そして、1957年から1965年までは、シュヴァルツ・エル
スター川の東岸に、それぞれ1200戸クラスの巨大団地が7地区ほどつくられた。こ
れらはつくられた時代順に地区1から地区7と命名された。さらに、1966年から1975
年までは、北東の地区にそれまでのものよりずっと密度が高い（1ヘクタール当た
り300人）プラッテンバウ住宅がつくられた。これらは、地区8から地区9と命名さ
れた。1975年から1984年の間には、計画当初は住宅開発が考えられていなかった
センター地区に、住宅不足に対応するため2100戸の住宅を建設した。 
 そして、1980 年代の中頃にはノイシュタットの北東部において 10 棟、2000 戸
ほど建設された（地区 10）。急激な人口増加、そしてそれに伴う住宅需要に合わせ
るために、結果的に最後の開発になるこの時期にプラッテンバウ団地の造成は急ピ
ッチで進められた。しかし、ドイツ統一後、もっとも人口減少が激しかったのもこ
の時期に開発されたものであった。表 6-1にホイヤスヴェルダのノイシュタットの
開発年表を示す。 
 ノイシュタットの 10 の地区の特徴を表 6-2 に示す。第 1 地区～第 4 地区は最も
古く、現在でも人気のあるエリアだ。この地区は密度が低く、中心に近いなど居住
環境が優れており、市内他地区からの流入もある。人口の社会減少は少ないが、古
く建設された地区であるために、住民の平均年齢が高く、自然死による人口減少が
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多い。第 5地区～第 7地区は高密度であるが、それでも中心から近い土地は人気が
ある。ただし、周縁部はあまり人気がなく空き家も多い。この地区の住民の平均年
齢は若く、自然減は少ないが、若い人は移出する確率が高いので、結局、人口は減
少していくと予測されている。 
 第 8地区～第 9地区は極端に高密度なため人気は低く、ノイシュタットの中でも
最も人口減少が激しい地区であると予測されている。2010年には 7500人がこの地
区からいなくなると推測された。この地区も住民の平均年齢は若いが第 5地区～第
7地区と同じ理由で人口が減少していくと予測されている。 
 
図6-1 ノイシュタットの各地区 
 
（出所：ホイヤスヴェルダ資料をもとに筆者作成） 
 
 第10地区は最も新しく開発された地区である。ここは建設途上でドイツ再統一を
迎えたため、計画戸数の8割しか完成しなかった。また、新しい建物であるにもか
かわらず、エレベーターがない6階建ての建物などがあり、人気はない。しかし、
住民が極めて若い（平均年齢30.7歳）ために、自然増が今後期待できるという特異
な地区であった。そのため、通常の状態では、今後も「安定地区」としてInSEK2003
では評価されてもおかしくないが、マクロな都市空間構造の目標（中心を維持し、
周辺部から縮退するという「ヨーロッパ型都市」を指向i）を達成するために、この
地区から中心部へ2000人ほど人口を移行させることにした。そのため、ここは「不
アルトシュタット
シュヴァルツ・エルスター川
地区1
地区2
地区3
地区3e
地区4
地区5
地区5e
地区6
地区7
地区8
地区9
地区10
都市センター
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安定」としての評価を受けることになる。表6-3に、InSEK2003において、各地区の
社会経済指標と、それらから導き出された撤去政策を検討するうでの結論を示す。 
 
表 6-1 ホイヤスヴェルダのノイシュタットの開発年表 
年 具体的施策 
1955-1958  駅前地区に 350 戸のブロック住宅を建設 
1956-1957 ヴェストランド地区に 850 戸のブロック住宅を建設 
1958-1959 エルスターボーゲン地区に 350 戸のブロック住宅を建設 
1957-1964 住宅団地 1 地区に 1200 戸のプラッテンバウ住宅を建設 
1957-1963 住宅団地 2 地区に 1200 戸のプラッテンバウ住宅を建設 
1959-1961 住宅団地 3 地区に 1200 戸の P1 タイプのプラッテンバウ住宅を建設 
1961-1963 住宅団地 4 地区に P1 タイプを中心に 1400 戸のプラッテンバウ住宅を建
設 
1962-1964 
住宅団地 5 地区に新しいその名も「ホイヤスヴェルダ」タイプのプラッテ
ンバウ住宅を 1290 戸建設。また、5 階建て、8 階建て、11 階建てのタイ
プ P2 を 1700 戸建設。 
1964-1965 住宅団地 6 地区にプラッテンバウ住宅を 1200 戸建設。 
1964-1965 
住宅団地 7 地区に 1160 戸ほど建設。50 年代に計画されたノイシュタット
はこの時点で完成する。 
1966-1982 
住宅団地 8 地区に「ホイヤスヴェルダ」タイプ、タイプ 2 などを 3400 戸
ほど建設。これらはエレベーター抜きの 5 階建てで、これまでの 1 ヘクタ
ールあたり 150 人から 300 人まで高密度化が進む。 
1973-1975 住宅団地 9 地区に P2 を中心に 2700 戸ほど建設 
1975 住宅団地 3 地区に 500 戸ほど建設 
1976 -1984 住宅団地 6 地区に 200 戸ほど建設 
1975-1984 センターに 2100 戸ほど建設 
1986-1990 
住宅団地 10 地区に 5 階から 6 階建てのプラッテンバウを 2000 戸ほど建
設。 
1997 減築の開始 
1997-1999 リペッツカー・プレースの高齢者住宅の改修 
2001-2002 アーバン・ヴィラの建設 
2001 プラッテンバウ 8，9，10 地区における大規模な撤去事業の開始 
2003 都市計画発展コンセプト (INSEK)の策定 
2003-2007 ラウジッツ・タワー（Lausitztowers）の改修 
2003-2009 
社会基盤施設の大幅な刷新。既存の 16 キロに及ぶガスの輸送管、10 キロ
に及ぶ上水道、13 キロに及ぶ下水道、9 キロに及ぶ地域暖房管、そして 5
つの熱交換機ステーションを破棄した。 
2008 INSEK の改訂 
2008 「ホイヤスヴェルダの新しいオープン・スペース（Neue Freiräume Hoyerswerda）」のコンセプトの策定 
2008 オレンジ・ボックスにおける最初の展示 
2008-2009 彫刻公園の建設 
2009-2011 中央公園の建設 
2013 INSEK の改訂 
（出所：Städtbau-Förderung,  
http://www.staedtebaufoerderung.info/StBauF/DE/Programm/StadtumbauOst/Pra
xis/Massnahmen/Hoyerswerda/Hoyerswerda_node.html） 
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表6-2 ノイシュタットの10の地区の特徴（データは2005年） 
  人口 
人口
密度 
戸数（概
数） 
平均床
面積 開発年 概要 
アルトシ
ュタット 
9133 779     15 世紀頃 11世紀から既に集落は形成されて
おり、1423 年に村となる。 
第 1 地区 2040 4340 1200 56.6 1957-64 4 階建ての集合住宅。100%公共住宅。 
第 2 地区 1912 5975 1230 59 1957-64 4 階建ての住宅。40%がプラッテンバウ住宅。地域暖房。48%公共住
宅、52%組合住宅。 
第 3 地区 1815 7260 1600 54 1959-61, 1975 
65%が 4 階、35％が 8 階建て。地
域暖房。90%が公共住宅、10%が組
合住宅。 
第 4 地区 1799 3998 1340 53.8 1961-64 90%が 4 階、10%が 8 階建て。78%が公共住宅、22%が組合住宅。 
第 5 地区 3554 8077 3330 56.1 1962-64, 1966/67, 
1969-72, 
1978/79 
初期に開発されたものは 4 階建
て。51%が公共住宅で 49％が組合
住宅。1971 年から 72 年に建てら
れたものは5階建てと11階建てで
ある。1978 年から 1979 年に建て
られた Ve の建物は 8 階と 11 階建
てである。 
第 6 地区 2145 6500 1330 56.7 1964-65, 1973, 
1975, 
1985 
初期のものは 4 階建て。1975 年と
1985年は 6階建ての建物が建設さ
れた。 
第 7 地区 1279 3457 1360 56 1965-66, 1984 
4 階建ての集合住宅。55%公共住
宅、45%組合住宅。1984 年にはオ
ープン・スペースにキューブ型の 6
階建ての建物が建設された。 
第 8 地区 2209 5388 3420   1966-69 , 1972, 
1984 
初期は 5 階建ての建物、1969 年以
降はホイヤスヴェルダ P1 タイプ
が建設された。これらは 11 階建て
である。60％が公共住宅で 40％が
組合住宅である。 
第 9 地区 1272 3102 2660   1972-75 ほとんどが 5 階建ての 66/P2 タイプであるが、410 戸だけ 11 階建て
の建物である。35％が公共住宅で
65％が組合住宅である。1 日に 3
戸建設というスピードでつくられ
た。 
第 10 地区 200 435 1600   1986-90 5 階もしくは 6 階建て。35%が公共住宅、65%が組合住宅。 
センター
地区 
1030 2191 1790   1968-95 センター地区の面積は 43 ヘクタ
ール。1978 年に 990 戸が、1980
年に 800 戸の住宅が建設された。
50％が公共住宅で50％が組合住宅
である。 
それ以外の
ノイシュタ
ットの地区 1212 200         
ノイシュ
タット地
区 
2046
7 1347         
（出所：Stadt Hoyerswerda "Architektour: Stadt, Bau, Kunst" 2005） 
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表6-3 各地区の社会経済指標と、それらから導き出された結論 
  平均年齢 
期待され
る社会増 
空き家
数 強制移転者 結論 
第1～第4地区 47.8 + 800 ゼロ 比較的安定 
第5～第7地区 45.1 - 1700 2500 
中心部は比較的安定、周縁
部は不安定 
第8～第9地区 42.5 - 3200 + 不安定 
第 10 地区 30.7 - 800 2000 
比較的、安定しているが、
将来動向を鑑みると不安定 
センター 42 + 1300 ゼロ 不安定 
（出所：Nina Gribat, “Governing the future of a shrinking city- Hoyerswerda, East 
Germany” p.163） 
 
（3）人口動向 
 ホイヤスヴェルダは、第二次世界大戦直後の人口 6500 人から急速に拡大してい
き、その人口は最盛期には 7 万人を越えた（最も人口が多かったのは 1981 年の
71124 人）。しかし、2008 年には 4 万人を割り、2013 年には 34317 万人と 1981
年に比べると 52%と半分以上も減少している。 
 人口減少の主たる要因は社会減であるが、流出先の傾向は再統一直後とそれ以降
では変化している。1990 年には、流出した人々のうちザクセン州外に移動した人
は 86.3％であったが、2000 年のそれは 56.3%、2007 年では 54％となっている。
旧西ドイツやベルリンなどではなく、同一州内の周辺の地域へと移動している人が
相対的に増えていることがうかがえる。 
 
図 6-2 ホイヤスヴェルダの人口推移 
 
（出所：ホイヤスヴェルダ市） 
 
 図 6-3にホイヤスヴェルダの 1991年から 2014年までの年齢別の人口割合の推移
を示す。これより、1991年には 24.6％を占めていた 17歳以下が 2014年には 7.5％
と大きくその割合を低下させたのに対して、65歳以上が 1991年の 8.3％から 2014
年の 33.3％へと大きくその割合を増加させている。社会主義時代は、最も若い都市
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ともいわれていたホイヤスヴェルダであるが、2014 年にはドイツ全体よりも高齢
化率が高い都市となっている（ドイツ全体では 65歳以上の人口は 21.1％）。 
 また、図 6-4に 2014年時点での 5歳別人口を示す。これより 45歳～65歳の人
口割合が高く、今後さらに高齢化比率が増していくことが推測される。 
 図 6-5は年齢別の男女比率（女性人口を男性人口で割った数字から 1を引いたも
の）を示したものである。これより、若い女性（20 歳～40 歳）の同年代の男性に
対しての人口比率が少ないことが分かる。図 6-4より、そもそもこの年齢層の人口
が少ないことが分かるが、アイゼンヒュッテンシュタットなどの産業に特化した他
の縮小都市でも見られたことであるが、ホイヤスヴェルダにおいても若い女性が男
性と比べて減少していることが理解できる。 
 
図 6-3 年齢別の人口割合の推移 
 
（出所：ホイヤスヴェルダ市） 
 
図 6-4  5 歳別人口 
 
（出所：ホイヤスヴェルダ市） 
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図 6-5 年齢別の男女比率 
 
（出所：ホイヤスヴェルダ市） 
 
 1994 年を 1 とした地区ごとの人口の増減率の推移をみた場合、ノイシュタット
地区の人口が総じて大きいことが分かるが、その中でも 8地区～10地区の人口減少
が特に激しく、1994年から 2014年までで 8割ほど減っている。次いで減少率が大
きかったのはノイシュタットの 1～3地区（センター含む）で 1994年から 2014年
までで 50％以上減少している。4～7地区も同期間で 45％減少している。ノイシュ
タット地区では 1994年には 47760人の人口が 2014年には 19255人と 60％も減少
した。また、1994 年には同市人口の 77％が住んでいたが、2014 年には 56%にな
るなど、都市全体における重要性も低くなっている。 
 図 6-7に 1996年、2000年、2005年、そして 2006年から 2014年までの失業率
の推移を示す。1990 年前半だけで、市内の最大の雇用を誇ったエネルギー・セン
ター（Schwarze Pumpe）において 10000人以上の職が失われた。ただし、2000年
には 25％まで高まった失業率ではあるが、それ以降減少し始め、2007年以降は 15％
前後と安定して推移している。それでも、これらの数字はドイツ全体だけでなく、
ザクセン州よりも高い。ザクセン州は 2008年から失業率を大幅に減少させており、
ホイヤスヴェルダと失業率の差が拡大している。 
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図 6-6 地区ごとの人口増減の推移 
 
（出所：ホイヤスヴェルダ市） 
 
図 6-7 失業率の推移（ホイヤスヴェルダ、ザクセン州、ドイツ全体） 
 
（出所：Stadt Hoyerswerda, ”Bundesagentur für Arbeit”） 
 
(4) 土地利用計画の概要 
 ホイヤスヴェルダのノイシュタット中心の土地利用の特徴ごとに分類したもの
を図 6-8に示す。ホイヤスヴェルダはセンターを中心としてその周りを扇状に囲む
ようにして、社会主義時代のプラッテンバウの建物群がつくられてきた。ノイシュ
タットのほとんどがプラッテンバウ団地であり、極めて画一的な土地利用が為され
ている。周縁部にて 1990年代以降に分譲住宅がつくられている。 
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図 6-8 ノイシュタット中心の土地利用の特徴 
 
（出典：ホイヤスヴェルダ市の資料をもとに筆者作成） 
 
6－2 ホイヤスヴェルダの縮小政策 
(1) マクロの縮小政策 
 再統一直後は、縮小問題が顕在化していなかったこともあり、当初のホイヤスヴ
ェルダの政策課題は、縮小への対応ではなく、旧東ドイツ時代の計画の延長線上で
不足していた住宅を建設することにあった。これは、統一時点では、まだノイシュ
タットの計画が完成していなかったからである。 
 ホイヤスヴェルダの住宅の殆どは旧東ドイツ時代にプレハブ工法により建設さ
れたプラッテンバウであり、「プラッテンバウシティ」として知られていた。東ド
イツ時代にはホイヤスヴェルダのプラッテンバウは州政府によって保有されてい
たが、統一により住宅会社へと移管された。 
 統一直後は、住宅の改善は穏健な手段で進められた。1997 年に実施された都市
デザインの国際コンペティションに代表されるように、既存の住宅を温存しつつ新
たなものを加えることでより質の高い住環境を実現するという手法が採られたの
であるii。 
 縮小が問題であるとホイヤスヴェルダが公式の報告書で言及したのは 1999 年の
「都市デザインコンセプト」においてである。この時点では、まだ前述したシュタ
センター
社会主義時代のパネル工法団地
1990年代以降の分譲住宅
旧市街地の古い住宅群
戸建て住宅（1990年以前）
上記以外の建物
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ットウンバウ・オスト・プログラムを始めとした連邦政府の縮小都市支援事業が存
在していなく、ホイヤスヴェルダの先見の明がうかがえる。ホイヤスヴェルダは、
シュタットウンバウ・オスト・プログラムが開始される以前の 2002 年までに既に
1900 戸の建物を撤去している。これは、連邦政府のプラッテンバウ団地を対象と
する補助事業を主に用いて遂行した。 
 その後、ホイヤスヴェルダ市では「都市計画発展コンセプト 2003（InSEK I）」、「都
市計画発展コンセプト 2008（InSEK II）」を策定しiii、シュタットウンバウ・オスト・
プログラムで減築・撤去事業を進めていく。 
 ホイヤスヴェルダがシュタットウンバウ・オスト・プログラムを導入した理由は
次の四点であるiv。 
① サステイナブル（持続可能）な都市構造の維持 
② 2025年の空き家率を都市全体で 10％以下に抑える 
③ シティ・センターの環境を改善させる 
④ 人口構造の変化に対してノイシュタットの住宅タイプも変容させる。 
 これらの目的を達成するために、ホイヤスヴェルダ市は前述した「都市計画発展
コンセプト（Insek）」において、都市の空間規模を「建物の撤去」によって縮小さ
せることを指針として提示している。そして、都市の「核（Kern）」へと収斂させ
るように「撤去」は都市の周縁部から行うことを提言している。 
「撤去」されてつくられた空地は、連邦政府の方針にもとづき、新しい開発は禁じ
られ、ランドスケープ的な対応しかできないようにされた。このランドスケープ的
な対応は、場所の需要に応じて、森へと変移させるように放っておかれたり、公園
として整備されたりした。 
 ホイヤスヴェルダの都市構造は基本的にシュヴァルツェン・エルスター川を隔て
てアルトシュタットとノイシュタットとに二分されている。これら二つの地区の都
市的性格も大きく異なる。そして、両方に二つのセンターが存在する。したがって、
どこが「核」として位置づけるかは文章だけでは分かりにくい。 
 これに関しては、ホイヤスヴェルダ市の都市計画部のクルツォク氏は「アルトシ
ュタットの中心－ノイシュタットのセンター－さらに総合病院を結ぶ軸」をコアと
して捉えていると回答した。ただし、「ノイシュタットのセンターがいつまでも現
在の商業機能を有しているかは分からないし、病院もいつまでも存続できるという
保証はない。軸として捉えていると、そのような場合でも、軸が短くなるだけでア
ルトシュタットの中心部がコアとして残るために、都市としては継続することがで
きる」と付け加えた。 
 図 6-9にノイシュタットにおいて、そのマクロなレベルでの撤去の考え方を示し
た。ホイヤスヴェルダが建物の撤去地区を選定するうえで、マクロの観点からはア
ルトシュタットではなく、ノイシュタットの地区における建物を撤去する、という
大きな方針が InSEK2003において示された。InSEK2003の報告書では、まず人口が
どこで減少しているのかが明示され、「ノイシュタットが多くの人口を失っている
問題ある地区である」と統計とともに明記されている。 
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図 6-9 ノイシュタットの撤去の考え方（左側の薄い緑の部分を撤去する） 
              
（出所：ホイヤスヴェルダ市） 
 
（2）ミクロの縮小政策 
①「都市デザインコンセプト」 
「都市デザインコンセプト」（Städtbauliches Leitbild 2030）は 1999年に発表され
たものであり、撤去をする建物をどのように選考するか、そのクライテリアが記さ
れており、シュタットウンバウ・オスト・プログラムが施行される前のホイヤスヴ
ェルダの撤去に対する考え方を読み解くことができる。そこでは、撤去を行うべき
かどうかを判断するうえでのクライテリアとして下記の点をあげている。 
1）撤去したことで生じる空地が現状を改善できるか否か 
2）同上の空地に戸建て住宅もしくは、ミックスド・ユースの開発を行えるか否か 
3）空地を低価格で維持できるオープン・スペース（例えば森）に転用できるか 
 また、下記のような状況では、撤去を行うべきではないとしている。 
4）都市構造に裂け目、もしくは空白のような空間をつくりだす場合 
5）建物を撤去しても、その周辺の撤去されない建物の環境改善があまり見出せな
い場合 
6）撤去に係る費用が高額の場合 
 さらに、同書では旧市街地（アルトシュタット）の古い住宅群を保全すべきとこ
ろとして掲げている。さらにノイシュタットにおいて保全すべき建物の条件として
次を挙げている。 
1）ホイヤスヴェルダを肯定的に表現していることが必要である 
2）都市のオリエンテーション（方角）を伝えるうえで重要である。 
 そして、1999年において空き家数は 3000戸あり、総合して 5000戸を撤去すべき
であると提案しているv。 
②「都市計画発展コンセプト 2003（InSEK I）」と「都市計画発展コンセプト 2008
（InSEK II）」 
 「都市計画発展コンセプト 2003」は撤去の基準に関して「都市デザインコンセ
プト」ほど、はっきりは明記していない。そこでは、撤去は人気のないタイプのビ
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ルに集中すべきであると記されており、高層ビルか 5階～6階建ての横長ブロック
の集合住宅を対象とするべきである提案されている。また、ビルの距離が近い棟を、
撤去によって間引く感じで人口密度を減少させる場合は撤去を前向きに検討すべ
きであるとしている。 
 次にノイシュタットの地区ごとに、撤去政策をどのように位置づけたのかを整理
する。第 1地区から第 4地区の建物はノイシュタットの中では最も古いプラッテン
バウであったが、人々には人気があった。これは人口密度が低く、ランドスケープ・
デザインもよく、さらにはノイシュタットの中心へのアクセスが良好であったから
であるvi。 
 第 5地区から第 7地区に関しては、InSEK2003では次のように記されている「こ
の地区はそれ以前に開発されたものに比べて人口密度は多少高くはなっているが、
都心への近接性、そしてランドスケープ・デザインのよさなどから、部分的に人気
がある地区がある」vii。ただし、その周縁部は建物の高層化が図られ、高密度であ
るために人口の流出がみられている。InSEK2003 では、第 5e 地区と第 7 地区の周
縁部の 1700戸の建物が撤去対象となった。第 1地区から第 4地区、そしてアルト
シュタットにおいては移民の流入が推測されていたが、ここにはそのような移民も
いないであろうと考えられたviii。 
 第 8 地区と第 9 地区は、InSEK2003 では「最も人気のない地区」と評価された。
それは、極めて高密度であり、都心から離れており、ランドスケープ・デザインも
良好ではなかったからである。その判断にもとづいて、両地区とも撤去が必要であ
ると判断されたix。第 10地区は、特に InSEK2003では人気の有無に関しては論じら
れていないが、高密度であり、巨大な横長の建物であること、かつ 6階建てである
にも関わらずエレベーターがないことなどは、「人気のない」住宅の要件を満たし
ていた。ここは 2000 戸の開発が計画されたが、建設途上でドイツ再統一を迎えた
ために 1600 戸しか建設されなかった。この地区は後述するが、InSEK2003 ではほ
とんど撤去対象にならないが、InSEK2008 ではほとんどが撤去される。ノイシュタ
ット・センターは、当初の計画では住宅をつくることは考えられていなかったが、
1976年から 1978年に、住宅不足に対応するために 11階建ての建物が数棟建てら
れた。InSEK2003には「この地区は高層ビルによって特徴づけられ、ランドスケー
プ・デザインはほとんどない。したがって、センターに近接していても人気はない」
xと記されている。 
 これらの地区ごとの取り組みを考察すると、InSEK2003には明記はしていないが
撤去の条件として、①住宅の質（初期のものの方がよく、新しいものを撤去する傾
向にある）、②密度（高すぎるものを撤去する傾向にある）、③ランドスケープの
質（質が低い（ない）ものを撤去する傾向にある）、④中心への近接性（中心から
離れているものほど撤去する傾向にある）ということが読み取れるxi。 
「都市計画発展コンセプト 2003」では、シュタットウンバウ・オストの事業が開
始される以前の 2002 年に、既に 1485 戸の建物が撤去されたと記されている。そ
して、「都市デザインコンセプト」の時の空き家数より 1500 戸増えて、2002 年の
空き家数は 4500戸であると記されている。そして、さらに 2010年には 5000戸か
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ら 6000戸の空き家が増えるだろうと予測されており、それからの 10年間で 8500
戸（合計 10000戸）を撤去すべきであると提案しているxii。 
「都市計画発展コンセプト 2008」では、撤去に関してのクライテリアは一切、説
明されていない。ただし、2007年までには 5481戸の建物が撤去されており、2020
年にはさらに 5700戸の建物が撤去されるであろうと記されているxiii。 
③ その他 
 撤去方針には書かれていないが、撤去する住宅の所有者である住宅会社が意識を
するのは、上記以外に次のような要件があるxiv。 
a) 住宅の近代化の状況 
b) その住宅に投資をしたことで、まだ返済していない銀行からの借金の有無  
 そして、Gribatは近代化をするうえで銀行がお金を貸すことを通じて、撤去事業
に関与をする度合いが強くなり、撤去計画を明示することがより難しくなっている
ことを言及しているxv。このような要件が、InSEK の計画通りに必ずしも撤去政策
が進まない（撤去するべき建物が残されたり、維持される建物が撤去されたり）要
因になっている。 
 
（3）地区別の撤去事業の遂行状況 
 表 6-4 に実際に減築した建物数を地区ごとに示している。また、図 6-10 に実際
の撤去された建物（2005年以前と 2013年時）と現存する建物とを示している。撤
去事業のマクロの方針としては、第 9地区と第 10地区は 2020年までは完全撤去を
し、第 8地区とノイシュタット・センターも多くの建物を撤去する、第 5地区～第
7地区は都心に対して周縁部を撤去し、第 3地区と第 4地区は間引くように数棟だ
け撤去をするというものであるxvi。 
  
表 6-4 地区ごとに実際に減築した建物数 
  戸数 撤去戸数（2011 年まで） 撤去率 
第 1 地区 1200 150 13% 
第 2 地区 1230 251 20% 
第 3 地区 1600 304 19% 
第 4 地区 1340 299 22% 
第 5 地区 3330 559 17% 
第 6 地区 1330 188 14% 
第 7 地区 1360 443 33% 
第 8 地区 3420 1683 49% 
第 9 地区 2660 1796 68% 
第 10 地区 1600 1226 77% 
センター地区 1790 1392 78% 
（出所：ホイヤスヴェルダ市） 
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図 6-10 実際に撤去（減築）された建物（2016 年 3 月） 
 
（出典：ホイヤスヴェルダ市の資料をもとに筆者作成） 
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① 第 1地区 
 細かく地区別にみると、第 1地区では撤去された戸数は 150戸で、撤去率は 13%。
最も初期において開発された地区が撤去戸数の絶対数も撤去率も 10 地区の中では
一番低くなっている。図 6-11 に第 1 地区の建物の撤去状況を示している。東側の
大通り（エーリッヒ・ヴァイナート通り：Erich Weinert Straße）に接した非常に横
長の建物、そして不定形なコートヤードに中途半端に建っていた建物が二棟、撤去
されている。これらと道路を挟んで平行に立地していた第 8地区の建物を撤去した
ことで大通りからの展望が格段と向上された。建物はパネル工法ではなく 4階建て
の、ヒューマン・スケールの規模を維持出来ている。 
 
図 6-11 第 1 地区の撤去状況 
 
 
写真 6-1 エーリッヒ・ヴァイナート通り沿いの建物を撤去したことで、大通りか
ら雄大な展望を確保することに成功している 
 
 
エーリッヒ・ヴァイナ トー通り
現存する建物
2005 年時点で撤去
された建物
2005 年～2012 年の間
で撤去された建物
2012 年～2015 年の間
で撤去された建物
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② 第 2 地区 
 図 6-12 に第 2 地区の建物の撤去状況を示している。第 2 地区はセンターの北に
位置する。ここでは全体の 20％の 251 戸数が撤去されている。この地区もプラッ
テンバウではなく、ヒューマン・スケールの集合住宅群が立地している。興味深い
のはセンターに接している建物と、それに連なる建物が撤去されていることである。
センターに接していた建物の跡地には、モニュメント的なランドスケープ・デザイ
ンが施されており、この地区の象徴性を演出するような工夫が為されている。 
 また、それに連なる建物の跡地は駐車場として使われている。さらに、南北に連
なっている建物のうち東西に並んでいる 3棟の建物が撤去されているが、これもこ
の沿道の道路から開放感をつくり出している。また、空間的なオリエンテーション
もより強化される効果がみられる。これらの建物が撤去されたのは、空間の質が向
上されることが期待できたからであると推察される。 
 
図 6-12 第 2 地区の撤去状況 
 
 
写真 6-2 センターに隣接した建物が撤去され、モニュメント的なランドスケー
プ・デザインが施された。 
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写真 6-3 道路に沿って東西に立地していた建物を撤去したことで、道路からの開
放感が向上した 
 
 
③ 第 3地区 
 図 6-13 に第 3 地区の建物の撤去状況を示している。大通りのエーリッヒ・ヴァ
イナート通り沿いの建物をすべて撤去し、道路沿いに緑の回廊のようなものをつく
っている。大通りからの展望は格段に改善されている。「ランドスケープ・デザイ
ンの向上」が可能であるために、ここが撤去されたと考えられる。また、内側にあ
る小学校に隣接した建物も二棟、撤去されている。これらの跡地には、木が規則正
しく植樹されており、小さな森のようなものをつくろうとしている意図が伺える。
さらに、その南には児童用の自転車練習場が新しくつくられていた。 
 
図 6-13 第 3 地区の撤去状況 
 
 この地区も第 1地区と第 2地区同様に、パネル工法の団地ではなく、ヒューマン・
スケールの集合住宅群が立地している。全般的には高密度感をなくし、より低密度
化させることで、良好なアメニティを空間にもたらせようとしている意図がうかが
える。第 3地区の問題としては、ここが建設された時からここに住んでいる人が多
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く、そのような人の多くは 80 歳以上となっている。そのために、引っ越しをさせ
るのは難しいので、彼らが亡くなった後に撤去計画を考えるようにしているxvii。こ
れが、第 3地区の撤去率が低い（19%）理由の 1つであり、このように都市計画的
観点以外の要素も撤去事業を遂行するうえで影響を及ぼしている。 
 
④ 第 4地区 
 図 6-14 に第 4 地区の建物の撤去状況を示している。第 4 地区もプラッテンバウ
団地ではなく、4 階建ての集合住宅が立地しているヒューマン・スケールな住宅地
区である。ここの撤去事業の特徴は、図 6-15 で示されるように建物を撤去するこ
とで、コートヤードの規模は大きくなっても、その空間的なエンクロージャーは維
持できていることである。この中庭を撤去した跡地は、ただの草地にしたものもあ
れば、駐車場へ転用したものもある。そのようなパターンで 6棟の建物が撤去され
ている。 
 
図 6-14 第 4 地区の撤去状況 
 
 
写真 6-4 建物を撤去して中庭の規模は大きくなっても空間的特徴は維持される 
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図 6-15 中庭を維持した撤去パターン 
 
 
 
⑤ 第 5地区 
 図 6-16 に第 5 地区の建物の撤去状況を示している。第 5 地区からプラッテンバ
ウ団地が建設され始めるのだが、第 5地区はセンターに近接しているためか、撤去
率は低い。とはいえ、シュヴァルツェン・エルスター川沿いの南部の地区の一画は
2005 年以降にほぼ全面撤去がされている。また、ラウジッツ・センターに接する
低層の連続する建物を、一棟おきに撤去している。これは、景観的に単調な連続性
を修正したかったことや、センターからの景観的な展望を確保したいといった意図
がうかがえる。これはアーバンな密度の高さ、多様性、というよりかはランドスケ
ープ的な価値を優先しているためではないかと推察される。 
 
写真 6-5 連続した建物を穿孔するように撤去し、ヴォイド空間を創出している 
 
左図のように小さい中庭が2つ形成さ
れているパターン
真ん中の建物を撤去しても、中庭の規
模は大きくなるが、中庭は維持するこ
とができている
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図 6-16 第 5 地区の撤去状況 
 
 
⑥ 第 6地区 
 図 6-17 に第 6 地区の建物の撤去状況を示している。第 6 地区はあまり撤去され
ていない。撤去率は第 1地区に次いで低い。第 5地区と同様に、間伐のような形で、
建物を一部、撤去している。 
 
図 6-17 第 6 地区の撤去状況 
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⑦ 第 7地区 
 図 6-18 に第 7 地区の建物の撤去状況を示している。第 7 地区は都心から離れた
周縁部から積極的に撤去をしている。撤去率も 33％と高いものとなっている。最東
端の跡地は畑として耕している痕跡がみられ、跡地に何かしら生産的な要素をもた
らそうという意図があることが観察できる。 
 
図 6-18 第 7 地区の撤去状況 
 
 
写真 6-6 撤去した跡地の土を耕している痕跡がうかがえる 
 
 
⑧ 第 8地区 
 図 6-19 に第 8 地区の建物の撤去状況を示している。第 1 地区や第 3 地区と同様
に、エーリッヒ・ヴァイナート通り沿いの建物を撤去している。第 8地区は凄まじ
い勢いで撤去が進んでおり、半分近くが撤去されている。これによって、エーリッ
ヒ・ヴァイナート通りは都市というよりかは、低密度の郊外の広幅員の道路といっ
た性格に変わっている。リーゼロッテ・ヘルマン通り沿いの集合住宅は、ホイヤス
ヴェルダでは珍しく減築事業が為されている。減築事業を交通量の多い道路沿いで
実施したのは、アナウンス効果を期待してのことかと思われる。2005 年以前は、
地区の境界から撤去が進んだが、2005年以降は間引き的な撤去も進められている。 
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図 6-19 第 8 地区の撤去状況 
 
 
⑨ 第 9地区 
 第 9 地区は 2005 年までは人口密度を低減させることでアメニティが向上できる
ような内側の建物を間引きのように撤去した事例と、第 1地区、第 3地区や第 8地
区と同様にエーリッヒ・ヴァイナート通り沿いの建物を撤去している事例とがあっ
た。2012 年では、エーリッヒ・ヴァイナート通り沿いの建物に次いでシュプレン
ベルガー・ショッセ道路沿いの建物もほとんど撤去される。スポーツセンターは維
持されるが、水泳プールは撤去されている。第 9地区の 2011年の撤去率は 68％と
相当、高いが、さらに 2016年 3月時点での現地調査で、2010年時では撤去計画が
示されていなかった建物が撤去されていたことを確認した（図 6-20 の斜線の建物
２棟）。跡地は、松の木を植えたり、植樹をしたりして、森に還元しようとする動
きがみられている。 
 
写真 6-7 建物が撤去され荒野のようになってしまった跡地 
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図 6-20 第 9 地区の撤去状況 
 
 
⑩ 第 10地区 
 第 10地区は 2005年時点では撤去された建物は皆無であったが、2011年までに
は 77%とその多くが撤去された。幼稚園などの公共施設も撤去されており、一部、
高齢者施設などは維持されているが、基本的には完全撤去という方向性で位置づけ
られている。 
 
写真 6-8 撤去された跡の様子 
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図 6-21 第 10 地区の撤去状況 
 
 
⑪ ノイシュタット・センター 
 ノイシュタット・センターは、住宅地区ではなく商業施設を中心とした都市機能
が集積された地区であったが、その後の住宅需要の高まりによって、一部、高層住
宅を建設した。それらの高層住宅、特にラウジッツ・センターの周辺につくられた
ものが撤去され、東側の跡地に関してはランドスケープ・デザインが施され、アメ
ニティ性の高いオープン・スペースが創出されている。北側の跡地はまだ何も手が
つけられていない。 
 
写真 6-9 撤去跡地につくられたオープン・スペース 
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写真 6-10 ラウジッツ・センターの北側の建物を撤去した跡地 
 
 
図 6-22 ノイシュタット・センターの撤去状況 
 
 
（4）撤去事業の特徴 
 ホイヤスヴェルダにおける撤去事業の空間的特徴としては、マクロ面とミクロ面
とで大きく分けられる。マクロ面では中心（核：Kern）を維持するために、周縁部
から撤退というものであり、都心から最も離れている第 10 地区は住宅に関しては
ほぼ完全に撤去している。第 10地区に次いで都心に対して周縁部にある第 9地区、
第 8地区も相当数、撤去しており、今後も撤去はこの地区を中心に進んでいくであ
ろう。周縁部においても、建物ごとに空き家率も異なれば、人々の人気も異なって
いた。しかし、それらの違いを無視して、「ヨーロッパ都市」型のコンパクト・シ
ティという望ましい都市構造の形成を意図して、ざっくりと周縁部を撤去するとい
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う考えをマクロ面では採ることになったのであるxviii。  
 ミクロ面での特徴としては次のものがあることがフィールド・ワークから観察で
きる。 
① 間伐をするように住宅が集中している場所の、住宅を撤去する 
② 大通り沿いの建物を撤去することで、展望を確保する 
③ 撤去後は植栽などのランドスケープ・デザインを施している場合が多い 
 これらについて、詳述する。 
① この考えは、住戸密度の低減をすることで住環境を改善させる、という意図が
ある。1999 年に発表された「都市デザインコンセプト」において、建物の撤去条
件として「撤去したことで生じる空地が現状を改善できるか否か」ということが挙
げられていたが、それを意識してか、コートヤードの中に設置された建物を間引き
されるように撤去される傾向がみられた。これは、第 4地区（図 6-14）などが典型
であるが、コートヤードの中につくられたような建物を撤去しても、コートヤード
の空間構造は変わらず、ただ内部空間が広くなるだけである。また、この場合は、
残された棟においては、より開かれた展望を確保することができる。さらには、需
要に応じて、これらを駐車場とすることも可能である。旧東ドイツ時代は、自動車
の所有率は低かったので、建設当時は駐車場の需要は少なかったが、現在は多くな
っている。これら増えた駐車場需要に対応するためにも、これらのコートヤードは
有益である。 
② この考えは、大通り沿いの建物を完全撤去することと、大通り沿いに巨大な建
物が連続して林立している単調な道路景観を壊すという 2つのアプローチに反映さ
れている。前者は、エーリッヒ・ヴァイナート通りなどが典型だが、道路沿いの建
物をほぼ完全に撤去し、道路からの展望を確保している事例である。後者は、第 5
地区などが典型だが、単調な建物が続く道路景観を壊すために、建物を 1つおきに
撤去することで景観の分節化を図っている。これは、中心部の大通りでみられる撤
去方法である。 
③ ホイヤスヴェルダでは、撤去跡地を積極的に森へと還元しようとする動きがみ
られる。これは荒れ地にまかせたアイゼンヒュッテンシュタットなどとは異なるア
プローチであるし、マクロ面での撤去地区を経費削減のために放置しているコット
ブスなどとも異なる。第 9地区では植樹され、立派な森へと変容しつつあるし、第
7地区では畑として耕されている痕跡もみられる。 
 
6－3 ホイヤスヴェルダの成果と課題 
(1) ホイヤスヴェルダの成果 
 ホイヤスヴェルダは極めてトップダウンで縮小政策を展開してきた都市である。
第 4章で整理したアイゼンヒュッテンシュタット市と類似点が多いが、ほとんど更
地につくられたアイゼンヒュッテンシュタット市と違い、ホイヤスヴェルダはアル
トシュタットという核が旧東ドイツ以前から存在した。そのため、どんなに縮小し
ても、この村の規模は維持できるという考えを人々は有している。無理矢理、無か
ら都市のアイデンティティをつくらなくてはいけないという切迫感のようなもの
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が、アルトシュタットが存在するホイヤスヴェルダには強く感じられない。この点
はアイゼンヒュッテンシュタットと比べた時のホイヤスヴェルダの強みであると
考えられる。このアルトシュタットを精神的なコアとして位置づけ、都市計画的な
コアはアルトシュタットとノイシュタット・センターとを結ぶ軸として定める。柔
軟で戦略的な都市計画であると考えられる。 
 以下、これらの戦略の成果を検証する。 
 
① 人口 
 人口については 1990年以降、前年比 4％ほどの減少が続いていたが、2008年以
降は 2％前後と、減少のスピードが若干緩くなりつつある。ただ、人口減少の最大
の要因であった雇用の不足は未だ解消されていない。さらに、それまでは人口減少
はおもに社会減だったのが、最近では自然減が増え、その要因の 7割を占めるまで
になっている。 
② 空き家 
 図 6-23にホイヤスヴェルダ市の建物戸数と空き家戸数を示しているが、2000年
をピークとした建物戸数は、それ以降大幅に減ると同時に、空き家戸数も相当、減
少していることが分かる。 
 図 6-24には空き家率の推移を 1995年から 2013年までみたが、1995年の 6%か
ら 2000年には 16％まで上がり、さらに 2002年には 18％まで上昇するが、それ以
降は減少しており、2010 年からは 5％前後に落ち着いている。同じ図 6-24 に年ご
との減築・撤去数を示している。プラッテンバウ団地の減築・撤去に関しては、相
当、徹底して行ってきたことが、この図からも推察できる。 
 
図 6-23 ホイヤスヴェルダ市の建物戸数と空き家戸数 
 
（出所：ホイヤスヴェルダ市） 
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図 6-24 減築数と空き家率の推移 
 
（出所：ホイヤスヴェルダ市） 
 
 このように建物の減築・撤去が円滑に進んだ理由は住宅会社が、市営のものと住
宅組合のものと二つしかなかったことが大きい。2015 年時点で、住宅組合所有の
建物は空き家率が 1％以下とほとんどない状況であり、2020年まではもう撤去はし
ないと発表している。一方で市営のものは、空き家率は 5％ぐらいで推移しており、
今後も減築・撤去は検討していく考えであるそうだxix。 
 
（2）ホイヤスヴェルダの課題 
① 人的資源の不足 
 ホイヤスヴェルダの縮小政策に伴う課題としては、人的資源が不足していること
が挙げられる。これまでホイヤスヴェルダはハード面で縮小に対応してきた。しか
し、ハード面での縮小対策がほぼ一段落したことに加えて、ソフト面での課題が顕
在化してきたために「社会都市プログラム」に応募するためにも、2016 年に新し
い INSEKをつくろうとしているのだが、市役所の職員の数が減っているために難し
い状況にあるxx。これは、市の財政規模が縮小していることに伴う問題である。 
 都市計画課には 4年前は職員が 7人いたが現在は 3人にまで減らされている。こ
こで難しいのは人口が縮小していても INSEK を策定する業務量はまったく減らな
いということである。むしろ、人口が縮小するという新しい課題に対処しなくては
ならないという点からは職員はさらに必要な状況であるにも関わらず、職員は減っ
ているという矛盾が生じている。これは、政治家の方針でプラニング系が減らされ
ているためであるがxxi、今後の縮小対策を検討するうえでの大きな課題である。 
② 周縁部から都心部へ人々を移転させる難しさ 
 ホイヤスヴェルダでは第 5～第 7 地区の外縁部、第 8 地区～第 10 地区から中心
部へと人を移動させるよう住宅会社が中心となって調整をしていたが、中心部の住
戸がいつ空き家になるか分からないので移転計画を策定するのが極めて困難であ
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る。誰が亡くなるか、誰が引っ越していくかは予測できない。また、空き家になる
部屋のタイプも読めないので、引っ越しを前もって計画できないことが課題となっ
ている。その結果、周縁部の建物を撤去するタイミングの計画も立てにくくなって
いる。以前は空き家率が高かったので、撤去する建物を選ぶのは容易であったが、
現在は空き家率が低いので、従来より難しくなっている。 
 通常、空き家率が 30％～40％であれば、まだ経営的には成立し、住宅会社とし
ては撤去する必要性はそれほど高くないxxii。しかし、そのような高い空き家率はコ
ミュニティの魅力を低減させ、市にとっては課題となる。市にとって重要なことは、
市民をホイヤスヴェルダ市外へと引っ越しさせないことである。そのためには、撤
去をしつつも、人々の需要に応じた戸建て住宅などを新築もしている。撤去をする
大きな理由は住宅市場の供給過多の問題を解消することであるが、一方で、新築と
いう供給を増やすこともせざるを得ないという難しさが存在する。 
③ 跡地利用に関して 
 建物を撤去した跡地利用に関しては住宅会社が判断をする。シュタットウンバ
ウ・オストのプログラムは「住宅環境を向上させるものをつくる」という要望を出
しているが、「住環境を向上させる」という内容に関しての判断は住宅会社側にあ
る。現状では、ビーチバレーのコートや駐車場、カルチャー・ガーデンなどがつく
られている。行政も一部、土地を引き受け、公園を整備している事例があるが、こ
れは例外的である。行政が保有している施設に関しては、幼稚園を壊して高齢者用
の建物をつくった事例（第 5地区）や、戸建住宅地へと変容させた事例（第 8地区）
がある。 
④ 住民参加の問題 
 これまでは建物の撤去をするうえでは、住民参加をしないで遂行してきた。住民
参加に関しては、法律で最低限のことだけをやってきて、住民に説明会を行うよう
なことをホイヤスヴェルダはしてこなかった。そして、それで問題が顕在化するこ
ともなかった。しかし、最近では状況が変化してきている。例えば、第三地区の建
物を住宅会社が撤去したいとの要望を市役所に出したのだが、住民が反対意見を出
している。「2025年までには絶対取り壊させない」という名前の住民グループも設
立されたxxiii。これまでは行政が撤去計画を作成して、それから住民に説明をしてい
たが、これからはこのような方法だと難しくなってきたので、社会都市プログラム
に応募するなどして、ハード面だけでの縮小政策ではなく、コミュニティを強化さ
せるなどのソフト面からも対応することを市役所では検討しているxxiv。 
 
6－4 まとめ 
 本章では、ザクセン州の社会主義時代に極めて計画的につくられた工業都市ホイ
ヤスヴェルダの縮小政策、その中でも特に撤去政策について、その施行プロセスを
整理し、また、それに伴う課題および成果をまとめた。 
 その大きな特徴は、マクロ面、そしてミクロ面という 2つのアプローチで撤去プ
ロセスを策定したことである。そのマクロ面のアプローチは、1）同市のアイデン
ティティを強く発露しているアルトシュタットとノイシュタットのセンターを中
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心とした「核」を将来においても維持、2）減築対象であるノイシュタット地区は
都心から離れた周縁部から撤去を進める、ということである。そしてミクロ面での
アプローチは、①住宅の質（初期のものの方がよく、新しいものを撤去する傾向に
ある）、②密度（高すぎるものを撤去する傾向にある）、③ランドスケープの質（質
が低い（ない）ものを撤去する傾向にある）、④中心への近接性（中心から離れて
いるものほど撤去する傾向にある）ということを市の報告書、市の担当者への取材、
フィールド・ワークから読み取った。さらに、実際の撤去を判断するうえでは、住
宅会社の事情である⑤住宅の近代化の状況、⑥その住宅に投資をしたことで、まだ
返済していない銀行からの借金の有無、などもファクターとして関係することが明
らかとなった。後者の 2 点は、市のマスタープラン（InSEK）通りに撤去政策が進
まない要因でもある。 
 このようなアプローチに基づいて、2011 年までにノイシュタットだけで全体戸
数の 40%に相当する 8291戸が撤去された。撤去をされた地区は、マクロ的なアプ
ローチに基づいて都心部に対して周縁部にある 10地区、9地区、8地区が多く、特
に 10地区は 77％にまで及んでいる。都心部に近い住宅地区においては、むしろ建
物を撤去することで、より空間的な豊かさを獲得するような場合において、撤去が
遂行されている。 
 これらの撤去政策を通じてみられた課題は、Ａ）人的資源が不足していること、
Ｂ）周縁部から都心部へ人々を移転させることの難しさ、Ｃ）撤去後の跡地利用、
Ｄ）住民参加の問題などである。一方で、その成果としては、Ａ）人口が安定化し
ていること、Ｂ）空き家率が低下し、住宅会社の経営状況も改善されたこと、が挙
げられる。 
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iv ホイヤスヴェルダ市役所職員の Annette Krzok氏への取材結果（2015.09.17） 
v Stadt Hoyerswerda (1999): Stadt Hoyerswerda: Städtbauliches Leitbild 2030, Hoyerswerda, p.84 
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第 7章：ツォーバーベルグ団地（デッサウ）の事例研究 
 
7－1 都市の概要 
（1）地理的概要 
 デッサウ・ロシュラウ市はエルベ川とムーデ川との合流地点にあるザクセン・ア
ンハルト州の都市である。ベルリンとライプツィヒの中間地点にあり、どちらの都
市からも一時間ほどの距離にある。ザクセン・アンハルト州では第三番目の 8 万 3
千人の人口を擁する（2013 年）。縮小激しい同州の都市の御多分に漏れず、1980
年代から 30％以上もの人口減少を経験している。 
 デッサウ・ロシュラウという分かりにくい都市名は、2007 年 7 月にデッサウ市
が周辺のロシュラウ市と合併したことによってつくられた。ただし、旧デッサウ市
が全人口のおよそ 85％を占めている。 
 
図 7-1 デッサウ・ロッシュラウの人口推移 
 
（出所：ザクセン・アンハルト州） 
 
 デッサウは中世時代に市場が立ったことを契機として発展していく。産業革命後
には、ガス工業と機械工業、化学工業、航空機製造業が発展していった。1925年に
はヴァイマールにあったバウハウス・デザイン学校が移ってくる。デッサウに移転
してきたバウハウスは、ヴァルター・グロピウス、ミース・ファン・デル・ローエ、
ヨハネス・イッテンといった蒼々たる教授陣を擁した。このバウハウスを核とした
工業、芸術、教育、工芸の集積は、多くの人々をデッサウに集め、1900年には 51000
人であった人口は 1935年にはほぼ倍の 10万 3000人にまで膨らむ。バウハウスは
ナチス政権下では閉校させられたが、一方、デッサウにはナチスの司令部が置かれ、
戦争によるガス工業や航空機製造業の需要が高まることに伴い、人口はさらに増え、
1941 年には 13 万 2000 人になる。ただし、ナチス政権におけるその戦略的重要性
ゆえに、第二次世界大戦では大量の爆撃を受け、中心市街地の 8割、市全体（デッ
サウ・ロシュラウではなく旧デッサウ市）でも 4割が焼け野原となったi。 
 戦後、東ドイツ時代にデッサウの経済は工業に特化する。工業は多くの労働者を
必要としたこともあり、旧東ドイツ時代は、図 7-1からも読み取れるようにデッサ
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ウの人口は緩やかに増えていった。第二次世界大戦でデッサウは住宅の 7 割以上
（36500戸中 26000戸）が破壊された。それに加え、上記の人口増に対応するため、
住宅の再建は戦後の最優先の政策事項となった。そして、スピードを優先させたた
めに、低コストで高層のプラッテンバウ団地が市街地の外縁部につくられることに
なった。 
 ただし、ドイツ再統一後、これらの工業はその競争力の弱さ故に市場から撤退を
余儀なくされ、デッサウは大量の雇用を失った。工業部門の就業者は 1991 年の約
26000人から 2008年には 10000人にまで減少した。雇用の喪失は人口縮小を促し、
それは多くの空き家問題を生じさせた。2000年で 6000戸の空き家が存在した。 
 
 (2) ツォーバーベルグの概要 
① 地理的概要 
 ツォーバーベルグは 1980 年代頃から開発が始まったプラッテンバウ住宅団地で
ある。デッサウの都心から西に位置しており、184号線と 185線の道路とに挟まれ
た場所にある。ツォーバーベルグは、デッサウ市内では最も新しく開発されたプラ
ッテンバウ団地であり、完成したのは東西ドイツが統一された後の 1990 年代であ
る。元は農地であったところに開発された。 
 ツォーバーベルグは比較的、住宅の質は高く、建物はしっかりとしており、病院
や老人ホーム、青少年クラブ、託児所などが近くに立地している。また、中央駅と
トラム 3によって結ばれているなど、公共交通の利便性が高い。 
 
図 7-2 ツォーバーベルグの位置 
 
 
エルベ川
市役所
ツォーバーベルグ
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② 人口 
 ツォーバーベルグの人口の推移を図 7-3に示す。2000年には 4507人いた人口は、
2010年には 3250人と 10年間で 28％ほど減少した。同期間のデッサウ市全体の人
口減少率は 13％なので、デッサウ市の中でも人口減少が激しかったことが分かる。
実際、この期間、デッサウ市の中でもデッサウ・スッドに次いで二番目に人口減少
が激しい地区であった。さらに 2010年から 2035年の 25年間に人口は 22％減少す
ると予測されている。 
 
図 7-3 ツォーバーベルグの人口推移 
 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市） 
 
 ツォーバーベルグは新しく開発されたこともあり、全般的に住民の年齢が若く、
相対的に高齢化率は低かった。東西ドイツ統一後の 1991年では、65歳以上の人口
はデッサウ・ロシュラウ市全体では 14％であったのに対し、ツォーバーベルグは僅
か 5％であった。2010 年では、デッサウ・ロシュラウ市全体では高齢化率（65 歳
以上）は 27%であったのだが、ツォーバーベルグは 21%に留まっている。 
 
図 7-4 ツォーバーベルグの年齢別人口構成比の推移 
 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市） 
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 ただし、ツォーバーベルグの高齢化率は相対的には低いが、確実にその数字を伸
ばしている。ツォーバーベルグの年齢別人口構成比の推移を示したものが図 7-4で
ある。これより、6歳から 40歳の人口減少が特に激しいことが分かる。この 10年
間だけで、この世代は人口を半分に減らしている。 
 
(3) ツォーバーベルグ団地の概要 
① 団地の戸数・棟数 
 2010年時点での全戸数は 2435戸。プラッテンバウ団地の棟数は 41棟である。
階段を共有するブロックごとに分類するとその数は 199ブロックになる。表 7-1に
ブロックごとの戸数の分布表を示しているが、12戸のものが最も多く、次いで多い
のが 10戸であることが分かる。また、棟数ごとの戸数は 4ブロック、5ブロック、
8ブロックのものが多い。 
 
表 7-1 ブロックごとの戸数の分布表 
戸数 数 
      8以下 15 
9 3 
10 37 
11 1 
12 119 
13 2 
14 1 
15 5 
16 0 
17 0 
18 10 
19以上 6 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市） 
 
② 空き家率 
 2010 年におけるツォーバーベルグの全戸数は 2435 戸で、そのうち空き家率は
27％である。これは、デッサウ・ロシュラウ市全体の 14.7％よりも高く、地区別に
みてもデッサウ・スッド地区の 28％に次いで高い。 
 団地ごとの空き家率を示したものが図 7-5である。表 7-2に空き家率によるブロ
ック数の分布をみた。これより、空き家率が 5％以下のブロックも 53 と全体の 4
分の 1近くあるが、一方で 50％以上のブロックも 40と全体の 2割近くあることが
分かる。最も多いのは 5％～25％の空き家率のブロックである。 
 
③ 修繕率 
 2010年におけるツォーバーベルグの団地の修繕状況をみると、完全改修 29.1%、
部分改修 49.7%、改修なしが 21.2％であり、デッサウ・ロシュラウ市全体のそれを
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みると、完全改修 51.3%、部分改修 37.4%、改修なしが 11.2％となっている。デッ
サウ・ロシュラウ市全体に比べて、ツォーバーベルグは「部分改修」が多く、全般
的に改修が遅れていることが分かる。「改修無し（unsaniert）」の比率は、デッサウ・
ロシュラウ市の 19地区の中で最も高い。 
 2010 年における空き家率（5%以下＝1，5％～25％＝2，25％～50％＝3，50％
～75％＝4、75％以上＝5）と修繕状況（完全改修＝1，部分改修＝2、改修なし＝3）
を建物の棟数ごとに順位づけしたものとで、スピアマンの順位相関係数を求めると
0.492 となる。これより、完全改修したものほど空き家率は低く、改修しない建物
ほど空き家率が高い傾向があることがうかがえる。 
 
図 7-5 団地ごとの空き家率 
 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市） 
 
表 7-2  空き家率によるブロック数の分布 
空き家率   
5％以下 53 
5％超 25％以下 70 
25％超 50％以下 36 
50％超 75％以下 31 
75％超 9 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市） 
 
④ 住宅会社 
 ツォーバーベルグの住宅会社は大きくは 2つ。これらで全体の棟数の 95％、ブロ
ック数の 97.5％を占める。この 2つとは市の住宅会社（Dessauer Wohnungs- 
baugesellschaft mbH）と組合の住宅会社（Wohnungsbaugesellschaft Dessau eG）
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である。市の住宅会社は合計で 24棟、105ブロック、組合の住宅会社は合計で 15
棟、89ブロックを所有している。両方ともに所有してない建物は 2棟、5ブロック
のみである。 
 これらの住宅会社の所有ブロックは前述した図 7-5において示されている。この
図で赤色のものが市役所の所有しているブロックで、緑色のものが組合の所有して
いるブロックである。 
 
図 7-6 空き家率ごとの住宅会社分布 
 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市） 
 
図 7-7 住宅会社別の修繕率 
 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市） 
 
 空き家率ごとに住宅会社の分布を示したものが図 7-6である。これより、空き家
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率が低いものは、組合の住宅が多く占めることが分かる。50％以上の空き家率を示
しているものは、ほとんど市の住宅会社が所有しているものである。 
 住宅会社別に修繕率をみたものが図 7-7である。組合の住宅会社の所有する建物
は 93％が完全改修もしくは部分改修が施されているのに対し、市の住宅会社の所有
する建物のそれは 63%に留まっており、37% の建物が「改修無し」となっている。 
 
7－2 ツォーバーベルグの撤去の考え方 
（1）デッサウ市のマクロの縮小政策 
 ドイツの都市・地域計画手法に、国際建設展というイベントがある。国際建設展
とは Internationale Bauausstellung の日本語訳であり、国際建築展や国際建設博覧
会とも訳される。一般的には IBA と略されており、イーバと発音される。1901 年
に第一回目がダルムシュタットで開催されてから、1927 年にはシュツットガルト、
1957年、1984年には西ベルリン、1989年からはルール地方のエムシャーパークで
開催されてきた。 
 縮小する地域という前代未聞的な難しいテーマを抱えるザクセン・アンハルト州
は、IBAの特徴である「多様なプレイヤーを協働させる」という点に期待し、IBA
ザクセン・アンハルト事業を 2002年から開始することにした。バウハウス・デッ
サウ協会ii、ザクセン・アンハルト州開発公社 SALEG (Sachsen-Anhaltinische 
Landesentwicklungsgesellshaft mbH) が協働して実践することになり、バウハウ
ス・デッサウ協会が事務局となった。 
 同事業では「縮小問題」という難しいテーマを取り上げ、それまでのどの IBAよ
りも広域にわたる州全体を対象地域とした。これは、各自治体が個々にこの問題に
対して戦略的に対応することは難しく，州全体で取り組み，共通の場で効果的なア
イデアやツールなどを考え，研究することが効果的であると考えられたからであるiii。
そのコンセプトは「少ないことはより多いこと（less is more）」。目標年次は 2010
年とした。 
 ザクセン・アンハルト州には 1 万人以上の人口を擁する都市が 44 ある。そのう
ち 19の都市が IBAザクセン・アンハルトに参加した。開始直後の 2002年に参加し
たのはデッサウとアッシャースレーベンの 2都市であった。事務局のバウハウス協
会が立地するデッサウは、最初のプロジェクトという点からも、IBA ザクセン・ア
ンハルトの試金石として位置づけられ、バウハウスとしては面子を賭けてでも斬新
でいて、なおかつ実践的な縮小コンセプトを提示することが求められたのである。 
 この IBAザクセン・アンハルトはデッサウの縮小政策の「マイルストーン」とし
て市役所の縮小政策の担当者などは認識しているiv。現在に連なるデッサウの縮小政
策の方針を定めた、この IBAザクセン・アンハルトでのデッサウ市での試みを以下、
簡単に整理する。 
 デッサウが縮小計画を検討する際、2 つの提案がなされたv。そのうちの一つは、
バウハウスが提案したもので既存の集積を活かして、それを再強化させるよう都市
を再編するというものであり、もう一つは、アンハルト大学のアンドレア・ハーセ
教授が提案したもので、一戸建て住宅のために市域を 500㎡のプロットに分割すべ
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きというものであった。後者に関しては、市がそれだけのインフラストラクチャー
を負担することは不可能に近いこと、そして、そのような戸建て住宅のコミュニテ
ィは、公共性を欠くとの判断で却下されたvi。 
 バウハウスの提案は、それまでの縮小計画とは異なっていた。これは、穿った見
方をすれば、バウハウスとしては、従来と同じような縮小計画案を提出することは
その沽券に関わることであり、新たな視点を提供しなくてはならなかったという事
情もあるだろう。そのような背景を有したために、都市の縮小の実態をより多面的
に分析して、他都市のように中心部に集約させる（タマネギ理論とも言われ、都市
の中心を守るために端っこを切り捨てるという考え方）という安易な計画は提示し
なかった。 
 バウハウスの提案、そしてデッサウ・ロシュラウが採った縮小計画案のコンセプ
トは「都市の島」というものであった。これは、都市の中心部に市街地を集約させ
ず、市内において活力がある地区を残し、縮退が生じている地区を緑地へと転換し
ていくという計画論である。活力のある地区が衰退することをソーシャル・ネット
ワークの強化、都市環境のアメニティの向上によって防ぎ、これらの地区以外で人
口が減少し空き家が生じたり、工場が閉鎖したりしたような場所はむしろ積極的に
その縮小を促進させるという考えである。これによって、幾つかの活力のある都市
的（アーバン）な地区が分散して市内に散らばり、それらの地区の周辺は緑で囲ま
れるという空間構造が形成されていくことになる。 
 そして、「非」市街地化される地区にある建物、そして社会基盤施設は、長期的に
は徐々に除くようにして、オープン・スペースへと転用されることが方針として定
められたvii。都市を縮小することで新たに生じる空地に、オープン・スペースとい
う新たなる価値を見出し、それを長期的な時間軸でつくりあげることが意図された
のである。 
 このような提案をした背景には、デッサウという都市のユニークな特徴もあった。
デッサウは 20 世紀初頭になって急速に拡大し、また周辺自治体を合併して市域を
拡張したために、その都市の規模に比して都心部の中心性は高くなかった。しかも
都心部は、第二次世界大戦でほとんど破壊されたこともあり、他地区に比べて特別
な魅力を有しているわけではなかった。さらに、市内にある幾つかの地区はそれな
りの集積が維持できており、分散型の都市構造を有していた。加えて、衰退が進展
していた地区は市内に散在しているというよりかは連続性を有していた。敢えて都
心を他の地区を犠牲にしてまで保全する必要性がデッサウにおいては高くなかった
のである。 
 また、バウハウスの提案である「都市の島」というコンセプトは、島ではない「水」
の部分にも注目させるという意図があった。この「水」の部分である「非」市街地
は、「ランドスケープ・ゾーン」と名付けられ、いわゆる都市の「図」ではなく「地」
の部分を積極的にデザインする、というアプローチをデッサウは採ることになるの
である。 
 このようにランドスケープに注目するヒントとなったのは、デッサウに存在する
デッサウ・ヴェルトリッツァーの「庭園王国」の存在が大きい。これはデッサウの
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東にある世界遺産であり、大陸ヨーロッパにおいて初めてつくられた英国式庭園で
ある。「庭園王国」は、デッサウ・ロッシャウが誇るべき都市のヘリテージ（遺産）
であり、ランドスケープに対して市民は積極的、肯定的に捉えるという意識が存在
していたviii。そのため、都市の縮小によって生じる空地を敢えて「ランドスケープ・
ゾーン」という、肯定的な存在として主張することで、縮小というマイナスのイメ
ージをプラスのイメージとして訴えかけるようにしたのである。この提案は市議会
にて正式に長期計画として認定され、旧東ドイツにおいても極めてユニークな縮小
計画が遂行されることになったix。 
 
写真 7-1 庭園王国の写真 
 
  
（2）デッサウ・ロシュラウ市の撤去政策 
 IBA ザクセン・アンハルト後のデッサウ・ロシュラウ市の具体的な縮小政策は、
シュタットウンバウ・オストのプログラムを中心に展開されている。2013 年 7 月
10日、市議会がシュタットウンバウ・オストの地区として指定されたものを表 7-3
に整理している。ここでは都心部である Innenstadtを拡張させ、また新たに本章で
検討をしているツォーバーベルグを追加している。 
 
表 7-3 シュタットウンバウ・オストの指定地区 
シュタットウンバウ・オストの指定地区 面積（ヘクタール） 
Ebertallee 5.3 
Elballee 25.2 
Innenstadt 379.9 
Österreichviertel 36.7 
Zoberberg 39.7 
"Am Wäldchen" im Stadtbezierk Rodleben 7.3 
"Mehrfamilienhäuser Tornau" im Stadtbezirk Rodleben 3.1 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市） 
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 デッサウ市の撤去政策は、2013 年 5 月に策定された InSEK2025 で整理されてい
る。InSEK2025は、社会環境の現状、ポテンシャル、課題を分析、整理し、今後の
市政の戦略的方針をまとめている。撤去政策に関しては、第 6章にまとめられてい
るx。以下、その概要を記す。 
① 目的 
 住宅地の開発をしっかりと誘導し、そしてシュタットウンバウ・オストのプログ
ラム（建設法典§171）に則って、生活環境を安定的に維持していくことを目的と
する。そのために地区ごとに、戦略コンセプトを策定する。 
② 内容 
 住宅地開発の戦略コンセプトは、大きく 6 つに分類される。 
A) 維持優先（Konsolidierung mit Priorität） 
B) 維持（Konsolidierung） 
C) 更新優先 (Umstrukturierung mit Priorität) 
D) 更新 (Umstrukturierung) 
E) 経過観察（Beobachtung） 
F) 安定地区（特に対策をしない地区）（ Stabile Bereiche / Gebiete ohne 
Handlungsdruck） 
 これらに関して、以下、記す。 
A) 維持優先（Konsolidierung mit Priorität） 
 都市構造的に、そして都市機能的に、市全体からみて、それを安定的に維持する
ことが重要な地区。開発機会が多くあり、それらを実行することで社会経済的な安
定性は増すと考えられる。住宅需要に応じて、質の高い住宅を供給することが重要
である。基本的には、この地区によって、「都市の質」を具体化すべきである。この
「優先」地区において、創造的、またエネルギー的にも斬新な試みが実践されるべ
きである。修繕、改修、近代化プロジェクトが実践されるべき事業メニューである。
都市デザインにも力を入れるべきである。この地区では、建物に特別な問題がない
限り、撤去は行われない。 
 適用地区：Theater District, Johannisviertel, Flössergasse, Stadteinfahrt Ost. 
B) 維持（Konsolidierung） 
 この地区は安定化を図るべき地区である。多様性を有しており、建物もそして都
市機能的にも市にとって重要な地区である。都市開発のポテンシャルも有している。
この地区の安定化を図るために、需要に応じてタイムリーに対応することが必要で
ある。既存の住宅を大規模開発で置き換えることは間違った試みである。市への住
宅需要はここに誘導されるべきである。修繕、修復、近代化などを実施すると同時
に、低廉な住宅を供給することなども検討すべきである。個別では「撤去」を行う
ことは可能であるが、それはこの地区の魅力がそれによって向上する場合に限られ
るべきである。 
 適用地区：Roßlau地区の都心。南部のサブ・リージョン地区。 
C) 更新優先 (Umstrukturierung mit Priorität) 
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 多くの都市的課題を有している地区。住宅需要はなく、そのため過剰な住宅を減
少させることを積極的に遂行することが必要な地区である。基本は、シュタットウ
ンバウ・オストの支援のもとに「撤去」を優先的に遂行することが望ましい。また、
撤去後の社会問題に対応するための対策をすることが重要である。撤去跡地は、オ
ープン・スペースをデザインし、また、それらをネットワーク化するなど、「ランド
スケープ・ゾーン」を形成させることを意識する。 
 適用地区：ツォーバーベルグ、Biethe, Bereich Eyserbeckstraße, Garnison in 
Roßlau 
D) 更新 (Umstrukturierung) 
 既に修繕、再開発などの施策が遂行された地区。それにも関わらず、構造的、機
能的な問題が解決されていない。したがって、さらに都市開発面での政策的な干渉
が必要である。その干渉とは「撤去」が含まれる。将来的な需要、住宅所有者と住
民との合意が形成されれば「撤去」を検討すべき地区である。「撤去」後は、魅力的
な公共空間の創造が期待できる可能性もある。 
 適用地区：Ziebigkの一部、Augustenviertel, Kreuzberge, Leipziger Tors 
E) 経過観察（Beobachtung） 
 課題が少なく、都市開発面での政策的干渉をほとんど必要とない地区。ただし、
将来の状況変化によっては、そのような干渉が必要とされるかもしれないと考えら
れる地区。 
 適用地区：デッサウの都心北部、デッサウ南の一部、Schaftrift, Siedlung, 
Haideburg, Törten, Kleinkühnau, Rodleben, Sollnitz 
F) 安定地区（特に対策をしない地区）（ Stabile Bereiche / Gebiete ohne 
Handlungsdruck） 
 特に課題もなく、都市開発面での政策的な干渉を必要としない地区。 
 適用地区：おもに戸建て住宅からなる住宅地 
 
（3）ツォーバーベルグの撤去政策 
 ツォーバーベルグはシュタットウンバウ・オスト・プログラムにこれまで指定さ
れていなかった。2013年に策定された都市計画発展コンセプトで、はじめて撤去候
補として位置づけられた。この地区に関しては、市役所としては政策的なコンセプ
トは特にないxi。ただし、住宅会社と協議をするために、ある程度の指針は策定した。
その内容は都市計画発展コンセプト『InSEK2025』に記されているので、以下、そ
のポイントをまとめる。 
① 課題 
 ツォーバーベルグの地区としての課題として InSEK2025は次の点をあげているxii。 
l 1980年代につくられた周辺から隔絶された団地 
l 住宅地区として長期的展望が見えにくい状況 
l 改修率の低さ 
l 高い空き家率 
l 社会的に問題のあるホットスポットの存在 
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② 方針と対策 
 これらの課題に対応するために、InSEK2025では次のような方針を提案している
xiii。 
l 社会基盤（筆者注：地域暖房ネットワーク）を意識して、住宅需要に応じた住
宅市場の調整。 
l 撤去後の跡地のオープン・スペースを意識した団地撤去の遂行（特に（筆者注：
撤去をするうえで）コートヤードの性格を維持するようなオープン・スペース
の創造） 
l ツォーバーベルグの中心地としてのエラーブライテ通りの機能をより強化し、
安定化することの推進。ブルヴァードとしての風格を持たせるように意識する。 
l 建造物の調整（筆者注：撤去）をするうえでは、社会的なソフト面での施策を
も実施 
 そして、次の 5つの対策を提示しているxiv。 
A) エラーブライテ通りの公共空間、街の中心としての質を維持するための対策 
B) 図 7-8における 1地区（①と記されているところ）の団地の修繕事業 
C) 図 7-8における 2地区（②と記されているところ）の団地の撤去・修繕事業 
D) 図 7-8における 3地区（③と記されているところ）の団地の撤去・修繕事業 
E) 図 7-8における 4地区（④と記されているところ）の建物の撤去・修繕事業 
 
図 7-8  InSEKの計画によるツォーバーベルグのゾーニング図 
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7－3 ツォーバーベルグの撤去事業 
（1）ツォーバーベルグの撤去の実態 
① 撤去の全体像 
 2010年に出されたデッサウ市の撤去案、それと実際の撤去事業が遂行されたのか
を 2016 年 3 月に現地調査にてチェックした結果を示したものが図 7-9 である。こ
れより、ほぼ計画通りに撤去は遂行されているが、一部、計画とは違った状況にな
っていることが理解できる。 
 41棟のうち、計画で「維持」と指定されたのは 27棟で全体の 66％であった。し
かし、実際は「撤去」と指定されたのに撤去されない建物が 5棟あったこともあり、
「維持」された建物は 30棟と全体の 73％に及んだ。これらを円グラフで示したも
のが図 7-10である。 
 
図 7-9 デッサウ市の撤去の実態 
 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市のデータをもとに筆者の現地踏査を踏まえて作成） 
 
図 7-10 計画と実態との関係性（棟数で割合を示している） 
 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市） 
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 このような計画と実態との違いが生じた理由として、デッサウ市の担当職員は筆
者の取材に「撤去として指定されて維持されている建物があるのは、住宅会社は一
年で多くて 3 棟を撤去する補助しか受けられないので、一挙に撤去できないため」
と回答している。また、これらの建物にはまだ住民が居住しているので、引っ越し
先を斡旋している段階であるとのことである。一方で「維持として指定していても
撤去されたのは、住宅会社が市役所の意向を無視したため」xvというのが理由だそ
うだ。これは市役所の計画には法的強制力がないから致し方ないようだ。 
 
② 住宅会社 
 
図 7-11 住宅会社別の撤去状況 
 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市） 
 
図 7-12 住宅会社別の撤去の状況 
 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市の資料をもとに筆者作成） 
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 住宅会社別に撤去の状況をみたものが図 7-11 である。また、これを地図で示し
たものが図 7-12 である。これより撤去対象の建物はほとんど市の住宅会社が所有
しているものであることが分かる。組合の住宅会社が所有する建物は、15棟のうち
1 棟しか「撤去」指定されていない。この建物は 31 番であり、建物 28 番と 29 番
と合わせて、大きなコートヤードを分断するように建てられた建物である。これは、
前述した「コートヤードの性格を維持するようなオープン・スペースの創造」とい
うクライテリアに該当したこともあり、撤去することが決められたxvi。 
 
③ 空き家率 
 空き家率別に撤去の状況をみたものが図 7-13である。これより、空き家率が 5％
以下の建物は、すべて維持と指定され、実際、維持されている。「5％以上、25％以
下」の建物も 1棟を除いて、すべて維持と指定され、実際も維持されている。この
例外の 1 棟は建物番号 31 である。これは、前述した事例であるが、撤去する一般
的なクライテリアは満たしていないが、撤去することで空間の質を向上させられる
という判断にもとづいて撤去が判断されたと考えられる。また、「50％以上、75％
以下」は基本的に 1棟を除いてすべて撤去と計画されている。この例外の 1棟は建
物番号 10 である。しかし、これは維持と指定されていたが結果的に撤去されてい
ることが現地のフィールドスタディから明らかとなった。 
 
図 7-13 空き家率（%）別の撤去状況 
 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市） 
 
④ 修繕状況 
 修繕状況別に撤去の状況をみたものが図 7-14である。これより、「完全改修」さ
れた建物は、すべて維持と指定されて実際、維持されていることが分かる。「部分改
修」されたものは維持と指定されて維持されたものが多いが、一部、撤去されたも
の、また、維持と指定されて撤去された建物もある。また「改修無し」はほとんど
が撤去として計画されて、二棟だけが「維持」と計画された。 
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図 7-14 修繕状況別の撤去状況 
 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市） 
 
 維持されたものは建物番号 9 と 13 であり、それを保全した大きな理由としては
「オープン・スペースとしてコートヤードの性格」を残したいからであるxvii。ただ
し、筆者による現地踏査の結果では建物番号 9は完全に空き家状態にあり、これを
維持することの合理的理由は、隣接した建物番号 10 が「維持されると指定された
にも関わらず、撤去されている」ことより、ほとんど消失していると考えられる。 
⑤ 地域暖房 
 地域暖房のネットワークを示したものが図 7-15 である。ツリー状に地域暖房の
パイプは幹から枝分かれするが、途中、また合流したりしていることが分かる。 
 
図 7-15 地域暖房のネットワーク 
 
（出所：デッサウ・ロシュラウ市の資料をもとに筆者作成） 
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図 7-16 地域暖房のネットワークと建物との関係性 
 
 
 地域暖房のパイプは多くの場合、建物を通じて結ばれている。そのネットワーク
と建物の関係を示したものが図 7-16である。ここで、数字は図 7-15での建物番号
を示しており、黒太字は実際、撤去された建物を示している。また、アンダーライ
ンが引かれている建物は、そのネットワークが分断されても、別のネットワークに
繋がっているものを示している。これより分かるのは、撤去した建物の中を通って
いた地域暖房パイプを同時に撤去しても、ネットワーク的に問題が生じたのは 18
番と 30番の建物だけであることだ。前述した InSEK2025においても、「社会基盤（筆
者注：地域暖房ネットワーク）を意識して、住宅需要に応じた住宅市場の調整」と
記されていた。地域暖房のネットワークを効率的に撤去することが可能なように、
撤去する建物が選定されていることが理解できる。 
 
（2）撤去事業の特徴 
 これまで、撤去計画と実際、遂行された撤去事業とを調査、整理してきた。撤去
事業を遂行するうえで影響を与える各要因について分析することで、ツォーバーベ
ルグの撤去事業の特徴を以下、整理する。 
① 住宅会社 
「維持」されている建物の棟と「撤去」された建物の棟を、「市」と「組合」の住宅
会社別に行列で整理したものが表 7-4である（「市」でも「組合」でもない 2棟は割
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愛している）。住宅会社別に「維持」、「撤去」の違いがあるかを、カイ 2 乗検定を
用いて検定した結果、カイ 2乗の値は 2.66。自由度は 1なので有意差は認められな
い（p<0.1）。これより、住宅組合が所有する建物の棟と市が所有する建物の棟では、
撤去されるか維持されるかでは差が必ずしも認められず、市が所有する建物の棟の
方が、「撤去」される傾向は必ずしもいえない。 
 
表 7-4 「維持・撤去」と住宅会社との関係 
  市 組合 合計 
維持 15 13 28 
撤去 9 2 11 
合計 24 15 39 
 
 比較のために「計画通り」に撤去・維持がされた場合のデータを表 7-5に示す。
このデータでカイ 2乗検定を用いて検定した結果、カイ 2乗の値は 9.05。自由度は
1 なので大きな有意差が認められる（p<0.01）。すなわち、計画上では市役所の撤
去計画は市営の住宅会社のものを優先して撤去しようと考えたのだが、現実にはそ
うなっていない、という状況であることが推察される。ただし、これは p.169でも
記したようにデッサウ市の担当職員によれば、撤去を同時に遂行する予算が確保で
きないという事情があるため、と考えられる。 
 
表 7-5 「維持・撤去（計画）」と住宅会社との関係 
  市 組合 合計 
維持（計画） 11 14 25 
撤去（計画） 13 1 14 
合計 24 15 39 
 
② 空き家率 
 空き家率に関しては、空き家率と「維持」、「撤去」に関しての相関を、ガンマxviii
を求めることで検証する。ガンマの値を計算すると-0.93。これは極めて高い負の相
関を示しており、空き家率が高いと建物は撤去される（空き家率が低いと建物は維
持される）傾向が強くあることが分かる。 
 
表 7-6 「維持・撤去」と空き家率との関係 
  5％以下 5％超 25％以
下 
25％超 50％
以下 
50％超 75％
以下 
75％超 合計 
維持 6 16 7 1 0 30 
撤去 0 1 2 7 1 11 
合計 6 17 9 8 1 41 
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 比較のために「計画通り」に撤去・維持がされた場合のデータを表 7-7に示す。
このデータでガンマを求めると、ガンマの値は-0.86 となる。極めて高い負の相関
がみられるが、実態ほど高くないという点が興味深い。これは、計画では維持であ
った、空き家率が 75％以上と極めて高い建物（建物番号 10）を撤去したことが大
きいと思われる。また、それ以外に計画では撤去として指定されていたのに、維持
に変えた建物は「25％超 50％以下」の空き家率の建物であったこともガンマを実態
に比べて低くした要因であると考えられる。 
 
表 7-7 「維持・撤去」（計画）と空き家率との関係 
  5％以下 5％超 25％
以下 
25％超 50％
以下 
50％超
75％以下 
75％超 合計 
維持（計画） 6 16 3 1 1 27 
撤去（計画） 0 1 6 7 0 14 
合計 6 17 9 8 1 41 
 
③ 改修率 
「維持」されている建物の棟と「撤去」された建物の棟を、建物の改修の状況別に
行列で整理したものが表 7-8である。改修の状況別に「維持」、「撤去」の違いがあ
るかを、カイ 2乗検定を用いて検定した結果、カイ 2乗の値は 7.35。自由度は 2な
ので有意差は認められる（p<0.05）。これより、改修されている建物ほど維持され
る傾向が高く、改修無しだと撤去される傾向があるといえる。 
 比較のために「計画通り」に撤去・維持がされた場合のデータを表 7-9に示す。
このデータでカイ 2乗検定を用いて検定した結果、カイ 2乗の値は 15.63。自由度
は 2 なので実態よりさらに大きな有意差が認められる（p<0.01）。この数字の違い
は「改修無し」の撤去が計画された建物が、撤去されずに維持に回ったためである。 
 
表 7-8 「維持・撤去」と改修の状況との関係 
  完全改修 部分改修 改修無し 合計 
維持 12 13 5 30 
撤去 0 6 5 11 
合計 12 19 10 41 
 
表 7-9 「維持・撤去」（計画）と改修の状況との関係 
  完全改修 部分改修 改修無し 合計 
維持 12 13 2 27 
撤去 0 6 8 14 
合計 12 19 10 41 
 
（3）まとめ 
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 以上、幾つかの指標が、建物の撤去・維持とどのような関係性があるのかを分析
してみた。その結果、空き家率、改修率という極めて合理的な指標と建物の撤去と
には高い関係性があることが明らかとなった。また、他の自治体等でよく指摘され
ることであるが、住宅会社によって撤去数が異なるという点はそれほど見られなか
った。ただし、計画では市の住宅会社の所有する建物が優先的に撤去されることに
なっており、調査時点でまだ撤去が遂行されていなかったために、このような住宅
会社による差がみられなかったのではないか、と推察される。 
 
7－4 まとめ 
 これまでデッサウ・ロシュラウ市のツォーバーベルグのプラッテンバウ団地の撤
去計画とその遂行状況を整理した。それより、撤去計画を策定するうえでの同市の
考え方、また、実際の遂行状況とのギャップが存在することが理解できた。撤去計
画を策定するうえでは、改修率そして空き家率を強く意識している傾向があること
がうかがえた。さらにその建物を所有する住宅会社の違いも計画段階においては強
く意識しており、カイ 2 乗検定でも住宅会社と建物の「撤去」「維持」の計画とに
は、高い有意差がみられた。これは市の住宅会社は、そのトップが市長も兼ねるた
め、撤去事業が円滑に進捗することが期待できるためであり、純粋に都市計画的な
判断だけではなく、政治的な判断も計画策定時に影響を受ける傾向が生じるためで
ある。 
 一方、現実としての撤去の実態との関係をみると、改修率、そして空き家率は極
めて高い相関があることが分かる。特に、空き家率に関しては計画よりも実態の方
が「撤去」との相関性がさらに高く、高い空き家率が住宅会社に建物の撤去を促す
圧力として働いていることが推察される。 
 本章では、他の事例では入手できなかった個々の棟ごとのデータが入手できたた
め、簡易ではあるが統計的な分析を行うことができた。その結果、旧東ドイツの縮
小政策の新たな知見が得られたと考えられる。 
  
写真 7-2 2016年 3月で撤去が進行中のツォーバーベルグ 
 
 
 デッサウ・ロシュラウ市は 2013年と 2014年に過去最高の戸数を撤去した。これ
は、同年には既に撤去を中止しているライネフェルデや、2015年には撤去を中止し
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たライプツィヒのグリューノウ団地とは極めて対照的である。縮小という問題を過
去のものにしたこれらの自治体と異なり、デッサウ・ロシュラウ市の撤去は現在進
行形の問題である。実際、筆者が 2016 年に訪れた時も、撤去が遂行されている途
中であった（写真 7-2参照）。グリューノウ団地やコットブスのように人口縮小がほ
ぼ一段落した事例と異り、現在進行形で縮小に取り組んでいる事例である。 
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第 8章：コットブスの事例研究 
 
８－１ 都市の概要 
(1) 地理・歴史的概要 
 コットブスはブランデルブルグ州の東部のスプリー川岸に発達した同州第二の
都市である。中世から城郭都市ではあったが、第二次世界大戦後に急激に人口は
伸びた。これは、旧東ドイツのエネルギー産業をここで一手に引き受けたからで
ある。多くのドイツの都市は第二次世界大戦で壊滅的な被害を被ったが、ここコ
ットブスは被害を免れた。これはイギリスから遠いことと、あまり軍事面で戦略
的な重要性がなかったためである。 
 コットブスは戦災を受けていないこともあり、都心部には城壁も残っているが、
19世紀後半から 20世紀前半（グリュンダーツァイト）につくられた都心部の住
宅街は衰退している。これは、これらの住宅街の建物は建築的な価値があるにも
関わらず、旧東ドイツ政府はこれらに関心を示さなかったため、しっかりと維持
管理が出来なかったためである。旧東ドイツ時代の 50 年間も投資が行われない
状況が続いたことが、現状の都心部の劣悪な住宅環境をつくりだした大きな理由
の一つである。コットブスの都市問題は、この産業革命後につくられた住宅群と
社会主義時代に郊外にて建設されたパネル工法（プラッテンバウ）でつくられた
住宅団地にある。 
 図 8-1 に 1900 年、1940 年、1990 年のコットブス市の市街地の発展状況を示
す。1850年にはコットブスの人口は 9228人しかなかったが、1900年には 40000
人まで増大する。この半世紀にコットブスが都市として発展した理由としては、
鉄道の整備、繊維産業、そして貿易などが挙げられる。市街地はスプリー川の東
西両側に発展し、鉄道駅は市街地の南の端につくられた。 
 
図 8-1 1900 年、1940 年、1990 年のコットブス市の市街化地区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所：コットブス市） 
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 1940 年にはコットブスの人口は 55000 人まで増大する。行政機能が集積した
ことによる公共サービスの雇用の創出、金属業をはじめとした工業の発展が同市
の人口を増加させた。この時になると、コットブスはブランデンブルク州南東部
の鉄道網のハブとして位置づけられ、ベルリン、ゲーリッツに次いでドレスデン、
ライプツィヒ、フランクフルト・オーダー、アイゼンヒュッテンシュタット、現
ポーランド領のジャガンなどとも結ばれる。この時期、スプリー川の西側、鉄道
駅の南側、さらには北側にまで市街地が広がっていく。 
 第二次世界大戦後の旧東ドイツ時代になるとコットブスは石炭産業、繊維産業、
家具製造業、さらには食料加工産業の重要拠点として位置づけられ、人口が急激
に伸びることになったi。この人口を収容するために、郊外にてザクセンドルフ・
マドロー、ノイ・シュメルヴィッツ、さらに都心に隣接した川向こうにザンドー
という 3つのプラッテンバウ団地がつくられることになる。東西ドイツが再統一
される 1990年にはコットブスの人口は 129000人まで増加する。 
 ドイツが再統一されると、経済の民営化が進み、経済的には大きな変革をコッ
トブスは被る。コットブスの経済の中心である石炭産業は、現在でも政府からの
補助金なしで事業は十分に成立するほど採算性が優れている。これは、同じドイ
ツの石炭産業地域であるルール地方とは対象的である。ルール地方の石炭は質が
いいが、採取するのにコストがかかるために、国際競争力を維持できず徐々に衰
退していったのに対して、ここコットブスの石炭は、質は悪いが露天掘りである
ため採取コストが安いので事業として採算が取れている。ただし、問題は、この
産業が雇用に貢献していないことだ。これは、石炭産業の民営化に伴って効率性
が図られたために、多くの雇用が不要となったためである。 
 
図 8-2  1985 年と 2014 年の産業別従業員数の割合（%） 
 
（出所：コットブス市） 
 
 図 8-2 に 1985 年と 2014 年の産業別従業員数の割合を示している。統一前の
1985年には従業員の 55％が工業に従事していた。これが 2014年には 9％にまで
激減する。また、社会主義時代には多かった公務員の割合も 29%から 14％と半
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減する。代わりに増えたのは、サービス産業で 5％から 62%へと増加する。この
ようなシフトは旧東ドイツ時代の他の都市も経験した大きな経済的な変革である
が、改めてこの 30 年という短い期間でコットブスはパラダイム転換的な構造改
革が起きたことが認識できる。 
 
（2）人口動向 
① コットブス市全体の人口推移 
 コットブスの人口の推移を 1900年から 2000年まで示したのが図 8-3である。
コットブスの人口は 1900 年には約 4 万人であり、その後、緩やかにではあるが
増加していき、第二次世界大戦を開始する時には 55 万人まで増える。しかし、
都市として発展していくのは GDR 時代になってからである。特に 1970 年代は
10 年間で 37%も人口が増加した。コットブスの人口のピークは東西ドイツが再
統一される 1990 年の 12 万 5891 人であった。その後は減少を始め、1990 年代
の 10年間で人口は 14％も減少する。2000年以降は人口の減少も緩やかになり、
2009 年では 10 万 1671 人。これはピーク時の 1990 年に比べると、約 19%の減
少になる。ただし、コットブス市は 1994年、そして 2003年に市域を拡張してい
る。そのため、実質的には人口はより減少していると推察される。人口密度は 2000
年においては 1キロ平方メートル当たり 720人であったが、2008年では 620人
にまで減少している。  
 コットブスの人口は 2005 年時点での予測ではその後も減少していくと予想さ
れており、2020年には 87000人ほどになると予測されたii（ただし、後述するが
2015 年では状況は予測とは異なった展開をみせる）。また、市人口に占める外国
人の割合であるが、2000 年では 2.8%であったが、2008 年も少しだけ増加した
3.2%に留まっている。これはドイツ平均の 8％（2007年）と比較すると少ない数
字である。 
 
図 8-3 コットブスの人口推移 
 
（出所：コットブス市） 
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 コットブスにおいても人口の高齢化は進んでおり、1996年においては市民の平
均年齢は 37.9 歳であったが、2004 年には 42.6 歳にまで上昇している。そして、
2020年には 47.8歳にまで上昇するであろうと予測されている。 
 コットブスの現在の合計特殊出生率は 1.09。ただし、東西ドイツが再統一した
直後の 90 年代前半は 0.7 前後であった。これは将来、コットブスがどうなるか
がまったく不明だったので子供を産むどころではなかったためであるが、世界的
にも特化して少ない数字であった。この当時に比べると、依然として少ない数字
ではあるが状況は改善しつつある。 
 コットブス市における人口の自然増、そして社会増の変化を 2000年から 2009
年までみたものが図 8-4 である。毎年、コットブスでは生まれる数に比べ、亡く
なる数が 300人～400人ほど多い。そして、全体数としては誕生、死亡そして転
入もそれほど変化はないが、転出に変化があることが分かる。2004年以前は 6000
人以上の転出がみられたが、最近では減少傾向にある。人口減少のスピードは以
前と比べると落ち着きつつあると考察できる。 
 
図 8-4 コットブス市の人口変化 
 
（出所：コットブス市） 
 
② 地区別にみた人口推移 
 コットブスの 19の地区別の人口（2009年）を示したのが図 8-5であり、その
2000 年から 2009 年までの人口推移をみたものが表 8-1、そしてそれを地図で示
したのが図 8-6 である。この 10 年間で人口が減少しているのは、ザクセンドル
フ、シュメルヴィッツ、マドロー、ザンドーなどプラッテンバウが社会主義時代
に計画的に建設された地区である。特にザクセンドルフはこの 10 年間で人口が
38％も大幅に減少している。 
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 一方で人口が増加している地区はメルツドルフ、ブラニッツ、ミッテである。
メルツドルフ、ブラニッツは東西ドイツが拡大された後に市域に編入された地区
であり、ともに市の中心から東側に位置している。ブラニッツは、フルスト・プ
ックラーの設計したブラニッツアー・パークで有名である。この公園はドイツで
も最も美しいものの一つとして評価されている。東西ドイツが再統一した後、生
活環境が優れていないプラッテンバウ団地地区などから、このような優れた田園
風景の存在する郊外に人口は流出していった。 
 
図 8-5 コットブスの 19 の地区別の人口（2000 年） 
 
（出所：コットブス市の資料をもとに筆者作成） 
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図 8-6 コットブスの 19 の地区別の人口増加率（2000-2009 年） 
 
 
写真 8-1 ザンドーのプラッテンバウ団地 
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表 8-1 コットブス市の地区別人口推移 
  2000 2003 2006 2009 増減率 
ブラニッツ 1,273  1,355  1,380  1,396  1.10  
ディッセンヘン 1,187  1,219  1,185  1,133  0.95  
デブリック 1,879  1,854  1,824  1,778  0.95  
ガリンヘン   2,680  2,671  2,616    
グローシュ・ガグロー   1,433  1,458  1,404    
カーレン 1,246  1,319  1,314  1,247  1.00  
キーケブッシュ   1,362  1,343  1,309    
マドロー 1,900  1,935  1,891  1,655  0.87  
メルツドルフ 858  1,216  1,217  1,123  1.31  
ミッテ 8,071  8,127  8,434  8,815  1.09  
ザクセンドルフ 20,881  15,934  14,036  12,948  0.62  
ザンドー 18,124  16,685  16,411  16,035  0.88  
ザスポー 653  689  692  695  1.06  
シュメルヴィッツ 18,754  17,806  15,926  14,425  0.77  
ジーロー 3,471  3,559  3,593  3,640  1.05  
スカドー 505  541  540  542  1.07  
シュプレンベルガ ・ーフォア
シュタット 
14,901  14,538  13,954  14,189  0.95  
ストレビッツ 13,779  13,759  14,033  14,034  1.02  
ヴィルメルスドルフ 759  773  744  713  0.94  
合計 108,241  106,784  102,646  99,697  0.92  
（出所：コットブス市） 
 
（3）空き家の推移 
 コットブス市では人口減少を上回るスピードで住戸の空き家が増加していた。
図 8-7 はコットブス市における地区別の空き家の戸数の 2010 年時点での将来予
測を示している。この図では円の大きさで空き家の予測数を示しているのだが、
北部にあるシュメルヴィッツ、そして南部にあるザクセンドルフ・マドローなど
のノイシュタット（ニュータウン）に多くの空き家が存在していることが分かる。 
 また、ノイシュタットほどの規模ではないが旧市街地周辺の都心部においても
空き家が多い。これらの地区は、産業革命後の 19世紀後半から 20世紀前半につ
くられた。多くの建物は、建築的な価値は認められてはいるが、旧東ドイツ政府
はこれらを維持することに関心を示さなかったため、しっかりと維持管理されず
に、その保存状況は劣悪である。ただし、図 8-8に 2001年から 2004年の地区別
の空き家の増減を示しているが、これより、ノイシュタットにおいて空き家は増
えてはいるが、都心部はそれが減少傾向にあることがうかがえる。 
 都市構造面での変化では図 8-6 でみたように郊外化が進んだ。旧東ドイツ時代
には、コットブスでも郊外化は生じていなかった。しかし、統合後は民間の不動
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産会社が戸建て住宅を郊外の自治体に多く供給したこと、政府が持ち家取得を奨
励したこと、さらにはそれらの自治体では Fプラン（土地利用計画）が策定され
ることが遅れたこともあり、土地利用規制がないに等しい状況にあったため、無
秩序に郊外化が進んだ。これは土地利用規制が厳しい旧西ドイツではみられない
現象であった。コットブス市内から外へ出なかった人達でも、お金があれば郊外
に戸建て住宅を購入する行動に出たのであるiii。 
 
図 8-7 コットブス市における地区別の空き家の予測 
   
（出所：Stadt Cottbus, Stadtumbaustrategiekonzept Cottbus 2020, 2010） 
 187 
図 8-8 2001 年から 2004 年までの空き家の増減率 
 
（出所：コットブス市） 
 
 旧西ドイツへと人口が移動するマクロな要因だけでなく、郊外化へ人口が流出
するミクロな要因もコットブスの中心部、プラッテンバウのノイシュタット地区
から人口を流出させている大きな要因であった。 
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 表 8-2 にコットブス市の 2006 年時点での将来の空き家率の予測を示した。こ
れより、今後も住宅戸数自体が変化をあまりしないという仮定のもとでは、空き
家率は増加し続け、2020 年には市全体の 23%の住宅が空き家になると予測され
た。このような空き家の増加は、住宅会社に深刻な経営問題をもたらすであろう
ことが危惧された。 
 
表 8-2 コットブス市の 2006 年時点の空き家率の予測 
  2007 2010 2020 
住宅 58900 57300 58800 
世帯数 51800 50000 45200 
空き家 7100 7300 13600 
空き家率 12% 13% 23% 
（出典：Stadt Cottbus, Analyse & Konzepte ‒ Haushaltsmodell, eigene 
Berechnungen (2006)） 
 
8－2 コットブスの縮小政策（マクロの縮小政策） 
（1）コットブスの縮小政策の特徴 
 コットブスの縮小政策は大きく 3 つに分類できると考えられる。1 つ目は都市
スケールでどのように縮小させていくか、どの地区を縮小させていくかを判断す
るマクロの縮小政策である。2 つ目は縮小地区として指定された地区において、
さらにどの小分割された地区を縮小するか維持するかを判断するミクロの縮小政
策である。そして 3つ目は具体的にどの建物を撤去するかという縮小政策である。
マクロの縮小政策は、市が都市計画発展コンセプト（STUK）を策定することで方
針が決定される。ミクロの縮小政策も市が策定するが、住宅会社の意向を反映す
る度合いが大きくなる。個別の建物レベルでの縮小政策では、市は提案はするが、
パワーバランスはもはや住宅会社の方に移行してしまい、STUK 通りに行かない
場合も散見される。 
 
（2）縮小コンセプト（都市計画発展コンセプト: STUK） 
 コットブスの縮小政策は、シュタットウンバウ・オストのプログラム以前から
行われた。建設法典 142条の都市再生（Sanierungsgebiet）事業にもとづいて、
ザクセンドルフ・マドローの再生計画が 2001年に策定された。これは 6－3で記
すが、2000 年～2010年の 10年間事業として展開された IBA フルスト・プック
ラーラントのプロジェクトとも連携し、創造的なプロジェクトが幾つか、展開さ
れることになる。 
 ただし、これは期間限定的なプロジェクトであり、コットブスの長期的な展望
にもとづく、縮小政策はその後のシュタットウンバウ・オストのプログラムに則
って展開された。そして、同プログラムに申請するために、その条件でもある都
市計画発展コンセプトを 2002年（STUK 2002）に策定し、さらに 2006年にその
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改訂版（ STUK2006）を策定、そして 2010 年に再々改訂版（ STUK2020: 
Statdumbaustrategiekonzept 2020）を策定している。 
 これらのコンセプトにおいて示されているコットブスが縮小政策を実施する目
的は二つ。一つは、コットブスの都心地区の再生である。コットブスの都心地区
は歴史があり、それなりの趣がある。しかし、前述したように旧東ドイツ時代の
45 年間投資が行われなかったため、多くの課題が生じているiv。ここを都市の中
心として再定義することで、都市のアイデンティティを強化すること、そして都
心部の人口を増加することを目標の一つとした。 
 もう一つは人口縮小に伴い、都市構造のコンパクト化をしっかりと図ることで
ある。コットブス市の人口縮減の考え方を図 8-9 に示す。これは、都市における
人口の望ましい縮小の在り方を提示したもので、左下図のようにまばら状に人口
が減少していくのではなく、周縁部から中心に向けて縮んでいくように縮小する
ことが望ましいとした。 
 この考え方は、空間的には理解しやすいが、都市の発展が中心から周縁部に広
がったことを鑑みると、古いものを保全し、新しいものを壊すという考えでもあ
る。コットブス市においては、都市の起源でもある中心部を保全し、新しく開発
された周縁部を壊し、あたかも時計を逆回りさせるような都市の将来像を提示し
たのである。そして具体的な政策としては、後述するように 3つあるプラッテン
バウ団地のノイシュタットのうち、ノイ・シュメルヴィッツとザクセンドルフ・
マドローの 2つを撤退縮小することとした。ノイ・シュメルヴィッツは全域が撤
退候補として指定されている（最初のプログラム時では東側だけが指定された）
が、ザクセンドルフ・マドローはギルゼンキルフェン・アレーの北側、そしてト
ラム沿いの南側は維持する地区として位置づけられている。 
 
図 8-9 縮小下でコットブス市が目指す将来像 
 
（出所：Stadt Cottbus (2005), “Stadumbaukonzept Fortschreibung”） 
 
 この 2つの目的を目指したコットブスの縮小政策は二面戦略（Doppel Strategie）
とよばれている。それは大きく、「保全戦略」と「縮退（撤去）戦略」との両面か
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らなる。ここでのポイントは、これら 2つの戦略が相互補完していることで、保
全をすることを円滑に進めるためには、縮退をしっかりとして、「縮退地区」の住
民を保全地区の都心部へ移転させることが必要となる。また、都心部をしっかり
と魅力的にすることは、縮退地区の周縁部の住民の移転を促進させる。この考え
方を図 8-10に模式的に整理した。 
 マクロの縮小政策で、シュタットウンバウ・オスト・プログラムの第一期では
ノイ・シュメルヴィッツではなくザクセンドルフ・マドローにおいて撤去事業を
優先的に進めたのだが、これはザクセンドルフ・マドローの方がノイ・シュメル
ヴィッツより古く開発されたからである。ノイ・シュメルヴィッツは 1986 年に
開発が開始され、1990年にドイツの再統一によってそれ以上の開発が中止された
事業である。そのため、ノイ・シュメルヴィッツの建物は新しくて、より優れて
いた。さらにザクセンドルフ・マドローの当時の空き家率は高く、建設されてか
ら時間が経っていたこともあり、どちらにしろ建物の改修が求められていた。す
なわち、改修か撤去かのどちらかをしなくてはならなかったので、ザクセンドル
フ・マドローから手をつけることは合理的な判断であったv。 
 そして、シュタットウンバウ・オスト・プログラムの補助金で 4710 万ユーロ
の投資（都心部に 1460万ユーロ、プラッテンバウ団地等に 3250万ユーロ）を行
うことにした。 
  
図 8-10 コットブスの二面戦略の縮小政策 
 
（出所：Stadt Cottbus, “Integriertes Handlungskonzept Neu Schmellwitz“（2009）
の資料をもとに筆者作成） 
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図 8-11 コットブスの 2020 年を目標年時とした将来計画図 
 
（出所：Stadt Cottbus, Stadtumbaustrategiekonzept Cottbus 2020, 2010） 
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 図 8-11はコットブスの 2020年を目標年時とした将来計画図である。旧市街地
から鉄道駅の周辺へと連なる中心部は基本的に安定核として位置づけられている。
また、巨大なプラッテンバウ団地であるザクセンドルフ・マドローの地区の一画
も安定核として指定されている。 
 このようにコットブスのマクロレベルでの撤去政策としては、まず撤去する地
区と維持する地区を指定し、ヨーロッパ都市的な「コンパクト・シティ」を目指
した。そのために、基本的には周縁部から撤去をすることにしたのである。そし
て、マクロレベルでは 2001 年からザクセンドルフ・マドローにて優先的に撤去
を進め、そして 2006 年以降はノイ・シュメルヴィッツの撤去を進めることにし
た（図 8-10の紫「撤去・経過観察地区」の部分）。 
 都市計画発展コンセプトの再々改訂版（STUK2020）においては、3つの撤去シ
ナリオが描かれている（pp.63-64）。1つは民間の住宅は一切、撤去しないという
シナリオで、これだとノイ・シュメルヴィッツ、ザクセンドルフ・マドロー合わ
せて 2168 戸が撤去できる。ただ、この戸数だとコットブス市全体が必要とする
撤去数には及ばないので、この 2つ以外の地区で建物を撤去することが必要とな
ると述べている。一方で民間のプラッテンバウ団地まで撤去出来ると想定すると、
現状のトレンドからのシナリオであれば、ノイ・シュメルヴィッツでは 2009 年
末に比べて 78％減の 2460戸、ザクセンドルフ・マドローでは同年末に比べて 21％
減に相当する 1470 戸が撤去できるとしている。また、さらに住宅市場が悪化し
た場合のシナリオとして、ノイ・シュメルヴィッツでは 2009年末に比べて 94％
の 2960戸、ザクセンドルフ・マドローでは同年末に比べて 30%減に相当する 2080
戸が撤去できると記述されている。 
 
（3）撤去の実際 
 表 8-3にコットブス市の 2000年から 2015年にかけてのプラッテンバウ団地の
減築・撤去戸数を住宅会社別に示した。コットブス市ではこの 15年間で 9245戸
が減築・撤去されている。そのうちの 6割以上をザクセンドルフ・マドローが占
めている。ノイ・シュメルヴィッツも 22％を占めており、この 2つでコットブス
市の約 8割以上の撤去建築を占めている。 
 もう 1つのプラッテンバウ団地であるザンドーは、旧市街地に近いこともあり、
減築・撤去戸数は少ない。それだけでなく、2006の STUKではザンドーは「維持」
地区と指定され、STUK を踏まえたコットブス市が出した報告書『Integriertes 
Stadtentwicklungskonzept: Cotttbus 2020 “mit Energie in die Zukunft” , 
Stadtverwaltung Cottbus (2007)』では、図 8-12で示されるようにノイ・シュメ
ルヴィッツの住民をザンドーへ移転させることも示している。その報告書では、
この 2つのシュタットウンバウ・オストの対象地において、うまく連動させるこ
とで「人口が縮減するノイ・シュメルヴィッツから人々を撤退させ、より安定し
た地区であるザンドーを含む地区へ人々を住まわせることが、持続可能な都市開
発を具体化させる」1つの案であると記されているvi。 
 
 193 
表 8-3 2000 年から 2015 年にかけてのプラッテンバウ団地の減築・撤去戸数 
  コットブス合計 
小計 
Sachsendorf-
Madlow 
小計 
Neu- 
Schmellwitz 
小計 
Sandow 
小計 年 GWC eG GWC eG GWC eG GWC eG 
2000 66 0 66 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
2001 0 54 54 0 54 54 0 0 0 0 0 0 
2002 0 30 30 0 30 30 0 0 0 0 0 0 
2003 220 342 562 220 342 562 0 0 0 0 0 0 
2004 632 1281 1913 632 1257 1889 0 0 0 0 0 0 
2005 529 658 1187 270 538 808 0 0 0 34 0 34 
2006 809 1027 1836 332 551 751 346 476 822 96 0 96 
2007 941 648 1589 90 406 406 110 242 352 120 0 120 
2008 622 215 837 184 0 184 326 215 541 0 0 0 
2009 165 200 365 91 0 91 62 200 262 0 0 0 
2010 192 133 325 192 133 325 0 0 0 0 0 0 
2011 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
2012 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
2013 44 76 120 44 0 44 0 0 0 0 0 0 
2014 81 110 191 0 80 80 0 30 30 0 0 0 
2015 0 170 170   135 135   35 35   0 0 
合計 4301 4944 9245 2055 3526 5359 844 1198 2042 222 0 222 
（出所：コットブス市） 
 
 3 つのプラッテンバウ団地の撤去戸数を時系列で示したものが図 8-12 である。
コットブスにおいては初期において集中的にザクセンドルフ・マドローにおいて
撤去が行われた。これは 2000 年におけるザクセンドルフ・マドローの空き家率
が 26%と高かった（表 8-5）のが大きな理由であるが、もう一点、ザクセンドル
フ・マドローでは、撤去・減築が必ずしもマイナス面だけではなく、プラス面で
もあることを示すためのデモンストレーション・プロジェクトが実施されたから
である（後述するセオドア・シュトローム・シュトラッセの減築プロジェクトや、
第 2地区の回廊プロジェクト等）。 
 新しく開発されたノイ・シュメルヴィッツはザクセンドルフ・マドローの減築
が一段落し始めてから撤去戸数が増え始めている。ザンドーは 2005 年からの 3
年間だけ撤去が遂行されるが、それ以降はまったくなされていない。これは、2006
年の都市計画発展コンセプト（STUK）でも記されているとおりvii、ザンドーは 2004
年時点で既に社会増がみられ始めており、撤去・減築の必要性が大幅に低減した
からである。 
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図 8-12  ノイ・シュメルヴィッツの住民をザンドーへ移転させることを示してい
る図 
（出所：Stadt Cottbus, Integriertes Stadtentwicklungskonzept: Cotttbus 2020 
“mit Energie in die Zukunft”, 2007） 
 
 195 
図 8-13 3 つのプラッテンバウ団地の撤去戸数の推移 
 
（出所：コットブス市） 
 
 
８－３ ザクセンドルフ・マドローの縮小政策（ミクロの縮小政策 1） 
（1）ザクセンドルフ・マドローの概要 
① 地理的概要 
 ザクセンドルフ・マドローはコットブス南部につくられたブランデンブルク州
最大のプラッテンバウ団地地区である。それは、主に褐炭産業を中心としたエネ
ルギー産業の雇用者のための住宅として 1974年から 1986年にかけて開発された
が、荒廃した中心市街地の住宅を代替することも目的とされた。開発は 4段階に
分けて進められ、合計で 12500戸の住宅が供給され、1993年まで 34000人がこ
こで生活していた。撤去事業が開始される直前の 2000年の戸数は 11595戸であ
った。 
 しかし、東西ドイツが再統一した後、エネルギー産業が地域間競争に敗れたこ
ともあり、コットブスから旧西ドイツなどを始めとした市外への流出、また市内
でもより住環境の優れた郊外の戸建て住宅への流出、さらには高齢化の進展など
によりこの地区からも 50％ほどの人がいなくなり、ザクセンドルフ・マドローの
プラッテンバウ団地は 2000 年時には 4 分の 1 が空き家になるような状況となっ
たviii。 
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図 8-14 ザクセンドルフ・マドローの位置図 
 
（出所：コットブス市） 
 
② 人口 
 表 8-4に 1995年から 2014年までのザクセンドルフ・マドローの人口推移、お
よびその期間の一年辺りの人口変化率を示す。これより、ザクセンドルフ・マド
ローは、この 20 年間で 3 分の 2 ほど人口を喪失しているが、最近では人口の減
少率は緩やかになっていることが分かる。 
 
表 8-4 ザクセンドルフ・マドローの流出人口 
  人口 年人口変化率 
1995 31209   
2000 20881 -6.6% 
2005 14499 -6.1% 
2011 11215 -3.8% 
2014 10521 -2.1% 
（出所：コットブス市） 
 
 表 8-5には、ザクセンドルフ・マドローの空き家率の 1996年から 2000年の推
移をみるが、人口が急激に減少し始める 1997 年頃から空き家の割合は二桁台に
乗り、2000年には 26%までが空き家という状況にある。 
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表 8-5 ザクセンドルフ・マドローの空き家率の推移 
  空き家率 
1996 6% 
1997 12% 
1998 18% 
1999 23% 
2000 26% 
（出所： Ergebnisbericht der Vorbereitenden Untersu- chungen, StadtBüro 
Hunger, Berlin, 2001, S. 41） 
 
 ザクセンドルフ・マドローはコットブスの都心から南へ 3～5 キロメートルほ
ど行ったところに位置する。ザクセンドルフ・マドローは中心にあるセンター街
区、そして、それを取り巻くように建つ 4 つの居住地区と、南東部の周縁部の 4
つの居住地区とから構成される。 
 
図 8-15  ザクセンドルフの空間構造 
 
（出所：Städtebauliche Rahmenplanung, StadtBüro Hunger, 1998, p.24） 
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 ザクセンドルフ・マドロー地区を東西に貫く大通りであるゲルゼンキルヘナ
・ーアレーが中心道路として位置づけられ、そこには生活に必要となるサービス、
小売店舗などが設置された。これらの地区は東西ドイツの再統一以前からも、既
に予算削減の煽りを受け、商業施設、スポーツ施設、レクリエーション施設は最
低限のサービスしか供給できないような状況であった。さらに、東西ドイツ統一
後は、ザクセンドルフ・マドローの南側を走る高速道路 15 号線のインターチェ
ンジに隣接してラウジッツパーク・ショッピングセンターがつくられたこともあ
り、多くの顧客がゲルゼンキルヘナー・アレーではなく、このショッピングセン
ターで購買するようになった。 
 この地区全体では病院が 1 つ、34 の幼稚園・保育所、10 の学校、2 つの職業
学校、そして 2つの高齢者施設が立地している。 
 
（2）ザクセンドルフ・マドローの縮小政策 
① マクロの縮小政策 
 ザクセンドルフ・マドローの縮小政策の方針は、前述したように 2001 年にシ
ュタットウンバウ・オスト・プログラムが発効される前に、連邦政府の都市再生
（Sanierungsgebiet）事業に取り組む際に検討されたix。そこで提案されたコンセ
プトは「カルチエ（街区）」単位で将来像を構想するというものであった。コット
ブスの周縁部に位置づけられるザクセンドルフ・マドローにおける「街区」を生
活空間として、かつ「都市性」を持続させつつ、いかにして将来にわたって維持
させていくのか。その問いに解答する形で、ザクセンドルフ・マドローが提示し
たマクロの縮小政策案は、2 つの側面からこの問題に対応するというものであっ
た。 
 1 つは、長期的に安定した住空間を維持し、さらに強化していくという対策。
もう 1つは、過剰にある住宅を撤去するという対策である。このような対策を提
示した背景には、供給過多にある住宅市場を調整する経済政策が、市は保有して
いる住宅会社の経営状況を改善するため、また市民が求めている住宅を供給（住
宅の絶対数は供給過剰であったが、市場が求めている住宅は必ずしも供給されて
いる訳ではなかった）するためにも必要であったことが挙げられる。このコンセ
プトは、シュタットウンバウ・オスト・プログラムにも継承される。 
 コットブス市はシュタットウンバウ・オスト・プログラムが実施されることに
合わせ、ザクセンドルフ・マドローの縮小政策を策定した。その基本的な考え方
は、前述した流れを引き継ぎ、「維持する場所」と「撤去する場所」とに地区を分
離するというものである。図 8-16はその考えを示したものである。ローマ字で示
されているのが撤去をする地区であり、数字で示されているのが維持する地区で
ある。 
 大まかに捉えると、都心から離れている場所を「撤去地区」として指定してい
ることが分かる。これらの場所の建物は社会主義国家の終焉に近い時期に建設さ
れたため、高層で安上がりの建物が多く、そもそも住宅として魅力は少なく、ド
イツ統一後は空き家率も高くなったため、これを撤去地区として指定したことは
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合理的な判断であったと考察される。また、撤去される B，C，D 地区は公共交
通のトラムの駅から離れており、そういった観点からも生活利便性が低いと判断
されたと考えられる。 
 
図 8-16 ザクセンドルフ・マドローの９つの地区 
（出所：コットブス市） 
 
② ザクセンドルフ・マドローのミクロの縮小政策 
 ザクセンドルフ・マドローにおいては、マクロでの「撤去地区」（A～E）と指
定されたところでは、基本的には建物の全面撤去が遂行されるから、ミクロ・レ
ベルでの選択をする必要性がない。そのため、ミクロでの撤去政策は存在しない
に等しい。したがって、ミクロでの選択が必要となるのは「維持地区」において
である。 
 「維持地区」の 1～4地区でも建物の撤去は行われた。ここでの撤去はおおまか
に 2 パターンに分かれることになる。1 つは、シュタットウンバウ・オスト・プ
ログラムの開発初期に IBA フルスト・プックラーラントと協働して実施された、
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撤去事業のデモンストレーション・プロジェクトである。そして、もう 1つは第
二期のシュタットウンバウ・オスト・プログラムによって実践された 4 地区と 1
地区における撤去事業である。これらは、「撤去地区」の撤去を遂行しても、まだ
空き家が減らないことを懸念して実施したものであるx。以下、これらについて簡
単にまとめる。 
 
■ 撤去事業のデモンストレーション・プロジェクト 
 コットブスはもっとも早くシュタットウンバウ・オスト・プロジェクトに参画
した都市である。したがって、多くの注目を浴びたために、関係者は撤去事業を
実施することで多くの肯定的な効果が発現できるということを人々に周知させた
いと考えた。 
 一方、それと並行してコットブスを含めたブランデンブルク州の東南部、およ
びザクセン州の東北部に広がるラウジッツ（Lausitz）地方で IBA事業xi（IBAフル
スト・プックラーラント）が遂行された。これは旧東ドイツで開催された初めて
の IBAであり、2000年から 2010年の 10年間事業として実施された。フルスト・
プックラーと言う名称は、ヘルマン・フォン・フルスト・プックラーという 1800
年頃にこの地で活躍した天才的なランドスケープ・アーキテクトの名前から取っ
ている。 
 この IBAの主要な目的は、100年にも及ぶ褐炭の露天掘りによって変容してし
まった当地のランドスケープを再び魅力あるものへと再生することである。これ
らの土地の多くの生態系は死んでいたが、その再生計画はこれらを再び森や湖へ
と戻すというものだ。そして、炭鉱のためにつくられた町は、それを自然消滅に
任せるのではなく、それを維持するための仕組みづくりを行うこととしたxii。コ
ットブス市内においても、3つの IBA事業が展開した。「コットブス東湖」、「フル
スト・プックラー公園ブラニッツ」、そして「ザクセンドルフ・マドローの巨大集
合住宅地区」である。 
 「ザクセンドルフ・マドローの巨大集合住宅地区」事業とは、IBAがコットブス
市、連邦政府の交通・建設・都市開発省の空間秩序および社会基盤局、住宅会社
などと連携することで、ザクセンドルフ・マドロー地区において展開した 15 の
プロジェクトである。これは、基本的には縮小する巨大なプラッテンバウ団地の
状況をどのように改善するか、という問いかけへの解答を提案するものである。 
 そして、そのために撤去をすることで周辺の住宅地の価値を向上させるような
プロジェクトが展開されることになる。 
 
■ 1地区と 4地区の撤去事業 
 「維持地区」においては、基本的な方針としては、前述したような撤去によって
周辺の住宅地の価値を向上させるようなプロジェクトが中心であったのだが、「撤
去地区」の撤去が進んでも空き家が減らないという問題がシュタットウンバウ・
オスト・プログラムの第一期の終盤にて顕在化してきた。そこで、1 地区と 4 地
区においても建物の撤去を遂行することにした。 
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 撤去をする建物の判断は、基本的には住宅会社が主導権を握るのだが、コット
ブス市への担当者の取材調査からは、次のことを重視するという回答が得られた
xiii。 
l 空き家率：空き家率の高い建物が優先的に撤去候補となる 
l 改修率：改修されていない建物ほど優先的に撤去候補となる 
l 技術的状況（テクニカル・シチュエーションの訳）：その建物を撤去しても、
下水道や地域暖房のネットワークが分断されない、もしくは分断されることの
影響が少ない 
 具体的な撤去事業に関しては、次の項にて整理する。 
 
（3）撤去事業の実際 
① 撤去された建物の目録 
 2014年までにザクセンドルフ・マドローが撤去した建物を表 8-6に示す。2014
年までザクセンドルフ・マドローは 5654 戸の建物を撤去（減築）してきた。こ
れは、シュタットウンバウ・オスト・プログラムを始める前の 2000 年次の全戸
数のほぼ半分に相当する。 
  
表 8-6 ザクセンドルフ・マドローが撤去した建物の目録  
番
号 
地
区 住所 減築数 計画年 
実施
年 
住宅
会社 
1 1 Bertolt Brecht Strße 17-19 30 2003 2003 GWC 
2 1 Bertolt Brecht Strße 20-22 30 2003 2003 GWC 
3 1 Bertolt Brecht Strße 28-26 40 2003 2003 GWC 
4 1 Bertolt Brecht Strße 27-30 40 2003 2003 GWC 
5 1 Albert Schweitzer Straße 4-7 40 2004 2004 GWC 
6 1 Thodor-Storm Straße 54 2001 2001 eG 
7 1 Henrich-Mann-Straße 4-7 40 2003 2003 eG 
8 1 Henrich-Mann-Straße 8-10 30 2003 2003 eG 
9 1 Dostojewskistraße 4-7 40 2003 2003 eG 
10 1 Henrich-Mann-Straße 15/16 64 2003 2003 eG 
11 1 Dostojewskistraße 13 64 2003 2003 eG 
12 1 Helene Weigel Straße 10 44 2003 2003 eG 
13 1 Helene Weigel Straße 10 10 2003 2003 eG 
14 1 Bertolt Brecht Strße 2 44 2004 2004 eG 
15 1 Bertolt Brecht Strße 3 44 2004 2004 eG 
16 1 Hagenwerder Straße 10-13 40 2007 2006 eG 
17 1 Hagenwerder Straße 1-3 130   2010 eG 
18 1 Thierbacher Straße 3 Teil 1 26 2007 2006 eG 
19 1 Thierbacher Straße 3 Teil 2 18 2007 2006 eG 
20 1 Thierbacher Straße 5 44 2007 2006 eG 
21 1 Makarenkostraße 10 44 2008 2007 eG 
22 1 Makarenkostraße 11 54 2008 2007 eG 
23 1 Makarenkostraße 12 44 2008 2007 eG 
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24 1 Makarenkostraße 13 44 2008 2007 eG 
25 1 Hagenwerder Straße 1-3 133   2010 eG 
26 2 Zielona Gora Str. 10-14 60 2003 2003 GWC 
27 2 Turower Straße 22-23 20 2003 2003 GWC 
28 2 Turower Straße 42-43 20 2003 2003 eG 
29 2 Turower Straße 52-54 30 2002 2002 eG 
30 2 Turower Straße 32-34 30 2003 2003 eG 
31 4 Lauchhammer Str. 
1-2/Boxberger Str.20 
30 2005 2005 GWC 
32 4 Hoyerswerdaer Ring 29-31 30 2005 2005 GWC 
33 4 Lauchhammer Str. 
1-2/Boxberger Str.39-40 
30 2005 2005 GWC 
34 4 Poznaner Str. 41-46 60 2005 2005 GWC 
35 4 Poznaner Str. 52-55 40 2005 2005 GWC 
36 4 Lauchhammer Str. 11-16 60 2008 2008 GWC 
37 4 Lauchhammer Str. 17-21 50 2008 2008 GWC 
38 4 Trattendorfer Str. 18-17 30 2008 2008 GWC 
39 4 Hoyerswerdaer Ring 32-35 40 2005 2005 eG 
40 4 Boxberger Straße 1-13, 
Jänschwalder Straße 1-6, 
Trattendorfer Straße 1-11 
300   2010 Perseus 
41 A Hegelstraße 8-11 44 2004 2004 GWC 
42 A Hegelstraße 58-56 48 2004 2004 GWC 
43 A Hegelstraße 57-62 70 2004 2004 GWC 
44 A Am Stadtrand 1-3/Hegelstraße 
83 
48 2004 2004 GWC 
45 A Am Stadtrand 8-10 72 2004 2004 GWC 
46 A Hegelstraße 8-7 36 2004 2004 eG 
47 A Hegelstraße 12-16 60 2004 2004 eG 
48 A Hegelstraße 17-21 57 2004 2004 eG 
49 A Hegelstraße 22-25 49 2004 2004 eG 
50 A Hegelstraße 26-31 72 2004 2004 eG 
51 A Hegelstraße 32-36 60 2004 2004 eG 
52 A Hegelstraße 39-42 48 2004 2004 eG 
53 A Hegelstraße 48-46 48 2004 2004 eG 
54 A Hegelstraße 47-52 69 2004 2004 eG 
55 A Hegelstraße 68-67 60 2004 2004 eG 
56 A Hegelstraße 70-73 48 2004 2004 eG 
57 A Hegelstraße 74-77 48 2004 2004 eG 
58 A Hegelstraße 78-82 60 2004 2004 eG 
59 A Am Stadtrand 4-7 48 2004 2004 eG 
60 B Am Stadtrand 16/17 30 2004 2004 GWC 
61 B Am Stadtrand 40-55 192   2010 GWC 
62 B Am Stadtrand 21-24 48 2005 2005 eG 
63 B Am Stadtrand 28-29 60 2005 2005 eG 
64 B Am Stadtrand 30-33 48 2005 2005 eG 
65 B Am Stadtrand 34-39 70 2005 2005 eG 
66 B Am Stadtrand 68 54 2006 2006 eG 
67 B Am Stadtrand 69 44 2006 2006 eG 
68 B Am Stadtrand 70 44 2006 2006 eG 
69 B Am Stadtrand 71 44 2006 2006 eG 
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70 B Am Stadtrand 57-61 60 2006 2005 eG 
71 B Am Stadtrand 62-67 72 2006 2005 eG 
72 C Herderstraße 4 60 2004 2004 GWC 
73 C Herderstraße 5 Teil 1 30 2004 2004 GWC 
74 C Herderstraße 5 Teil 2 30 2004 2004 GWC 
75 C Herderstraße 7-10 40 2004 2004 GWC 
76 C Herderstraße 24-28 60 2004 2004 GWC 
77 C Herderstraße 47-51 60 2004 2004 GWC 
78 C Herderstraße 11-15 50 2004 2004 eG 
79 C Herderstraße 16-19 40 2004 2004 eG 
80 C Herderstraße 20-23 48 2004 2004 eG 
81 C Herderstraße 29-32 40 2004 2004 eG 
82 C Herderstraße 38-36 Teil 1 12 2004 2004 eG 
83 C Herderstraße 38-36 Teil 2 28 2004 2004 eG 
84 C Herderstraße 37-42 60 2004 2004 eG 
85 C Herderstraße 48-46 48 2004 2004 eG 
86 C Herderstraße 52-55 40 2004 2004 eG 
87 C Herderstraße 56-59 40 2004 2004 eG 
88 C Hegelstraße 92-95 40 2005 2005 eG 
89 C Hegelstraße 96-101 60 2005 2005 eG 
90 C Hegelstraße 102-105 40 2005 2005 eG 
91 D Uhlandstraße 22-27 60 2005 2006 GWC 
92 D Uhlandstraße 48-46 40 2005 2005 GWC 
93 D Uhlandstraße 47-50 40 2005 2005 GWC 
94 D Uhlandstraße 1 54 2007 2006 eG 
95 D Uhlandstraße 2 44 2007 2006 eG 
96 D Uhlandstraße 3 52 2007 2006 eG 
97 D Uhlandstraße 51 43 2007 2006 eG 
98 D Uhlandstraße 52 44 2007 2006 eG 
99 E Schopemhauer Straße 11-14 40 2006 2006 GWC 
100 E Schopemhauer Straße 18-17 30 2006 2006 GWC 
101 E Schopemhauer Straße 18-20 30 2006 2006 GWC 
102 E Schopemhauer Straße 21-24 40 2006 2006 GWC 
103 E Schopemhauer Straße 8 44 2008 2008 GWC 
104 E Schopemhauer Straße 9 44 2008 2009 GWC 
105 E Schopemhauer Straße 10 47 2008 2009 GWC 
106 E Schopemhauer Straße 7 44   2013 GWC 
107 E Schopemhauer Straße 28-27 30 2009 2007 eG 
108 E Schopemhauer Straße 28-31 40 2009 2007 eG 
109 E Schopemhauer Straße 32-34 30 2009 2007 eG 
110 E Schopemhauer Straße 50-52 30 2009 2007 eG 
111 E Schopemhauer Straße 58-55 30 2009 2007 eG 
112 E Schopemhauer Straße 71-73 30 2009 2007 eG 
113 E Schopemhauer Straße 74-76 30 2009 2007 eG 
114 E Schopemhauer Straße 56-59. 
77-80 
80   2014 eG 
（出所：コットブス市） 
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図 8-17 撤去された建物の位置 
 
（出所：コットブス市、取材をもとに筆者作成） 
 
 これらを地図上で示したものが図 8-17である。撤去地区での撤去が相当、進ん
でいることが理解できる。特に、都心部から離れている A地区、C地区で先行し
て撤去が進み、2006年以降は B地区、E地区の撤去が進んでいる。都心部に最も
近い D地区においては、まだ現存する建物が多い。 
 
② 地区ごとの撤去状況 
 地区ごとの特徴、そして撤去した戸数を示したものが表 8-7である。これより、
ローマ字の地区である A地区から E地区にかけて集中的に撤去が進んでいること
が理解できる。特に A 地区では 2016 年時点では撤去率は 100％ですべての建物
病院
学校（G)
2002 年 -2004 年
2005 年
撤去された建物（撤去年）
現存する建物
公共施設
2006 年 -2008 年
2009 年 -2014 年
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が撤去されている。ローマ字の地区は基本的には全面撤去をする方針であるxiv。 
 一方で数字の地区も撤去をしていない訳ではない。2 地区はその撤去対象のす
べてが 2002年と 2003年に行われており、これは後述する「撤去がプラスをもた
らす」というデモンストレーション・プロジェクトとして遂行された。1 地区も
同様のデモンストレーション・プロジェクトで撤去が行われたが、2006年以降も
デモンストレーションとは関係のない撤去事業が一部で遂行されている。  
 さらには、A～E 地区の撤去指定地区における積極的な建物の撤去の遂行にも
関わらず、空き家がまだ増えていくという危機感から、「維持地区」に指定されて
いた 4 地区が、2010 年の都市計画発展コンセプト（STUK2020）では、「撤去・
経過観察地区」へとゾーニング変更がなされている（図 8-11参照）。それを受け
て、4地区のイエンシュヴァルダー（Jänsch Walder Straße）地区の建物が 2010
年に撤去されることになった。Perseus という不動産会社が 4 地区に所有してい
る建物 300 戸を 2010 年に撤去したのである。このように、マクロ政策で示した
「維持地区」においても、デモンストレーション目的ではない撤去事業も遂行さ
れている。ただし、3 地区はこれまで一戸も撤去をしておらず、しっかりと「維
持」するという目的が達成されている。 
 
表 8-7 地区別の撤去数・撤去率 
地区 
2000 年の
戸数 
2000 年の空
き家率 
2016 年までの撤
去数 
2016 年の
戸数 撤去率 
1 3188 26 1194 1994 37.5% 
2 871 27 160 711 18.4% 
3 778 29            0 778 0.0% 
4 2122 26 670 1452 31.6% 
Ａ 1046 49 1046 0 100.0% 
Ｂ 952 49 574 378 60.3% 
Ｃ 1050 32 826 224 78.7% 
Ｄ 622 22 377 245 60.6% 
E 966 24 754 212 78.1% 
合計 11595 30 5601 5994 48.3% 
（出所：コットブス市） 
 
 図 8-18に地区別の減築・撤去数を時系列で示した。これより、2004年に 1889
戸とたいへん多くの建物が減築・撤去されていることが分かる。おおまかに捉え
ると、シュタットウンバウ・オストのプログラムが発効した 2002年の翌年の 2003
年から 2006年の 4年間に 4010戸という数の建物が減築・撤去され、次いでシュ
タットウンバウ・オストの二期プログラムが発効した直後の 2010 年に 755 戸と
再び減築。撤去される建物が増えていることが分かる。 
 
 206 
図 8-18 地区別の減築・撤去数の推移 
 
（出所：コットブス市のデータをもとに筆者作成） 
 
③ IBAのモデル・プロジェクト 
 ザクセンドルフ・マドローの第 1地区においては、シュタットウンバウ・オス
トが始まる直前から小規模の減築・撤去がモデル・プロジェクトとして実施され
てきた。これは前述した IBAフルスト・プックラーラントのモデル・プロジェク
トである。特に、先進事例として多くの縮小都市の注目を浴びたのが、セオドア・
シュトローム通りにある減築プロジェクトである。このプロジェクトの対象とな
ったのは、11 階建ての 54 戸のプラッテンバウ集合団地で 2000 年の空き家率が
43％であった。そこで 2001 年に撤去することにしたのだが、ただ撤去するので
はなく、一部の構造を残して、それを 3階～5階建ての 13戸のテラスハウスへと
コンバートとすることにした。この設計を請け負ったのはコットブスの建築会社
であるジマーマン・アンド・パートナースである。このとき、構造は以前のプラ
ッテンバウ団地のものを継承し、建設材料はこれらのプラッテンバウ団地のもの
を再利用した。 
 撤去するのではなく、その構造を残したことで、空間的な配置と人々の空間へ
の記憶などは次代に継承することができた。コスト的には安くはならないが、住
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民への心理的なダメージを軽減し、その都市構造を次代に引き継ぐうえでは有益
な方法論であると考えられる。このテラスハウスは、まだ周辺には空き家が多い
にも関わらず、2012年時点で、全て借り手がついている。これは、縮小地区にお
いても優れたデザインと高い質の機能を提供することができれば、需要が存在す
ること広く周知した事例として捉えられる。 
 その他にも IBAフルスト・プックラーラントでは、次のような事業を行った。 
l トゥローヴァー・シュトラッセの広場では、もう必要性が低くなったチャイ
ルド・ケア・センターをこの地区住民のためにコミュニティ・センターへと
転換した。 
l ザクセンドルフ・マドローとコットブスの都心とを結ぶ自転車専用道路も整
備した。 
l ザクセンドルフ・マドローの中心通りであるゲルゼンキルヘナー・アレーは
街路樹が植えられ、またアート作品も展示されるようになった。 
l ヘーゲル・シュトラッセは、オートバーンに隣接していることもあり、ザク
センドルフ・マドローにおいても最も住宅地としての需要が少なく、空き家
率が高い地区であった。ここは、住宅市場から供給を減らすという観点から、
まっさきに 1000 戸ほどが倒壊されたのであるが、その跡地を空き地にする
ことの周辺住民の精神的なマイナス効果を少しでも緩和させるために、暫定
的な庭園を整備した（社会都市プログラムの項で後述する）。 
 
写真 8-2 セオドア・シュトローム通りにある減築プロジェクト 
 
 
④ 住宅会社ごとの撤去状況 
 住宅会社ごとの撤去状況を時系列でみたものが図 8-19 である。これより、eG
（住宅組合の住宅会社）の建物が多く撤去されているが、時期的な違いは 2社で
はあまりみられない。2 社ともコットブス市の縮小政策に応じて、撤去事業を進
めていたことが推察される。 
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図 8-19 住宅会社ごとの撤去状況の推移 
 
（出所：コットブス市） 
 
⑤ 社会都市プログラム 
 撤去事業そのものではないが、撤去事業のネガティブな影響を緩和するという
観点からザクセンドルフ・マドローは「社会都市プログラム」xvに 1999年から取
り組んでいる。これは、人口縮小が進む過程において、社会を構成する単位であ
るコミュニティが大きなダメージを受けていることが顕在化してきたからである。
このコミュニティの崩壊をいかに食い止め、そのダメージを最小限に緩和させる
か、ということを解決課題として、2001 年に住民の社会ネットワークを補強し、
安定化させることで、コミュニティを強化させることを目的とした事業を展開し
たのである。 
 具体的には、ザクセンドルフ・マドローでは社会主義時代から存在していたコ
ミュニティのネットワークを強化させることにした。そのために、トップダウン
ではなくボトムアップ的なアプローチを図り、さらには、経済的には非効率とな
った公共施設、公共サービスを撤去するのではなく維持するように努めた。これ
は、縮小する以前の施設の運営効率にだけとらわれ、それらを閉鎖していくと、
縮小している地区の魅力はさらに減衰しかねないからだ。つまり、コミュニティ
の強化という目的を経済的効率性と同等、むしろそれ以上に重視したのである。 
「社会都市プログラム」で最初に手がけた事業は、IBA フルスト・プックラーラ
ント事業と協働したもので、トゥローヴァー・シュトラッセの広場にあるチャイ
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ルド・ケア・センターの建物をコミュニティ・センターへと転用したものである。
この事業は、この地区の生活環境が大きく変わっていくことを住民に示す役割も
担っていた。工事は 2000 年から開始され、2001 年 10 月にコミュニティ・セン
ターとして開業した。 
 このコミュニティ・センターは、住民達が自由にクラブのイベントを行ったり、
会合を開いたりできるようにした。そこでは演劇や簡単なスポーツ、展示会など
も開催できる。同センターを通じて、多くの変化を強いられているこの地区住民
が、そのコミュニティを強化できるような機会を提供できるようにした。同セン
ターは開業以来、多くの人々に利用されており、肯定的な評価が為されている。
この事業は、2006年には連邦ドイツにおける「社会都市賞」も受賞している。こ
れは、190 の社会都市プロジェクトの中から多くの成果が得られたものを 11 プ
ロジェクト選ぶものである。 
 それ以外では、前述したが、建物を 4.8 ヘクタールという規模で全面的に倒壊
したヘーゲル・シュトラッセにおいては、その跡地を空き地のままに放置するこ
との周辺住民の精神的なマイナスの影響を少しでも緩和させるために、暫定的な
庭園を整備している。この庭園には管理コストが安いこと、さらに 3.5 メートル
もの高さまで伸びるため、インパクトのある景観が形成されることなどからイス
ラエル・アーティチョークが植えられているが、その管理は地元の NPO や環境
団体、学生達が実施している。 
 
（4）撤去事業の特徴 
 撤去事業の計画、そして実際の遂行状況から、ザクセンドルフ・マドローの撤
去事業としては、次のような特徴があると考えられる。 
① メリハリのあるマクロな撤去政策。特に新しく開発された地区の建物を完全
撤去 
② 「維持する」地区においては、生活空間のアメニティを向上させるための撤
去・減築を実施 
③ 撤去することの周辺住民への負の影響を強く意識し、それを緩和させようと
していること 
 以下、これらの特徴について補足説明をする。 
 
① メリハリのあるマクロな撤去政策。特に新しく開発された地区の建物を完全撤
去 
 図 8-20は 1980年代のザクセンドルフ・マドロー周辺の土地利用状況図を示し
ている。図 8-15と比較すると 1980年時点では開発がまだされておらず、その後、
プラッテンバウ団地として開発された地区 A、地区 B、地区 Cは、撤去対象とな
っていることが分かる（図 8-20で○で囲んだ場所）。 
 新しく開発された地区は、地域暖房等のインフラストラクチャーのネットワー
クでも末端の場合が多い。その結果、撤去した地区のインフラストラクチャーを
同時に撤去しても、ネットワーク上、大きな問題が生じない。新しく開発された
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地区の建物は新しいが、東西ドイツ統一後に改修されたものに比べて、その住宅
の質は必ずしも高くなく、また、ザクセンドルフ・マドローの場合は、新しく開
発された地区の方が公共交通の利便性が高くない。このような条件を考えると、
新しく開発された地区の全面撤去という判断は合理的であったと理解できる。 
 
図 8-20 1980 年代のザクセンドルフ・マドロー周辺の土地利用状況図 
 
（出所：コットブス市の土地利用計画図をもとに筆者加工） 
 
②「維持する」地区においては、生活空間のアメニティを向上させるための撤去・
減築を実施 
 「維持する」地区、すなわち数字地区においては、生活空間のアメニティを向上
させるために減築・撤去を遂行した。最も象徴的なものは第 2地区のトゥローヴ
ァー・シュトラッセ（Turower Straße）沿いの建物の撤去である。これらの建物
は、密集していたプラッテンバウ団地の一部を撤去することで、あたかも「風の
道」のように通り抜ける空間をつくりあげた。図 8-21にそのルートを示している
が、歩くシークエンスが感知できるように空隙をつくることで、生活空間が格段
に豊かになっている（写真 8-3～8-6）。 
 
トラム線
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図 8-21 第 2 地区の Turower Straße の建物を撤去したことでつくられた歩行回廊 
 
 
写真 8-3～8-6 トゥローヴァー・シュトラッセの建物の撤去 
 
 
 
 同様の試みは、第 1地区の新たにつくられた集合住宅の中庭を貫通する歩道の
整備においてもみることができる。ここでは、建物を撤去した跡にしっかりとし
たランドスケープ・デザインを実施することで、魅力あるオープン・スペースを
創出することにも成功している（図 8-22、写真 8-7～8-10）。 
 
トラムの駅ギルゼンキルフェン・アリー
歩道回廊をつくるために撤去
された建物
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図 8-22 第 1 地区の新たにつくられた集合住宅の中庭を貫通する歩道のルート 
 
 
写真 8-7～8-10 第 1 地区の新たにつくられた集合住宅の中庭を貫通する歩道 
 
 
 
 このような施策が試みられたのは、撤去や減築がプラスであるということのデ
モンストレーションを目的としていたからである。これらの撤去は、初期におい
て行われており、費用も大幅にかかった。例えば、コットブスでの通常の撤去で
あれば 1 ㎡あたり約 30 ユーロの費用がかかるのだが、第 2 地区では 1 ㎡あたり
120ユーロと非常に高額であった。 
 このようなデモンストレーション・プロジェクトとしてドイツ国内でもたいへ
トラムの駅
歩道回廊をつくるために撤去
された建物
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ん有名な事例となり、各種の建築賞を受賞したのが、ギルゼンキルフェン・アレ
ーの南にある前述した（p.205）セオドア・シュトローム・シュトラッセの減築
プロジェクトである。 
 ただし、最近はそのようなプロジェクトは実施されず、その成果は評価されて
いるものの、費用対効果という観点では継続が難しい事業であったことが理解で
きる。しかし、「建物の撤去」という極めて否定的なイメージを与える事業に対し
て、肯定的な成果も得られるということをザクセンドルフ・マドローの住民だけ
でなく、コットブス市民、さらには旧東ドイツの縮小都市で生活する住民に知ら
しめた点は高く評価される。そして、現在でも、第 1地区、第 2地区、さらには
セオドア・シュトローム・シュトラッセの減築プロジェクトは、ザクセンドルフ・
マドローの住宅地でも傑出してアメニティの高い住空間を具体化させている。そ
の効果を定量化させることは難しいが、ザクセンドルフ・マドローを「維持」さ
せていくためには不可欠な事業であった可能性は否定できない。 
 
③ 撤去することの周辺住民への負の影響を強く意識し、それを緩和させようとし
ていること 
 「社会都市プログラム（Sozial Städt）」を連邦政府が策定したのが 1999 年。コ
ットブスがこのプログラムに参加したのも 1999 年である。同じ縮小都市のホイ
ヤスヴェルダが 2015 年時点で未だこのプログラムの助成を申請していないとい
う事実からも、コットブスのこの問題に対する意識の高さ、先進性がうかがえる。 
 縮小する地区においては、コミュニティが脆弱化していくことが課題であるが、
ザクセンドルフ・マドローは前述したようなソフト面を意識したプロジェクトを
実施することで、そのダメージを緩和することに成功している。 
 ドイツにおいては、サステイナビリティに関して「環境と経済と社会の 3 つの
要素は相互に関係があり、1 つが衰退すると、すべてがスパイラル的に悪化して
いくという認識がある」xvi。経済的指標に拘り、その改善を意識した政策を採っ
たとしても、社会的、環境的な観点から衰退が進んでいくと、長期的には経済的
にも衰退していく。ザクセンドルフ・マドローの人口の減少率、失業率などは最
近、低下傾向にあり、最悪の時期は脱しつつあるように見えるが、それはこのよ
うなソフト面でのコミュニティ維持の政策が貢献しているからであると考察され
る。  
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８－４ ノイ・シュメルヴィッツの縮小政策（ミクロの縮小政策 2） 
（1）ノイ・シュメルヴィッツの概要 
① 地理的概要 
 ノイ・シュメルヴィッツは、コットブス都心部から 3～4km ほど北部に位置す
るプラッテンバウ団地である。ノイ・シュメルヴィッツは、1971年までは農地で
あった。1980年代にコットブスの褐炭産業が拡大するのに伴い、市内では雇用も
創出され、人口も増加していった。その増大した人口を収容するために、1983
年に新しい住宅団地ノイ・シュメルヴィッツが計画され、1年後には P2タイプと
WBS70aタイプの 5～6階建ての団地から構成される住宅団地がつくられた。 
 ノイ・シュメルヴィッツは都心部とはトラム 4号線とで結ばれている。ノイ・
シュメルヴィッツは計画途上で未完成のまま東西ドイツの統一を迎えた。そのた
め、1990年代半ばまで建設は続いていたが、それ以降の建設は中止された。その
後、改修等もほとんどされることはなかった。 
 1991 年には最初の 3 期の計画が具体化され、約 95 ヘクタール、5500 戸、人
口は約 12000人の団地がつくられたxvii。また、この時期にはコミュニティ施設な
どの施設も造られ、地域暖房等のインフラネットワークも整備された。オープン・
スペースのランドスケープ・デザインもなされ、商業施設なども立地し始めた。 
 
② 人口 
 ノイ・シュメルヴィッツはシュメルヴィッツ区に属している。2002 年には
18159 人いるシュメルヴィッツ区の人口の 48％を占めていたが、撤去が始まっ
た後の 2007年ではその割合は 37%まで低下した。シュメルヴィッツ区もこの間、
人口が 3000人ほど減少していることを考えると、その減少率は高いものがある。 
 
図 8-23 ノイ・シュメルヴィッツの人口推移 
 
（出所：コットブス市）  
 
 ノイ・シュメルヴィッツは極めて新しい街であったこともあり、ドイツ再統一
直後は人々がそこから移転することはなかった。住民がノイ・シュメルヴィッツ
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から移出し始めるのは 2000年頃からである。2000年には 1万人近くいたノイ・
シュメルヴィッツの人口は 2007 年には 5579 人にまでなり、2014 年には 4230
人にまで減少する。2000年から 2014年までノイ・シュメルヴィッツの人口は 57%
も減少したのである。その 2000年から 2014年までの人口推移を図 8-23に示す。 
 また、図 8-24にノイ・シュメルヴィッツの住民の平均年齢の推移を示す。これ
より、2000年には 32.8歳であった平均年齢が 2014年には 40.9歳まで急上昇し
ていることが分かる。ただし、それでもコットブス市の平均である 46 歳より若
く、同じ縮退対象地区であるザクセンドルフ・マドローの 45.1歳よりも若い。 
 
図 8-24 ノイ・シュメルヴィッツの住民の平均年齢の推移 
 
（出所：コットブス市） 
 
 ノイ・シュメルヴィッツの住民が相対的に若いことは、65歳以上人口の占める
割合を他地区と比較すると明らかである。2014年時点においても、ノイ・シュメ
ルヴィッツのこの割合は 12.9％であった。同割合はコットブス市全体では 23.8％、
ザクセンドルフ・マドローで 19.7％、ザンドーでは 36.1％であった。 
 
（2）ノイ・シュメルヴィッツの縮小政策 
① マクロな縮小方針 
 ノイ・シュメルヴィッツはしっかりと計画された団地であった。特に西の地区
においては、良質な住環境が提供され、住民の評価も決して悪くなかった。ただ
し、都市全体が縮小していく中、都市全域でみると、ノイ・シュメルヴィッツは
残り鬼として位置づけられた。ノイ・シュメルヴィッツの空き家率も 2001 年末
では 20.1%であったのだが、2005年には 31.8％にまで上昇し、2007年には 38％
という数字まで上昇した。 
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図 8-25 ノイ・シュメルヴィッツの撤去戦略 1（理想案：Zielvariante） 
 
 
 2001年から開始されたマクロの縮小政策では、ザクセンドルフ・マドローが対
象となったが、2006年に策定された縮小政策（STUK2006）ではノイ・シュメル
ヴィッツもマクロの撤去地区として位置づけられ、その縮小方針も 2005 年に提
住宅戸数　5479戸
内訳　GWC 1889戸
 GWG 2243戸
 GESAP 255戸
 WSHG 900戸
 PRIVAT 162戸
 Kommunal 30戸
撤去ポテンシャル　3072戸
内訳　GWC 1889戸
 GWG 2243戸
 GESAP 900戸
 WSHG 255戸
 PRIVAT 約20戸
 Kommunal 30戸
撤去（計画）
保全（計画）
縮小5000分の１
（出所：コットブス市）
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示された。 
 
図 8-26 ノイ・シュメルヴィッツの撤去戦略 2（妥協案：Alternativevariant） 
 
 
 それまではノイ・シュメルヴィッツは包括的に住環境を向上させる方針であっ
住宅戸数　5479戸
内訳　GWC 1889戸
 GWG 2243戸
 GESAP 255戸
 WSHG 900戸
 PRIVAT 162戸
 Kommunal 30戸
撤去ポテンシャル　2445戸
内訳　GWC  844戸
 GWG 1571戸
 GESAP     0戸
 WSHG     0戸
 PRIVAT 約20戸
 Kommunal 30戸
縮小5000分の１
（出所：コットブス市）
撤去
保全（計画）
撤去優先一部
保全優先一部
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たのだが、2006 年の STUK の改訂版では大きく 180 度方向性が変わり、ノイ・
シュメルヴィッツの撤去をすることのポテンシャルが検討され、2006年から撤去
が開始されることとなった。 
 ノイ・シュメルヴィッツの撤去指針は、トラム 4号線の東西において大きく分
かれる。それは、トラム線を境とする東側の住宅は撤去し、西側の住宅は維持す
るというものである。そして、東側の住宅の住民を西側の住宅へと移転させよう
とした。 
 2005年にコットブス市がノイ・シュメルヴィッツにおいて策定した撤去戦略は
2 つある。1 つはツィール・ファリアンテ（Zielvariante）とよばれるもので、理
想案ともいえるものである。それを図 8-25に示す。赤色が「撤去」地区であり、
黄色が「維持」地区である。東側でどの程度、建物が撤去する可能性があり、西
側にはどれだけ東側の住民を移転させるポテンシャルがあるのかが具体的な数字
で示されている。東側には 3072 戸の撤去可能の住戸があり、それを受け入れる
戸数は東側の撤去をしないフッタング通り（Hutungstraße）の住戸を含めて 983
戸存在すると提示されている。 
 ただ、同じ報告書に代替案も示されている。これは、アルターナティフ・ファ
リアンテ（Alternativevariante）とよばれており、理想案とは異なり、東西ともに、
その一部はグレイゾーンとして指定されており、状況に応じて撤去・維持が決め
られる柔軟さがうかがえる（図 8-26参照）。この案では、理想案で示されていた
WSHG と GESAP が所有する建物の撤去は一切なく、また東側の撤去住民の受け
入れ可能な住宅と提示されていた西側の戸数は、ここではすべて撤去戸数の方に
数えられている。この案では、2455戸が撤去可能であると提示されている。 
 東側を撤去することに決めた背景には、東側の方が空き家率は高く、また建物
の改修も進んでいなかったことが挙げられる。また、東側を一挙に撤去しようと
考えた理由としては、社会基盤の維持管理のための費用が関係している。東側を
一挙に撤去すれば、電線、下水道、上水道のネットワークを必要としなくなる。
加えて、西側より先行してつくられた東側の建物はインフラも古く、そもそも修
繕が必要な状況であった。また、東はプラッテンバウのタイプでいうと P2 タイ
プであった。これは 56 ㎡と部屋の床面積も小さく、あまり魅力がない。一方で
西側のものは新しくつくられたということもあり、窓のついた台所など住宅とし
ての魅力が東側より高かったxviii。 
 
② ミクロ（建物単位）の縮小方針 
  2005年に策定されたノイ・シュメルヴィッツの撤去方針では、具体的に撤去す
る建物を含めた将来像（Leitbild）を示している（図 8-27）。これより、東側はフ
ッタング通り沿いの民間所有（Privat）の建物（図 8-27で赤い点線の楕円で囲ま
れた建物）を除けば、ほぼ全壊。一方で西側の建物はすべて保全されていること
が理解できる。将来像（Leitbild）はあくまでも理想的な将来像ということで、ツ
ィール・ファリアンテ（Zielvariante）のものしかコットブス市は提示していない。 
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図 8-27 ノイ・シュメルヴィッツの将来像（Leitbild） 
 
（出所：コットブス市） 
 
センター地区
建物
公有地
住宅地
住宅撤去地区（緑地へと転用）
緑地・オープンスペース
交通施設
【凡例】
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（3）ノイ・シュメルヴィッツの縮小事業 
① 撤去された建物の目録 
 表 8-8 にノイ・シュメルヴィッツにおける 2015 年までの全減築・撤去戸数の
情報を示す。最初に撤去された建物は東部の最南端にあるゴッツホルト・シュヴ
ェラ地区のものであった。ノイ・シュメルヴィッツにおいては、シュタットウン
バウ・オストのプログラムに則り、2010年末までで 2336戸の建物を撤去した。 
 
表 8-8 ノイ・シュメルヴィッツの全減築・撤去建物の目録 
番号 住所 減築 計画年 実施年 住宅会社 
1 Ernst Mucke Straße 12-15 46 2006 2006 GWC 
2 Ernst Mucke Straße 16-19 48 2006 2006 GWC 
3 Ernst Mucke Straße 20-23 48 2006 2006 GWC 
4 Gotthold-Schwela-Straße 39-41 72 2006 2006 GWC 
5 Gotthold-Schwela-Straße 1 60 2006 2006 GWC 
6 Gotthold-Schwela-Straße 60-62 72 2006 2006 GWC 
7 Zuschka 1-11 110 2008 2007 GWC 
8 Hopfengarten 40-46 76 2008 2008 GWC 
9 Rudniki 18-14 21 2008 2008 GWC 
10 Rudniki 18-17 35 2008 2008 GWC 
11 Rudniki 18-21 40 2008 2008 GWC 
12 Am Lug 12-15 40 2008 2009 GWC 
13 Rudniki 22-25 31 2008 2008 GWC 
14 Rudniki 26-27 16 2008 2008 GWC 
15 Rudniki 28-31 40 2008 2008 GWC 
16 Rudniki 32-35 40 2008 2008 GWC 
17 Rudniki 36-39 49 2008 2009 GWC 
18 Gotthold-Schwela-Straße 29-33 60 2006 2006 eG 
19 Gotthold-Schwela-Straße 34-38 60 2006 2006 eG 
20 Gotthold-Schwela-Straße 42-45 48 2006 2006 eG 
21 Gotthold-Schwela-Straße 46-49 48 2006 2006 eG 
22 Gotthold-Schwela-Straße 50-54 60 2006 2006 eG 
23 Gotthold-Schwela-Straße 58-59 59 2006 2006 eG 
24 Gotthold-Schwela-Straße 68-66 46 2006 2006 eG 
25 Gotthold-Schwela-Straße 21-24 48 2007 2006 eG 
26 Gotthold-Schwela-Straße 28-28 47 2007 2006 eG 
27 Gotthold-Schwela-Straße 2 60 2007 2007 eG 
28 Gotthold-Schwela-Straße 8-7 60 2007 2007 eG 
29 Gotthold-Schwela-Straße 8-13 62 2007 2007 eG 
30 Gotthold-Schwela-Straße 14-18 60 2007 2007 eG 
31 Emst-Mucke-Straße 8-9 60 2009 2009 eG 
32 Hutungstr.1-4, Emst-Mucke-Str.10 59 2009 2008 eG 
33 Hutungstraße 8-8 48 2009 2008 eG 
34 Hutungstraße 9-13 60 2009 2008 eG 
35 Hutungstraße 14-17 48 2009 2008 eG 
36 Kauperstraße 12-16 60 2010 2009 eG 
37 Kauperstraße 17-21 60 2010 2009 eG 
38 Kauperstraße 22-26 Teil 1 33 2010 2009 eG 
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39 Kauperstraße 22-26 Teil 2 27 2010 2009 eG 
40 Kauperstraße 27-31 59 2010 2009 eG 
41 Kauperstraße 32-35, Schmw. Weg 7 60 2010 2009 eG 
42 Hutungstraße 26-28 Teil 1 10 2010 2009 eG 
43 Hutungstraße 26-28 Teil 2 30 2010 2009 eG 
44 Willi-Budich-Straße 1-3a 40 2010 2009 eG 
45 
Hutungstraße 28-25, Schmellwitzer Weg 
18-21 120   2010 eG 
46 Willi Budich Straße 20-22 35   2015 eG 
47 Neue Straße 87-89 30   2014 eG 
  合計 2401       
（出所：コットブス市） 
 
図 8-28 ノイ・シュメルヴィッツにて撤去された建物 
 
（出所：コットブス市の資料をもとに筆者作成） 
2006 年撤去
2007 年撤去
2008 年撤去
 2016 年３月で現存する建
2009 年以降に撤去
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 これらを地図上で示したものが図 8-28である。東側の方が撤去された建物が多
いが、前述した将来像（Leitbild）やツィール・ファリアンテ（Zielvariante）で示
された「理想型」の東側のほとんどを撤去するという計画とは異なった結果とな
っている。また、保全するという方針であった西側の建物も幾つか撤去されてい
ることが分かる。特に北部のルドニキ（Rudniki）地区においては西側であるにも
関わらず 8棟が撤去されるなど、クラスターで撤去事業が遂行された。この結果
からも、撤去計画は筋も通った非常に分かりやすいものではあったが、それを実
現させるうえでは都市計画的ではない事情による障壁があったことが推察される。 
 
② 東西地区の違い 
 図 8-29にノイ・シュメルヴィッツをトラム線の東西別に分類し、それらの撤去
数を時系列で示した。これより、シュタットウンバウ・オスト・プログラムを施
行した初年度（2006年）に大量の撤去が遂行されたことが分かる。それから集中
的に 5年間ほど撤去を行い、この 5年間で東側では 1798戸、西側でも 538戸を
撤去する。その後 3 年間ほど撤去をしなかったが、2014 年に東側の南にあるノ
イ・シュトラッセの建物、そして 2015 年には西側のヴィリー・ブディヒ地区の
建物を 1棟、撤去している。 
 
図 8-29 東西別の撤去数の推移 
 
（出所：コットブス市の資料をもとに筆者作成） 
 
③ 建物のタイプによる撤去の実態 
 ノイ・シュメルヴィッツのプラッテンバウは 3つしかタイプがない。WB70と
P2、そして Würfelhaus（キューブハウス）である。それらの棟数、そして撤去数、
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撤去率を西地区と東地区に分けて整理したものが表 8-9 である。これより、東地
区で 36 棟、西地区で 17 棟が撤去されたことが分かるが、P2 が一棟もない西地
区はともかく、東地区においては P2が撤去対象となっていることが理解できる。
前述したように P2 タイプは 56 ㎡で 3 室しかなく、WBS70 よりも古いタイプと
いうこともあり人気がなかった。そのために、積極的に撤去対象となったと考え
られる。 
 
表 8-9 建物タイプ別の棟数、撤去数、撤去率 
  
建物タイプ 
建物の棟数 撤去された建物の棟数 建物の撤去率 
西地区 東地区 合計 西地区 東地区 合計 西地区 東地区 合計 
WBS70 57 32 89 17 7 24 29.8% 21.9% 51.7% 
P２ 0 35 35 0 29 29 0.0% 82.9% 82.9% 
Wrfelhaus 11 2 13 0 0 0 0.0% 0.0% 0.0% 
（出所：コットブス市の資料をもとに筆者作成） 
 
 （4）撤去事業の特徴 
 ノイ・シュメルヴィッツの撤去事業の特徴としては、計画との乖離が挙げられ
る。計画はトラムを挟んで東地区は撤退、西地区は維持（保全）という極めて分
かりやすいものであった。その理由としても、空き家率の高さ、改修率の悪さな
ど、都市計画的見地からは論理が通っていた。しかし、撤去事業の実態をみると、
必ずしも計画が具体化できていないことが明らかとなった。 
 このような事態はコットブス市としても事前にある程度、想定していたと考え
られ、理想的なツィール・ファリアンテ（Zielvariante）という案と同時に妥協案
ともいえるアルターナティフ・ファリアンテ（Alternativevariante）という案も提
示していた。また、ほとんどの東側の建物を撤去していた将来像（Leitbild）に関
しても、民間所有（Privat）の建物は残すなどの計画論的には筋が通らないものを
残していたなど、理想と現実の狭間で呻吟していたことがうかがえる。 
 縮小政策を具体化させるうえでの最大の障壁は住宅会社にある。表 8-10 にノ
イ・シュメルヴィッツの住宅会社別の撤去棟数と所有棟数を示しているが、撤去
事業を遂行したのは GWC と GWG(eG)という公共性の高い住宅会社だけだとい
うことが理解できる。しかも WSGHも GESAPも所有している建物はすべて東側
にある。GWCと GWGが所有していた東側の建物の棟数はそれぞれ 7棟、31棟
であったが、南にある小さな建物を残して東側の建物は全て撤去している。これ
より、住宅会社が撤去計画に非協力的であったために、計画がうまく遂行できて
いないことが推察される。 
 さらに、計画では東側の住民を西側に移転させることを提案していた。しかし、
これをうまく遂行するためにはタイミングが極めて重要であった。結果的に、東
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側の住宅の住民が西側の住宅に円滑に移転することは適わなかったために、撤去
ができる建物（GWC か GWG が所有する建物）を撤去するということになり、
東側の住宅が少し残りつつも、西側の住宅が一部、撤去されることになってしま
ったのであるxix。 
 
表 8-10 ノイ・シュメルヴィッツの住宅会社別の撤去棟数と所有棟数 
住宅会社 
所有棟数 撤去数 
東地区 西地区 合計 東地区 西地区 合計 
GWC 7 38 45 6 14 20 
GWG(eG) 31 27 58 30 1 31 
WSHG 21 0 21 0 0 0 
GESAP 6 0 6 0 0 0 
PRIVAT 2 2 4 0 0 0 
（出所：コットブス市の資料をもとに筆者作成） 
 
８－５ コットブスの成果と課題 
（1）コットブスの成果 
① 縮小の鈍化 
 コットブス市では、この 5年間ほど人口の縮小のスピードは低減しており、2015
年にはついに人口が増加へと転じた。この増加は、直接的には移民が増えたためで
あるが、人口が増加に変転するとは 10年ほど前では想定できなかったことである。
移民の増加という外部要因が人口縮小の低減の大きな理由ではあるが、それまで人
口が縮小する要因などをしっかりと分析をし、本章でも整理したような縮小政策を
しっかりと遂行してきたことが、その増加の背景にはあると考えられる。 
② 空き家率の低減 
 コットブスではプラッテンバウ団地の撤去がなければ、2015 年までに 15000
戸の空き家が生じると予測されていたxx。コットブスは 2010年までに 9637戸の
住戸を撤去・もしくは減築した。その結果、2010 年の空き家率は 4.5％と 2005
年の 11.8％から大幅に減っている（表 8-11参照）。これは、表 8-2の 2006年に
おいての 2010年の予測値である市全体の 13％を大きく下回っており、減築によ
る住宅数削減の効果が覿面に出ていると考えられる。 
 しかし、コットブス市は 2015 年以降も減築を計画している。これは、コット
ブス市の人口が極めて高齢化しているからだ。1996年においては市民の平均年齢
は 37.9 歳であったが、2004 年には 42.6 歳にまで上昇している。そして、2020
年には 47.8歳にまで上昇すると予測されている。これまでは社会減での人口減少
であったが、今後は自然減での人口減少が進むと市役所では考えており、今後も
空き家は増えていく傾向にあると捉えているxxi。そのため、2025 年までに 3000
戸～6000戸の建物を撤去することを計画している。また、地区ごとで空き家率に
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も違いがあり、2015 年時点での数字であるが、都心部だと 1％～2％であるのに
対して、ザクセンドルフ・マドローは 10％、ノイ・シュメルヴィッツでは 21％
である。 
 
表 8-11 空き家率の推移（実際値） 
  空き家率（%） 住宅数 減築数（合計） 
1995 3.5 58587 0 
2000 17.5 62348 66 
2005 11.8 61193 3812 
2010 4.5 57275 9637 
（出所：コットブス市） 
 
③ 空間的中心性の強化 
 コットブスは上記の政策目標に基づき、都心部の強化、そして都市全体ではコ
ンパクト化のための周縁部の積極的な減築を行った。その結果、コットブスはド
イツ再統一から今（2014 年）までで 4 万人の人口を失ったが、一方で都心部の
人口は 25％ほど増加した。都心部の建物の改修や公共空間の都市デザイン事業を
実施したことで、コットブスの文化的な心臓部ともいえる旧市街地（アルトマル
クト）は、10年前に比べると見違えるほど立派になっている。写真 8-7にビフォ
ア・アフターの写真を掲示するが、大きく状況が改善されていることが観察でき
る。 
 
写真 8-11 アルトマルクトのビフォア・アフター 
 
（出所：コットブス市） 
 
 コットブスのアルトマルクトは、ドイツの都市の中でもゲーリッツなどと並び、
東欧色が強く感じられる歴史的街並みを有しており、これらを再生したことでコ
ットブス市の観光客も増加している。2009 年から 2010 年にかけて 9.8％ほど観
光客が増加すると、それ以降 4年間連続で前年を上回って増えているxxii。 
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（2）課題 
① 住宅会社との調整 
 この問題はコットブスだけではなく、縮小計画を遂行しようとする自治体すべ
てが抱える大きな課題である。本章では、ザクセンドルフ・マドローとノイ・シ
ュメルヴィッツという事例をとりあげた。同じ自治体であるにも関わらず、ザク
センドルフ・マドローは規模が大きかったにも関わらず、関係した住宅会社の数
が少なかった。一方でノイ・シュメルヴィッツは縮小計画を策定した時期がザク
センドルフ・マドローに比べて遅いこともあり、住宅会社が市の住宅会社と住宅
組合の住宅会社以外に 2社存在した。この 2社はコットブス市の縮小計画にまっ
たく従わなかった。その結果、ザクセンドルフ・マドローがマクロレベルでは、
ほぼ計画通りに撤去事業が遂行されているのに対して、ノイ・シュメルヴィッツ
は必ずしも計画通りに撤去事業は遂行されなかった。そのため、ノイ・シュメル
ヴィッツでは下水道、地域暖房といったハード面での社会基盤の維持管理が非効
率になることや、幼稚園、小学校といったソフト面での社会基盤の維持管理も非
効率になることなどが予期される。 
 縮小計画は都市計画発展コンセプトによって定められる。しかし、これは法的
な強制力は一切ない。実際、土地利用計画で法的な規制を一般市民にまで及ぼそ
うとなると Bプランを策定しなくてはならない。ただ、ドイツにおいても、この
Bプランを策定する前段階の広域土地利用計画の Fプランを該当地域において策
定しようとすると、住宅会社が猛烈な反対をするという事例がコットブスにおい
てもあった。具体的には Fプランで撤去計画地を緑地に変更しようとしたら、そ
の土地を所有していた住宅会社が、市役所にそのことによって下がる地価に相当
する補償金を請求してきたのである。それが出来ないのであれば、土地を市が購
入するべきだと主張したのだが、市もそのようなお金を有していないxxiii。 
 そのような状況であるので、将来像（Leitbild）を策定するうえでも、民間の会
社が所有している建物は撤去候補から外してしまったりする。このような事態は、
望ましい縮小戦略を立てることを遠ざけることに繋がる。その解決方法は見出し
にくいが、今後、検討すべき大きな課題であると考えられる。 
② 撤去跡地の整備 
 撤去した跡をどうするのかは課題である。コットブス市では撤去プログラムを開
始し始めた当初は、IBA フルスト・プックラーラントや「巨大な新しい団地の開発
プログラム」(VVN)などの補助金を用いて、撤去跡地にアメニティの高いランドス
ケープ・デザインなどを施行していたが、最近ではそのような事業をする予算もな
く、撤去跡地が荒れ地のままになっている。また、VVNの予算でポケット・パーク
を整備したノイ・シュメルヴィッツのゴッツホルト・シュヴェラ地区においても、
プログラムが終了した後に管理をされていなかったこともあり、みすぼらしい景観
に変容してしまっている。VVN の予算を使った場合、25 年間はそのままにしなく
てはならないという規則があるのだが、これがネックになり、みすぼらしい景観を
変えることもできなくなっている（写真 8-12参照）。 
 コットブスの住宅会社は、跡地のランドスケープ・デザインは費用の面から実施
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しない。予算がないという制約の中でではあるが、現状を改善する取り組みは求め
られている。 
 
写真 8-12 ゴッツホルト・シュヴェラ地区において放置されたままの跡地 
 
 
③ 住民参加の欠如 
 コットブス市の撤去政策においては、住民は会議等に参加することはできるが、
その意見を聞かれることはない。これは、意見を聞くと収拾がつかなくなるという
ことが理由xxivであるが、旧東ドイツにおいてもライネフェルデ市のように、住民の
参加を聞いて縮小政策を策定した事例は存在する。特に学校の閉校などに関しては、
関係者を全員、納得させることは難しいが、そのプロセスを公明正大にすることで、
摩擦を最小化させることが望ましい。  
 とはいえ、住民を中心としたコミュニティを強化するという点では「社会都市プ
ログラム」を導入して、それなりの成果を出しているxxv。このようなコミュニティ
強化の動きは、将来的にはボトムアップによる街づくりを促す資源をつくりだすこ
とが期待される。 
④ 需給の調整は長期的に対処 
 マクロ面での撤去計画を具体化させるには時間がかかる。これは、「撤去地区」
に居住している人が、「維持地区」に引っ越そうと考えた時に、うまく「維持地区」
に空き家があるか否かは不確定であるからだ。逆に、住宅会社の立場で考えると、
「維持地区」に空き家が生じた時に、「撤去地区」に居住している人に引っ越して
きてもらいたいが、そのような人が都合よく存在しているとは限らない。「撤去地
区」の住民の「維持地区」に対する空き家への需要に、タイミングよく「維持地区」
が空き家を供給できるのか。この需給の調整にはある程度、時間がかかる。長期的
な観点から、撤去計画を考えなくてはいけない所以である。 
 これがノイ・シュメルヴィッツにおいて、東側から西側へ人がうまく移転できな
かった理由であり、その結果、西側の住宅が当初の計画では策定されなかった撤去
事業を遂行した要因である。	
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８－６ まとめ 
 本章ではラウジッツ地方の中核都市であるコットブスの縮小政策、その中でも
特に撤去政策について、コットブスの市域全体、そしてマクロでの撤去地区とし
て指定されたプラッテンバウ団地のザクセンドルフ・マドロー、そしてノイ・シ
ュメルヴィッツにおいて、その施行プロセスを整理し、計画がどの程度、具体化
されたのかなどを検証した。また、撤去事業に伴う課題および成果をまとめた。 
 その縮小政策の特徴は、市域全体では二面戦略（Doppel Strategie）を展開し
ていることである。これは、「保全戦略」と「縮退（撤去）戦略」の相反する戦略
を同時展開することで、「縮退（撤去）地域」から「保全地域」（都心部）へと人々
を移転させ、都市のコンパクト化を図るというものである。 
 この「縮退（撤去）地域」に指定されたのが、都市の周縁部に立地する 2つの
プラッテンバウ団地のザクセンドルフ・マドローとノイ・シュメルヴィッツであ
った。ザクセンドルフ・マドローでは９つの地区のうち、比較的新しく開発され、
公共交通の利便性があまりよくない５つの地区を「撤去地区」として指定し、ほ
ぼ全面撤去を遂行もしくは遂行中である。この全面撤去という判断を下した理由
は、社会基盤の維持管理費を節約するためである。また、「維持地区」として指定
された４つの地区に関しても、シュタットウンバウ・オストのプログラム開始時
においては、その住宅の環境の質を改善させることが期待できるような撤去事業
は推進された。これは、周辺の住宅が撤去されることに対する住民への負の影響
を緩和させようとすることも意図されていた。ただし、このような処置は通常の
撤去事業に比べて４倍程度、余計に費用はかかった。 
 ノイ・シュメルヴィッツに関しては、第一期のシュタットウンバウ・オスト・
プログラムでは撤去事業は行われず、第二期から行われたこともあり、ザクセン
ドルフ・マドローに比べると、都市計画的な干渉があまり強くなく撤去事業は展
開された。計画では、団地を南北に通るトラムの東側は全面撤去、西側は維持、
と綺麗にゾーニングされていた。これは東側の方が空き家率は高く、改修率も悪
く、さらには建物もあまり人々に人気のない P2タイプが多かったからである。 
 それにも関わらず、コットブス市は「東側＝撤去」「西側＝維持」の代替案と題
して、グレイゾーンを設けた撤去計画案も提示している。その結果、ほぼ代替案
通りのように撤去事業は遂行されている。現地踏査調査では、東側でも 2016年 3
月時点で撤去されていない建物が存在するし、西側でもクラスターで計画にはな
かった撤去が行われたりしている。このような計画と実際の齟齬は、住宅会社の
性格に負うところが大きい。ノイ・シュメルヴィッツには比較的大きな住宅会社
が４つ存在するのだが、撤去事業を行っているのは、コットブス市営の住宅会社
と住宅組合の住宅会社の２社のみである。 
 その課題としては、１）住宅会社との調整の難しさ、２）撤去跡地の整備、３）
住民不在の撤去計画、４）需給調整の長期的対処の必要性、などが挙げられる。ま
た、成果としては、１）人口の縮小が鈍化し、2015 年にはついに市域全体ではあ
るが人口が増加したこと、２）空き家率の低減、そして３）空間的中心性の強化、
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が挙げられる。 
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第 9章 結論 
 
9－1 研究成果の概要 
 
 本研究では、旧東ドイツの人口縮減下における縮小政策の中でも、特に集合住宅
団地の撤去事業（Abriss）に着目し、5 つの事例研究を通じて、その計画内容、計
画策定プロセスを整理すると同時に、その課題、成果を分析した。 
 事例研究をするにあたっては、特に次の点に注目をした。 
1）撤去をする地区、撤去をしない地区をどのように都市計画的に判断しているの
か。何が重要な指標（クライテリア）となっているのか。 
2）撤去をする建物はどのように判断されているのか。何が重要な指標（クライテ
リア）となっているのか。 
3）上記の都市計画的判断は、実際の撤去事業として遂行されているのか。もし、
遂行されていないのであれば、その背景には何か理由があるのか。その理由は普遍
的なものなのか。 
4）撤去事業を計画、また遂行するうえでの課題は何か。また、それらが遂行され
た場合、どのような成果が現時点で得られているのか。  
 これらの問に対して、本研究で得られた情報、知見にもとづいて以下、回答する。 
 
（1）撤去をする地区、撤去をしない地区をどのように判断して都市計画的に決定
しているのか。何が重要な指標（クライテリア）となっているのか 
 
 撤去をする地区、撤去をしない地区を、研究対象の事例都市がどのように都市計
画的に判断したかを表 9-1 にまとめた。これより、事例によって多少、その濃淡は
異なるが、ほぼ次のような指標（クライテリア）が、その判断をするうえでの重要
なファクターとなっていると考えられる。 
・アイデンティティの維持 
・建物の状態（空き家率、改修状況） 
・都市集積（アーバニティの維持） 
・住宅会社の数 
・都市構造のコンパクト化 
・都心地区の再生 
・長期的に安定した住空間の維持 
・社会基盤の維持管理費の削減 
・住宅の質 
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表 9-1 事例ごとの「撤去する地区、しない地区」の判断、およびその理由  
 撤去する
地区 
撤去しな
い地区 主な理由 補足 
ア
イ
ゼ
ン
ヒ
ュ
ッ
テ
ン
シ
ュ
タ
ッ
ト 
第 7 地区 
第1～第4
地区 
アイデン
ティティ
の維持、
空き家率 
ドイツ最初の社会主義計画都市としてつくられた第
1～第 4 地区は、アイゼンヒュッテンシュタットとい
う都市のアイデンティティとして捉えられ、維持して
いくことを判断。特に、記念物保護（Denkmalshutz）
として指定されている第 2 地区は撤去数ゼロ。第 7
地区は、最も新しく開発された団地であるが、空き家
率が高かったこと、都心部から離れていることもあ
り、全面撤去という判断が為される。 
第 5 地区 第 6 地区 
住宅会社
の数、改
修状況 
第 5 地区は 2 つの住宅会社が所有する建物は 100％。
6 地区はそれ以外の住宅会社も団地を所有。また、第
6 地区は改修済みの建物が多いこともあり、維持する
ことを判断。適宜、間引く程度のミクロの撤去事業だ
けを推進。第 5 地区は第 6 地区の代替として撤去候
補となる。 
グ
リ
ュ
ー
ノ
ウ
団
地 
5.1 地区、
7 地区、8
地区 
1 地区～4
地区、5.2
地区 
都市集積
（アーバ
ニティの
維持）、
空き家
率、改修
の必要度 
グリューノウ団地は撤去計画を 2 回策定する。最初
は、とりあえず供給過多の住宅市場を調整するため
に、住宅の絶対数を減らすことを念頭に「空き家率」、
「改修の必要度」をチェック。さらに、「オープンス
ペースの供給状況」「地元の小売店舗」「社会基盤（学
校等を含む）」「公共交通へのアクセス」「建物密度」
「環境の質」「開発ポテンシャル」から地区を 3 つに
分類する。ここでは、マクロ的な観点からの「撤去地
区」、「維持地区」に分類するという発想は弱い。し
かし、そのような発想なく撤去を進めることで、都市
らしさを形成する都市集積が脆弱化するようになっ
たため、2 回目の計画を策定する際には、初期に開発
された地区を中心に「維持」し、周縁部の地区群を「撤
去」候補地区とした。 
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ホ
イ
ヤ
ス
ヴ
ェ
ル
ダ 
地区 1～
地区 3，地
区 4～地
区 7 の都
心側 
地区８，
地区 9，地
区 10 
都市構造
のコンパ
クト化、
空き家
率、住宅
需要 
サステイナブルな都市構造を維持することを目的に、
中心部とアルトシュタット（旧市街地）を都市の「核」
として位置づけ、そこに都市を収斂させることを目的
とした。大きな判断基準は住宅への「需要（人気）」。
初期に開発された地区1～地区4は建物も相対的に低
層でランドスケープ・デザインもよく、都心に近いこ
ともあり人気があったので維持することが判断され
る。その周縁部は高層であり、空き家率も高いので撤
去と判断された。「需要（人気）」を指標として細分
類した後、「住宅の質」「密度（高さ）」「ランドス
ケープの質」「中心への近接性」を判断基準とした。 
デ
ッ
サ
ウ・ロ
シ
ュ
ラ
ウ 
縮退が生
じている
いくつか
の地区
（ツォー
バーベル
ク等） 
活力のあ
る幾つか
の地区。
Theater 
District 等 
市全体か
らみて、
安定的に
維持する
ことが重
要 
デッサウの縮小（撤去）地区と維持地区との分類の仕
方はユニークである。そのコンセプトは、縮退してい
く地域の中に「都市の島」を維持するというもの。維
持していく地区で、都市の質を具体化し、そこでは撤
去はしない。撤去地区は、それをネットワーク化し「ラ
ンドスケープ・ゾーン」を形成させることを意図して
いる。 
コ
ッ
ト
ブ
ス
（
マ
ク
ロ
） 
ザクセン
ドルフ・
マドロ
ー、ノ
イ・シュ
メルヴィ
ッツ 
アルトシ
ュタッ
ト、ザン
ドー 
都市構造
のコンパ
クト化、
都心地区
の再生 
市全域でのマクロの観点からの目的は、「都心地区の
再生」と「都市構造のコンパクト化」。最も新しく開
発されたプラッテンバウ団地であるノイ・シュメルヴ
ィッツ、開発された時期は早いが、都市の周縁部にあ
るザクセンドルフ・マドローのさらに都心から離れて
いる地区を撤去地区と判断。都心は「アイデンティテ
ィの強化」「人口増加」を目標として、その再生を図
った。 
コ
ッ
ト
ブ
ス（
ザ
ク
セ
ン
ド
ル
フ
・
マ
ド
ロ
ー
） A地区～E
地区 
1 地区～4
地区 
長期的に
安定した
住空間の
維持、都
市集積、
空き家率 
「街区」を生活空間として、かつ「都市性」を維持さ
せつつ、いかにして長期的に安定して維持させていく
のかを念頭におき、大きく撤去する地区と維持する地
区とに分類する。撤去する地区に判断されたところ
は、新しく開発された地区で、高層で安上がりの建物
が多く、公共交通のアクセスもよくなく、空き家率が
高かった。これらはほぼ全面撤去と判断される。 
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コ
ッ
ト
ブ
ス（
ノ
イ・シ
ュ
メ
ル
ヴ
ィ
ッ
ツ
） 
東側 西側 
社会基盤
の維持管
理費の削
減、住宅
の質、空
き家率、
改修率 
東側の方が西側より空き家率が高く、改修率も低かっ
た。さらには大きく一挙に撤去しようと考えた理由
は、社会基盤の維持管理費を節約したかったことであ
る。そもそも、東側は社会基盤の修繕が必要な状況で
あった。また、住宅も P2 タイプという人気のないも
のが多く、それも西側ではなく、東側を撤去させる判
断に繋がった。 
 
（2）撤去をする建物はどのように判断されているのか。何が重要な指標（クライ
テリア）となっているのか。 
 ミクロな地区単位で、撤去する建物の判断材料としては、一般論としては、その
建物の「改修率」、「空き家率」が挙げられる。特に「改修率」は重要なクライテリ
アであり、改修をした建物を撤去するのは、ほぼ市営の住宅会社のみである（その
ような場合、市営の住宅会社は改修していない建物はほとんど撤去し終わっている）。 
 また、都市デザイン的な観点からは、撤去することによってランドスケープ・デ
ザインが改善される（オープンスペースへのアクセスがよくなる、コートヤードの
展望が改善する、道路からの展望が広がる等）ことが撤去の是非を判断するうえで
重要だと「都市計画発展コンセプト」で記述している都市が多い。 
 そして、実際、一部においてはそのような意識をもって撤去された例もみられた
（グリューノウ団地のアルト・ザルツシュトラッセの緑道の沿道の建物を撤去した
ことや、ホイヤスヴェルダでエーリッヒ・ヴァイナート通り沿いの建物を展望確保
の観点から撤去したことや、ザクセンドルフ・マドローのトゥローヴァー・シュト
ラッセ（Turower Straße）の歩行動線をつくるための建物撤去（図 8-21）、コート
ヤードの空間的性格を維持するためのツォーバーベルグの建物 9 番、13 番、31 番
の撤去など）。ただし、これらの事例は通常、都市計画的に相当、強い干渉があった
場合に限定されている。 
 類似した文脈で、アメニティを改善するといった都市デザイン的観点からは、高
層の建物がどこの都市においても積極的に撤去された。ただし、これは住宅会社の
都合もある。なぜなら、シュタットウンバウ・オスト・プログラムでは、撤去費用
のための補助金は床面積に応じて与えられるのだが、撤去した建物の跡地管理は住
宅会社が責任を負う。そのために、高層住宅であれば、管理責任を負う跡地面積が
少ない割に、多くの撤去用の補助金を得ることができるからだ。 
 一方で、空間の質を維持するために、撤去をしない事例もみられた。アイゼンヒ
ュッテンシュタットでは、重要な同市のアイデンティティである歴史的地区の景観
を維持するためにファサード沿いの建物は維持している。これは、同じ社会主義計
画都市であっても、歴史的重要性がアイゼンヒュッテンシュタットに比べて劣るホ
イヤスヴェルダではみられなかった考えである。 
 また、マクロ面では、社会基盤の維持管理費の削減といったインセンティブが、
その判断材料となるが、ミクロ面でも必ずしもその条件が満たされている訳ではな
いが、それなりに配慮されていることがツォーバーベルグの事例から検証すること
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ができた。 
 
（3）上記の都市計画的判断は、実際の撤去事業として遂行されているのか。もし、
遂行されていないのであれば、その背景には何か理由があるのか。その理由は普遍
的なものなのか。 
① マクロ面 
 本研究の事例からマクロ面での縮小（撤去）地区と維持地区というゾーニング指
定に関しては、都市計画的実効性が比較的高いが、ミクロ面での建物の撤去という
点に関しては、都市計画的実効性が低いことが明らかとなった。 
 マクロ面での撤去、維持という指針は、公共交通や道路の整備、社会基盤（ハー
ド面、ソフト面）の整備、住宅開発等の都市計画事業と連動する。特に持ち家率が
低い旧東ドイツにおいては、人々の移動性は高く、マクロ面での「撤退」「維持」と
いったデュアル・アプローチともいえるゾーニング戦略は、短期的に実現すること
は難しいが、長期的に対応することで徐々に「撤退」地区から「維持」地区へと人
が移行していることは、アイゼンヒュッテンシュタットの第 7地区やホイヤスヴェ
ルダの第 10 地区、ザクセンドルフ・マドローの A 地区のほぼ全面撤去という実績
からも考察することができる。 
 このように長期ではないと実効性が低いのは、「撤去地区」に居住している人が、
「維持地区」に引っ越そうと考えた時に、うまく「維持地区」に空き家があるかは
不確定であることによる。逆に、住宅会社の立場で考えると、「維持地区」に空き家
が生じた時に、「撤去地区」に居住している人に引っ越してきてもらいたいが、その
ような人が都合よくいるとは限らない。「撤去地区」の「維持地区」に対する空き家
への需要に、タイミングよく「維持地区」が空き家を供給できるのか。この需給の
調整にはある程度、時間がかかる。長期的な観点から、撤去計画を考えなくてはい
けない所以である。 
② ミクロ面 
 ミクロ面では、おおまかには都市計画的判断で撤去事業は遂行されてはいるが、
必ずしも計画通りには具体化されていない事例もみられる。比較的、計画通りに撤
去事業遂行されているのはアイゼンヒュッテンシュタットとホイヤスヴェルダ、そ
してコットブスのザクセンドルフ・マドローである。逆に、なかなか計画通りにい
かなかったのがライプツィヒのグリューノウ団地とコットブスのノイ・シュメルヴ
ィッツである。 
 これは、ミクロ面では、行政ではなく住宅会社が最終的に撤去事業の是非を判断
するからである。結果、ミクロ面での都市計画的実効性に影響を及ぼす因子として
は、住宅会社の数、住宅会社の特徴（性格）が挙げられる。行政の策定した撤去計
画と連動するのは、どこの市でも擁している市営の住宅会社である。この市営の住
宅会社のシェア率等が、ミクロ面での都市計画の実効性に大きな影響を及ぼす（ア
イゼンヒュッテンシュタットとホイヤスヴェルダ、そしてシュタットウンバウ・オ
スト・プログラム発効時のザクセンドルフ・マドローは少数（2 つ）の住宅会社が
団地を極めて高い割合で占有していた）。 
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 このような状況を如実に示しているのが、コットブスのノイ・シュメルヴィッツ
の撤去計画である。同市はノイ・シュメルヴィッツの撤去計画を理想案と代替案と
いう 2案で提示したが、その背景には、市としては理想案の遂行が望ましいが、住
宅会社の都合を考えると代替案で妥協してもいい、という姿勢がある。つまり、望
ましい都市の将来像は市役所としては有しているが、住宅会社の反対を押し切って
までごり押しするつもりはない、という意思表示をしているのだ。このような住宅
会社の影響力が、撤去政策における都市計画的判断が具体化するか否かを左右して
いる。 
 そして、撤去する建物の選考は住宅会社によって千差万別である。本研究から、
通常の指標（クライテリア）からは判断しにくい、撤去計画にはない撤去事例など
を見つけたが、それらはほとんどの場合、市営でもなく、住宅組合でもない住宅会
社が所有していたもので、その住宅会社の都市計画的ではない極めて経営的判断で
実施されている。本研究での取材調査からは、現段階ではそれらの行動に対して、
都市計画サイドとしては住宅・土地を市で購入するというオプション以外は対抗す
る術を有していない、ということであった。ある程度、市の将来構想を共有するた
めにも、撤去地区で建物維持などについては、制度面でのディスインセンティブを
設けるなどの対策が必要かもしれない。 
 
（4）撤去事業を計画、また遂行するうえでの課題は何か。また、それらが遂行さ
れた場合、どのような成果が現時点で得られているのか。  
① 課題 
 5 つの事例研究（ツォーバーベルグは撤去事業を開始したばかりなので、あまり
課題が顕在化していない）を通じて得られた撤去事業を計画、遂行するうえでの主
要な課題としては次のものが挙げられる。 
・「都市計画発展コンセプト」という都市計画的手段の限界 
・撤去した後の跡地利用・管理 
・住宅会社との合意形成 
・住民参加の欠如と住民の反対運動の発生 
・移転に係る問題（費用、タイミング） 
 これらに関して、補足する。 
ａ）「都市計画発展コンセプト」という都市計画的手段の限界 
 本研究からドイツにおいても、計画と実際の撤去事業には乖離が生じているこ
とが明らかとなった。都市開発の規制がしっかりとしていると紹介されることが
多いドイツにおいても、縮小を計画通りに遂行することには様々な困難が生じて
いることが、本研究の事例研究から浮き彫りになった。 
 撤去計画を策定するうえでも、例えばコットブス市のノイ・シュメルヴィッツ
の東側はマクロな土地利用計画では「全面撤去」とされていた。しかし、ミクロ
なレベルでは民間の住宅会社が所有する建物は撤去するものとして指定されてい
なかった。このような状況からも、ある程度、都市計画的ではない政治的な要素
が入ることが本研究からも考察された。さらに、その実践レベルでは政治的、経
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済的要因によって大きく計画とは異なる状況が具体化されていることが明らかと
なった。 
 このような側面からは、都市計画的コントロールが効かない、というように捉
えられるかもしれないが、本研究から明らかになったことは、縮小下における都
市計画そのものを策定することの難しさである。そういう点では、都市計画的コ
ントロールが有効に機能する法的拘束力のあるＢプランなどと違い、柔軟性に富
んでいる法的拘束力のない「都市計画発展コンセプト」で、将来の方針をある程
度、行政、住宅会社、住民が共有できる状況の方が、社会経済変化にうまく対応
できると考えられる。 
「都市計画発展コンセプト」で示された撤去計画が具体化されない要因は 2つ。
1 つは住宅会社が市役所の計画通りに行動しないことであり、もう 1 つは、その
後の状況変化に応じて、撤去と指定した建物を撤去することを止めたりすること
である。前者は、同コンセプトの短所ではあるが、後者は逆に長所とも捉えるこ
とができる。 
 このように本研究での事例研究から得られた知見が示唆するのは、縮小下にお
ける都市計画的手段の限界である。 
ｂ）撤去した後の跡地利用・管理 
 シュタットウンバウ・オスト・プログラムには幾つかの批判があるが、そのう
ちの一つとして「撤去の後のビジョンを展望できるような施策がほとんど提示さ
れなかったこと」が挙げられるi。もちろん、すべてがその撤去後のビジョンを展
望していない訳ではないのは、コットブスのザクセンドルフ・マドローのトゥロ
ーヴァー・シュトラッセの事例から明らかではあるが、それらは全体でみれば例
外的である。 
 建物を撤去した後の跡地利用は、あまり深刻な議論がされていないが問題であ
る。建物に取り囲まれている集合住宅が中抜きのように撤去された場合は、オー
プンスペースのように活用されることが期待されるが、アイゼンヒュッテンシュ
タット市の第 7 地区やザクセンドルフ・マドローの A 地区のように地区全体をほ
ぼ全壊した場所が、茫漠たる荒れ地のまま放って置かれているのは、人々に不安
を与えるだけでなく、その都市に廃れたイメージを植え付ける。 
 
写真 9-1 ライネフェルデ市の建物を撤去した跡につくられたお花畑 
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 本研究では取り上げてないが、ライネフェルデ市は撤去した建物跡にお花畑を
つくるという簡単な試みで、そのような不安を解消している（写真 9-1）ii。ライ
ネフェルデ市は、撤去後の跡地利用を随分と考えており、空間的には建物を撤
去・減築することで以前より、むしろ質を高めようという戦略的な意図がうかが
える。撤去によって空き地となってしまったが、そこは決して無視されている訳
ではない、というメッセージをちょっと発信するだけで人々の捉え方も変わるで
あろうし、その後、跡地利用で何かしようという気持ちをも喚起させるのではな
いかと思われる。 
ｃ）住宅会社との合意形成 
 シュタットウンバウ・オストのプログラムの補助金を受けるためには、都市計
画発展コンセプトを策定することが必要である。都市計画発展コンセプトは、市
役所が作成する。そこでは撤去を含めた縮小に対応した都市計画が策定される。
しかし、実際、どこの建物をいつ撤去するかは住宅会社が決定する。都市計画発
展コンセプトは Bプランなどとは異なり、強制力を有していない。市役所は、シ
ュタットウンバウ・オスト・プログラムの補助金を差配する権力しか有していな
い。 
 住宅会社が撤去を判断するうえで考えるのは、すべての棟がしっかりと経営的
に成り立つようにすることだiii。その観点から建物の撤去を進めようとすると、
都市計画発展コンセプトで記述された将来構想は具体化されないということが
往々にして生じる。 
 市役所の都市計画課は撤去をしたがるが、住宅会社は空き家率が高かった以前
とは異なり、最近ではあまり撤去をしたがらない。これは、住宅会社にとっては、
プラッテンバウ団地の撤去・減築は営業上の資産の消滅を意味するからだ。空き
家率の高い団地が多かった以前は、それらが赤字をもたらし、事業経営を悪化さ
せた。圧倒的な供給過多の状況において、もし、撤去費用を負担しなくてもよけ
れば、住宅は撤去したいと住宅会社は考えたのである。しかし、不良物件から撤
去してきたこともあり、最近では住宅会社の経営状況は改善しつつある。この事
実こそが、撤去事業の大きな成果ではあるが、逆にこれ以上、撤去をあまりした
がらなくなっている。 
 これが多くの場合、市の住宅会社が積極的に建物の撤去を遂行している理由で
もある。グリューノウ団地の場合は、市の住宅会社は「改修なし」の建物のほと
んどを撤去し終わり、「部分改修」の建物までも撤去することになった。グリュ
ーノウ団地の場合は、住宅会社が複数存在するため、その調整が難しいという問
題はあるが、「改修なし」の建物が存在しているにも関わらず「部分改修」の建
物を撤去することは、都市計画的観点からは必ずしも望ましいものではない。 
 本研究からも、コットブスでもデッサウでもホイヤスヴェルダでも、市の「都
市計画発展コンセプト」に沿って、住宅会社が撤去事業を進めている訳ではない
ことは明らかとなった。ライプツィヒのグリューノウでも、「都市計画発展コン
セプト」で市役所側が「撤去候補」として指定した建物が綺麗に改修されて残っ
たものもある。ただし、グリューノウの場合はシュタットウンバウ・オスト・プ
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ログラムが始まってからの第 2段目の「都市計画発展コンセプト」において、「維
持地区」と「縮退地区」とで大きく 2つに地区を分けたが、それに関しては、住
宅会社は従ってはいる。細かい建物単位では住宅会社が自己の判断で撤去する建
物を決めているということだ。 
 そして、事態は住宅会社の数が多くなると正比例的に複雑になる。今回の事例
でみたアイゼンヒュッテンシュタットやホイヤスヴェルダが比較的、市役所主導
で縮小計画を策定することができたのは、住宅会社の数が 2つと少なかったから
である。アイゼンヒュッテンシュタット市などは 2008年時点でも、二つの住宅
会社が市内の住宅の 82％を所有していた。住宅会社の数が少ないところは、大
規模な地区ごとの撤去を遂行できたが、そうでないところは部分的な減築・撤去
に限定される場合が多いが、それは、この点が大きく影響している。 
 加えて、住宅会社同士の協働も簡単ではない。住宅会社は建物の撤去を検討す
る上で相手の腹を探るようなことをする。例えば、住宅会社 Aが建物を撤去した
際、その隣接地に建物を持っていた住宅会社 Bは撤去を取りやめて改修し、住宅
会社 Aの撤去した建物に入居した人達を受け入れたケースがある。その後、この
地区の住宅会社達は相互不信に陥り、計画通りには撤去が進めにくくなってしま
った。これは、マスタープランである「都市計画発展コンセプト」に法律的な強
制力が効かないから起きた事態であるといえるiv。 
 さらに、撤去を進めていくうえでの合意形成は時を経るにつれ、どんどんと難
しくなっていく。時間が経つにつれてステークホルダーも増加し、合意形成はよ
り難しくなるからである。特に最近では銀行、さらには地域外の住宅会社の存在
感が増している。さらにはプラッテンバウ団地でも賃貸ではなく個人が購入する
ケースも増えつつあるが、このような状況になると、撤去・減築を遂行するハー
ドルは一段と高くなる。 
ｄ）住民参加の欠如と住民の反対運動の発生 
 住民参加は都市計画発展コンセプトの作成レベルではしっかりと実施される。
しかし、都市計画発展コンセプトが策定された以降の実際の撤去事業に関しては
住民の意見は反映されない。これは、前述したように市役所の手を離れるからで
ある。 
 ボトムアップの街づくりでは先進的なドイツであっても、建物の撤去・減築に
関しては、市民参加は往々にして丁寧にやられていない。ホイヤスヴェルダは、
プラッテンバウ団地の建物を取り壊すうえで、住民を呼んだことは一度もなかっ
た。法律上の最低限のことだけをやってきた。 
 ライプニッツ研究所のマンフレッド・クーン博士は、シュタットウンバウ・オ
スト・プログラムの問題点の一つとして、「行政指導のトップダウンであり、住
宅会社は関与するが、金融業者を含む民間業者や住民がその判断等に関与するこ
とはほとんどなかった」vと指摘しているが、ライネフェルデのような例外的な
事例を除くと、ほぼそのような批判も致し方ないという場合が多いvi。 
 建物の撤去というと、その地区に住んでいる住民達は猛反対をするように想像
しがちだが、意外と好意的に見ている割合が高い。ヘルムホルツ環境研究センタ
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ーのカビッシュ教授の調査では、ホイヤスヴェルダの住民の 7割が建物の撤去に
ついて賛成している。しかも、年齢層によってその差も見られないというvii。こ
れは、ほとんどの場合、プラッテウバウ住宅の住民は賃貸で借りているというこ
とも理由の 1つであろう。 
 さて、しかし、撤去事業に関する好意的な見方は変化しつつある。その理由の
1 つは、本当に問題のある不良物件的な建物は率先して撤去されてきたために、
残っている建物はそれほど問題がない、つまり撤去事業の費用対効果が低いもの
であるということである。もう 1つの理由は、その住宅団地に不満を持っていっ
た住民は既に去ってしまったということである。つまり、人口は依然として減少
しているかもしれないが住宅は以前に比べたら相対的に優れているし、住民の満
足度も向上しているのである（この統計的事実はカビッシュ教授のグリューノウ
団地を対象とした経年調査viiiからも明らかである）。そのような背景からか、最近
では撤去事業の反対運動が本研究で対象とした住宅団地でも起きている。グリュ
ーノウ団地では 2013年に住民反対運動によって撤去事業が中止に追い込まれた
し、ホイヤスヴェルダでも「2025 年までは絶対取り壊さない」という名前の撤
去事業に反対する住民グループも設立されている。ホイヤスヴェルダでは、これ
までは行政が撤去計画を作成して、それから住民に説明をしていたが、これから
は策定する時点で住民の意見を採り入れなくては、撤去事業も円滑に遂行できな
くなることが想定される。 
ｅ）移転に係る問題（費用、タイミング） 
 撤去する建物の居住者の引越費用は住宅会社が負担をする。通常、住宅会社は
「維持」地区においても物件を持っているので、その物件の空き家を斡旋するこ
とになる。しかし、実際はそうタイミングよく空き家は発生しない。 
 住宅会社にとって「撤去」地区にある建物の住民を「維持」地区へ引っ越しし
てもらうベストのタイミングは、「維持」地区の物件が空き家になった時、また
は「撤去」地区の建物の空き家率が高くなりすぎて、もはや経営的に赤字になっ
た場合に生じる。したがって、住宅の撤去はその場所だけでなく、いつ実施する
か、という点も考慮しなくてはならない。 
 さらに、撤去対象にしたい地区の住宅でも一部、改修をしてしまったものもあ
る。改修をした場合は、ほとんど金融機関から借金をしているので、その借金を
返済できていない建物は撤去をすることは難しい。「撤去地区」の引っ越しニー
ズに応じた「維持地区」の空き家の発生、さらに住宅会社のバランスシートと改
修のタイミング。一口に縮小といっても、これらの要素がうまく噛み合って、初
めて縮小対策を実行に移せる。この点を踏まえたうえで柔軟に撤去事業を遂行す
ることが必要である。 
② 成果 
 4 つの事例研究（ツォーバーベルグは撤去事業を開始したばかりなので、成果は
まだ見えていないので省く）を通じて得られた撤去事業の成果としては次のものが
挙げられる。 
・住宅市場の適正化（空き家率の低減） 
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・人口減少の反転もしくは鈍化 
・都市空間のアメニティの改善 
・将来への安心感の提供 
・望ましい都市構造の形成 
これらに関して、補足する。 
a) 住宅市場の適正化（空き家率の低減） 
 撤去事業が開始したばかりで、まだ撤去が現在進行中のツォーバーベルグを除
いた 4事例で、すべて空き家率は低減している。これは、空き家を撤去している
ので、空き家率を計算する分母も分子も減らしているので当然ではあるが、その
結果、供給過多の住宅市場は適正化に向かっている。特に、グリューノウ団地は
ライプツィヒ市の人口増だけでなく、グリューノウの人口増も考慮して、今後、
団地の撤去は基本的に禁じられている。空き家率を減らすということに関しては、
撤去事業は直接的にプラスの効果を及ぼしていることが本研究の事例からも明
らかとなった。 
ｂ）人口減少の反転もしくは鈍化 
 本研究の事例では、グリューノウ団地の人口が減少から増加へと転じた（2015
年）。他にもシュタットウンバウ・オストのプログラム対象地区で人口が増加へ
と転じた都市としてはエアフルトやイエナが挙げられる。また、増加には転じて
はいないが、コットブスのザクセンドルフ・マドローやノイ・シュメルヴィッツ
も人口減少のスピードは緩和しつつあるし、アイゼンヒュッテンシュタットやホ
イヤスヴェルダは依然として人口は減少しているが、「維持地区」として指定さ
れた場所に関しては、ほぼ人口は安定して推移するようになっている。 
 人口減少というトレンドを反転させるためには、よりマクロな経済政策、人口
政策が求められ、撤去政策はその処方箋としては弱すぎるということを本研究の
調査結果は示唆している。ただし、撤去政策とは、「撤去しない場所」を選定す
るという政策のコインの裏側ではあるため、人口減少が留まらないからといって、
その有効性が失われるものではない。 
ｃ）都市空間のアメニティの改善 
 事例研究での撤去事例から観察できるのは、全般的に都市空間のアメニティは
撤去事業以前に比べると改善されていることである。旧東ドイツ時代には、人々
から人気のあったプラッテンバウ団地であったが、その後、それは社会主義時代
の全体主義的なイコンとして、またヒューマン・スケールを逸脱した巨大建築物
として人々から疎まれるようになる。 
 ホイヤスヴェルダの関係者を徹底的に取材して、その特徴を炙り出した論文を
まとめた Nina Gribartは、ノイシュタットの特徴を「人工的（artificial）」である
と指摘する。それは、プラッテンバウという高層集合住宅が「人工的」であると
同時に、管理経済というシステムが「人工的」であるということ、また単機能で
あることも、そのような特徴を強めていると言及するix。 
 プラッテンバウ団地の撤去事業は、そのような「人工的」でヒューマン・スケ
ールを逸脱した巨大建築物を、より人間的でアメニティのあるものへと大きく変
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容させる機会として捉えられた。その象徴が、ザクセンドルフ・マドローのセオ
ドア・シュトローム通りの減築プロジェクトや、トゥローヴァー・シュトラッセ
の団地内を撤去したことでつくられたアメニティ豊かな歩道であるし、ホイヤス
ヴェルダの都市センター周辺の高層住宅を撤去した跡地につくられた緑地であ
る。 
 このように撤去事業をしたことで、都市空間のアメニティが大きく改善されて
いる場所がある。すべてが、そのように改善されている訳ではないが、改善され
たところは撤去事業が大きくプラスになっていると考えられる。特に、高層ビル
が撤去された場合は、ビフォア・アフターの事業効果が大きい。 
ｄ）将来への安心感の提供 
 縮小する都市で生活する人たちは、縮小現象に大きな不安を抱く。人口が縮小
し始めると、往々にして人口の縮小が加速化する。これは、縮小という不安が人々
をそこから脱出させようと促すために、縮小が縮小を呼ぶからである。さらに、
プラッテンバウ団地の撤去といった縮小政策を展開すると、対象となる建物に住
む人々はもちろんのこと、周囲に住んでいる人々にとっても、これまで曖昧に感
じていた縮小の不安が現実のものとなったようなショックを与えることになる。 
 縮小は悲観的な将来像を人々に思い起こさせる。そして、それは将来への不安
を増長させる。特に減築・撤去といった自分の住んでいる建物、もしくは周辺の
建物が近い将来、取り壊されるかもしれない、という不安は大きなものがあるだ
ろう。 
 第 5章で、グリューノウ団地が『グリューノウ開発戦略 2020』で、大きく「維
持地区」「撤去地区」と 2 つのゾーニングをしたことを示した。それは「撤去」
する地区を決定したと同時に、「撤去しない」地区を決定したことでもあった。
そして、これによって、グリューノウ団地は今後、撤去は実施していくかもしれ
ないが、すべての地区が対象ではないことを知り、人々の将来に対する不安を払
拭させた。そして、この決定が、グリューノウ団地でその後も住むことを人々に
決断させたり、引っ越し先として選ぶ人達を増やしたりしたのである。撤去をす
ることはやむを得ない。しかし、どのように撤去をしていくのか。それを開示す
るだけで、人々の不安は大きく後退し、将来に希望さえ抱けることをグリューノ
ウ団地の例は示している。 
ｅ）望ましい都市構造の形成 
 都市レベルでの望ましい都市構造を実現させるようにマクロ的な観点から撤
去計画を策定している都市が多い。例えば、ホイヤスヴェルダやアイゼンヒュッ
テンシュタットは「周縁部を撤退し、都心部を集積させる」という撤去戦略を採
った。コットブス市も周縁部のプラッテンバウ団地であるザクセンドルフ・マド
ローやノイ・シュメルヴィッツを撤去地区として、都心部に人が集積する「ヨー
ロッパ都市」型のコンパクト・シティを望ましい都市構造とした。グリューノウ
は、その人口規模はアイゼンヒュッテンシュタットと同程度のものであったが、
ライプツィヒという大都市の一構成要素であったために、望ましい都市構造とい
う観点での撤去計画という意味合いは薄かった。ただし、第二期の縮小計画にお
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いては、大きく「撤去する地区」と「維持する地区」とに分類し、ある程度の都
市集積を維持しつつ、コンパクト化する方針を採ることになった。 
 これらの戦略は、周縁部の建物を積極的に撤去し、都心部の建物を修繕し、周
縁部から都心部へ人々引っ越させるというものである。これらに関しては、コッ
トブスは順調に都心部の人口を増やしているし、アイゼンヒュッテンシュタット
も土地利用的にはメリハリのある都市空間が形成されつつある。ホイヤスヴェル
ダも周縁部は積極的に建物を撤去したこともあり、半ば強制的にコンパクト化が
進んでいる。グリューノウにおいても「維持する地区」においては人口が徐々に
ではあるが増えつつある。 
 このように望ましい都市構造を形成するという手段としては、撤去事業は効果
的であると考えられる。 
 
（5）概要の考察 
 旧東ドイツの縮小政策とは、将来にわたって維持したい場所・コミュニティ・ア
イデンティティを選択することである。そして、それらを維持するために、優先順
位の低いものを潔く撤去する。この縮小政策の選択は、空間規模によって複数回、
行われる。マクロな単位では、都市全体においてどこを積極的に維持して、どこを
積極的に維持しない（縮退させる）のかを選択する。そして、次に積極的に維持し
ない地区において、その地区のどこを残すのか、どこを残さないのかを選択するこ
とになる。ここで残さないと選択された場所はほぼ全面撤去が遂行されることが計
画的に判断される（ただし、実際に遂行されるかどうかは別問題である）。さらに、
「残す」と判断された場所においても、その空間的質を高めるために、一部の建物
が撤去されることが選択される。 
 縮小計画とは、突き詰めれば、このように選択するという判断の積み重ねである。
都市として必要な集積を保つために、都市のどこを維持し、どこから退却するのか。
そして、撤去政策は「何を撤去せずに残すか」ということが、「何を撤去するか」を
考えることより、はるかに重要である。すなわち、撤去政策の基本は「都市を守る」
ということである。将来もここだけは「守る」ということを指定することが撤去計
画の基本であり、そのための処方箋として撤去政策がある。 
 これこそが、旧東ドイツの撤去政策の真髄であることが、本研究の事例を調査す
ることで浮き彫りになってきたことである。すなわち、ドイツの撤去政策は「守る
べき（守りたい）ところ」を「守る」ために遂行されることが、その特徴であると
いうことだ。 
 ただし、撤去政策の有効性は事例によって異なる。都市計画的対応は、必要条件
であっても十分条件ではない。しかし、十分ではないからといって、その必要性に
関しては異論を待たない。撤去政策があってこそ、守るべきところが指定され、そ
れに向けて、行政、民間、住民が協働できる。その将来ビジョンを提示するという
ことは、縮小という不安な状況から人々を解き放つためにも必要であろう。 
 また、論文の最後に仮説の類を記すことは不謹慎かもしれないが、本研究を通じ
て感じられたことは、旧東ドイツの縮小政策が、旧東ドイツ政府的な都市計画では
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なく、極めて旧西ドイツ政府的な都市計画であることだ。旧西ドイツでは、東西ド
イツが再統一される 1990年の 3年前の 1987年に「西ドイツ建設法典」が施行され
る。それは、「1960 年西ドイツ連邦建設法および 1971 年都市建設促進法を大胆に
統合・修正し、現代都市計画の基本法としての性格を明確にした」xものである。こ
の背景にあった考えを広渡清吾は「成長主義的都市建設の軌道転換」xiであると分析
しており、広原はそれが意図するところは「都市の外縁的発展はいまや終了し（あ
るいは終了すべきであり）、これからは都市内部＝中心部に開発の重点を移行させる
ということである。つまり、都市の外部地域の土地は保護・節約を旨とし、新市街
地開発事業はもはや新規に認めず、また都市内部の再開発も従来のような地区全面
撤去・全面新築型の再開発ではなく、修復的再開発としての持続的・保存的都市更
新を基本的類型とするというものである」xiiと述べている。 
 ドイツ再統一後を契機とした旧東ドイツの人口減少という現象に対して、わずか
再統一後から 12 年後にシュタットウンバウ・オストという連邦政府プログラムを
発動できた背景には、既に都市が成長する時代は終焉したというこの旧西ドイツの
考えがあったからではないか、と考えられる。 
 
 
9－2 今後の研究課題 
 
 本研究では、旧東ドイツにおける、おもにプラッテンバウ団地の撤去（Abriss）
を中心に、その撤去事業の選定のプロセス、そのクライテリアなどを 5つの事例か
ら検証した。そして、計画と具体化された事業との乖離に注目することで、都市計
画的な撤去計画の難しさと限界を確認すると同時に、その背景にある要因等を炙り
出した。また、その難しさや課題を整理すると同時に、制限のある中でも、その成
果をも検証することで、その意義等も明らかにした。 
 今後、さらにこの都市計画的な撤去事業の意義、そしてその難しさを都市レベル
で把握するためには、団地だけでなく、学校、幼稚園等の公共施設の撤去事業など
も調査することが望ましい。 
 加えて、今回は 5つの事例のみの研究をまとめたものとなったが、今回、対象と
なっていないメクレンブルク・フォアポンメルン州の自治体の撤去政策（例えばロ
ストック市やシュヴェリーン市）、チューリンゲン州の自治体の撤去政策（例えばゲ
ラ市やライネフェルデ市）などの事例研究を加えることで、より多角的に旧東ドイ
ツの縮小政策の実態を把握することができると考えられる。 
 また、本研究では筆者の力量が及ばず、そこまでの考察ができなかったが、撤去
事業をＦプランの土地利用に落とすことは現状では地主（住宅会社）の反対によっ
て実施できていない場合がほとんどである。空間の縮退戦略をドイツの規定の土地
利用計画にいかに落とし込めればいいのか。これは難しい研究課題であるが、法的
効力のない都市計画発展コンセプトだけで縮小戦略を展開させている限界を超克す
るためにも、今後、研究を進めていくべきテーマであると考える。 
 さらに、旧東ドイツの縮小政策、撤去事業から得られた知見を、同じように人口
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縮小を経験している日本にどのように活かしていくかを検討していくことが求めら
れる。提案レベルではあるが、1）空き家対策としての撤去事業、2）都市の魂魄性
の有効性の検討、3）ステークホルダーとの協働を図るうえでのノウハウ、4）成長
を是とする現代社会の価値観の再考、5）行政の市場への介入の必要性の検討、6）
空地のデザイン手法、などにおいて参考になるのではないかと考えられる。 
 ドイツと日本では都市計画制度も違うし、資産としての住宅の捉え方なども異な
っている。したがって、ドイツの制度そのものを日本に導入しようとしても、その
有効性は不確かではあるが、縮小という大きな社会変化に直面して、それにどのよ
うに対処したのか。その対策を考えるうえでの過程や、またその対策を遂行するう
えでの課題、得られた成果は、今後、日本が縮小政策を検討するうえでは資するも
のが多いと考えられる。特に、住宅の供給過剰を調整するうえでの撤去事業を検討
するうえでは、ドイツの経験が示唆する点は少ないと思われる。 
 今後の研究課題は、以上のように極めて広範に及ぶが、少しでも究明していけれ
ばと考える。 
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